
 

 

高レベル放射性廃棄物処分懇談会報告書案 

「高レベル放射性廃棄物処分に向けての 

基本的考え方について（案）」 

（平成９年７月１８日 原子力委員会 高レベル放

射性廃棄物処分懇談会） 

 

に寄せられた意見 
 
 

※本資料は、寄せられたご意見をそのままタイプしたものです。 
 
 
 

以上のご意見を入手希望される方は下記２機関において閲覧・複写（有料）いただけま
す。 

・原子力公開資料センタ−（東京都文京区白山５−１−３−１０１） 
 ＴＥＬ ０３（５８０４）８４８４      東京富山会館ビル６Ｆ 
 土・日・祝日、１０／１日は休館 
・未来科学技術館（東京都新宿区西新宿） 
 ＴＥＬ ０３（３３４０）１８２１      新宿三井ビル１Ｆ 
 第２・第４火曜日は休館 

 
  



No.１ 
氏 名  高垣 勤          年 齢  ５０ 
（概 要） 
一般産業廃棄物の処分計画を把握すると共に、高レベル放射性廃棄物処分計画との整合性
を議論し、基本的考え方の根拠の一つとすべきである。 
（意 見） 
放射性廃棄物は、放射線があるという特徴があり処分形態は異なるが、基本的には一般産業
廃棄物処分と異なるものではない。大量に発生している産業廃棄物の処分が現在社会的問
題となっている。これに対してどの様に対応していくのか、よく分からないが、基本的には
同じ問題を持っているものと感じている。 
放射性廃棄物は、自然レベルの放射能になるまで、何万年も環境、人間系に影響を与えない
ようにする必要があるが、産業廃棄物に含まれる有害化学物質は、放射能の様に減衰するこ
とがないので、どちらかと言うば、有害化学物質を含む産業廃棄物の処分の方が問題点が大
きいとも言える。 
従って、産業廃棄物処分との整合性を無視して、原子力だけの対応を基本的考え方としても、
原子力は特殊という社会通念が抜けきらないことになり、特殊なものに対する社会的合意
を得るのは、極めて困難なものになると考える。 
廃棄物処分対する全体像を明確にし、この一つとして高レベル放射性廃棄物処分があると
言う位置付けにし、高レベル放射性廃棄物の持つ特徴から、他の廃棄物処分との相違点を明
確にし、整合性のあるものであることを報告書に明記すべきである。 
技術的な処分の方法については異なるものであるが、少なくとも、官民の役割分担は、基本
的に同じになるものと考える。本報告書で述べられている内容が、産業廃棄物処分と同じも
のであるのか、よく分からないので、参考資料でもよいから明確にして、整合性のある進め
方をしている旨、ＰＲして頂きたい。 

 
No.２ 
氏 名  高垣 勤          年 齢  ５０ 
（概 要） 
深地層研究など、高レベル放射性廃棄物処分に必要とする原子力分野以外の基礎研究の促
進について、提言すべきである。 
（意 見） 
高レベル放射性廃棄物処分の為の深地層研究は、北海道幌延に見られるように一向に進ま
ないのが現状である。深地層研究は、高レベル放射性廃棄物処分の為だけに必要な研究では
ない。地球科学面の地質調査としても必要な研究であり、一般的に我が国は、基礎研究が遅
れていると言われている。原子力は、色々な分野の技術の集大成とも言われており、地層処
分も典型的な例である。 



原子力開発の為の研究では、地元に受け入れられない現状を考えれば、他分野は他分野なり
の研究開発を促進させることによ、この研究成果を原子力開発に取り入れる事を積極的に
考慮すべきではないかと考える。 
深地層研究についても、将来処分場となり得る地点の調査ではなく、全国レベルで調査する
事を所管官庁に提言し、実施させることが出来るのではないかと考える。全国的な調査が出
来れば、この結果に基づき、処分場としての最適地の評価も可能となり、国民的に納得でき
る選定地となり得るのではないか。まず、手始めとして、全国にある大学で、地質学の部門
がある所には、全て深地層の研究を実施させることは可能である。 
原子力開発は、原子力だけで実施するのではなく、国として全省庁が取り組む体制の議論も
実施すべきである。 

 
No.３ 
氏 名  高垣 勤          年 齢  ５０ 
（概 要） 
国会の場での議論を実施し、国会決議に持って行くべきである。 
（意 見） 
我が国は民主主義であるので、国民の代表は国会議員である。原子力政策は国の課題であり、
国の課題は、国会で議論すべきものである。国としての方針は、行政側が立案する場合もあ
るが、行政側が立案したものの承認を得るのは、国会の場である。報告書案を策定し、広く
国民の意見を聞く方法もあるが、国民にどれだけエネルギー問題に対する認識があるのか、
また、原子力に対する認識があるのか、疑問である。本報告書には、「国民一人一人が認識
を持つことが重要」との記載があるが、まずは、国会議員一人一人の認識をもたせる方が重
要であり、この結果、国会の場で決定されたことが、国としての方策になると考える。 
国民を代表した国会の場で議論され、決定または決議したことに対して、一般国民がどの様
に判断するのか、広く国民の意見を求めるのが順序ではないかと考える。 

 
No.４ 
氏 名  高垣 勤          年 齢  ５０ 
（概 要） 
大学での専門教育の充実の提言を行うと共に、この方策に対する基本的考え方を示して欲
しい。 
（意 見） 
２０３０年代から処分事業を開始するには、２０２０年代には実際の安全審査などを実施
する必要がある。今から２０数年後のことであり、この時点で第一線に立つ人物は、現在の
高校生、大学生である。 
地層処分は、地質学、環境学、放射線との関係であり、幅広い知識を必要とすると考えるの



で、実際の安全審査を実施するには、申請側、規制側の両方に専門知識を持つ人物が必要と
なる。 
現在の大学教育で、この様な人物が育つ教育の場があるかと言えば、無いと断言しても間違
いではない状態ではないか。 
大学を出てから、専門機関で研修する方法もあるが、基礎知識の収得が必要であり、学問の
府である大学に期待するところが大きいと考える。専門機関で研修すると、画一的な人物し
か育たず、申請側と規制側との区分がつかなくなる恐れがある。同じ目で審査しても、申請
内容を追認するだけのことになり、審査の透明性、適正さが保てなくなる恐れがある。 
大学教育の必要性は認識して貰えると思うが、実際にどの様にして対応していくのか、非常
に難しい問題であると思うので、有識者の議論により、基本的な考え方を明確にして頂きた
い。 

 
No.５ 
氏 名  小笠原 善吉          年 齢  ７４ 
（概 要） 
高レベル廃棄物処分に対する意見（私はわかりやすく課条書きにした） 
（意 見） 
(１) 
本件の研究は国が責任を持って進めること 
(２) 
問題は政治家はこの種については全く触れないところに根本がある。政治家はエネルギー
問題があるため原子力を容認しているが、選挙でも日常活動でも全く口にしないことはど
う言うことか。いくら地方で力説しても中央では問題にしないことが最大のネックである。
私は地方議員を６期務めたが全く受け入れられず、逆に平成元年の釜石鉱山に於ける地下
研究が反対され中止になったが、一事業団でなく国がやるべきである。国がやるとなれば空
気が変わると思う。従って政治家の猛省を促すものである。私は推進者であるが反面安全に
ついても推進者である。 
(３) 
ガラス固化についてもガラスの特性とか、考古学上も腐敗の心配がない点など、もっとＰＲ
するべきである。 
(４) 
微生物の活用は考えられないか。この点も研究していると思うがこのようなことが若しあ
ったなら公開し広く意見を求めて早期高レベル放射能廃棄物対策を進めるべきだ。 
(５) 
要はエネルギー対策は当然とらねばならない。 
又地球環境問題もあり、熱量とか、CO2 発生階無の原子力は避けられないことは十分わか



っている。加えて無資源国であるとの認識があるなら尚更らである。 
反面トイレなきマンションと云われ批判されていることを踏まえ真検に取り組まねばなら
ない。 
現在発生しているトラブルについては慢性化の懸念もあり、初心にかえり十分な対応をす
れば解決できると思う。 
要は行政改革と同様に政治家自身の対応が最も大切なことを強く要請する。 

 
No.６ 
氏 名  筋田 一行          年 齢  ６６ 
（概 要） 
1.実施主体として民間の放射性廃棄物管理事業団を設立 
2.処分地処分方法として廃坑、トンネル、無人島、荒地、砂漠等を利用して管理又は密閉す
る。 
（意 見） 
原発の使用済み燃料から出る高レベルの放射性廃棄物処分につき次のとおり意見を述べま
す。 
高レベル放射性廃棄物は貯る一方で危機的状態にあるにもかかわらず現時点では未だに最
終処分地実施主体すら決まっていないという事は驚きである。早く実行すべきで机上の空
論ばかり繰り返していては２０３０年頃からの操業開始は、おぼつかないと思う。 
１．実施主体について 
民間の電力会社出資の放射性廃棄物管理事業団を設立し処分と管理を行い国（科学技術庁）
は事業の監督指導と法制、財政、技術面からの援助を行う。 
２．最終処分地及び処分方法について 
新たに地下の深層に坑道を設置して処分することは莫大なコストがかかり、又新たな用地
取得が困難である。私は既存の廃坑、トンネル等を利用して閉じ込めるのが手っ取り早く、
ローコストで、現実的だと思う。又最終処分地を国内丈に求めるのは日本人の核アレルギー
から無理で、海外にも求めるべきであると思う。この場合、安全を第一とし、事前に地域住
民の了承をとりつけるのは勿論、地下水、地質等の調査を十分に実施する。地域住民のコン
センサスを得るためには、処分施設の管理要員は、出来る丈地域住民を雇用するのも一案で
あると思う。 
処分方法としては管理と密閉が考えられるが、地質が堅固で長期間管理可能な場合は出来
る限り管理するのが望ましいが最終的には密閉を考慮する。 
(１)廃鉱になった既存の鉱山等の坑道を利用して処分する。 
(２)ＪＲの廃止路線のトンネルを利用して処分する。 
(３)無人島（国内外を問わない）を借り上げて地上の施設か地下に処分する。 
(４)荒地、砂漠等（国内外を問わない）を借り上げて地上の施設か地下に処分する。 



 
No.７ 
氏 名  嶋根 欣一          年 齢  ６９ 
（概 要） 
エネルギー、環境、原子力、廃棄物についての社会的理解を深め 後世代ともども あるべ
き姿の実現に努力して行けるようすることが 現在の手近な基本的な取組である。それは
教育による以外に理解の方法はない。 
（意 見） 
 廃棄物の処理の問題は 原子力利用問題が国の課題として持ち出され その利用が開発
された時から解決を迫られていたのである。しかし その開始の時点では真正面から取り
あげその見通しを持てる処置ができるような体制上の余裕を持てなかった。ツケを後払い
する姿勢のまま出発してしまったのである。 
 また エネルギーの供給の大方針を打ち出した時点でも 国民的見通しが可能になるよ
うな手だてが充分に出来ないままの出発であった。 
 環境問題も 廃棄物の処分の充分な見通しの無いまま次から次と増加する廃棄物に追わ
れる形で対応して来て今だにその日暮らしの感が強い。ましてや 高レベル放射性廃棄物
の処分については その目途さえ着いていない。 
 こうした現実の姿を直視する時 日本の国の実力を 見せつけられているような気がし
てならない。ひとり ひとりの国民が この根本的な課題を自覚して 何とかしなければ
ならないと言う切羽つまった危機意識を持たなければと思う。 
 このような思いから 職場である高校で 理科の担当教諭に原子力を取り上げてはと話
しかけたが 積極的な反応は見られなかった。原子力委員会や関係機関では 原子力につ
いての講師派遣制度を持って いつでも対応してくれる体制になっていることも話して 
学校生徒に対する研究会または講演会を実施するのはどうかと勧めてみたが 世間での原
子力に対する見方がいろいろと出ている現時点では その実施には積極的な取り入れはむ
ずかしいと尻ごみをされてしまった。エネルギーの課題は日本人全体の最大とも言える重
要さがあると言う共通理解に達しているはずなのに 正面から取り上げるには 壁がある
ことが このことでも解るような気がした。 
少なくも原子力委員会が 教育の場での教育に適正に力が及ぶ体制を作り出してもらいた
いものと思った。 

 
No.８ 
氏 名  吉井 義一          年 齢  ７７ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物の安定性を前提として自国内処理をあまりにも安易に決定している。
微視的には決して安定したものではなく長い期間には漏洩の恐れがある。 



（意 見） 
高レベル放射性廃棄物処理案を読みました。有能な事務官の作文で、「基本的考え方」は予
算獲得的には要領よくまとめられています。しかし動燃や科技庁の責任者が名を連ねてい
るのは納得できません。居直った泥棒が刑事に早変わりして説教している感がします。ただ
基本的問題である発熱量の推定には疑問があります。温度の計算は熱平衡を前提にしてい
ます。放射線による発熱は微視的に見れば３００～５００℃に達します。従って分子原子の
立場から見ると、各分子はガラス体内で分解する筈です。即ち放射性廃棄物分子は遊離した
状態で存在するでしょう。そこで水分子と結合して早く動き回ると思います。これが漏洩し
ない保証はなく動燃と同じ事故が起こらない保証はありません。次に、自国の地層に埋没す
る問題です。自国内処理は討論なき決定です。廃棄物はこれを生成し出荷した企業が責任を
持つというのが現在では常識です。放射性原子や燃料も例外ではないと思います。原子爆弾
投下はワシントンのペンタゴンで司令されました。従ってワシントンで処理し、その残留廃
棄物はワシントン州に埋められるべきだということになります。原子燃料を生成し出荷し
た国もまた責任を負うべきです。現在アメリカでは、地層サイトとしてアリゾナ州を、さら
に原爆実験で残留放射能の多いネバタ州を候補地としてあげることが出来ます。日本国内
ではなく、廃棄物は上記のアメリカ２州に委託するのが最も適切であると考えます。 

 
No.９ 
氏 名  増田 唯子          年 齢  ５９ 
（概 要） 
高レベル廃棄物は、ガラス固化体にして、国民の合意を得て、日本領土のどこかに、最終処
分地を決めて、地下処分する以外、現段階では、方法が考えられない。 
（意 見） 
 現在では選択肢がない。３４年前、原子力発電をした時から考えておかなければならない
問題だった。原子力発電が３０％を超えた現在に至っても最終処分地が決まっていない。こ
こにきてガラス固化体が１万本を超えたので、あわてて決めなければならない状況にある。 
 青森県六ヶ所村は最終処分地に決まっているわけではないが、ガラス固化体にして地下
に処分する以外現在の段階では、他に方法がないように思われる。議論するとしたら次のこ
とを話し合っていかなければならない。 
 １． 
青森県民各層の一般県民の意見を充分聞いて、押しつけるのではなく、最終処分地を決定し
ていかなければならない。 
 ２． 
最終処分地に関しては、さまざまな事態に対応した保障をきちんと示す必要がある。 
 ３． 
それと同時に、より適切な処分方法を研究し、開発してゆくことが大切である。 



 ４． 
廃棄物に関しては、情報を判りやすく、高レベル廃棄物の量、地下処分する方法、安全性、
諸外国の現状等を国民に公開してゆくことが何より大切である。 
 ５． 
何かあった時は、すみやかに連絡できる、連絡方法、そして小さなことでも、かくさないで
しらせることが大切である。 
 
以上 

 
No.１０ 
氏 名  渡邉 巌          年 齢  ６８ 
（概 要） 
海洋型・内陸型地震多発の我が国。深地層条件の違う諸外国と共通の処分法具体化こそ社
会・経済的リスク大。視野を太陽圏迄拡大した処分法の具体化研究をこそ急ぐべきである。 
（意 見） 
 全土が環太平洋造山帯に属する我が国で、深地層条件が違う欧米諸国と共通の考え方に
基づく地層処分だけを具体化するのは、社会的・経済的観点から悔いを後世代に残す恐れは
ないか。これら諸国でも、深部地質環境の研究施設の建設を開始したばかりで研究結果の発
表もなく、処分に対する諸準備も未整備の状態であるのに、先進諸国と比較した問題解決へ
の焦りで『始めに地層処分ありき』と処分法法を限定せず、他の方法を具体化する研究も併
行する必要があると思う。 
 例えば、宇宙処分はリスク大で非現実的との烙印を押されたが、現在の宇宙関係技術なら
ば１億５千万 km 彼方の”巨大原子核反応物体”太陽へ還元するか又は太陽の引力圏内への
処分方法を策定し、これについても技術的・社会経済的な観点から可能な情報を各層の人々
へ提供する等、案の『地層処分』に対する諸施策と同様の努力を懇談会が為されれば、超長
年月をついやさずに処分が可能と思う。 
 実施主体は案のとおり民間を主体としても、現在の動燃の事故処理状況では国民の信頼
回復は期待できず認められない。科技庁の監督にも限界感があるので他の中立機関とし、電
気事業者にも経済・事業両面の責任を。 
 次に、我が国の深層地質環境について案では『地層処分』へ世論誘導的に長期安定性を強
調しているが、釜石鉱山ほか一ヶ所の少数実験だけでは我が国の地下に地層処分の適地あ
りと断定する根拠としては薄弱。また全国至るところに存在する活断層も、その活動周期や
所在地の把握も完全ではなく突発的現象の予測も困難なのに、分布の概略把握だけで影響
を過小評価するのは危険。 
 処分地選定プロセスも共生対策も、先ず過疎地ありきの発想で受益地住民の地域エゴに
似る。住民への公聴会や公開ヒアリングも現状では形式的で実効性は少ない。 



結果に法的拘束力を付与した直接住民発議措置が必要。 
 

No.１１ 
氏 名  沼倉 亮一          年 齢  ５０ 
（概 要） 
安全な処分方法の確立について 
（意 見） 
 エネルギー源のほとんど持たない我国では、原子力発電はなくすることはできないと思
います。しかし原子力発電はやっかいなことに核燃料廃棄物が発生する。この廃棄物で地球
及び人をいじめては絶対にいけないことです。 
 フランス、イギリスに廃棄物の処分の依頼にも限界があり我国でもプラントの安全技術
は十分な歴史もあり地下数百メートルから千メートルの安定した岩盤の中にマニアルにそ
って充分な管理をする事が必要。しかし動燃のようなずさんな管理では国民の信頼が得ら
れない。確かな技術完全な施設完全な管理で次世代へ原子力発電、廃棄物処分の確立を願い
ます。 

 
No.１２ 
氏 名  佐野 典子          年 齢  ３１ 
（概 要） 
 基本的考え方については、わかりやすいし、とてもいい案だと思います。一刻も早く国民
にこの案を広めて問題解決に向って進んでほしいです。 
（意 見） 
 この報告案を読ませていただき、この問題は早急に解決しなければいけない事だとよく
わかりました。今まで放射性廃棄物処理場についての問題を聞くたびに「そんなものを埋め
てしまうと汚染されてしまうから住人がかわいそう」という思いばかりありました。しかし、
現実として廃棄物はどんどんたまっていくばかりで避けては通れない問題なのです。基本
的報告案については透明性という事と、国民にわかりやすい説明、そして埋めた后の放射能
の危険性チェックなどもりこまれ、大変よい案だと思います。ただ、もんじゅでの事故の件
もあり、国民はかなりの不安感をもっています。もし、廃棄物の処分の段階で事故がおきた
場合はどうするか、放射能にてその場所が予想以上に汚染された場合どのように後の処理
をするかという事が大切です。マニュアルだけで、それがいざという時に役立っていなけれ
ば何の意味もありません。事故がおこった時、だれに責任があるという事を追求するのでは
なく、どこが悪かったのかという事を考えてほしいです。そうしなければ、事故かくしがお
こり、大きな事故をよぶことになりかねません。高レベル放射性廃棄物処分問題は国民全体
の問題です。この報告案を早く、広く、わかりやすく、国民に伝えていってほしいです。 

 



No.１３ 
氏 名  越川 善一          年 齢  ６８ 
（概 要） 
 ※ 如何にしても国民（地域住民）の理解と信頼を得るためには、地域に在住する情報提
供者を各地域に布石することが最も大切であると考え、進言致します。 
（意 見） 
 貴会が提供した『高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方について』（案）を
熟読させて頂き、内容の各項については特に難もなく、私なりに公平、公正な視点での考え
方を理解することが出来た積もりでおります。!!ご苦労さまでした。!! 
 私は、昭和６２年１１月敦賀半島の新型転換炉の『ふげん発電所』をはじめ、東海発電所
の高レベル放射性廃棄物処理施設を二度にわたり見学する機会を得て、物理的な安全性の
問題は既に!!クリア!!されていることを実感する者の一人です。 
 そのことを踏まえ、近時のニュース報道となる動燃の諸問題は、建設以来３０数年に渡る
組織の肥大と機構の劣化に起因する問題が多いのでは・・・と見ており、原子力発電所を持
つ全ての企業が同態であるとは考えて居りません。 
 本問題を深く考えるとき、北海道は一平方キロメートル当り人口密度７３人、更にこの地
方は２０人弱（宗谷支庁管内２１．３人、留萌支庁管内１７．５人）で廃棄物処理を検討す
るとき、他の諸条件を見ず安全性だけでは対象地の筆頭に位置することは自覚しておりま
す。 
 さて今後、本問題を進展してゆく道程について、!!如何にして国民（地域住民）の理解と
信頼を得るか!!が一番重要な問題になることが予測され、私の体験から住民の中でも自ら資
料を求めんとする勇気があれば活字に目を通して呉れますが、一般住民は『聞き学問』が日
常茶飯と見ております。 
 このことは、毎日配達される北海道新聞で見ると朝・夕刊のセット率が全道で６５％と他
紙を大きく引き放し、この地方は何故か２５％でまことに低い、故に、地域に在住する適切
な情報提供者を各地域に布石することが最も大切であると考え進言致します。 

 
No.１４ 
氏 名  香取 鐵也          年 齢  ６３ 
（概 要） 
この報告書は原子力は難解だから専門家でとの姿勢からより多くの人々に解って戴く姿勢
に変わった点で大変よいと思う。やはり一般レベルに下げて広く国民の理解を得ることが
大事 
（意 見） 
 一般に原子力は安全でないと考へられている。それは我が国の原子力との関わりが不幸
にも原爆と言う形で始まった事に因る所が大きい。然し乍ら昨今の技術の進歩はかなりの



確率でその安全性を確保したかに見える。その辺りを一般の人々に知らしめることが大切
だと思う。  斯様な見地から言へば今回の報告書の内容とその必要性について国民全体に
広く知らしめる事が大事と考える。 
 基本的な考え方に盛られた様々な提案は、その辺を網羅して居り大変よいと思われるが、
要はこれをどう実践に移つすかにある。より多くの情報の公開、透明性の高い決定経過、地
域の理解、信頼に基づく共生関係等全般に亘るきめ細い配慮が必要ではなかろうか。更に原
子力に関する教育や学習の機会の積極的な提供が必要でありそこで原子力＝危険と言うイ
メージの打破をしなければならない。又今回の案にはその処分方法として深地層への埋設
を考へて居る様だが、再々処理に依り更なる利用を図る技術の開発も行って戴き度い。それ
に依り廃棄物の量を少しでも減らせたらと思う。 
 以上いろいろと述べたが原子力に対する国民全体の理解と更なる技術の進歩に依り安全
性の確保に努め２１世紀のエネルギーとして主役を果すのは原子力との認識を得るべきで
あると思う。地球環境の悪化を防ぐ為にも。 

 
No.１５ 
氏 名  安間 頼子          年 齢  ３３ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分をするにあたっての作業員及び周囲の住民の安全性について 
（意 見） 
 長年、安全性を強調するあまり、神話を作ってしまった気がしないではないが、実際のと
ころはどうだったのだろうか。 
 何かを作ると必ずゴミがでる。それはごくあたり前のことではあるが、それが人体に影響
するとなると、慎重にことを運ばなければいけなくなるはずだ。 
 頭の中での考えでは確かに安全に処分できると考えられるかもしれないが、実際はどう
だろうか。 
 研究者は研究はするが、その研究に必要な材料は、他の人が作らなければならない。その
人が、正確な物を作れば、少なくとも、安全性は低くないだろうが、そのことを見落とすと、
大変なことになるはずだ。確かに研究者と、材料を作る人との信頼関係も大事であろうが、
これは、誰のためにするのかを考えてのことのはずだ。 
 私は、あえて資料を入手しなかったのは、そういう点である。 
 先日もまた、処分後の状態が悪いことから、廃棄物がもれていたとニュースで言っていた
が、研究するだけでは、いけない。人の命があってこその研究及び、廃棄物の処分ではない
だろうか。  おざなりの見学は必要ない。作業員及び周辺の住民の安全の上にたっての廃
棄物処分を考えなければ、国民の信頼は得られないと思うのだ。 
 私は、廃棄物の貯蔵県として、言いたい。 
 安全性を言う前に、もっともっと、内から、安全という言葉の意味を、そして、誰のため



のことなのかを考えるべきだと思う。 
 

No.１６ 
氏 名  浮田 重嗣          年 齢  ６０ 
（概 要） 
 懇談会の考え方について全面的に賛成である。この方向で事業を遂行するには国民への
納得理解ではなく、信じてもらう事となる。その為には関係当事者の人としての信用である。 
（意 見） 
 「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方について」の報告書（案）はその必
要性、技術的手法及び処理への対応姿勢等全面的に賛成である。 
 問題は技術的問題ではなくて、処分地を引き受けるところがあることが問題である。 
 この問題は理解納得の問題ではなく”信じる”ことである。立地地域の住民はもとより国民
一般の承諾を得るには安全を信じてもらうことであるとの認識がスタートである。国民は
原爆以来の原子力アレルギーがあり、かつ原子力についてはあまりにも専門的で理解困難
な要素がある。 
 どうすれば信じてもらえるかが一番の問題である。 
 幸い、今日まで原子力事業の本質的な安全性が継続されている。然し、事業の運営者、管
理者、監督機構の人間のあり方は信頼確保から見て問題があった事は大いに反省の要があ
る。マスコミへの姿勢、対応も問題である。 
 国民の信頼と処理事業の委任を受けることには本質的な安全の上、関係当事者の人間性
がセットであることを認識の上、”こと”に当ってもらいたい。 
 国民１人ひとりに訴えるにはマスコミを経由することにもなろう。マスコミ当事者にま
づ信頼を得ることの努力が大事であろうと考える。その為には審議会等のメンバーは元よ
り、事業当事者のあり方は十分配慮されたい。事業は人なりとも言うがごとしである。 
 原燃事業団の人的ミス及び政治行政への国民の反応はこれからの原子力事業の遂行の上
で反省と踏台になることであろう。 
最後に一言申しておきたいことは、地元対策上、地元への経済上の即ち交付金等の問題を大
きく申すことは、逆効果も大きい。危険を金で買うとカングッテの反響がでていることであ
る。 
 結論として信頼を確保し信じてもらうには事に当る人の信用であると強調しておきたい。 

 
No.１７ 
氏 名  鈴木 敏郎          年 齢  ７２ 
（概 要） 
放射性廃棄物の処理は国の政策として実施すべきで電気事業者のみに責任を負わすべきで
ない。その上で国に対し国が主体となり、リスクも公開し協力をお願いするほかはない。 



（意 見） 
 原子力発電所とは核分裂エネルギーによって発電が行われるものであって、使用済核燃
料は再処理施設で取り出され新たな核燃料として再び使用されますがその一部は放射性廃
棄物として処理される、この一連のながれを核燃料サイクルと言うことは自明の理であり
ます。 
 このことは原子力発電所の建設許可を与えた国は当然解っていたことではないでしょう
か。 
 ところが現在は使用済核燃料の再処理は一部は英、仏に委託し、国内では動燃の東海事業
所、日本原燃の六ヶ所村にある再処理工場で実施しております。しかもその量はガラス固化
体に換算し約１７０００本発生、２０３０年には７万本が蓄積されると予測される。六ヶ所
村では３千本しか貯蔵能力がないと言う。 
さて懇談会報告書案によると国民各層に情報を公開、教育学習の場を拡大し理解を求める
とあるが、今ではもう遅い。原発を許可した時点では国は核燃料サイクルを知らせるべきで、
例えばトイレのない建物を許可した以上早急にトイレを建設させるべきであり、その施行
は国が主体となってやるべきである。電気事業者に責任を転嫁することは国として卑劣な
行為と考える。 
 再処理施設の建設が不可能となれば、それは原子力発電所の操業停止につながり、わが国
の発電量の三分の一が失われることであり、経済の衰退、国民生活の窮乏は避けられない現
象となろう。 
 日米安保条約のように、日本にとって原発の稼働は経済安保政策として最優先させるべ
きで、そのためには統計上考えられるリスクは連帯して甘受すべきである。 
 処分場については六ヶ所村に固定せず、ウラン鉱石採掘跡地の利用なども考慮すべきで
ある。いずれにしても国の事業として実施すべきで、電気事業者に責任をおわせるような姑
息な手段をとるべきではないと考えます。 

 
No.１８ 
氏 名  鈴木 満          年 齢  ６２ 
（概 要） 
自国内処理の実施を前提とし、いくつかの処分候補地を選び、地質学的特性をふまえて、綿
密な調査の実施と処分法法、結果等の積極的な情報公開で意見集約を図ること。 
（意 見） 
 ウラン燃料を使用する原子力発電の特徴の一つは、石炭、石油等の化石燃料に比べ、極め
て少量の燃料で同量の発電が可能で、安定供給が可能で、輸送、備蓄も容易であり、且つ二
酸化炭素の発生もすくなく、環境問題も十分クリアーできる燃料です。 
 然し、再処理時高レベル放射性廃棄物が発生し、それを安全、確実に処理処分する事が重
要な課題である。けれどもそれらの面については調査研究等が非常におくれていると思い



ます。基本的な考え方として、ガラス固体化にして、地層処分が示されましたが、従来原子
力についてその安全性等に関しての情報等秘密性が強く、それが核アレルギーをますます
強め且つ有数の地震国と云う地質と相まって原子力を不安視し反対への傾向をつよくして
いるとおもいます。 
地層処分を含めて１）処分方法２）処分予定地を選び充分な綿密な調査を実施し、併せてそ
の結果等の情報公開を積極的に行い、国民の合意形成を図ってゆくべきだと思います。 

 
No.１９ 
氏 名  新田 剛久           年 齢  ３０ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物の処分については、処分を行う上で技術的に安全性が確保されるこ
とが前提であり、処分技術について国民の理解と信頼を得て社会的に安心をあたえること 
（意 見） 
 同上 

 
No.２０ 
氏 名  中村 利幸          年 齢  ６６ 
（概 要） 
原子力政策にたいする国民の信頼を得る為に研究開発を含めた法制度の整備を最優先課題
とし、従来の不透明な原子力行政を見直し、透明性の高い原子力行政制度の確立が先決 
（意 見） 
報告書案１頁で『懇談会は、動燃事業団の抜本的な改革及び原子力政策について国民の信頼
を回復する適切な方策が講ぜられることを期待したうえで、本報告書案を公表する』とされ
ているが、その後公表された動燃改革委員会の報告書。さらにその後に明らかになった動燃
の不祥事から見て、当懇談会の期待は完全に裏切られたことは明白である。従って「原子力
長計」に沿った既定方針推進の当報告書案は根本から見直し、従来法制度未整備の下で進め
られ国民に不信不安を生じた現状を直視し国民が積極的に議論に参加できる報告書案とす
べきである。 
１）各論第一章１「国民の間には原子力に対する不信・不満もあり廃棄物処分事業を進める
前提として、まずその不信不安に適切に対応し・・・」とされているが不信不安の原因並び
に対策についての記述が無く無責任である、前提条件整備の為に広く議論すべきである。 
２）第二章１「処分技術について国民の理解と信頼を得て社会的に安心を与えることが重要
である」とされているが、従来の研究開発の中核的推進機関であった動燃事業団の独善的・
閉鎖的な体質が明らかになった今従来動燃が住民意志を無視して強行しようとしている幌
延町の貯蔵工学センター計画等従来計画を撤回して処分技術の研究開発について透明性の
高い法制度を整備し、原子力に批判的な科学者も含めた開かれた研究開発機関を設立して



国民の理解と信頼を得られる研究開発計画の基に、住民の理解と協力を得られる研究施設
の建設を目指すべきである。 
本報告書案公表後に明らかになった動燃事業団の不始末科学技術庁の対応等から「原子力
長計」に沿った既定方針推進の本報告案は一般の人々の不信不安を和らげ積極的な発言を
求められる内容とは言い難い。 
広く開かれた議論が出来る環境作りに委員各位の御努力を期待致します。 

 
No.２１ 
氏 名  高垣 勤          年 齢  ５０ 
（概 要） 
「我が国では、１０年ないし２０年余りの遅れがあると言わざるを得ない。」とあるが、何
故、この様な状態になったのか、原因分析すべきである。 
（意 見） 
やれば出来ることをしなかったから遅れたと言う感じがしない。遅れたのはそれなりの理
由がある筈であり、この原因を解明し対策を打たなければ、現状で必要性をいくら説いても、
結果として前進するとは思われない。 
現在、処分懇談会で基本的考え方を示すのは、過去の反省に対して、どの様に今後対応する
のかと言うことを示す為のものであると考えるので、真の原因が何処にあったのか、この対
策は、処分懇談会で議論する事項ではないかも知れないが、どの場で検討すべき事項である
のかは、明確にしなければ、本報告書は、１０年から２０年余り前に策定したものと、本質
的に変わらないものとなってしまうのではないかと、非常に危惧する。 
もう少し詳しく原因究明を行うべきである。 

 
No.２２ 
氏 名  高垣 勤          年 齢  ５０ 
（概 要） 
処分場の選定に関する国の役目を、もっと明確にすべきである。 
（意 見） 
処分事業は、国家プロジェクトであると考えている。処分場は「迷惑施設」であるというこ
とは、永久に解消できない課題であると考えるので、処分場を選定して、地元の了解を取得
するには、強力な国家的指導が必要となる。 
処分場に於ける技術的な安全確保、建設・操業に伴う運用管理などは、民間が実施し、国が
指導・監督する体制は好ましいと考えるが、これ以前の、国民的合意の取得、場所の選定、
地元の了解の取得などは、国が全面に出て対応すべき事であると考える。 
この場合でも、民間は何もしないと言うことではなく、国が主、民間が従の関係での役割分
担があり、どの様に分担するかも明確にする必要がある。 



報告書に記載されている国、電気事業者、実施主体が協力して実施していくと言うきれい事
では、この計画は実質的に進展しないように感じるので、もっと具体的に責任分担を明確に
する必要がある。 

 
No.２３ 
氏 名  高垣 勤          年 齢  ５０ 
（概 要） 
諸外国との共同処分場の建設についても、可能性の議論をすべきである。 
（意 見） 
放射性廃棄物の自国での処分を原則にするのは、当然のことではあると考える。しかし、高
レベル放射性廃棄物については、発生量が僅かであるとういう特徴を持っているので、他国
と共同で処分場の検討をするのも、一つの方策であると考える。 
自国での処分の道は放棄すべき事ではないが、処分懇談会は、幅広く議論する場であると聞
いている。本報告書は、自国内処分を前提としたものとなっている。本報告書は、自国内処
分を前提としたものであると言うことであれば、これで良いが、参考資料として、諸外国と
の共同開発の可能性について、どの様に考えるのか、取りまとめて頂きたい。 
原子燃料サイクル自体についても、国内のサイクルの確立を目指すのが基本となっている
が、諸外国との共同によるサイクルの確立も一つのの課題ではないかと考えている。我が国
は、エネルギーの自給自足が出来たからと言って、成り立つ国ではない。他国の一つの国に
だけ頼るという姿は好ましいものではないが、相互に補完できる体制であれば、実質的な問
題はないものと考える。 
アジア地域では、今後、原子力発電が進展すると予想されており、アジアグループとして、
どの様に対応していくのか、議論してみるのも重要なことであり、この議論の結果を受け、
処分場のあり方も議論できるものと考える。 
処分に対する国民的合意を今後得るためには、全体的な基本構想が必要となるので、原子燃
料サイクル全体のあり方（国際的分業なども含む）、諸外国との処分場の共同開発のあり方
なども明確にする必要がある。 

 
No.２４ 
氏 名  高垣 勤          年 齢  ５０ 
（概 要） 
廃棄物処分は、地層処分を前提としているが、消滅処理も有効な手段である。消滅処理に対
する位置付けも基本的考え方に入れるべきである。 
（意 見） 
使用済核燃料は、有効な資源として位置付け、再処理路線を取っているが、高レベル放射性
廃棄物も、有効な資源として位置付けられる可能性があるのではないかと考える。全ての物



質が有効なものにならなくても、絶対量が大幅に減少できる可能性もある。高レベル放射性
廃棄物が問題視されるのは、処分する上で人類の手で管理できない長期間の隔離を必要と
することである。技術的に長期的なものを短期的なものに変換出来るのであれば、処分形態
そのものが変わってくる。仮に処分量が大幅に削減できるのであれば、国際的な処分場の建
設の可能性が一層高くなる。 
地層処分が絶対に必要であると言うことに対する疑問があり、この疑問に対する明確な答
が無ければ、国民的合意が得られないと考えるので、本報告書でも、消滅処理に対する位置
付けも明確にすべきものであると考える。 
原子力に対する不安は、コンマ何秒の間に発生する核分裂と、何千年に及ぶ廃棄物処分の、
長短短期の事象と超長長期の事象に対するものであると言われている。今回の処分に関す
るものは、超長長期に対する不安に答えるものでなければならないので、消滅処理に対する
位置付けをどの様にするのか、基本的考え方の中に入れても良いのではないかと考える。 

 
No.２５ 
氏 名  土井 和巳          年 齢  ６７ 
（概 要） 
（意 見） 
意見 １ 本懇談会の主目的が放射性廃棄物処分の社会的な理解を進めることにあるかと
みられる。しかし高レベル放射性廃棄物を岩石圏中に隔離する際に必要な安全評価の技術
が未完成の現状下ではこれを一般の人々に理解させることは無理である。地殻変動の予知
をはじめとする困難ではあるが必要な技術のレベルを高めることが目下の課題である。 
〔理由〕高レベル放射性廃棄物を岩石圏中に隔離する仕事は決して容易なものではない。特
にわが国土は地殻変動の激しい所に位置しており、岩石中の亀裂も多く地下水が豊富で地
球科学の面からみて放射性廃棄物隔離に不利な条件が多い。高レベル放射性廃棄物処分の
安全評価ではまず現状での安全性を確かめ、更に将来おこりうる地殻変動など状況の変化
を予測してその影響までも考慮することが必要とされる。地震、隆起、沈降など地球上の変
化の予測が可能となった将来においても不確定要素は少なからず残らざるを得ないとみら
れるので現状下での安全性への解析は確度の高い定量的解析が必要となる。安全評価の定
量的解析には多くの要素があるが岩石中の空隙や地下水に対する定量的調査も重要な一要
素である。物理探査等の現状では定性的には可能であるが精度を定量的とするには多数の
ボーリング掘削等を加える以外に途はない。新たな掘削は地下水の水みちを作るため当該
地点本来の隔離性能を著しく損なうこととなる。本報告書案では地球科学上の問題を動燃
の H-3 報告に依存することとしているが同報告は初期段階にある R&D の現状を紹介して
いるものに過ぎない。未解決の課題は上記の例に止まらず広く地球科学全般に及んでおり
将来の地殻変動にまで考慮を及ぼすには気が遠くなるほど多くの課題を解決してゆかなけ
ればならない。高レベル放射性廃棄物処分を実現するためにはこれらの点の認識を新たに



して課題解明への方途をつけることが先ず行われなければならない。 
 

No.２６ 
氏 名  土井 和巳          年 齢  ６７ 
（概 要） 
（意 見） 
各分野で要職にある人々が度々集まって行われている懇談会であり、提言として高レベル
をはじめとする放射性廃棄物管理に必要な課題の摘出、課題解明への方途が示されるべき
であろう。課題はたくさんあるが例えば 
 a) 
岩石圏中に隔離する放射性廃棄物の範囲（低レベル放射性廃棄物の範囲を越える放射性廃
棄物、 TRU 廃棄物などの隔離など） 
 b) 
高レベル放射性廃棄物隔離に伴うモニタリング、収納後の再取り出しの可能性。 
 c) 
安全性の評価精度（不確定要素の取扱） 
〔理由〕放射性廃棄物管理についてのわが国の現在の政策には不備が少なくない。その一つ
に上記の例 a) に関連して放射性廃棄物の分類がある。使用済核燃料の再処理からのもの、
低レベル放射性廃棄物の減容が図られた結果から発生している低レベル放射性廃棄物の範
疇を越える放射能をもつものなどがかなりの量となりつつある。しかしわが国での放射性
廃棄物の分類では低レベル放射性廃棄物、高レベル放射性廃棄物、 TRU 廃棄物の３種類と
なっている。国際原子力機関が提案（下記など） している中レベル放射性廃棄物にあたる
ものなどをどう処分するかはサ在のところまともな議論もされていない。 
IAEA (1982) Radioactive Waste Management Glossary,IAEA TECDOC-264 

 
No.２７ 
氏 名  土井 和巳           年 齢  ６７ 
（概 要） 
  
（意 見） 
処分場の閉鎖についての議論はどのような前提のもとに行われているのか。放射性廃棄物
管理全体を見通しての真摯な議論が行われることを強く望む。 
〔理由〕原子力利用を核分裂によって行う限り高レベルなどの放射性廃棄物の発生は続く
こととなる。いくつもの処分場をつくるのであればともかく、本報告の中でしばしば繰り返
されている処分場の閉鎖、或いは閉鎖後に対する記述はどのような前提にたって議論され
ているのか。閉鎖後に何らの管理・処置を必要としない処分ならば結構であるが処分したま



まとすることへの困難性は関係各国や国際機関が最も苦慮しているところである。設置さ
れる処分場に終末のあることは当然であるがどのような形で設置されるかも決まっておら
ず、放射性廃棄物の発生がいつまで続くのかもわからず、どのような管理・運営がおこなわ
れるかもわからない処分場の閉鎖後の状況ばかりが報告書の中で踊っている。同様の文意
はしばしば発行されているこの種の報告書に登場するがいずれにしても後世の人々に「ツ
ケ」を回さなければならないとみられる放射性廃棄物管理であることを考えてどのような
「ツケ」を残すのかについての議論も必要である。せめて多少のメリットを添えて残すこと
が原子力にエネルギー供給を依存している私たちの義務かと思われる。 

 
No.２８ 
氏 名  野田 廣太郎          年 齢  ６６ 
（概 要） 
広範な議論の末に纏められた報告書に敬意を表します。以下、報告書本文の下記各項目に就
いて、意見を述べさせて頂きます。 
（意 見） 
第２部第１章２.(３)③ 情報伝達を支える仕組---９頁 
(ａ)疑問、質問への対応（８行目） 
「事実と相違する外部の情報に対して正確な情報を提供する」事は、極めて大切であります。
世には恣意を以て原子力を妨げる者が多数居りますから、其の”為にする”、事実でない情報
を常によく監視し、時を移さずに正しい事実を、相手の使ったよりも大きなマスメディアで
発表するのが肝要であります。”云われ放し”が在ってはなりません。 
(ｅ)マスメディアに於ける議論の支援 
今日、多数のマスメディアそのものが偏向をして居ります。彼等との議論を公開裡に、執拗
に、相手が黙るまでせねば、地層処分に関する国民的合意は出来ません。 
第２部第１章３.---１０頁 
(１)学校教育 
本施設の立地問題は２０～３０年のロングスパンの案件だけに、今から学校教育へ採り入
れても充分に間に合います。是非とも実行ありたいと存じます。此の面でも考慮せねばなら
ぬのは”赤い先生”の存在であります。教育現場の監視、監督を充分に行うと共に、日教組と
の公開討論までが必要になる事も覚悟せねばなりません。 
第２章４.(３)処分場地下空間云々---１７頁 
 「処分についての記録の永続的な保存の方法と制度」は、類を見ない長期プロジェクトだ
けに極めて重要であります。近時２０～３０年を見ても、記録の保存方法は青焼、白焼、マ
イクロフィルム、光ディスク等と目まぐるしく変化して居ります。 
其の時々の最良な手段に全記録を写し直して行く事が、不可欠であります。 
第４章．処分地選定プロセス---１２～２４頁 



選定された処分地が国有地ならば問題は有りますまいが、さもない場合には、反対勢力の”
一坪地主”が、又しても登場する可能性があります。それには、ここ数年来議論されて居る”
大深度地下開発”に関する法整備を行い、或る深度以上の地下には地上権が及ばぬ事を法律
で定めるのが、極めて効果的であります。  以上 

 
No.２９ 
氏 名  今村 了          年 齢  ７９ 
（概 要） 
説明資料の統一性を確保して欲しい。 
（意 見） 
参考資料（案）Ｐ１１〔動燃事業団「高レベル放射性廃棄物地層処分研究開発の技術報告書
−平成３年度−」よりの左側図より読み取れば、３０年後の放射能は約８×１０5 ギガ・ベ
クレルであるが、Ｐ１２のセシウム−１３７、ストロンチウム−９０の時間変化図では１．
５～１．２×１０6 ギガ・ベクレルと読みとれる。かなり数値が離れているから、一般市民
の感覚から見ると誤魔化しがあるのでは無いかと疑われる可能性がある。２資料の整合性
を持たせるよう説明が必要と考えます。 

 
No.３０ 
氏 名  櫻井 茂夫          年 齢  ５７ 
（概 要） 
高レベル廃棄物処分の遅れを早急に確立する必要がある。 
（意 見） 
 我国が原子力エネルギーを開発して３４年経過し、現在エネルギーの３４％を原子力に
依存しているとの報告であり、廃棄物に関しては、私どもが計りしれないほど多量に発生し
ている実情であるにもかかわらず、処分の基本的考え方さえ確立されていないことを残念
に感じます。私は高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方について（案）に賛同
するものですが、今後の対応について、積極的に進め、海外との遅れが１０年ないし２０年
と認めないで、その遅れをどのように取りもどすか、真剣に考える必要があると思います。
そのためには、問題を先送りしないで、より密に対応することが大切であると思います。 
 また岐阜県瑞浪市議会では、９月１７日開催された一般質問で動力炉核燃料開発事業団
に対し、一連の事故、不祥事に対し、地元住民の不信感が募っているとして、安全管理の徹
底、情報公開、迅速正確な通報体制の確立などを求めている。同市では、動燃が超深地層研
究所建設計画を進めている所であり、今後の対応によっては、また遅れの要因になると思わ
れるので、真正面に対応を望むと共に、我国の原子力行政の進路を、早く確立されることを
希望します。 

 



No.３１ 
氏 名  島崎 敬造          年 齢  ６６ 
（概 要） 
処分懇談会が作成した報告書案の地中処分について賛成する。なお、掘削土の処理について
は、十分な検討をされたい。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物の処分については、その方法は種々あろうが、私は我が国領土内で、
しかも人間の活動の及ばない地中（深層）での処分が、最良と確信する。 
 日本は地震、断層、火山活動の活発な地帯で、それらに影響のない地点の選定を厳密に行
うべきである。 なお、処分を行うための坑道及び保管場所の掘削にあたり、大量の掘削土
の発生が予想されるが、これらについて埋戻しに使用するものはあるとしても后年のこと
であり、相当期間の仮置時間が必要である。 又掘削土全量の埋戻しは困難で、この残土と
仮置土が、周辺の環境汚染・破壊を惹起しない様細心の対策を樹てるとともに、その有効利
用についても充分検討されたい。  この事業は膨大な費用と一世紀以上に跨がるものであ
り、本四架橋のような華々しさはないが、ともかく国家の一大プロジェクトであり、国民的
な合意のもとに着実に推進して行くべきである。 

 
No.３２ 
氏 名  平田 行雄          年 齢  ６７ 
（概 要） 
 日本のどこかに高レベル放射性廃棄物処分地を選定しなければ、これからさきどう地域
住民との共生をはかれるかが一番だと思う。 
（意 見） 
どうも処分地の選定については一歩も二歩もおくれてしまっているのでは。この問題は原
子力発電開発をする計画の段階で、すでに処分地の選定をするのが当然で開発と合せ関係
住民、市、町、村と話し合い納得、承認を得るべきだったのではないのか。どうも今までの
資料等を見ると処分は国か実施主体かの記事が多いのにびっくり。電気事業者が廃棄物の
発生者なのだから関係、主体性になるのが当然でないかと思うのだが。 
 今から処分地をどこにするのか、話をだしたところで、心よく引き受けてくれるところが
ないと思うので、予定処分地には、それなりの情報と住民からの要望等をきき入れなければ
納得しないと思う。 
 こうした原子力関連施設で最近の動燃事故等で住民も、そうかんたんに、安全だ安心でき
るの同意はむずかしいのでは。そこで処分地予定立地地域と電力消費地域との連携を図か
り、両者が共生して行くことが大切で必要だと思う。そこで、まず処分場地域を電気料金で
安くし、消費地域はその分高くする。その外には国としても地方交付税を充分考慮するよう
な、きくばりが大切でなかろうか。 



 
No.３３ 
氏 名  平田 行雄          年 齢  ６７ 
（概 要） 
 なぜ今となって、高レベル放射生廃棄物処分が難題になるのか、今までの調査研究が足り
なかったのか。 
（意 見） 
１９６３年に原子力発電が初まり、３４年も経過し、大きな期待と喜びがあったと思うのだ
が、今になりなぜ難題にされるのでしょうか。調査・研究等で何か不足していたんだろう
か？ 
 電気事業者（電力会社）が原子力の発電施設を計画・設置される場合には、確かな計画書・
設計等がなされ、科学技術庁・原子力委員会等で慎重・綿密に審議されたうえで許可・認可
されることだろうと思うのだが、この「高レベル放射性廃棄物の処分」は計画の段階で記載
されず、別扱いされるんでしょうか。発電から廃棄物の処分までは電気事業者が初めから終
わりまで一環して処理されるのが当然ではではないだろうか。それらを明解せずに、３４年
余も経過した今になって、国が民間を主体とした事業とりくみ云々はどうかと思うし、それ
をやらないばっかりに電気事業者は利益をあげ企業・会社がうるおっている気がする。これ
と合わせ、私達、消費者も電気エネルギーの恩恵をうけ、豊かな毎日の生活ができてきたん
だから電気料金と合せ、廃棄物処分のため負担、まかなうのが、あたり前と思う。私はつく
る人、あなたは食べる人、あとのことは人まかせではなく、みんなで力を合わせ考えるのが
今しかない。みんなが丸いテーブルにすわり、語り合う、向かい合うことこそと電力会社が
毎月の”電気ご使用量のお知らせ”の裏にでも廃棄物処分について解りやすく、マンガ入れに
してでも印刷配付してはどうだろう。 

 
No.３４ 
氏 名  平田 行雄          年 齢  ６７ 
（概 要） 
 広く一般に理解と認識してもろうための廃棄物処分についての学習の場つまり生涯学習
を市、町、村単位でひらいては。 
（意 見） 
電気エネルギーのありがたさ等は、あたり前で、そう深く考えてはいないし感謝等は毛頭な
いでしょう。そこで、市、町、村のなかで、いろんな団体（老人、成人、婦人、青年、子ど
も会等）サークル等で活動、学習の場があるので、年間計画のなかに原子エネルギー、生活
環境、原子力、廃棄物処理等の知識と認識を得るような計画をしてもらい、その総まとめと
して、市、町、村内でセミナー形式等で仮称、科学講座をひらくように声をかけては。それ
らは行政として、とくに教育委員会が行なう、生涯学習の場としても重要ではないか。それ



がために、中央より講師、資料等を無料で斡旋、派遣をしては。宮城県には女川原発が操業
している県でもあるので率先、原点にかえり、人ごとではなく自分のこととして当然ではな
いかと思います。 
科学技術庁としても市、町、村の市役所、役場そして公民館、図書館、児童館、部落集会所
等の場にパネル、資料等を作製し展示、陳列をし、広く一般の方々にも目をむけてもらうこ
ととしてはどうか。 
参考資料のなかに”高レベル放射性廃棄物処分に係る主な出来事”を見、読みましたが、あの
年表を上記市、町村内の施設にも印刷、配布、掲示してはどうか。 

 
No.３５ 
氏 名  田中 真美          年 齢  ２５ 
（概 要） 
◎高レベル放射性廃棄物処分についての確かな資料を多くの方に読んで頂き理解して信頼
を得ることが一番。  
◎なぜ「地層処分」なのか？物質を閉じ込めておく能力が非常に高い。 
（意 見） 
早速資料を御送りして頂きありがとうございます。今マスコミ新聞など読みますと、悪い面
を強く書かれていますよね。でも送って下さった資料を読ませて頂くと高レベル放射性廃
棄物処分の事がくわしく書かれてます。こう言う資料を友人、知人にも読んでもらいました
らむずかしいけれども「ああ」こう言う事なんだと言う答えが返ってきました。多くの方に
読んで頂くのが一番理解を深めて行くには大切だと思います。高レベル放射性廃棄物は、非
常に長い時間にわたって保管することはできないので人間の生活環境から遠く離れた場所
に閉じ込めておく必要があります。①ロケットによる宇宙処分 これは雨が降った時一緒
に少しづつ流れ落ちる可能性が有るのでダメだと思います。②深い海の底処分これも外に
漏れた時魚貝類がダメになり私達人間の食生活が大変に成るのでダメだと思います。③南
極の厚い氷の下処分 これは、今私達人間が「かなりたくさん」の森林を切り倒してます。
今車社会ですが車の排気ガスを吸ってくれるハズの森林が少なく成ってその結果、南極の
永がとけてやはり外に漏れた時魚貝類がダメになるのでイケマセン。④やはりこうなると
地下深い地層の中が一番良いと考えられます。地下深い地層の中は石油や石炭、金属などの
資源が長い間保存されており、物質を閉じ込めておく能力が非常に高いことがわかります。
⑤地下水が心配ですがどうなんでしょ。資料を読んでると金属は水に長くつけるとさびま
す。この場合は土でさびにくいそして粘土をもち入るので地下水の侵入と放射性物質の移
行を抑制しますと書かれているので安心しました。⑥地層は数１００メートル以深に高レ
ベル放射性廃棄物処分場としてます。資料を見ますと深い井戸、青函トンネルよりもはるか
に深い所ですが数１００メートルをどのような方法で堀りうめるのでしょうか。 

 



No.３６ 
氏 名  岩井 博          年 齢  ５６ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物処分地の選定は事業者が立地地域の住民と協議して地域住民の同意
を得て立地する。処分事業は立地地域住民の要望を取り入れて地域に密着した施策を行う。 
（意 見） 
現在日本は総発電電力量の約３４％を原子力発電によって供給されている。この電力量を
石油等のエネルギーで補うことは物理的に不可能である。高レベル放射性廃棄物は、原発の
最終的なゴミである。やっかいなことに燃やすことも化学的に分解することも出来ない。放
射能レベルが十分の一まで落ちるのに約百年、数千分の一になり、放射性物質の崩壊熱がな
くなるまでに千年かかる。このようなやっかいなゴミがガラス固化体に換算して、２０３０
年には七万本相当になると推計されている。青森県六ヶ所村に建設中の再処理工場で処理
が始まるのは、２００３年からである。我々の子孫に大きなツケを残さない為にも、たまっ
ていくガラス固化体をどのような方法でどこへ埋設するか具体的に決める時期になってい
ると思う。国民にこの問題の理解を求めるには、まず処理や貯蔵方法、安全性に関する情報
公開と施策の透明性がなければならない。地下水への放射能汚染はないのか、半永久的に処
分場を管理するのだから深地層の十分な研究は必要である。最大の問題は、処分地の選定を
どうするかである。専門家や行政の意見を押し付けたり、一部の地域有力者らの主導で進め
るようでは住民には受け入れられない。地域振興という名のハコもの建設やインフラ整備、
企業誘致や、雇用促進などいった旧来の発想では、致底地域住民の理解は得られない。①処
分地は事業者が立地地域の住民とよく協議して地域住民の同意を得て立地する。②処分事
業は立地地域の住民の要望を取り入れて地域に密着した施策を行う。（例：立地地域の電気
料金を安くする。過疎地の過疎を解消する為に若者のＵターンを促進する。町おこしの促進
と地場産業の育成等）③現在の電源三法を見直して、立地地域の住民が電源助成金などを地
域の為に自由に使えるように改正すべきである。 

 
No.３７ 
氏 名  近藤 和子          年 齢  ６９ 
（概 要） 
 まず一般国民に対し、原子力発電の必要性、廃棄物処理の問題を知らせてほしい。研究資
金は発電会社が負担し、地震国で狭い我が国に合った、安全管理が納得できる処分法を。 
（意 見） 
① 一般国民に、分かり易く、もっと機会を多くして、如何に原子力発電に頼らねばならな
いのかを知らせてほしい。産業ばかりではなく、民間の消費者たちが、安易に電気を使い過
ぎていないかを、政府は広報する役割があると思う。 
② 放射性廃棄物の処分は当然考えられねばならないが地震国で、さらに国土の狭い我が



国で、地層処分の方法を行うことの不安、それに広い処分場の必要などを知ると、ほんとに
この方法が日本にも適しているのか、今様の研究もあると思うがどうであろう。日本の科学
技術は高く信頼しているが、処分費試算も高額なことから、これからも、発電が簡単でない
ことを消費者らに知らせてほしい。 
③ 研究は国が行うと共に発電事業者が資金を拠出し、安全性の評価は、第三機関が行って
発表してほしい。たとえ、実際に地層処理が行われるとしたら、動燃が起こした問題のよう
なことにならない、確実な納得のゆく管理・監督体制を設けるべきだ。 
④ さらに次世代の人が、この地層処分を受けつぐことになろうが、本当は原子力発電にの
み頼らず、他のエネルギーを使うための開発が重要と感じた。この方法でどの位の年数、我
が国で使用可能なのであろうか。その可能性も明記してほしい。 

 
No.３８ 
氏 名  塩倉 基枝          年 齢  ５８ 
（概 要） 
 参加してよかった。岡谷さんの子供さんの写真とといかけの言葉よかった。こんな方法を
もっととって下さい。 
（意 見） 
◎原子力発電量と電力消費量についての現状とその必 要性についての情報が余りにも少
ない。 
◎しかし、反面原子力とか高レベル放射性物質につい ての一般人は広島・長崎の原子バク
ダンとかロシヤに おける原子力発電所の事故、さらに動燃における不祥 事等々を考え
ると、その安全性についてのことと、そ の対応についてを十分国民に理解させる必要があ
る。 
◎高レベル放射性廃棄物について～Ｐ４ 
 イ． 
ガラス固定化に３０～５０年を要すとのこ、この間のどのように安全に保管されているの
か。またその量が多くなるか、安全性を明示する必要がある。 
 ロ． 
地層処分について～Ｐ４、Ｐ７ 
極めて重要なことで、地層科学研究とその実施を早急に対応すべきである。このことは地層
処分地の候補地に当るには、その主旨を前述の項目についての説明を十二分にしなければ
紛争のもとになる。 
 ハ． 
放射性廃棄物物質は後世代にも地中に存在することから、その安全を一定期間ごとに測定
値を公開して理解を深める必要がある。同時に学校教育の中の「エネルギー」と「安全性」
等について導入すること。 



 ニ． 
安全性の評価についての委員会は極めて重大である。当然専門家が中心であるが（原子力）
のみならず地質学者や地域環境専門家等々広い分野の者も入れるべきである。 Ｐ５ 

 
Ｎo.３９ 
氏 名  小清水 美和子          年 齢  ５２ 
（概 要） 
本日のお話は大変勉強になりました。今後は、興味をもっていきたいと思います。 
（意 見） 
原子力発電が、これ程多く使われていたことに驚きました。 
私たち 家族５人ですが、エネルギーは必要なので、原子力発電は やむおえないと思いま
す。そのための 税金は 仕方ないと思います。 
廃棄物は 出来れば 人口の多い処は避けてほしいです。 
自分の国の責任は 自分の国で きちんとしてゆかなければならないことは当然です。 

 
No.４０ 
氏 名  中野 忠直          年 齢  ７１ 
（概 要） 
提案は全般的には賛成であるが、部分的に疑問点、理解困難な点、異なった意見もある。特
に、処分技術が確立されているとするのか しないのか よく判らない。 
（意 見） 
 前提・・・石油鉱業連盟によれば 石油の可採年数が４１年 天然ガスは４９年であるの
で、原子力が好き嫌いと言っていられる段階ではない。ウラン資源も低価格のウランは数十
年であるので、リサイクルして効率よく使用する。従って、高レベル放射性廃棄物は発生す
る。 
 処分の技術・・・平成３年度のＰＮＣ報告では 現在の技術水準で地層処分が可能である
とし、深地層処分案が出来た。この計画ならば現在の鉱業技術でそれほど難事業とは考えら
れない。ただ５０～１００年も埋め戻さない場合 地下水の挙動が心配になる。出来る限り
地下水を動かさないことが肝要である。大気圧に曝すことは水道をわざわざ作ってやるよ
うなものであり、深地層の意味がなくなる。 
 深地層処分の場合 結局は水の問題に集約される。 
 もし技術的に不安があるのならば 深地層処分は時期尚早と言わざるを得ない。 
 私見としては水の対策上 海水準以上の浅地層に処分するのが良いと考える。地下水の
コントロールが出来れば放射線管理もその困難さは著しく軽減されると考えられるからで
ある。 
 処分地選定・・・これが最大の問題。身近な焼却場の建設にも目の色変えて反対している



のに、直接関係ない高レベル放射性廃棄物と言う得体の知れないものの受け入れをどうし
たら出来るのか わからない。 
 提案通りやってみるしかないのではないか。 
（参考資料 １９ ガラス網目構造の説明図は理解できない。必要か？） 

 
No.４１ 
氏 名  秋山 正枝          年 齢  ４８ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物に対する一般国民の意識の低さは、今まで十分な情報提供をして
こなかった電気事業団の怠慢にあることを認識し、謙虚に国民の理解を得る努力をする。 
（意 見） 
 絶対安全と言われ続けてきた動燃の度重なる事故に、今や、国民全体が原子力発電の存在
そのものに不安感を抱いていると言っても過言ではない。そこへ、「高レベル放射性廃棄物」
という聞くからに恐ろしい名前のゴミが実は存在し、どこかの地域に埋設されることにな
るという話である。すんなり受け入れてもらえると思ったら大間違いである。まず、原子力
発電でそのような廃棄物が発生していたということ自体、寝耳に見ずという人がほとんど
であると思う。「どうして今ごろになって」「今までの廃棄物は、今どこにどのようにして管
理されているのか」「電気料金の値上げはダメ」と猛反発が起こることは必至であろう。 
 この処理事業に対する国民の理解と協力を得るには、まず、電気事業団が今まで十分な情
報提供してこなかったことを深く反省し、謙虚に、そして根気強く、処理施設の早急な必要
性とその安全性を訴えていくことが大切である。自治体やＰＴＡなど生活に密着した活動
をしている団体に協力を依頼し、地域で人々と直接話し合う場を設けることも有効な方法
の一つであると思う。 
 事業資金の確保や処分地の選定などは、いかに早急に取り組みたい課題だとしても、時期
を待つべきである。なぜなら、処分地の選定が、国民一人一人がこの問題を自分の問題とし
て受け入れる前になされることになれば、関係地以外の人々の関心をつなぎとめておくこ
とは難しくなり、事業資金確保においてもさまざまな問題が生じる恐れがあるからである。 
 もうすでに発生してしまっている廃棄物はなんとか処分施設を作って処理するしかない
が、今後、原子力発電に代わるエネルギーの研究をぜひ進めていって欲しいと思う。 

 
No.４２ 
氏 名  中原 康明          年 齢  ６１ 
（概 要） 
差し迫っている問題については、ここで提案されている方策が着実に実行に移されるべき
である。長期的には、廃棄物を出さない閉じた核燃料サイクルを確立すべきである。 
（意 見） 



 当面差し迫っている問題の解決法と長期的展望に立った対策を区別して考えるべきであ
る。 
 当面差し迫っている問題については、この報告書で十分な検討が行われており、ここで提
案されている方策が誠実かつ着実に実行に移されるならば、技術的にも社会的にも基本的
な解決が得られるものと考えられる。しかし、対策が全て後手にまわっているとの印象は避
け難く、そのような事態を招いた背景として次の二点を指摘できるのではなかろうか。先ず、
原発の建設に影響するという理由で、廃棄物に関する政策的な議論は専門家の間ですらタ
ブー視されてきた。そのツケが欧米諸国に２０年にも及ぶ遅れをとるという型で現出して
きている。一方、原子力委員会の指導力のなさが今日の事態を招いていると言っても過言で
はない。動燃の根本的改革もさることながら、原子力委員会自身の根本的改革も必要なので
はないだろうか。 
 長期的展望に立った対策としては、基本的には高レベル放射性廃棄物を出さない閉じた
核燃料サイクルの確立を目指すべきである。これは使用済み核燃料の再処理をしないで再
利用する方式であり、その具体的方法については米国のカーター大統領の原子力政策の柱
として私自身米国の研究チームの一員として研究したことがある。一方、再処理で抽出され
るプルトニウムについては、核拡散の観点からの議論も必要である。日本では、核拡散と言
えば、核兵器の拡散のみが議論の対象になっているが、むしろ憂慮すべきはテロリストへの
核物質の拡散である。従って、全てを閉じ込めたままで完遂し得る核燃料サイクルを検討す
べきであって、先ず「放射性廃棄物ありき」で議論をスタートさせたのでは、長期的展望に
立った根本的な問題の解決法の模索を置き去りにしてしまうのではないだろうか。原子力
委員会が指導力を発揮することを期待したい。 

 
No.４３ 
氏 名  林 一恵          年 齢  ６２ 
（概 要） 
 自分達の出した廃棄物は 自分達で処分するのが当然。その為には 今 各人がなにを
するべきか 考えなければなりません。 
（意 見） 
○私達が日々のくらしの中で使うエネルギーの大半を原子力エネルギーに頼っている事を
全国民が認識しなければならない。その為にも 報道（新聞・テレビ等）の一層の利用を。 
○廃棄物処分はこれから大きな課題だから義務教育の場でも年齢に応じた学習を。 
○原子力エネルギー・廃棄物の危険性を認識し安全性向上の為に更なる技術研究に努める。 
○正しい情報の全面公開とその公開方法に考慮を。後世につけを残さない為にはまず廃棄
物を出さない努力をする。 
○これ以上原発の増設をしない。 
○各人が日々の生活を見直す。 



○エネルギーをより有意義に使用する為にも法的規制を。 
 １．自販機の撤廃。 
 ２．２４時間営業店舗の時間短縮 
 ３．必要以上の装飾ライトアップの規制。など 
 ４．営業用電力料金の値上げ 
 廃棄物処分で悩む前にまず廃棄物を減らす廃棄物を出さない事が重要。資源のない日本
の今後の課題として太陽エネルギーの研究も。 

 
No.４４ 
氏 名  白井 伯石          年 齢  ５７ 
（概 要） 
 廃棄物処分について社会的な理解を得るためには、原子力利用は必然的な選択肢である
こと。そして、この代償的廃棄物処分は、私達の恒久的義務であることの自覚が必要。 
（意 見） 
 現代におけるエネルギーの需要は文明の発達と共に増大を続けている。このことは、私達
が生活していく上で不可避の現象である。そして、原子力によるエネルギー供給量は次第に
ウエイトが高まっている。しかし、原子力は他に比類なき危険な特性を持った放射性物質に
よるもので、何世紀後もこの影響を持続することになる。 
 原子力の平和利用を始めてから半世紀が近くなっているが、今もって放射能の脅威から
不安をぬぐい去ることができない。このため原子力施設の立地に対して過剰なまでの拒否
反応がある。これは、自己防衛として身を守る当然の表現であろう。これらの理解を得るた
めには安全対策とその保障が必須条件になるだろう。 
 原子力施設における事故は、自損事故と外的要因によるものがある。過去の事故例は自損
による事故が幾度も発生している。この中には、人為的な管理用のものも含まれている。こ
れらの人災や天災等のトータル的な防災対策を徹底しない限り、一般的に危険性への不安
感を払拭することはできないだろう。 
 現代の廃棄物処分の方法としては、地下埋設が優先されているが、この分担責任や全体的
な組織管理は不可欠であり、事故のバックアップ体制など更に技術向上を図らなければな
らないだろう。そして、より高度な処分方法の開発を目指した科学の研鑽も怠ることはでき
ない。 
 私達が求めていることは、原子力利用の必然性の中でエネルギー供給源の構成の適正化
や地域需要に見合った立地の在り方、更には、平和時や政変時の対応機能、そして、原子力
に対する国内はもとよりグローバルな管理機構による安全対策等々、想定される事態の律
法や科学技術による最善処置の実行であろう。これらが安全に対する保障の信憑性を高め
るのではないだろうか。すでに実行されていることだろうが猶予することはできない。私達
自身が加害者にもなり被害者にもなるから。 



そして、私達はこれらのことを真摯に受けとめ、両者の立場でその義務を自覚する必要があ
る。 

 
No.４５ 
氏 名  小谷 麗子          年 齢  ４７ 
（概 要） 
 使用済み燃料の再処理を中止し、「高レベル廃棄物」処分について国民に情報を公開。地
中埋設は行わず、安全に処理できる技術確立まで地上管理とする。 
（意 見） 
 原子力開発当初から先送りしてきた放射性廃棄物の処分問題は、もはや逃れられないと
ころに来ています。動燃の一連の不祥事に対し低レベル廃棄物の六ヶ所への運び込みもま
ま成らず各電力会社とも使用済み燃料プールの増設を申請しています。高レベルの処分地
すら３０年以上たった今日まで決められずにいることは、原子力開発自体の破綻です。再処
理をやめ、これ以上高レベル放射性廃棄物を出さないようにすること。安全な処分方法が研
究されている間は、目の届く地上管理とすることが大前提です。研究結果はその都度情報を
オープンにし有識者と呼ばれる人たちだけでなくあらゆる階層から、肩書きに関係なく選
んだ人々で構成する委員会で議論しさらに国民の意見を聞いていくべきです。また過疎地
にお金で処分地の押しつけをすることは反対です。基本的には、発生地で貯留するべきです。 

 
No.４６ 
氏 名  藪 和子          年 齢  ６６ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分に向けての考え方は、一般の人は漠然として差し迫った重要
な問題としては、認識していない状況だと思う。 
（意 見） 
 私達は、高レベルの放射性と聞いただけでも大変だなあと思うし、低レベル放射性物質だ
って、なにかと心配で不安のある昨今で、でも原子力を案ずる上では、深く考えていかなく
てはいけないと思うので一言申し上げたいと思います。第二部の第一章の中では、いろいろ
のプロセスを含めた事業活動の中でのチェックを、又わかりやすい情報や公開を徹底して、
国民みんなが少しでもわかりやすくを願いたいのです。 
又、原子力活動の中での感心感覚は、国民全体に薄い受けとめ方があると思う。 
今の若い人達は、そんなの必要ないのではの声も現にあるくらいで何もわかっていないの
です。これからの２１世紀に向けて教育、学習の重要性を感じます。どうぞお願いします。 
エネルギー環境、原子力、廃棄物についての教育、学習の機会への提供、深地層の研究施設
の現場訪問による体験など、ほんとうに必要だと考えます。お願いします。 
 第三章 立地地域との共生 これは大事だと思います。立地地域とその他の地域の人々



が様々な手段で、直接的な交流を進め、相互の理解を深めながら推進することがほんとうに
重要であると信じます。 
又、関係自治体及び関係住民の声を聞く機会がなくてはなりません。その関係自治体、住民
の声や意見の反映に努め、理解と信頼を得た上で的確につたへていくことが重要ですね。と
にかく冷静に理解して、対策をたてて、十分に時間をかけて、いつ、どこで、だれが、どの
様にしてやるのかということを十分議論されて、又諸外国の事例なども調査されて、実施さ
れることが必要ですね。  どうぞよろしくご配慮されて原子力、高レベル放射性廃棄物は
とくによろしくお願いしたいものです。 

 
No.４７ 
氏 名  加田 裕子          年 齢  ６５ 
（概 要） 
２１世紀に向かって、安全確保に基づく原子燃料サイクルの最新技術をみがき、将来、外国
に売る事が出来るように専門家達の研究に期待する。 
（意 見） 
 今年９月５日に、六ヶ所村を見学するチャンスを得た。広大な土地に立派な施設が立ちお
どろいた。わかりやすい専門家の説明を聞いたり、施設の内部を見学する事によって、廃棄
物からの放射線による環境への悪影響があるのではないかという不安や、安全な処分に対
する不信感など、今まで素直に納得出来なかった面も解消した。 
 又更に高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的な考え方についての資料を読み理解
出来た。  しかし、専門家の説明や文章では理解できたのだが、ガラス固体化という貯蔵
施設が順調に運転出来なくなった時や、地下の深い地層中に最処分されたものが、元の原石
に返える長い期間に地層に変化が起きた場合、大丈夫なのか不安はある。説明では安全確保
といっているが、その安全の裏には、不完全という裏返しもあるのではないか。 
 動燃のずさんな管理体制や、もんじゅの事故なので、国民の信頼性をかいているが、情報
は隠さず国民の不信感を招かないように、すみやかに公開し、学者や技術者達の各層の議論
を重んじ、研究を深めていって頂きたいと思うのである。 
 高レベル廃棄処分の技術は、フランス、イギリス、カナダ、アメリカ、スウェーデン等よ
り２０年位おくれているといわれているが、今こそ日本は、この研究素材に取り組み、最も
安全な最新技術を開発することこそ、日本の立場を有利に導くものだと思う。今、日本の国
は、色々な産業技術を、コストの低い東南アジア諸国や、中国へと動いている。将来の日本
はどうなるのかと案じられる。この事業予算も大幅に拡大し、研究しやすくしてほしいと思
う。 
 経済成長をとげたあの頃のパワーを、経済から技術へと２１世紀に向けて、安全確保に基
づく原子燃料サイクルの最新技術を、将来外国に売る事が出来るように、その研究に期待し
たい。 



 
No.４８ 
氏 名  深瀬 一男          年 齢  ６３ 
（概 要） 
 ガラス固化処分方式は、技術的にみて、ほぼ妥当な内容であると考えられる。今後の課題
は、処分地の地域住民をどのようにして、納得させるかが重要な課題である。 
（意 見） 
 現在研究が進められている高レベル放射性廃棄物をガラス固化し、地層処分するという
方式は、処分地の地域住民に対する被曝量は、きわめて少量で、問題はないと考えられる。 
 我国を含めて、これから高レベル廃棄物の処分を検討している国の人々は、放射線をあび
ることについて、あまりにも神経質になりすぎている。 
 最近の低線量の放射線の被曝の研究によると、低線量被曝の場合には、人間の細胞を活性
化させ、身体の免疫力を高める効果があるという結果がでている。このような研究成果は、
処分予定地の住民を含め、広く一般国民にＰＲすべきである。 
 国内での処分地の選定が進まなければ、ロシアと共同し、人口密度の少ないシベリア等を
処分地として、検討するのも一つの方法である。ロシアは、多量の核爆発物の処理に困って
いるので、我国が処分に協力すれば、ロシアの国益にも合致する筈である。 
 ガラス固化した高レベル放射性廃棄物を封入したキャニスターの表面温度は、約２８
０℃で、熱出力は、一本につき２ＫＷ程度であるという。この熱により温水をつくり、温室
による野菜の栽培、温泉としての利用等が考えられる。 
 今後、高レベル放射性廃棄物の処分をスムースに実施するには、原子力発電全般の信頼性
を高め、国民に安心感を与える必要がある。 
 現在まで、西側の軽水炉で起きた最大の事故は、スリーマイル原子力発電所における事故
である。この事故の原因の一つは、再循環系の流れが停止した点である。 
 現在の軽水炉の最大の欠点は、再循環系が故障すると大きな事故につながる可能性が高
い点である。以前に再循環ポンプのない軽水炉が考案されたが、その後この種の研究は、進
んでいないようである。この種の研究は、今後も強力に推進し、原子力発電所の安全性を高
めるべきである。 
以上 

 
No.４９ 
氏 名  林 冨夫          年 齢  ５９ 
（概 要） 
 放射性廃棄物の処分方法の具体的な進め方について。 
（意 見） 
 放射性廃棄物を自分の廻りで処分されるのは誰もが不安を持ち反対する。しかし、いつま



でも放置出来る問題ではなく原子力発電を続けるには避けられない問題である。 
 現在国民のみんなは廃棄物がどれ程出てどのように保管や処分されているのか理解して
いない人が殆どである。 
 もっとみんなが身近に考える情報を提供すべきと考える。そのために処分方法を国民に
知らせること、技術的に可能と考えられる方法を役人ではなく研究者が広く国民に知らせ
ることが大切ではないか。 
 原子力の重要性を新聞やテレビ等を通し広く理解を求めることと並行して廃棄物の問題
を取り上げ、その処分の問題を広く国民に問うべきだと考える。国民の反対を恐れ問題を先
送りすれば情況は悪くなり取り返しつかなくなると思う。 
 地下に処分する方法が今考えられる最良の方法ならば、そのことを国が主体で進め、自治
体に理解を求めるべきと考える。そのことの困難さは十分理解できるが放置すればどうに
もならない問題に発展すると考える。 
 自国で出た廃棄物は自国で処分するしか方法はないと思います。そのために外国の事例
等を公開し議論を進め方針を固めて頂きたいと思います。 

 
No.５０ 
氏 名  森川 宗太郎          年 齢  ７２ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分について いつ、どのような方法で、どこにと既定路線の上を
走っている感があるが、それ以前の取扱い者の再教育と国民の理解協力の方法を考よ。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物の処分については、今年青森の六ヶ所村の施設見学をしたが、マン
モス 高度技術で  かけ足では理解しにくいところがあった。 
原子力発電が大きなウエイトを占める現状では当然の帰結として高レベル放射性廃棄物の
派生はありうる。 
 さてその貯蔵方法であるが、現在考えられている地下数百米～千米に埋蔵する方法以外
にはないのか。諸外国の実験研究に基づきとあるが、先進国として日本の原子力発電の後仕
末はもう少し責任の重さを感じとる。 
 貯蔵方法として地下埋没で１００年～１０００年で自然消却もとのウラン鉱石に戻ると
云う説は多くの過去の研究成果からの推定で実証はない。今住んでいる地球も刻々に変化
が伝えられている。地殻異変もあり得るし戦争などで原子力利用の作戦もないとは云えな
い。 
この点に一番危惧を抱かざるを得ない。でき得れば、地球でなく、月か太陽にでも持出しは
できないか。 
 今までの設置箇所を見ていると六ヶ所村でも幌延でも、人口や生物の稀薄なところ、若し
と云う萬が一のことを想定して被害の極めて少いところが選定されているこれは国民の目



線には暗に危険性を感じさせる材料になっている。若し絶対と云う日本語を使うとすれば
東京でも、大阪でも人口密集地帯でもよいことになる。 
 それともう一つは取扱関係機関の動燃のこの物質の取扱いについて再教育と精神的緊迫
感の養成が望まれる。最近、安心安全を立証するコマーシャルは、興るべきして起きている
事故を見ては理解協力を求めるのは遠のくことだろう。原子力エネルギーを取り入れて久
しい設備投資も莫大、もう後退はできないかも知れない。 
 それで地球規模で遠い未来を考える時、別な太陽、波力、天然ガス導入など視点を変える
ことも必要かもしれない。 

 
No.５１ 
氏 名  村上 龍虎          年 齢  ７０ 
（概 要） 
地下深層処分は現代に於ては良策と思う。固化体ドラム缶を埋設した周囲はコンクリート
で埋める、強度調査及び財源、実施業者選定方法について 
（意 見） 
地下深層えへの埋設は良策と思う。しかし安全費用に懸念がある、火山、地震国として９
９％の安全が確保出来るのか、処分場掘削のため出来る空間の地層の弱化対策については、
コンクリートを流し込むその理由は、地震火山の噴火による破壊の為高レベル廃棄物の漏
洩地下水の汚染防止である、コンクリート層を造る事に依り地盤が強化されると思う。コン
クリートの劣化は酸化が無いので非常に長期に亘り耐用するものと思う（永久的と思う）、
処分場周辺の地層地盤の強度調査により十分強度がある地点を選び住民に経過をＰＲし住
民の理解を確保する、強度調査は周辺で十分である、福井地震の際強固な岩盤の上にあった
三国町には倒壊家屋が無かった例がある。 
地震の震源地の深度は今迄の記憶では１．５Ｋｍ以上と思う、地層処分場建設及び運営費は
現在電力料金に組み入れる、北陸電力（株）に問合せたが組入れていない他電力会社も同様
と思う、１Ｋｗｈ当り上乗せ分は高レベル廃棄物処分に向けての基本的考え方についての
頁２１によると数銭から１０銭程度とされている、実施機関は各電力会社がグループを作
りその子会社を作り請負会社とする。 
建設工事については、監督が穴掘りから建設完了、処分、閉鎖までは付ききりとする。唯今
即時電力会社に働きかけ組入れ積立てる。 

 
No.５２ 
氏 名  関 晋          年 齢  ５８ 
（概 要） 
 現在の国際的な技術レベルによれば、高レベル放射性廃棄物は深地層中に埋設すること
が共通の考え方である、としているが、だからといって、これがベストではないはずだ。 



（意 見） 
 最近の廃棄物取扱いの考え方は資源として再利用し、少しの無駄もなくすことである。い
や、むしろ農業経済が中心であった社会における 動植物からの排泄物、枯木倒木などの廃
棄物のように自然サイクルに還元することにより、地球を活性化させる、ということが世界
的なコンセンサスの動向である。 
 放射性廃棄物についても一般でないか。国際的な共通性という考え方で、「深地層処分」
に限定することなく、わが国独自の方策があってしかるべきと考える。もう少し、幅広いオ
プションが有っても良いのではないか。 
 例えば、高レベル放射性廃棄物の利用ということを考えるならば、筆者の「高レベル放射
性廃棄物を利用した深海の開発、日本原子力学会誌、Vol.37、No.7(1995)」など、参考にな
るかも知れない。是非、検討の俎上にのせていただきたいものだ。 
 核燃料サイクルの確立とは、廃棄物をただ単に「閉じ込め」、「隔離」だけでなく、積極的
に利用して、無毒化することで始めて完結するのである。 

 
No.５３ 
氏 名  関 晋          年 齢  ５８ 
（概 要） 
 ５ページに、現在の技術水準で地層処分が可能、さらに２０００年までに信頼性、云々の
ための技術的な拠り所が提示される予定、とあるが、疑問である。 
（意 見） 
 １．動燃は、高レベル廃棄物の発生源である。したがって、地層処分の実施を急ぐ推進母
体ではないか。そこがまとめた研究成果など信頼できない。ただでさえ、今回発生した二つ
の事故を通して信用を失ってしまった動燃のことである。こんな機関がまとめたデータを
掲示し、技術的拠り所にする、なんていうことは無責任であるし、国の姿勢にも問題がある
のではないか。 
 ２．２０００年まで云々が予定である、というのは、時期尚早ではないか。２０００年ま
ではあと３年しかないのである。 
 動燃による「高レベル廃棄物地層処分研究開発技術報告」では、地層処分の拠り所は、深
地層の特質はある規則性をもち、それを十分に考慮すれば、地層処分の可能性があるとして
いるところである。しかし、突然出現した北海道の昭和新山の例やさまざまな地殻変動の場
合などには適切な答が返ってこない。また、それらに対する国からの説明もない。国民はこ
の点に関し、同意はしていないのではないか。こんな情況下で２０００年云々というのはお
かしいのではないか。 

 
No.５４ 
氏 名  関 晋          年 齢  ５８ 



（概 要） 
 処分技術への理解と信頼を得るために、国民に理解と信頼を得て社会的に安心を与える
ことが重要、とあるが、建て前だけで、本質は密室で議論され、不真面目である。 
（意 見） 
 国の重要な決定事項を審査する委員会、部会のメンバー、例えば、放射性廃棄物について
でいえば、「原子力バックエンド対策専門部会構成員」、「高レベル放射性廃棄物処分懇談会」、
「地層処分開発協議会構成員」、「放射性廃棄物安全規制専門部会」、「放射性廃棄物安全基準
専門部会」等あるが、各メンバーとも推進する立場の人達ではないか。はっきり言って、こ
の人達は不適当なのである。中立の立場で、もっと言うなら国民の立場で議論してもらわな
ければ困るのだ。このメンバーには、原子力委員会と原子力安全委員会にまたがっている人
もいる。原子力安全委員会の存在意義が問われる。 
 医学、生態系の学者、あるいは哲学、倫理学の先生などが、むしろ積極的に加えられなけ
ればならない。 

 
No.５５ 
氏 名  関 晋          年 齢  ５８ 
（概 要） 
 処分事業は、国が直接行うことが適当であるという考え方があるとしているが、それは適
切ではない。 
（意 見） 
 安全や信頼の確保という名目で国が直接関与するのは良くない。規制を増やし、電力コス
トを押し上げるだけである。これは、あらゆる産業の国際競争力を失わせてしまう一要因で
もある。 
 民間の活力と競争原理を有効に活用し、新しい産業として創設した方が良い。この方が今
国が目指す構造改革、規制緩和に貢献することになるし、国民へのサービスも向上するもの
だ。 

 
No.５６ 
氏 名  関 晋          年 齢  ５８ 
（概 要） 
 立地地域との共生について、処分場の施設と連携いした産業の育成が図られるような事
業を考えることが重要とあるが、こんなことは余計なことだ。 
（意 見） 
処分事業の安全確保に十分自信があるならば、こんなことは余計なことだ。 
 地域のことは、地方自治体および地域住民にまかせれば良い。ただし、そこの土地を使用
することの税金は、当然の義務として払わなければならない。 



 金でほっぺたをたたくような不健全なことは決してしてはならない。ましてや、ひもつき
の補助金などはもっての外である。後々までしこりを残すことになる。 
 地域のことは、地域の自由の裁量の範囲だ。自由に、好きなようにさせることが一番なの
である。 

 
No.５７ 
氏 名  関 晋          年 齢  ５８ 
（概 要） 
 電気事業者は廃棄物の発生者として国民の理解を得るための活動を進め、とあるが、P.A.
のことを言っているのであると思うが、余計なことである。 
（意 見） 
 国民的合意（P.A.）という言葉には二面性がある。 
 事業を推進する側の合意を得るための手段は、事業によって得られる効果から安全にい
たるまですべて良いことずくめの説明であり、それによって伴う弊害は、しばしば省かれる。
また、それの受入れを反対する側の合意行為は、全く推進側のものとは正反対になるのであ
る。 
 同じ合意といっても、それを用いる側の立場が異なれば、全く正反対の意味になるものだ。 
 この P.A.（合意）活動を強引に進めることになれば、地域は二分し、全く収拾がつかなく
なる。また、これによって利得にありつこうとするおかしな分子もはびこり、モラルの低下
につながる。わが国の原子力界できわだった人材が育っていないのもこんなところが原因
としているのではなかろうか。 
 とにかく、知識、情報の押し付けは良くない。事業が安全で、支障がなく、国民に抵抗な
く受け入れられるものであれば、住民は税収が入るのであるから、喜んでこれを受け入れる
であろう。何度も言うが、住民の選択は自由にした方が良い。へたな P.A.はトラブルを巻
き起こすだけだ。さらに、電力コストの増大をまねくだけである。 

 
No.５８ 
氏 名  関 晋          年 齢  ５８ 
（概 要） 
 後世代に影響を及ぼす可能性のある廃棄物の処分につについて、後世代に負担を残さな
いことがわれわれの責務であると言いながら、廃棄物の排出を容認することの不思議。 
（意 見） 
 参考資料にも示されているように、将来にわたって、原子力はわが国の重要な部分を占め
ることになる。そんななかにあっては、廃棄物も増え続けるはずである。地層処分という処
分法が解決したとしても、増大する廃棄物を地球の包容力以上に埋設はできない。 
 こう考えて行くと、この問題は後世代に負担を残さないというわけには行かないのだ。む



しろ、次世代以降により良い方策を生み出してもらわなければ困るのである。 
 全体的に、あまりきれい言を述べ過ぎているきらいがある。逆に、信頼を失うはめになる
のではないか。 

 
No.５９ 
氏 名  関 晋          年 齢  ５８ 
（概 要） 
 参考資料に原子力は他の化石燃料と比べて、二酸化炭素の発生量が極端に少ないので、地
球温暖化に対する寄与率はほとんどないような書きぶりであるが、これはおかしい。 
（意 見） 
 原子力を利用した場合、確かに二酸化炭素の発生量は少ないであろう。 
 急激な化石燃料の使用の増大は、地球温暖化の一因であり、世界的な規模で使用調整をは
からなければならないことは言うまでもない。しかし、二酸化炭素は上手な使い方をすれば、
地球の自然のサイクルの中に還元でき、野菜等の食糧確保にもつながるものだ。すなわち、 
          CO2 → C＋O2 
の反応をし、光さえあれば、C（炭素）は植物に固定し、O2（酸素）を放出する。したがっ
て、害悪どころか、地球の環境浄化や食料の増産に効果をもたらすものだ。 
 一方、原子力発電は燃焼に際して二酸化炭素を出さないことは自明であるが、海洋に温排
水を放出する。 
 地球気象は、海洋によって調節されている。その理由は、海水は比熱が大であるがため、
温められにくく、冷めにくいからである。 
 その海洋に直接温排水を流し込んでしまうことは、海水のもつ重要な気象のコントロー
ル機能を失わせてしまうことになる。最近の原発周辺の海域では暖流系の魚類の増大がい
ちぢるしい。明らかに生態系の変化が観測されることだ。 
 また、高レベル廃棄物ガラス固化体は、表面温度が百℃近くなるまで空冷により、３０～
５０年間冷却するという。この行為は、大気と熱交換をすることであり、地球そのものを温
めることではないか。 
 このような事実からも、原子力発電が地球温暖化に対し、影響が全く０であるかのような
書きぶりは改めるべきである。 

 
No.６０ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
高レベルの処分問題について考える時、今後の原子力政策を見直すことが必須条件だ。”臭
いものにフタ”ではなくて、”臭いニオイは、もとから絶たなきゃダメ！” 
（意 見） 



 現にある核のゴミは、確かになんとかしなければいけない。でもその前に、「原発を、今
後どうするの？」と尋ねたい。現在１万２千本相当のガラス固化体があり、２０３０年まで
にはさらに５万８千本発生する。合計７万本。では、２０４０年の時点では何本ですか？２
０５０年では？２０８０年では？未来永劫ズッーとゴミを作り続けるのですか？ １１月
１２日付けの朝日新聞によれば、（本案を作った処分懇の座長でもある）近藤次郎さんが、
座長をされている”地球温暖化問題関係審議会合同会議”で、ＣＯ2 対策で原発を２０基増や
す話が出ているとか。（核のゴミの増産体制ですか！）本案２ページで、「今後の原子力政策
がどのような方向に進められるにせよ・・・」とありますが、原発推進で行くということな
のかな？ 
 では仮に地層処分するとして、処分場は一カ所で足りますか？大阪で行われた第一回意
見交換会での有元さん（科学技術庁原子力局廃棄物政策課長）の発言のように２層３層にし
たところで、この先ずっと核のゴミが出続けるのなら、一カ所では足りないでしょうね。 
 「核のゴミの発生源をどうするのか」−−これが出発点です。これをうやむやにして処分
の話ばかりしても、砂の上の城みたいなものではないしょうか。 
 私は、原子力政策の見直しをしないで処分の話はするべきではないと考えます。やっかい
な核のゴミは、もとから断ち切るという方針を決めた上で、最終的な量を確定し具体的な議
論を進めなければいけないと思います。 
 ＊ 近藤次郎氏の名前を伏せ字にしないで下さい。 
 ＊ 有元氏（肩書も）の名前を伏せ字にしないでください。公開された、公的な場におけ
る、公人としての発言ですから。 

 
No.６１ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
第１部総論Ⅰの１（Ｐ２）において述べられている「無関心の原因」には同意できない。国
策として行われてきた原子力政策の責任について一言も触れられていないのはおかしい。 
（意 見） 
 これまで原子力発電は、推進するために「安全」であり、「クリーン」だとＰＲされてき
た。原発のデメリットについて意図的に隠してきたと言っていい。 
 一般の人々は、そのＰＲを信じてきたと思う。（安全神話はかなり前から崩壊しています
が。）それが今になって“原発から核のゴミがでる”“核のゴミは始末に負えない危険な代
物”“もうしっかり溜まっちゃって、何ともならなくなってどうしよう”“電気を使っている国
民全体の責任だから、みんなで考えよう”なんて言われてもエーッという感じ。原発ってク
リーンなエネルギーだったんじゃないの？ 
 原子力政策を進めるために「クリーン」だとごまかしてきた国の責任を、まずはっきり認
めるべきだ。それをしないで、「処分事業が長期にわたるから、技術的なことや立地が中心」



だったから「一般国民が知らない、不信感を持っている、無関心」というのは適当でない。 
 また、原発に不安を持ち反対している人々が、「トイレなきマンション」と批判し、廃棄
物問題について早くから指摘してきた。それなのに、きちんと対応してこなかった国の責任
は、ここでも重い。 
 国民総ざんげ的発想ではなくて、まず責任の所在をはっきりさせることから始めなけれ
ばいけないと思います。 

 
No.６２ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方」と言いながら、考え方として地層処
分しか出てこないのはおかしい。いろいろな選択肢と、各々の長所短所を示すべきだ。 
（意 見） 
 地層処分が国際的に共通の考え方である（Ｐ４）というが、直接処分する国だってある。
地層処分がすべてという印象を与える表現はやめてほしい。 
 日本では、地層処分以外の考え方についてどの程度研究されているのでしょうか。地層処
分以外の方法の特徴、現状についても記述を求めます。 
 高レベルの処分のありかたについての検討＝地層処分ではないはず。この問題を検討す
るためには、その「基盤」として原子力政策についても十分に検討し、地層処分をはじめと
する幾つかの選択肢を比較・検討したい。 
 地層処分の現状として外国の状況も紹介されています。さも外国が進んでいて、実際に処
分ができるという印象を与える表現は、あまりに手前みそではないでしょうか。確かに研究
や制度面などでは日本より進んでいるのでしょうが、現実には外国でも専門家や市民の反
対などが強くて、処分場が決められない状況と聞いています。地層処分の推進に、都合のい
いことばかり並べないようにしてください。 

 
No.６３ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
情報を公開するのが原則だというが、大事なところはきっと秘密にして進められるだろう。
今までよりは、よくなるだろうが、あまり期待できない。 
（意 見） 
 「予備的調査やサイト特性調査において、調査が処分場立地の適性を調査するために行わ
れることを明示したうえで」と言っている。処分場立地の適性を調べると言われて、「はい、
どうぞ」という住民はまずいない。おそらく大変な騒ぎになるだろう。それがわかっていて、
「処分場の立地の適性を調べるよ。よかったら、ここが処分場になるかも。」なんて正直に



言うわけがない。別の口実を使って、調査するのがオチではないか。こういった、かなりき
わどいところでは、情報公開は“絵にかいたもち”になりそうな気がします。どんなきれいご
とを言ったところで、処分場は簡単には決められないし、選定のための調査だって思うよう
にはできないでしょう。 
 核のゴミとは、“共生”できません。共生ではなくて“強制”になりませんように。 

 
No.６４ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
あの動燃が、たとえ改革された新・動燃であっても、処分技術の研究の中核的推進機関とい
うのは、非常に問題があり、とうてい納得できない。 
（意 見） 
 動燃は、“もんじゅ”や、“東海再処理工場”で核のゴミを発生させてきた当事者です。その
当事者の研究では、自分に都合がいいように甘くなったり、いい加減になりやすい心配があ
ります。 
 また東海事業所において、低レベルも高レベルもずさんな管理をしていたことがわかり
ました。こんな動燃には、核のゴミの処分を研究する資格すらありません。とても安心して
任せることはできません。 

 
No.６５ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
Ｐ１２、「深地層の科学的研究施設」の実現には、地域住民の理解が必要とある。しかし口
先だけの情報公開では「理解」は得られません。 
（意 見） 
現在瑞浪市で計画されている「超深地層研究所」は、計画の発表段階から問題が多く、地域
住民の納得は得られていません。以下、問題点をあげます。 
  ① 
発表してすぐ次の日に調印しようとした。 
  ② 
住民投票の手続き中だったのに、強引に調印した。 
  ③ 
発表した時や説明会の場において、一言も“高レベル”の話がなかった。 
  ④ 
原子力長計で必要だと言われている施設なのに、その説明もなかった。 
  ⑤ 



“研究と処分は別”というが、その根拠が不明。処分予定地で、また１からそこの地質調査を
するというのは、どう考えても不自然。（時間的にも、費用の面でも。） 
  ⑥ 
「研究所については処分場にしない」と約束されている。「研究所の隣接地」についても処
分場にならないかと尋ねても、「研究所については処分場にしない」という回答にならない
返事しか返ってこない。研究所を一歩出れば何の保証も無い。 
  ⑦ 
東濃ウラン鉱床が数百万年間安定した地層として、これまでも研究されてきた。そして今、
さらに詳細な調査が、日本で初めて、東濃でだけ行われようとしている。この調査結果が処
分予定地選定の科学的根拠として利用される心配がある。またサイト特性調査に変身する
かもしれない。これまでの経過が強引で不透明だから、とても信頼できない。 
 案の中で、地域住民の「理解」が必要と言い、的確な情報公開をすると言っている。疑問・
質問に対する迅速な対応が必要とも言っている。その第一歩として、以上７点についての見
解、説明をお願いします。意見募集して「聞いただけ」にしないで、きちんとその意見なり、
疑問なりに答えていく姿勢が必要です。（前回の意見募集にはなかった。）それが信頼関係へ
の第一歩！ 

 
No.６６ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
関係自治体や関係住民の意見を「反映」するだけでは不十分。地域住民の意志がＮＯ！の場
合、拒否する権利も認めるべき。 
（意 見） 
 Ｐ２４ ２．（３）に、次のような内容を付け加えてください。 
①検討した結果、ＮＯ！の場合はその意志を尊重する。 
②地元自治体の首長や議会の判断だけでなく、住民全体の意見を「住民投票」などで必ず確
認、尊重すること。 
首長や議会は、選挙で住民の代表として選ばれたのだからその了承があればよし、という見
解もあるでしょうが、これまで住民の意志を反映しなかった例があったと思います。 
「意見を聞く」だけで、強引に押し付けてくるというのは、絶対やめるべきです。 
「国民各層における議論が十分に行われ、国民の理解と信頼を得る」ために、国民投票とい
うのもいい方法かもしれません。それが、エネルギー問題や原発等について考えるきっかけ
にもなるだろうし、核のゴミについても国民的合意が得られるでしょう。 

 
No.６７ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 



（概 要） 
３ページ７行目に、「処分場立地地域住民は、廃棄物処分に伴って生じるかもしれない負担
を被ることになる。」とある。どんな「負担」が考えられるのか、きちんと書くべき。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分に伴って、何か「負担」が生じるかもしれないなら、それがど
んなものなのか、はっきり知らせるべきです。処分について考えるとき、「負担」について
の十分な情報が必要です。 
 第一部総論の部分で、高レベル放射性廃棄物を地層処分した時に考えられる問題点（負担、
不安、心配なこと等、何でもいいですが）として、書いて下さい。 
 地層処分以外の方法についても、具体的にどんな方法があるか、その特徴、現状、問題点
について書いて下さい。 
 ものごとには、長所もあれば当然短所もあります。両方を公平に述べて、初めて信頼感も
生まれると思います。一方的にいいことばかり書いて、都合の悪いことについてはウヤムヤ
していると、正しい情報は伝わらないし、不信感しか生まれません。 
 これまでにも、国は都合の悪いことはひたすら隠し、国民が辛い思いをしたという経験が
あります。例えばエイズ、水俣病などがその例です。国民は時として、自分の命や暮らしを、
自分で守らなければいけないときがあるようです。高レベルの処分については、これまでの
失敗を繰り返さないようにしてほしいものです。 

 
No.６８ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
地層処分の安全性に疑問があるというのに、「共生」という発想が理解できない。 
（意 見） 
 処分事業と立地地域との共生だとか、処分場を生かした街づくりなんて、本気で考えてい
るのですか。 
 原発のときの地域振興策と、どう違うのでしょうか。原子力では地域振興はできないこと
が、はっきりしている現在、共生という言葉に言い換えて、ごまかしているとしか思えませ
ん。 
 産業廃棄物の処分場だって、簡単には造れない時代です。安全だと言われながら、環境が
汚染され問題になっています。産業廃棄物の処分場と共生できると思っている人なんて、ま
ずいないでしょう。それより、もっとすごい究極の産業廃棄物・核のゴミの処分場です。「共
生」がごまかしだということが、よくわかります。 
 地層処分は本当に安全なのでしょうか。たとえば、ガラス固化体の安全性についても、コ
ジェマの内部告発があって問題がありそうだという話を聞いた記憶があります。（資料を捜
しましたが、みつからない。残念。） 



地下深い所のことはわからないことだらけだと言う専門家も多いようですし、今後十分な
ことがわかるのに、まだ１００年くらいかかると言う人もいます。まだ地震について本当の
ことはわかっていないと言う地震学者もいます。これからじっくり調査研究しなければい
けないはずなのに、地層処分が安全にできるという方向で進もうとしています。原発を含め、
常に事故が起きるまでの“安全”でしかない。想定外の地震や、想定外のトラブルが簡単に起
こるようでは困るので、着実に研究を積み重ねる必要があります。推進派の御用学者の言う
ことばかり聞いていないで（そのほうが都合がいいだろうけど）、反対や疑問を投げかけて
いる専門家の意見ももっと聞いて下さい。 

 
No.６９ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
処分に要する費用が１ｋＷｈあたり数銭から 10 銭程度と試算されているが、その数字の根
拠をわかりやすく示してほしい。 
（意 見） 
 「中間取りまとめ」24～25 ページに、この試算が出ています。これを見ても、私にはさ
っぱりわかりません。 
 処分事業の範囲は、建設費、操業費、予備調査費、サイト特性調査費、技術開発費等を含
むとある。建設費と操業費については、モデル施設を設定し、ガラス固化体の本数が決まっ
てくれば、ある程度の計算はできるかな。でも、予備調査やサイト特性調査、特に技術開発
費はやってみないとわからない部分が、かなりありそうな気がします。どういうふうに計算
の基準を決めたのでしょうか。設定の仕方で、すごく結果が違ってくるのでは？六ヶ所村か
ら処分場までの輸送費は入っているのかな。六ヶ所村での一時貯蔵に関する費用は、どうな
っていますか。使用済み核燃料をフランスに送ったり、ガラス固化体になって六ヶ所に送ら
れてくる輸送費は？国内で再処理する費用はどうですか。当然「地域共生方策」のための費
用だって入れるべきだと思います。 
 どんな方法で処分するにしろ、コストの問題は、判断するときの重要な材料です。それな
のに、《「中間取りまとめ」においてモデル計算をしていて、10 銭くらい（13 ページ）》で
は、不十分です。「中間取りまとめ」の試算の内容を、もっと分かりやすく、具体的に書い
て下さい。 
 10 銭程度というのは、少なすぎるような気がします。核のゴミを処分するという「全体」
で考えれば、もっともっと費用がかかるように思うのですが。 
 ドイツでは、再処理して地層処分する方法と、使用済み核燃料を直接処分する方法を比較
したら、圧倒的に後者の方がコストがかからないということで、直接処分に方向転換すると
かードイツは環境先進国だから、まさかコスト面だけで安全性を無視するということはな
いと思うけど。このあたりの情報は当然持ってみえるはずですが、どのようにお考えですか。 



 
No.７０ 
氏 名  浅田 奈加子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
選択の余地がないのに、「処分に直接要する費用は、受益者負担」に異義あり。私は、原子
力政策を見直してほしいと思っています。 
（意 見） 
 今、現にある核のゴミに関しては、受益者負担でもやむをえない。でも、これから生じる
ものについては、お断りしたい。 
 こんな大変な核のゴミを生み出す原発は、順次（なるだけ早く）やめてほしい。もっと安
全で、環境に影響を少しでも与えずにすむエネルギーを考えてほしいと思っています。それ
なのに、選択の余地がないのです。 
 例えば、今、ペットボトルが話題になっています。私はなるだけペットの商品は買わない
ようにしています。買い物に行くときは、買い物袋持参でスーパーのビニール袋はもらいま
せん。自分の考え方で、選択ができます。でも電気はできません。それでいて、一方的に「受
益者負担」。原発の電気はいらない、でも我が家の電気使用量の３割は原発による電気。そ
の分、核のゴミができているかと思うと、複雑な気分！ 
 電気は必要です。「必要」といっても、二つの考え方があるように思います。これからも
どんどんいるとしてエネルギーを増やしていこうという考え方。大量生産、大量消費、そし
てみんな最後はゴミ。もう一つは、エネルギーが足りないことよりも、使い過ぎによる問題
の方が大きいとして、省エネや、効率よく使う工夫をしていこうという考え方。私は後の考
え方がいいと思っています。そのために暮らしが不便になることがあっても、やむをえない
と考えます。人間も自然の一部です。自然を破壊するようなことをすれば、最後は人間にし
っぺ返しがくるでしょう。科学技術は確かにすばらしい。でも、万能ではない。自然の織り
なすものに比べれば、まだまだひよこのようなもの。謙虚さを忘れた時、取り返しのつかな
いことになるかもしれません。 

 
No.７１ 
氏 名  佐々木 史郎          年 齢  ６９ 
（概 要） 
 処分場の立地については，原子力発電所の立地と同様に事前の準備と配慮が必要である。
処分場の安全立地の考え方を社会的に受容できる内容で早急に確立し周知する必要がある。 
（意 見） 
 原子力発電所の立地の際には、原子炉立地審査指針により安全立地の考え方を地域住民
に説明することができ又発電のリスク／ベネフイットの理解を求めることも可能である。
高レベル放射性廃棄物の処分場の立地については立地審査指針がなく、安全立地の考え方



はこれから技術的につめていこうと言う段階にあり、廃棄物処分のリスク／ベネフイット
の考え方も十分議論されていない。これらについて準備と配慮が必要である。 
 バツクエンド専門部会報告書では，予定地選定及び安全基準の策定に資する技術的拠り
所が，第２次取りまとめ（２０００年前までの成果）の国による評価で提示され，安全確保
の基本的考え方が策定される事になつている。 
 しかしながら，懇談会報告書案で述べられている様に技術的要件は社会的受容が得られ
るものでなければならない。深地層処分が廃棄物を深地下に埋設し，超長期に亘って生活圏
から隔離する事を処分の安全性の基本としていることから，安全性を評価する時間尺度，又
その評価期間に生活圏に影響を与える恐れのある地層、水理、廃棄体等の変化又は変動の想
定と生活圏への影響の安全評価のあり方等について、社会的に受容できる技術要件の基本
的考え方を確立し、処分場の安全立地の考え方を固めねばならない。 
 社会的に受容される処分場の安全立地の考え方が確立していないと、処分場の候補地選
定のための判断の基盤がなく、地域住民の理解を得られず処分場の入手が困難となる。又処
分の安全に関する研究開発の方向や深さについても、この安全立地の考え方がないと合理
的、効率的に決めて行くことが不可能となる。 
 これらの理由から、予定地選定及び安全基準の策定に資する技術的拠り所の詰めと併行
して、社会的に受容される処分場の安全立地の考え方を早急に確立しなければならない。 

 
No.７２ 
氏 名  佐々木 史郎          年 齢  ６２ 
（概 要） 
 深地層処分の安全に深地層の研究は不可欠である。深地層研究の促進のための法律を制
定し、なし崩しに研究所が処分場とならない事を国民に明示すべきである。 
（意 見） 
 処分場の選定にあたつては，その場所での処分が安全に行われる事を信頼できる選定基
準と技術データに基づいて地域住民に説明し，その理解を得て処分場取得に進む事になる。
この際の技術データは深地層研究施設での研究によつて得られるものが大半を占める事に
なるので処分の安全を理解し納得して貰ううえで深地層研究施設の役割は重要である。 
 しかしながら，幌延等の例に見られるように深地層研究施設の建設は大変に困難であり，
処分のための研究開発に著しい支障をきたしている。このように深地層研究施設の建設や
研究の推進が困難となつている基本的理由は，報告書案でも述べられているように研究施
設がなし崩しに処分場となる恐れへの不安や懸念が地域住民に根強くあるからである。こ
れらを解消するため報告書案に書かれている努力を行っても，処分場にしない事を誰もが
認める公の担保がない限り，成果は望み薄である。 
 深地層研究所の立地が処分場と見做されて大変な騒ぎとなったフランスでは，処分場と
しない担保を法律で制定し 15 年間は実廃棄物を持ち込まないで深地層研究所における研究



を行うことにしている。研究結果により実廃棄物の処分を行う場合は再度法律を制定して
実施する。フランスでは現在３ヶ所の研究所の立地が具体化しつつある。 
 わが国でも深地層研究の促進のため，なし崩しに研究施設が処分場とならない担保とな
る法律を制定し，これを国民に明示して研究施設の立地を円滑に進めなければならない。 

 
No.７３ 
氏 名  佐々木 史郎          年 齢  ６９ 
（概 要） 
 処分立地について一般の人々の不安や懸念をなくすため、強力に推進しなければならな
いのは、低線量放射線の人体への影響の分子レベル、遺伝子レベルでの研究である。 
（意 見） 
 放射性廃棄物の処分に限らず原子力全般に言える事であるが、一般の人々は少しでも放
射線を受ければ必ず悪い影響があると思っている人が多く、又晩発性の障害や遺伝障害へ
のかかわりを心配する事も多い。これらが原子燃料サイクルや原子力発電への不安や懸念
の感情の根元であり、極端な場合は放射線恐怖症になる原因となっていると思われる。これ
は低線量放射線での人体への影響がはっきりしないので、低線量放射線の障害が高線量で
の障害に直線比例で起こるとして、保守的な立場に立って放射線防護を行う事を勧告して
いる国際放射線防護委員会の考え方が、一般の人々に低線量放射線で障害が起こると言う
科学的事実で受け取られているためと考えられる。 
 低線量放射線の人体への影響については、従来から生物実験や疫学調査によって行われ
てきたが、障害が有為に検出されたことはない。最近では放射線ホルミシス（活性化）とい
うことで、低線量の放射線が人体に良い影響を与えるのではないかという研究も行われて
いる。いずれにしても、低線量放射線の人体への影響のメカニズムがきちんと解明されない
限り、放射線即障害のイメージの払拭は困難である。 
 現在のライフサイエンス分野の分子レベル、遺伝子レベルでの研究の著しい進展から見
て、このレベルでの低線量放射線の人体への影響のメカニズムの研究を強力に推進する事
により、放射線障害のメカニズムの解明が期待される。 
 これにより、遺伝子等の特徴から放射線障害の事前の予防策をとる事が可能となり、又放
射線外の原因と放射線によるものとの識別も行われるようになると考えられるので、放射
線安全について感情的でない合理的な受け取りかたができ、一般の人々の放射性廃棄物の
処分や原子力への不安や懸念を軽減できるとおもわれる。 

 
No.７４ 
氏 名  佐藤 あきこ          年 齢  ４０ 
（概 要） 
 「官」から「民」へと、いま確実に動いている社会の流れーしかし、ことエネルギー問題



という重要かつ巨大なテーマに対しては、実施主体はあくまで「国家」であるべき。 
（意 見） 
 今から３０数年前、日本初の商業用原子力発電所が運転を開始する以前から、放射性廃棄
物処理に関する検討が行われていたにも関わらず、今日なお国は、その方向性を示唆するこ
とはできても具体的な施策として実行するに至っていない。その事実が、この問題がいかに
複雑で困難な要素を内包するかを如実に物語っている。 
 このように多岐にわたる問題の中でも、私が特に疑問を抱くのは、「実施主体」のあり方
についてである。 
 明治以来、国家の舵取り役であった官僚に対する評価が、今ほど厳しい時代はない。官僚
への批判は、そのまま国家の既存のシステムに対する懐疑と、変革への期待と言えるかもし
れない。行政改革や既得権限の民間委譲など、流れは「官」から「民」へ確実に動いている。 
 しかし私は、その流れに逆らうようではあるが、「エネルギー・セキュリティー」という
国家存続の根幹に関わる大命題の中でも、とりわけ何世代にもわたり多大な影響を及ぼす
「高レベル放射性廃棄物処分」の実施主体を民間に委ねる、という『案』に、強い危惧の念
を持つ。 
 一連の「動燃」の問題においても、その指揮命令系統と最終責任の所在が明確ではなく、
寄り合い所帯の脆弱さが、非常時の対応に齟齬をきたす可能性があることを露呈した。そし
てその結果、かつて国が「廃棄物処理の研究・実施の中核に」と想定したその組織は、存続
自体が危ぶまれている。 
 膨大な費用と歳月、さらには「産・学・官」の叡知を結集してなされるべき巨大プロジェ
クトにあって、「民間」の実施主体に「立法措置などの整備を行い、事業に対し、法律と行
政による監督と安全規制を行う」、つまり、些細なことにまで口は出すが責任の所在はあい
まいという現在の国の姿勢を転換しなければ、国民のコンセンサスは得られないであろう。 
 「実施主体」はあくまで国家であるべきと思う。 

 
No.７５ 
氏 名  坂田 和子          年 齢  ６９ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物の処分候補地選定は、実施主体の申入方式に近い公募方式が望ま
しい。予め、複数の適切な処分候補地を示すことにより、地元の誘致検討を支援できる。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物の処分場は、長期安定的な地質環境で、かつ、地域住民の理解を得
ることができる場所でなければならない。日本は、地震大国で活断層や火山が多く、地下水
の影響や環境問題等を考えると、処分に適した地域は、かなり限定されると思われる。また、
核廃棄物は長期間地下に貯蔵されるので、環境や経済面での改善策等で、相当なメリットが
ないと地域住民の理解を得ることは難しい。 



 報告書案で、処分候補地の選定は、実施主体による公募方式を一案として示しているが、
地元で誘致検討のためには、先づ、処分地として適切な地域であるかどうか、また、地域共
生方策で、どの程度のメリットを期待できるかを把握し、最終的には住民投票による是非も
覚悟しておかなければならない。 
 従って、公募前に処分の基本的考え方に加え、予測でもよいから、適切と思われる多くの
処分候補地を例示し、かつ、地域特性に応じた共生方策のモデルを示しておくことが望まし
い。これは、実施主体による申込方式に近い公募方式であり、地元での誘致検討を積極的に
支援するとともに、応募がない場合の対策も検討しておく必要がある。 
 なお、地下研究施設は、処分候補地に含まれるか、その位置付が不明確であるが、先づ、
国民の理解を深めることが重要なので、最終処分地としないことを條件に、実証的な研究開
発及びＰＲセンターとして、早急に発足させるべきである。 

 
No.７６ 
氏 名  鈴木 啓治          年 齢  ４６ 
（概 要） 
 高レベル廃棄物処分場の立地の選定に当たっては、遷都先の選定等国のビッグプロジェ
クトとペアーにした計画を国の積極的なバックアップの基に進める必要がある。 
（意 見） 
 高レベル廃棄物の処分は核燃料サイクルを確立する中で最重要課題の一つであり、世界
的に見てもまだまだこれからの課題となっている。実施主体のあり方として、「民間を主体
とした事業」との案であるが、立地を進めるに当たっては、民間に全てをゆだねても難しい
と考える、国の積極的なバックアップが必要である。 
 例えば、遷都先の選定と本処分地の選定をペアーにして計画すれば、立地地域のメリット
も大きくなり、また処分場の地上部分に国の施設（国会議事堂や中央官庁などの施設）を建
設する計画とすれば、安全の確保に対する国の立場が明確になり、処分場建設地の住民の不
安解消にもつながる、さらに、この処分地は都市型となるため、電源立地地域住民と電力消
費地住民のエネルギーにたいする共通認識の醸成にもつながるとともに、現在問題になっ
ている電源立地地域住民の都市住民に対する被害者的意識も解消され、ひいては電源立地
の促進にも貢献するものと考える。 
            
以上 

 
No.７７ 
氏 名  北岡 逸人          年 齢  ３０ 
（概 要） 
主たる高レベル放射性物質である原発からの核燃料は、ゼロエミッションの時代に応じて



完全活用したい。人形峠など海外を含むウラン残土などの廃棄物問題を早く解決したい。 
（意 見） 
核分裂後の燃料棒には９３番以上の元素など宇宙でもそこにしか活用可能な状態では存在
しない物質が多い。我々の活動限界は支えとなる物質の限界に制限されるなら、又放射線や
崩壊熱の活用含め完全活用の研究をしたい。現時点では研究は不十分であるからペレット
と燃料棒の金属で、必要なら更に何らかのシールドをして保管したい。ある程度時が経てば
空冷でも大丈夫であるらしい。 
保管する物が宝とされれば、正倉院の事例の千年以上の目録を含む保管という実績がある。
そのような活用も含めた長長期の放射性物質の保管は可能性がある。ゴミ問題としてまず
解決したいし、その経験が大切なものとしてはウランを燃料ペレットにするまでの、人形峠
にあるような放射能汚染である。 

 
No.７８ 
氏 名  入江 正三          年 齢  ４８ 
（概 要） 
  
（意 見） 
高レベル廃棄物の処分・管理には百年オーダーの永い期間を必要とします。それだけ永い間、
事業を続けていけば、人も代わり、時代も変わるでしょう。それでも安心して任せられる為
には、その事業の中に「いつまでも変わらないもの」がみんなに見えていなければいけませ
ん。 
 それは、日本国という国そのものだと思います。高レベル廃棄物の処分は必ず必要です。 
そして、その成否に将来の日本の浮沈をにぎる原子力の運命が掛かっていると言っても過
言ではありません。国が直接やらなくとも、国が常にかかわっているというのが我々に見え
るようにしてください。民間活力という言葉が一時期はやりましたが、たしかにその活用は
大切だと思います。しかし、その後ろには必ず国の顔が見えるようにしてください。 
 実施主体はそのような仕組みが反映される必要があると思います。 

 
No.７９ 
氏 名  若狭 敬子          年 齢  ６２ 
（概 要） 
 放射性廃棄物が実際にできたのですから、最も安全な方法で処理してもらいたい。今後放
射性廃棄物ができない方向に向って最善の努力をしてもらいたい。 
（意 見） 
 子孫の代までつけのある毒性を持ちこすことは最悪だと思います。ということは原子力
発電は無理があるのではないでしょうか。原子力発電を一日も早くやめていただけないで



しょうか。省エネを強制的に進めることも考えられます。電気税を高くすることも考えられ
ます。何か方法を考えてくださって国民に呼びかけていただきたいのです。目先のことのみ、
行きあたりばったりの方法のみということでなく、人類全体、地球の安全を考えた方法をお
願いいたします。原子力発電以外に発電の方法は無理なのでしょうか。一日も早く開発して
いただきたいと思います。京都の”地球温暖対策会議？”で地球にやさしい発電は原子力発電
だと新聞に出ていましたが、一番地球に危険なことではないでしょうか。ＣＯ2 は出ないで
しょうが、もっと毒性の強いものを後世に残すことは、とても地球にやさしいとは言えませ
ん。どうか人類のため、真に考えていただきたいのです。地球は人類の宇宙船ですから、み
んなが資源を少しずつ使っていかなくてはいけないと思います。今生きている人の便利さ
のみを優先させることは大きなまちがいだと思います。生活がもとにもどるとしてももっ
ときびしい考えで生活しなくてはいけないと思います。社会構造の見直しも考えられるの
ではないでしょうか。よろしくよろしくお願いいたします。 

 
No.８０ 
氏 名  関藤 美都子          年 齢  ６５ 
（概 要） 
これ以上 危険な放射性廃棄物を出し続ける原子力発電は、廃止の方向へ転換すべきだ。 
（意 見） 
 本当に クリーンなエネルギー 太陽光・風力・地熱・波発電の開発に 予算をつぎ込む
べきだ。 
 エネルギー問題は重要な国民的課題なので、すべての情報を公開し（原子力発電の３０年
来の研究開発費・原子力発電所の建設費・地元への電源開発交付金・放射性廃棄物処理施設
の建設費及び運転費・六ヶ所村の各施設・フランス・イギリスでの処理費と輸送費等々）す
べてを国民の前に公開すべきだ。 
 これ等の 巨額な費用を、太陽光・風力・地熱・波発電に廻せば、日本の進歩した技術力
では安価なエネルギー開発は充分可能だったはず。 
 数千年も地下に貯蔵しなければならなぬ様な、核廃棄物を出し続ける原発は止めていく
べきだ。 
 それに、地下水の放射能汚染が心配される、地層処分場に地元民が反対もせず受入れてく
れる場所はどこにもないと思う。 
 ４Km2～７Km2 の広さの土地が、地層処分には必要とのこと。関西空港と同じくらいの広
さに、地下数百米に建設するとのこと。建設費の巨額と難工事が誰にも判ること。 
 この巨額な費用を、代替エネルギー開発に廻して、クリーンなエネルギー供給に転換して
行くべき時だ。 

 
No.８１ 



氏 名  対馬 秀雄            年 齢  ７８ 
（概 要） 
 速やかに２０００年をめどに、この案の如く民間を主体とした「実施主体」を設立し、そ
れと平行して、次の国民の不安点を再検討すること。 
（意 見） 
 まず第一に、速やかに「実施主体」を決めなければ、最終処分の事業が進展しないと思う。
実施主体は、この案の１６頁の下段の如く、民間を主体とし、国が監督と安全規制を行うこ
とが妥当である。公務員を増やすことになるのは、国の財政からみて、よくないと思う。処
分技術や事業資金の確保等は、実施主体が決定してはどうか。 
 実施主体の設立と平行して、現在国民が不安に思っている次の諸点を、一般公開で再討論
し、再確認してはどうか。 
 （１）ガラス固化体の安全性 
 （２）深地層処分のほかに、適当な処分方法がないか。 
 （３）地下数１００米のところに、約７Km2 の最終処分埋設場所をこしらえることが、
この案のように可能であらうか。 
 今後の方向づけとして、次の二点を考慮してほしい。 
 （１）情報公開の現状には全く不満を持っている。 
秘密性を排除し、マイナスの面を含めて公開してほしい。 
 （２）今後の問題として、新規に原発より発生する使用済み燃料については、プルトニウ
ム生産過剰の現状よりみて、再処理をやめ、「直接処分」を実施し、その最終処分について
も検討する。 

 
No.８２ 
氏 名  齋藤 昌之           年 齢  ４５ 
（概 要） 
実施主体のあり方については、国の関与による信頼性、永続的責任の担保と、民間の効率性
とを併せ持つ形態が望ましく、国、民間のどちらかととれる二者択一的な表現は不適切。 
（意 見） 
実施主体のあり方の記述は、国が事業を行うことについては、懸念を指摘するだけで、その
解決策乃至対応策を示さず、民間が事業を行うことについては、懸念があっても対応可能と
しているのは、文章として適切でない。 また、現在、国が直接実施している事業について、
実施と監督が共に国であっても、監督は正しく行われているはずである。技術者が公務員で
あると民間との技術交流に支障がでるというのは、国の研究機関や大学と民間との間でも
満足に技術交流ができていないことになり文章としておかしい。 
そこで、「３．実施主体（４）実施主体のあり方」の「しかし～懸念もある。」および「とい
う～補うことができる。」を削除し、国と民間とが共に関与し、両者の長所を兼ね備えた形



態もあることを補足すべき。 
 

No.８３ 
氏 名  河野 総一          年 齢  ６６ 
（概 要） 
 第一部Ⅱ−１「高レベル放射性廃棄物地層処分の特徴」につき、埋設中にガラス固化体か
ら放射能漏れが発生した場合の対策がない。 
（意 見） 
１．ガラス固化体にした容器温度が不明である。 
（１）．容器が、積み重なった場合の温度の変化？ 
（２）．３０年から５０年間の温度変化？ 
（３）．５０年以降の温度変化？ 
２．ガラス固化体容器の埋設中の周辺土壌変化と影響が不明である。 
（１）．ガラス固化体容器が、３０年から５０年間埋設中に、予想される環境への影響や土
壌変化は？ 
（２）．５０年以降の場合に予想される変化と周辺への影響 
３．放射能漏れへの対策が不明である。 
（１）．３０年から５０年の間に、ガラス固化体が、何らかの変化で放射能漏れが発生し、
周辺の環境に悪影響（水質変化、土壌変化など）が起ったときの対策を具体的に講じておく
必要がある。 
（２）．５０年以降の深地層埋設中に放射能漏れが発生した場合、上記（１）同様に具体的
対策を立案しておく必要がある。 

 
No.８４ 
氏 名  池田 邦男           年 齢  ４６ 
（概 要） 
 国は「立法による制度の整備、事業に対する監督と安全規制」等の役割に止まらず最重要
課題の『処分場の選定立地』に積極的に取り組むべきである。 
（意 見） 
 国による法整備、監督及び規制は諸々の事業に対して行われているが、廃棄物の処分に関
しては、更なる前向きな役割が要求される。 
最近の廃棄物処分に係わる報道を見てみると『地方自治体によるゴミ焼却処分で、有害物質
が大気中に放出され周辺住民の健康に悪影響を与えている。活性炭を投入すれば有害物質
の放出を抑制できるが、有害物質を吸着した活性炭の処分に困るため、規制当局報告用に測
定する時のみ活性炭を使用している』『民間業者まかせの産業廃棄物の地表投棄で、有害物
質が土壌にしみ込み海中に流れ出しており、地域住民は原状復帰を期して行政訴訟の道を



模索している』『完成間近の産業廃棄物処分場が住民投票による反対で暗礁に乗り上げてい
る』等々、廃棄物処分の困難さが窺える。 
 監督や規制を行うといっても、結果として地域住民や環境に悪影響を与えたり、或いは処
分事業が進展しないようでは、何のための監督や規制かということになる。 
 住民や環境に悪影響を与える廃棄物の処分問題は、処分費用は発生者・受益者負担の考え
方を採用するとして、国が法整備、監督及び規制といった枠内に止まらず『必要最小限の集
中処分場を設置する（運営は民間で可）』等、前向きの役割を果たさない限り解決しないと
思われる。 
 放射性廃棄物にしても、高レベル放射性廃棄物に限らず、アイソトープ廃棄物等の処分事
業を推進するうえで、最も重要な課題は『処分場の選定立地』であるが、昨今の住民投票流
行りからも判るように、国の廃棄物政策に沿ったものといえど、事業者任せでの進展は覚束
なく、国が後押しの立場に止まらず『事業者と一体となり、前面に出て積極的に取り組む』
必要があると考える。 

 
No.８５ 
氏 名  櫨田 吉造          年 齢  ４６ 
（概 要） 
処分候補地や処分予定地の選定において、その根拠を提示することや定期的にデータや報
告書を公開するという姿勢は、広く国民のコンセンサスを得るという点で良いと思います 
（意 見） 
 今日原子力関連の事業を進めるに当たっては広く国民のコンセンサスを得ていくことが
必要と思います。そのために、まず議論を広めるために透明性の確保と情報公開について具
体的な姿勢が述べられていることは良いことだと思います。特に、処分候補地や処分予定地
の選定において選定の過程の科学的・社会経済的な情報の公開と選定の根拠を提示すると
の考え方、および定期的にデータや報告書を公開するという姿勢は、正確な情報を積極的に
示すことで、情報の信頼性を広く認めてもらい、それによってコンセンサスの確保も早くな
るのではと考えます。また、情報の公開に際して、受け手側にとってわかりやすい形にかみ
砕いて伝えるとの姿勢は、情報が一方的なタレ流しとならないために必要な措置と思いま
すので重要なことと考えます。 

 
No.８６ 
氏 名  平嶋 みきゑ          年 齢  ５１ 
（概 要） 
 今、一番危惧の念を抱いている部分は、高レベル廃棄物の発生する量の多さにあります。 
（意 見） 
 廃棄物処分問題については、処分技術に関する事、立地地域との問題、事業資金の確保の



問題等々考えられる事が盛込まれていますが、私は廃棄物減量の技術開発を進めて頂きた
いと思う。報告書からすでに１万２０００本が発生しており、２０３０年には７万本、処分
施設の広さが２．７Ｋ四方とは、危険物を埋設するには、あまりにも膨大で、この事は脅威
に思われます。環境に優しい原子力の貢献により高度な文化が生れました。高レベル廃棄物
の発生量がグッと少なくなれば私共の不安は軽減すると思います。 
 処理の方法についても事故調査の結果では、まだ研究中の部分もあり、火災爆発原因につ
いての検討の（１）原因についてでは、「これまでに行われていなかった運転条件にて処理
を実施」とされており、実験段階であれば、それ相応の場所と方法でなされるべきではない
かと思われ責任者の保安管理についても私共には考えられない事がなされていると思わざ
るを得ません。予算も必要かと思います。真重さと責任をもって研究して頂き国民を安心さ
せて下さい。期待しています。 
 廃棄物の減量については高速増殖炉の開発につながるのでしょうが、問題点多く、もっと
国際的に平和利用の精神が徹底しない限り賛成出来ません。けれど、この件も進められる方
向にあって然る可きではないかと思います。 

 
No.８７ 
氏 名  徳稲 晃生          年 齢  ５２ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 国は、「実施主体の活動を監督し立地活動を含めたサイト選定のプロセスの中で適切な役
割を果たす」のみでなく、立地主体の設立、運営に積極的に参画すべきである。 
（その理由） 
処分事業の最大の課題は、立地について地元関係者を中心とした国民の合意を得ることで
ある。この合意を得るためには、実施主体が永続性のある安定した組織であり、安心して処
分事業を任せることができると感じてもらうことが必須の条件である。民間事業とするこ
とにより効率性や柔軟性が高まることは期待できるが、国民の信頼感を得るためには、国が
深く関わっていることを明確な形で示すことが最も重要である。 

 
No.８８ 
氏 名  河合 弘之          年 齢  ５３ 
（概 要） 
世代間責任を言うならば、高レベル放射性廃棄物を発生させる原子力発電の中止を論ずべ
きである。発生源を論ぜずに廃棄物対策を切り離して論ずることは論理的に誤りである。
<> P （意 見） 
 原子力委員会決定（Ｈ７．９．１２付）は、「高レベル放射性廃棄物はその放射能が超長



期の時間をかけて低減していくものであることから、処分の実施に当たっては世代を超え
て広く人間社会と自然環境への影響を考慮し、将来世代へ負担を残すことのないよう、安全
かつ確実にすることが肝要である。」と述べる。誠に美しい言葉である。世代間責任の宣言
である。しかしこのように世代間責任を言うならば、なぜ高レベル放射性廃棄物を発生させ
ない方法即ち原子力発電中止をとらないのであろうか。この疑問に対しては、現在の社会を
円滑に運営する責任という反論がある。しかし、現在の世代の利便のために将来の世代に肉
体的・環境的危険と経済的負担をかけてよいのか。これこそ「世代間無責任」である。発生
源である原発を止めて、廃棄物の現存量を確定し、その処理方法を考えるべきである。将来
発生するであろう無限量の高レベル廃棄物についての根本的な対策などたてられるはずは
ないのである。 
 「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的な考え方について」（案）は、総じて美辞
麗句に満ち、抽象的であり、無内容である。それは発生源を論じないでゴミ対策を論じると
いう構造的・論理的誤りに由来するので、「案」の個々の具体的欠点を論じても意味がない
ように思われる。 

 
No.８９ 
氏 名  布金 延章          年 齢  ３８ 
（概 要） 
 本報告書は、妥当であり高く評価されるべき。今後は、諸策を適切かつ着実に具体化して
ゆくべきであり、政府や政治のリーダーシップが重要と考える。 
（意 見） 
 現代文明は、人類に豊かな社会をもたらしつつあり、我々は今後も一層公平で豊かな社会
を目指して進んでゆくべきである。それには多くのエネルギーを必要とするが、主要なエネ
ルギー源である化石燃料は有限であり、その燃焼が地球温暖化の原因であることを考えれ
ば、その使用は限定して行くべきである。そのような中で、原子力は有力な選択肢であるこ
とは自明である。 
 人間活動には廃棄物はつきものであり、原子力を選択する限り放射性廃棄物とつきあっ
ていくことは避けられない。大事なことは、それを「如何に安全に管理し、処理するか」と
いうことである。放射影物質の一般公衆への受け入れられ難さ、処分の技術的な困難さとい
った問題はあるが、人間には無限の知恵があるのであり、それを信じ、また上手に使って前
向きに解決して行くべきである。  そういった観点で、今回の報告書は、これまで手を着
けられていなかった高レベル放射性廃棄物の処分に関する今後の「解決への道筋と基本的
な考え方」を示してたものであると理解できる。現在の技術レベルや社会状況等を踏まえれ
ば、その内容は十分妥当であると考えられる。特に、原子力に対する社会の理解を得ること
は必須であることを踏まえ、情報公開や地域共生、意志決定プロセスの明確化などに正面か
ら取り組み、それらを全体の中で明確に位置付けていることは、極めて高く評価されるべき



であると考える。 
 今後は、本報告書が尊重・遵守され、政府や関係機関により諸策が適切に具体化されると
ともにそれらが着実に実施されることが必要であると考える。 
 なお、国民的議論が重要であることは論を待たないが、議論だけでは何も決まらないのも
現実であり、政府や政治が強いリーダーシップを発揮すべきと考える。 

 
No.９０ 
氏 名  関藤 俊江          年 齢  ４３ 
（概 要） 
 地層処分を前提とした方針案を、取りやめること。再処理をしないで、廃棄物を地上管理
しておくこと。 
（意 見） 
 生命の砦である大地に、手をつけてほしくない。これ以上廃棄物を増やさないために、原
子力を止めること。そして、将来悔いの残らない最良の方法を、じっくり考えること。その
ためには、廃棄物発生者を明確にし、責任をとること。完全な情報公開をして、厳然とした
事実を、みんなに知らせること。住民の意志で処理政策を決めること。 

 
No.９１ 
氏 名  関藤 英子          年 齢  ３９ 
（概 要） 
核廃棄物の地層処分には莫大な費用がかかるので反対だ。原発の地元か 又は、電力の大消
費地の近くで保管すべきだ。 
  （意 見） 
 核廃棄物地層処分の費用が、電気料金に加算されると、今でも高い日本の電気料金が、こ
れ以上高くなっては国民は困る。 
 数千年もの長期間、管理保管しなければならぬ様な核のごみを出し続ける、原発は 除々
に運転を停止して行くべきだ。これ以上、危険な原発は止めることを考へる時期に来ている。 
 危険この上もない「もんじゅ」等に、これ以上 無駄な予算をつぎ込まず、これ等の 莫
大な予算を核のごみを出さないクリーンな発電の 太陽光・風力・地熱・波発電の開発に廻
せば、もっと安く開発出来て一般化出来る。 
 いつまでも、原発にのみ固執することなく、ここらで発想の転換をすべき時だ。 

 
No.９２ 
氏 名  徳永 弘倫          年 齢  ７０ 
（概 要） 
高レベル放射性廃物の処分は未来永劫に近い時間で安全性を要求する。リスクゼロを保証



できない原子力を放棄するか、限界的リスクを認めて原子力を利用するのかの選択を迫る。 
（意 見） 
２１世紀後半には、石油・天然ガスの枯渇が予想されている。一方、埋蔵が豊富で安価な石
炭を使用すると二酸化炭素の排出が増えて、地球温暖化を促進する。したがって来世紀末に
向けて、原子力は間違いなくベースエネルギーとして期待されることになる。 
しかし、原子力の利用にはプルトニウムの管理と放射性廃棄物の処分と言う未解決の問題
があり、これが期待される一方でその普及を大きく妨げると考えられる。中でも高レベル放
射性廃棄物は適切な処分がなされない場合には、放射能が１００万年にわたって人間の生
活に影響を持ちつづけるために原子力の永続的利用を困難にする。 
１００万年は人間にとっては無限の時間に等しい。原子力を永続的に利用するには、未来永
劫にわたって「人間に対する安全性の保証」が要求される。これはほとんど不可能なことを
要求していると考えられるが、この問題に対する回答は二つしかない。 
１． 
１００万年にわたって安全性の保証が出来ない以上、原子力の利用は放棄する。 
２． 
リスクゼロは保証できないが、現在の技術で達成可能な限界的リスクを国民が合意した上、
原子力を利用する。 
２１世紀後半に石油・天然ガスが枯渇の徴候を示した時、その価格が高騰し日本経済を直撃
する。わが国は原子力発電への期待が高まる前に、この問題を議論し国民的合意の上に二つ
の選択肢のうちいづれを選ぶかを決めて置かなければ、危機を前にして世論が二分する恐
れがある。また、経済の動揺にまぎれて安易に原子力を選ぶとリスクの評価が甘くなり、拙
速の負債が後代に及ぶ恐れがある。 
国と電力会社は将来のエネルギー事情と放射性廃棄物処分の技術の現状を国民に充分知ら
せて、二つの選択肢の理解を促し２１世紀に備える必要がある。 

 
No.９３ 
氏 名  徳永 弘倫          年 齢  ７０ 
（概 要） 
安全評価のシナリオの１例を示し、評価に必要な諸数値の収集特に核種の水に対する化学
的知見が少ないので、その研究の推進を望む。 
（意 見） 
高レベル放射性廃棄物の人間への影響は γ 線が１００年、α 線が１００万年と見られる。
現在深地層処分が考えられているが、非鉄鉱山の経験では一般的には６００ｍより深い地
層においては岩石の種類に係わらず水の移動はほとんど無い。したがって、深い地層に処分
すれば高レベル放射性廃棄物が直接水に触れる機会はほとんど無いと考えても良い。 
しかし、浅い地層には一般に水脈が走り、１００万年にわたってこれを避けることは出来な



いと考えられる。高レベル放射性廃棄物の処分が終わり地表迄埋め戻して施設を閉鎖した
後のことを考えると、１００万年の間に浅い地層の水が坑道を経て浸透し（完全に水を遮断
する坑道はあり得ない）、高レベル廃棄物の容器の周辺のバリアーを抜けて容器に接触し、
何時かはガラス固化体に触れることを予想しなければならない。この水がガラス固化体の
中の放射性廃棄物の元素または化合物に触れてその成分を溶かし、長い年月を経て拡散し
地上へ達するシナリオがあり得る。 
国民に高レベル廃棄物の処分の安全性について説明するには、このような一連のブロセス
についても人間への被爆評価を行う必要がある。安全性に関する研究においてはこのよう
なシナリオに対する評価に大変な種類と数のデータが必要になる。そのための研究に費用
を惜しんではならない。特に、α 核種については水に対する化学的知見が少ないので核種
毎に綿密な研究を行う必要がある。 

 
No.９４ 
氏 名  野澤 敏          年 齢  ７０ 
（概 要） 
ひざを交えての話し合い 誠意ある対応が信頼につながる。 
（意 見） 
 地球温暖化防止の為にも原子力利用はかかすことのできない選択肢であり、我が国にお
いては、高レベル放射性廃棄物処分施設の設置が急がれる。 
 今回示された報告書案は、従来から調査研究が進められたところであり、安全・信頼上深
地層処分は十分合理的方法と評価できる。 しかし現在日本では、動燃における２つの事故
が、「うその報告・事故かくし」という行為により社会の大きな不信を招き、原子力の安全
性に大きな波紋を投じてしまった。 従って放射性廃棄物処分について社会の理解を得る
には、原子力利用についての信頼回復が必要で、進め方につき所見を述べたい。 
 １．もんじゅ・東海再処理工場事故対応 
 早急に事故内容・対策・方針を公開し、原子力に対する不安解消に努める。 
 ２．体制の確立と責任の明確化 
 高レベル放射性廃棄物処分の事業主体を早急に決め、国・自治体・事業者の担務と責任を
明確にする。 
 ３．双方向情報伝達 
 報告書案では情報公開について貴重な提案があるが、伝達方法としては対話を基本とし、
質問・要望書はすばやく回答、又公開をはかる。 完全な回答よりすばやい回答が重要であ
る。 
一般に多くの人は、自らの生業で多忙な日を送っている。原子力とか廃棄物と云った問題を
調査し検討するのは時間的にも限界がある。社会的に必要性は認識しても、自分の近くには
ない方が無難と考えるのは無理ないのでなかろうか。 誠意ある対話による意志疎通が、



国・自治体・事業者えの信頼につながる道でなかろうか。 
 小集団と、いわゆる「かたりべ」とのひざを交えた対話が、「情熱と誠意」を理解しても
らえるのでなかろうか。 

 
No.９５ 
氏 名  山下 恵子          年 齢  ５６ 
（概 要） 
私達は生きている限り何事も計画、実行、後始末をきちんとしなければならない。もう一度
原点にもどり国民全体で、高レベル放射性廃棄物処分に関して考えましょう。 
（意 見） 
私は現在、北電の企画で電気について勉強する機会を得ました。何度かの施設見学、資料、
勉強会を通して思った事を書きます。第一に自分達の身の廻りの見なおしです。もう一度原
点に戻り考える事が家庭生活で大切な事です。第二に化石燃料には限りがあり、現在安定供
給は原子力発電です。しかし〔絶対安全〕とは云えないこの原子力には余りにもむずかしい
問題点が多過ぎます。これを解決するためには国民一人ひとりが十分に理解し、信頼し、納
得しなければこれ以上一基も作る事が出来ません。又これからの文化的な豊かな生活も望
めません。特に高レベル廃棄物処分に関しては絶対に必要な問題点です。第三に地球の温暖
化問題です。宇宙飛行士が〔地球は何んと美しくすばらしい星でしょうか〕と云ったこの言
葉を私達は大切にしもう一度考えてみたい。二十一世紀を目の前にしてやはり右肩上がり
の経済成長を目標に私達は努力して働らく事でしょう。発展途上国と先進国とは十分理解
し助け合っていかねばならない。美しい自然や音楽、食物、動物、植物を子供達や子孫に残
さなければいけない。私達の祖先が私達に残こしてくれたように。第四に廃棄物処分に関す
る研究は全世界をあげて協力すべきです。その必要な費用は惜しむ事なく出資し未来の科
学者、物理学者の子供達の研究費や体験教室等のために。子供、若者達のために多くの勉強
する教育の場へもつと協力し、自然の大切さを理解出来る子供達を育てるのは今の私達の
一番大事な事だと思う。もう使い捨てのぜいたくな生活は終りにしょう。第五にクリーンな
エネルギーを各地に合った開発、研究に力を入れて欲しいし少々コストが高くても長い目
で見ると利用者が多ければ採算がとれるのではないだろうか。最後に何もわからなかった
私に多くの勉強をさせて下さった皆様に心より感謝いたします。 

 
No.９６ 
氏 名  加藤 啓之          年 齢  ４３ 
（概 要） 
高レベル廃棄物処分については、国が制度の整備と実施において積極的な役割を果たし、処
分実施の早期確立を図るべきである。 
（意 見） 



• 現在、原子力発電の立地の賛否が各所で議論されているが、その論点には必ずトイ
レなきマンションの例えが出されるほど、高レベル廃棄物の処分の見通しがないこ
とがウィークポイントとなっている。 

• 地球温暖化問題で日本も先進国の一員として大きな役割を果たすことが期待される
中、その対策メニューの一つとして位置づけていくためにもこの原子力発電のウィ
ークポイントは解決していく必要がある。 

• 今は立地がなかなか進まない状況ではあるが、この時こそ足元を固める（高レベル
廃棄物処分の実施を確立する）時であり、その土台があって初めて原子力発電の新
たな展望が開けるものと考える。 

以上 
 

No.９７ 
氏 名  野頭 梅吉          年 齢  ７０ 
（概 要） 
 廃棄物の高深度への永久保管は、工事完了後も埋戻ししてはならない。その理由は、異常
の発見を早期に知りその対応をすみやかに、子子孫孫に確実に伝承する事が必要である 
（意 見） 
 高レベル放射性核物質の中にはその半減期が非常に長期間にわたって、毒性を失わずに
残留する。従って、比較的に安定した地盤を選び、耐震と容器の劣化を防護する安全設計の
ピット内に埋納される。 
 ガラス固化で封じ込め、アルミ合金の容器の中のプルトニウムやネブツニウムは天然に
存在する放射性物質と異なり、人工によって作られた、核分裂の落し子である。厳重に防護
された厚いコンクリートの壁を突き破る爆発力を秘めた素粒子の世界は一歩管理上の盲点
で高熱化し、爆発する危険がつきまとう。 
 旧ソ連の国土内で、核兵器製造の過程で生じた核のごみの不用意な堆積所から発火し、環
境汚染された事実は次第にわが国にも伝えられている。 
 こうした情報と危険性は誇大に流されるのも困った反面、米・旧ソ連をはじめ英国等原子
力発電の先進国での大事故の教訓は、生かされてこそ、反面教師として、慎重の上にも慎重
な、計画が望まれる。 
 わが国の「高レベル放射性廃棄物懇談会報告書（案）」によると、埋設工事完了後、一定
期間の後に埋戻されるというような計画になっている。 
 一方アメリカの方式では、完全に埋戻しせず、安全上の監視を確実にやる方法が考えられ
ているという。 
 数百年から数十万年の長期に 伝承の管理をどう実行するのか。更に工事に要する何兆
円もの負担をどのような形の法律で、次世代、次々世代につつがなく、国民の子子孫孫に継
承させることが可能なのか？ 



「核のごみ」はこれ以上ふやさない。５２基の既存の原発施設以上につくらない。電力消費
の節減に国民は選択の用意をもって対応し、科学技術の研究や設備投資を、これからは多角
的に「太陽エネルギーの開発」や風力、地熱利用の促進にふり向けて欲しい。こうした選択
は、国民一人一人に考える情報の自由を与える事である。 

 
No.９８ 
氏 名  西村 栄記          年 齢  ６１ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物のより安全な処分についての進言と科学的な処理方策についての私
のアイデアを述べさせて頂きます。 
（意 見） 
原子力発電を行えば必ず高レベル放射性廃棄物が発生しこれがネックになって原子力発電
の足枷になっていることは大方承知していることであり現在日本では全発電量の３４％程
の電力を発電しており電力需要の増加、発電コストの問題、化石燃料による発電の地球環境
汚染の問題等があり原子力発電が増加の傾向にある。電力の必要性は理解できるが高レベ
ル廃棄物をどのように安全に処理するか？最終的には埋棄処分になると思われるが国民の
理解を得るために一層の科学的な研究を期待されていると思います。そこで放射能を吸収
し、通し難い鉛、炭などを粉末状にしてブレンドした遮断材で包囲したガラス固化体等少し
でも安全性に配慮した施策が必要であると存じます。また一方では放射能は貴重なエネル
ギーの一つである云う考え方もあります。しかし乍らそれをストレートに利用するのは大
変危険性があるのでその放射能を危険性のないエネルギーに換えて暖房や、発電に利用す
る。また放射能を半導体や金属にあてればあたらない方との間に電位差が生ずるのでそれ
を電力として取り出すことや、コイルに通して誘導電流を発生させるなどして積極的に有
用化の研究が必要であると考えます。将来的には核融合による発電が実用化されると思い
ますが現時点では高レベル放射性廃棄物の処理をどうするか？官民一体となって取り組む
必要があると存じます。 
                 
平成１０年１月３日 

 
No.９９ 
氏 名  寺田 仁右衛門         年 齢  ７５ 
（概 要） 
国は真の「住民参加」に十分知恵を絞っておく必要がある。 
（意 見） 
 ＨＬＷ処分場は迷惑施設の最たるもので、必要性は理解できるが自分の近くにはイヤと
いう現象（いわゆるＮＩＭＢＹ）が起こるのは、心情的には至極当然と言える。しかし我々



が原子力発電を享受している以上、処分場を必要なものと認め、どこかが受け入れなければ
ならないことも厳然たる事実である。 
 このような処分事業を進めていくに際して、最も重要でかつ困難なのが住民を始めとす
る立地地域の合意形式と思われる。これは地域共生とか地域への経済的メリットを強調し
ても立ちゆかない問題であることは、昨今の原発立地の困難性からも明らかである。地域共
生は合意形成に際して必要条件ではあろうが、決して十分条件ではない。地域に対してバラ
色の夢を描かせるのが、立地円滑化に繋がるというのは、今や時代錯誤である。住民はもっ
と別のものを求めているのではないだろうか。 
 そういう点で、報告書案で「立地選定過程の透明性確保」や「住民意見の十分な反映」を
繰り返し強調しているのは、大いに共鳴できるものである。今、このような迷惑施設の立地
に関し一番求められているのは地域住民の意志をどういう形で具体的に汲み取り、反映す
るかその仕組みづくりではないだろうか。真の意味での「住民参加」のシステムをどう構築
するかがポイントと言える。しかるに、報告書案では、そこのところの議論があまりにもお
ざなりであり、何ら新しい見解もなく、「関係住民の意見の反映」について現にセレモニー
と批判されている公聴会や公開ヒアリングという旧来型の制度を記述しているのは全く論
外である。処分事業が立地地域で住民投票を巻き起こすのは明らかであり、そうなるとこの
事業はまず立ちゆかなくなる。そうならないためにも、難しい問題ではあるが、国は真の「住
民参加」について、十分知恵を絞っておく必要があると考える。 

 
No.１００ 
氏 名  石塚 富士夫          年 齢  ５４ 
（概 要） 
 立地するに当って「地域間の公平」を図るには、ＨＬＷ処分が国民的課題として位置づけ
られねばならない。このため国、電力、実施主体が一体となった広報体制整備が必要。 
（意 見） 
 原子力開発が進まない要因の一つとして、電源地域の住民に電力消費地域との負担の不
公平を指摘されることがある。「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方につい
て」において、立地するに当って処分場立地地域の住民と電力消費地の住民との「地域間の
公平」について言及し、両者の共生を図る考えを示されたことに賛同する。 
 立地地域とその他の地域との社会経済的公平が図られなくては、立地地域の住民の処分
事業に対する協力は得られない。全ての国民が高レベル放射性廃棄物処分と自分達の生活
との関りを理解し、自分達の問題と認識する必要がある。全国的な広報等により、高レベル
の処分が昨今の地球温暖化問題のような国民的課題と位置づけられなければならないと考
える。そのような中で全ての国民に処分事業に対する協力を得ることが立地地域との連帯
が図られるのだと思う。 
 全ての国民に高レベル放射性廃棄物処分に対する理解を促すには、国、電力、実施主体が



一体となって全国的に広報活動を展開する体制を整備する必要がある。 
 実施に当っては、実施主体は主にマスメディア等を用いて高レベル放射性廃棄物の存在、
地層処分の必要性、安全性等を内容とする全国広報を推進して立地活動につなげて行く。電
力は全国各地に発電所、ＰＲ館、営業所等を有しており、お客さま、地方自治体、地元の各
種団体との間にネットワークがある。このネットワークを活用して実施主体が行なってい
る全国広報をフォローし、地域に密着した広報活動を併行して展開して実施主体を支援す
る。国の広報活動は、処分事業が国の政策であり、国、電力、実施主体が一体となって進め
ていることを全ての国民に明らかにすることであると考える。 
                       
以上 

 
No.１０１ 
氏 名  竹内 祥子          年 齢  ５５ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分問題について、国民が理解し、安心して受け入れるためには、
その計画をガラス張りにし、国が強い意志と姿勢で取り組むことが重要だと思います。 
（意 見） 
 資源小国の日本が、エネルギー確保、経済成長、環境との調和を図っていく鍵は、省エネ
ルギー、新エネルギー、原子力の３つを組み合わせて、最大限に追求していくことだと思い
ます。その中で、原子力はもっとも大きな役割を果たすことが期待されますが、安全性に対
する不安があり、廃棄物処分問題がまだ確立していないようですので、これらを解決する必
要があります。廃棄物のうちでも最大の課題は、高レベルであると思います。 
 高レベル廃棄物処分対策を具体化するに当たって、もっとも重要なのは、透明性（トラン
スベアレンシー）と説明責任（アカウンタビリティ）であり、どのような技術も社会性をも
たなければ、国民に受け入れられないと考えます。とくに高レベル廃棄物問題について、国
民が安心感をもって受け入れるには、技術的安全だけでなく、社会的安心を重視しなければ
ならないと思います。 
 とりわけ、高レベル廃棄物処分のような、気が遠くなるような長期の問題については、処
分事業を行う実施主体、それを全面的にバックアップする電気事業者だけに委ねるのでは
なく、国が国策として責任を持って推進する、また将来何かあれば国が最終責任をとるとい
う、強い意志と姿勢を示すことが、社会的安心という観点からみて、何より重要なことでは
ないかと思います。 
 従って、高レベル処分事業の実施主体、費用確保、立地選定、地域振興などの基本的な骨
格について、国が法律案に明記し、国会で十分な論議を経ることが不可欠と思います。その
なかでも、実施主体については、国の積極的姿勢が明確に伝わるような形態とすること、立
地選定については、万人にわかるような手続きをとることが必要であり、このような考え方



が、報告書に盛り込まれるよう、要望いたします。 
            
以上 

 
No.１０２ 
氏 名  小林 芳朗          年 齢  ３７ 
（概 要） 
原子力発電の継続を前提にしないで報告書の作製を。地震国日本で地下廃棄は危険。今ある
廃棄物は原子力発電の恩恵を受けた大都市で全て地上監視を。 
（意 見） 
 一晩中あかあかと輝く大都市の様子がテレビに映し出されている。原子力発電の恩恵を
受け便利な生活をしてきた大都市で、高レベル廃棄物を引き受けるべきだ。新しい原発が必
要というのなら、これも大都市へ建設したらよい。報告書に『電力消費地域の住民と処分場
立地地域の住民との間の公平を確保する』と書いてあるのはこれで解決できる。大都市住民
も便利さだけ享受して危険なものは田舎へ、とエゴは言うまい。 
 阪神大震災で日本中で地震から安全な場所がないことが広く国民に共通認識された。報
告書には地震と無縁の国々の地下処分との比較があるが、地震のことを軽視しすぎている
のではないか。大都市で地上監視すべきだ。 
 報告書では『一般の人々の不安』を『漠然とした』『知らない』ことによるものと決めつ
けているが、動燃の度々の事故や事故隠しは何だったのか。高レベル処分場と噂される動燃
人形峠事業所でも低レベル廃棄物の建設に雨がもったり、放射能を含んだ廃水を国・県の許
可したのとは違う方法で流したり、事業所外の方面地区では地主との契約切れのあとも１
年以上放射能を含んだ残土で不法占拠している。だから不信感不安感を持っているのだ。低
レベルでさえこうなのに・・・。伊方原発の付近には活断層がないということで建設された
のに最近見つかった。それでも国や電力会社は「安全です。」と言う。こういう態度も不安
の原因になる。 
 設備投資すればする程電力会社が儲かるシステムを改め、省エネやコジェネレーション、
自然エネルギーに予算や日本の優秀な技術を注いでほしい。この分野でも日本は世界に貢
献できる。だから、高レベル廃棄物の量を増やさない方向を報告書に盛り込んでほしい。 
   高レベル廃棄物を土深く埋めて恐ろしい結果が出た時国民から恨まれるのも、原発か
ら撤退する道を提言して、将来国民から感謝されるのも懇談会の委員の方々です。 

 
No.１０３ 
氏 名  西川 正行          年 齢  ６４ 
（概 要） 
  



（意 見） 
１、安心と安全はディメンジョンが違う。 安心は感性、感情で安全は理性、理論である。
安心が＋になっても安全は＋にならず、安全が＋になっても安心は＋にならぬが、安全が−
になれば安心は−になり安心が−であれば安全は−になる。 
 不安が立地、開発を遅らせ、立地、開発の遅れが不安を助長する。 
技術的安全性の確立だけでは安心は高まらない。 事実の広報、周知、教育の問題。 
 反対派の論理は知っているところの思い込み、知らないところの無自覚と格差が激しく
歪な基線にもとずいた結論になる。 可哀そうなな思考の持ち主である。 教えてあげなく
ては！ 
２、ガラス固化か使用済み燃料貯蔵に一方に固執するのでなく、経済性と長期展望を睨みな
がら、両方を適正に行うべし。 国策として一方のみとすると日本人の国民性から見て金も
命も無視した猪突猛進となる。 大義名分が先行し、兵器開発に似たものとなり、明治維新、
国鉄の破産、原子力船むつの破滅等の二の舞となる。 
 使用済み燃料貯蔵は一種の資源貯蔵で子孫の時代の資源である。 かなり減衰し技術も
経済性も良くなって容易に使用できるであろう。 少々の劣化以上の経済性があるのでは 
３、『地層処分』は言葉が悪い。 『安定した地層に処分する』は一般の衆愚には意味が良
く分からない。 人目のかからない土中に埋め殺すそのうち放射能も出てくるだろうとし
か考えられない。 地下水の無いまたは地下水のコントロール可能な堅い大きな岩盤の中
に地下空洞を作り無漏洩のＣ／Ｖの中に乾式保管する。 金山の廃坑が適しているか？ 
 ヨセミテ公園のドームロック、オーストラリアのエヤーズロックのようなものが日本の
どこかに無いか。 ガラス固化体や地層中のイオン移動、侵出等の研究結果待ちでは何時の
事か。 最終処分は埋め殺しでは無く次世代に経済的負担を掛けない隔離保管である。 

 
No.１０４ 
氏 名  宮崎 洋三          年 齢  ５２ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物の処分の実施は、時期的にはかなり先であるが、膨大な資金が必要で
ある。電気の恩恵に浴している現世代において処分に要する費用を算定し早急に電気料金
に含めるべきである。 
（意 見） 
電気料金の原価への算定に当たっては、費用の見積りが必要になるが実際の事業の開始は
かなり先の話であり、今後の技術開発や技術基準の策定により今後変動するものであるが、
高い精度での確定を待っていてはいつまでも費用化はできない。したがって、現時点での最
新の知見において費用を算定し、電気料金に含めるべきである。 
 また制度発足後は一定期間ごとに見直し、妥当性の確認ないしは費用算定の改訂ができ
るものとすべきである。 



 以上の前提として、国民に受け入れられることが必要であり、一般市民への理解獲得、国
策としての一貫性維持のため、高レベル放射性廃棄物処分政策の国会での議決等の周到な
基盤整備が必要と考える。 
                   
以 上 

 
No.１０５ 
氏 名  宮崎 洋三          年 齢  ５２ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物処分事業の推進に関して国民合意を得るためには、政策立案過程で
の情報公開等の透明性確保とともに、民主主義社会に於ける国民の総意の場である国会で
の議決が必要と考える。 
（意 見） 
高レベル放射性廃棄物処分の問題は、原子力エネルギーを開発利用する上では避けて通れ
ない問題であり、一刻も早くその見通しと処分方策、実施主体の設立、処分場の立地見通し
が望まれているところである。世論調査においても、この問題の解決が今後の原子力の開発
利用には必要との結果が強く表れている。 
 しかしながら現実には地下処分場のサイト選定、処分場の建設には長期の期間と国民合
意が必要であり、そのためには国会の場において審議し議決することが必要と考える。 

 
No.１０６ 
氏 名  宮崎 洋三          年 齢  ５２ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物事業の実施主体は国民から信頼されるものであることが必要であり、
国の積極的関与が是非必要。 
（意 見） 
高レベル放射性廃棄物処分の特徴は、 
  高い放射能レベルの廃棄物であること 
  常識を越える長期間の半減期であること 
から、一般社会からは恐ろしいものとしてとらえられている。処分の対応策として世界的に
深地層に処分し、人間社会から隔離する方向で研究開発が行われている。しかしながら深地
層処分については先例のない試みであり、地下水の問題、断層・地殻変動の問題等未解明分
野も残っており不安の原因となっている。 
 こうした状況下では、実施主体に対する国民の信頼を得るには、国の関与が是非とも必要
であり、国の直営事業とか、特殊法人等の体制での国の関与が必要と考える。 
                   



以 上 
 

No.１０７ 
氏 名  岡 成信          年 齢  ６２ 
（概 要） 
廃棄物処理は安全だと国民的合意を得るためその１部をモニター中として都市部に保管す
ること。このため事業体は、社会から十分な信頼が得られるよう努力すること。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物を深地層処分しようとする案そのものには特別異議はありません
が、いささか異見ありです。「そんなに安全なら何故人里離れた所で地中深く穴掘って保管
するのか」とは、誰でも思います。原発立地についても同じようなことが言われてきました。
「そんなに安全なら１番電気を使う都会に作ればよかろうが」という考えです。時機を逸し
たきらいはありますが原発は都会にも作るべきでしょう。都会といっても駅前や市役所の
横ではありません。比喩的に言えばちょっと背伸びすれば見える所、現実的には例えば東京
湾岸の火力発電所の感じです。同様に廃棄物も、地層処分する際、適当量を大勢の人の眼が
とどく場所に、安全さが見えるような状態で保管し、附近をモニュメント広場にするぐらい
の正々堂々にあけっぴろげなやり方が丁度良いでしょう。 
 原発がいろいろ言われながらも今日の状態に至ったのは脱原油政策等の外に、電力会社
や機器メーカーに対する信頼感によるものが大きいと思われます。電力会社はそれぞれ日
本を代表するような企業やその地域の顔となっている名門企業です。機器メーカーも重機・
重電のトップ企業です。各企業は社の名誉にかけても変なことはできないと思っているで
しょうし、また、それを支える技術力や財力もあります。一般の人にも何か起れば企業イメ
ージを思い浮かべて、あすこならまあ大丈夫だろう、と思うことになります。動燃は最先端
の技術を使ってモノ（エネルギー）を作る部門がありながら何故か結果的に高い評価は得ら
れませんでした。世上、モノを作る方は社会的価値は高く始末する側は一段低く見られがち
です。しかし今後「ゴミ処理」は増々重要性を帯びることでしょう。そのあるべき姿を示す
壮大な事業展開をするチャンスです。そのためには電力会社や機器メーカーに劣らないだ
けの信頼性を得ることが必要です。甚だご苦労様です。 

 
No.１０８ 
氏 名  相原 孝志          年 齢  ６２ 
（概 要） 
ＨＬＷ処分案として、地域間の共生関係や公平性に配慮して国内を幾つかの地域に区分し、
地域毎に原子力発電電力使用量案分により処分受入れする「広域処分方式」を提案する。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分問題に関する課題には、技術的課題、実施主体、資金確保、制



度整備などの多くがあるが、最も大きく難しい課題は「処分場の確保」であろう。 
 対策案としては、①国内無人離島での地層処分、②ウラン鉱石の存在自体が地層の歴史的
安定性を証明している海外ウラン鉱山での埋め戻し地層処分、③ＨＬＷ放射能低減策によ
る無害化そして④国内での地層処分などが考えられる。 
ただし、これらの処分方法にはそれぞれ解決すべき課題があるため、究極案として可能性の
ある「国内での地層処分法」の具体化を考えておかなければならない。 
この場合、何処に処分出来るのか、させてもらえるのかという「処分場の立地問題」が最大
の難問となるが、ＨＬＷ処分の必要性、必然性についての立地地域住民を含む社会全体の理
解と協力をどの様にして得ることができるかがキーポイントとなる。 
 「国内での地層処分法」での具体的処分場選定方法であるが、「公募方式」か「申込方式」
が可能であればそれに越したことはなく、立地問題は無事解決ということとなるが、これ以
外の方法を取らざるを得ない場合についても予め準備しておくことが必要である。 
 原子力関連施設の立地問題について考えなければならぬことに、電力の多消費地と施設
の立地地域との共生関係、公平性確保の問題がある。ＨＬＷの処分についても十分配慮すべ
き課題であり、処分場立地については、都市部と立地地域の人々がお互い納得できる方法で
なければならない。 
 このような観点から究極的なＨＬＷ処分法については、我が国を幾つかの地域に区分し、
各地域が原子力発電電力使用量に応じて処分受入を行う「広域処分方式」（仮称）を制度化
することを提案したい。 

 
No.１０９ 
氏 名  関 栄二郎          年 齢  ４２ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 高レベル廃棄物処分にとっては、処分場の立地が最大の課題である。この立地を成功させ
るためには、処分の安全確保はその基本であるが、それにも増して、実施主体が国民から信
頼されることが肝要と考える。 
 そのためには、国策として事業を推進する国、廃棄物の発生者として事業を全面的にバッ
クアップする電気事業者、そして、事業を確実に推進する実施主体の３者が一致協力して、
高レベル廃棄物処分を推進することが必要である。 
 従って、実施主体については、実施主体の設立、運営等に国が積極的に関与することが必
要であり、そのような国の積極的な姿勢が見えることにより、実施主体に対する国民の信頼
感も増すことになる。 
 積極的姿勢の一つとしては、実施主体の設立等は、まず、国民の総意の場である国会にお
いて、十分論議し、法律として明確に定めておくことが社会的安心や信頼の観点から重要と



考える。  その上で、立地選定の段階から国の顔が見えること、地域の皆さんに立地して
よかったと思ってもらえるような地域社会との共存策を進めていくことが必要と考える。 

 
No.１１０ 
氏 名  高岸 満          年 齢  ４３ 
（概 要） 
 原子力の推進は国策であるということを明確にした上で、学校におけるエネルギー教育
の徹底、政府広報による原子力エネルギーの積極的ＰＲを実施すべき。 
（意 見） 
 原子力発電所の立地推進及び放射性廃棄物の処分を含む原子燃料サイクルの確立は、小
資源国日本にとって早急に達成すべき課題と考える。しかしながら、これらのことが思うよ
うにはかどらないというのが現状であるが、その大きな原因として、日本の原子力政策が国
策として明確に位置づけられていないことが揚げられる。世界唯一の被爆国である日本は、
国民の原子力に対するアレルギーが背景にはあるものの、原子力は国策であるということ
が明示されていたならば、国民の意識も大分違ったものになっていたであろう。 
 原子力推進は国策であるということを明確にした上で、次のような施策を実施すべきと
考える。 １．学校教育の場におけるエネルギー教育の徹底 
日本においては諸外国と比較して、殆ど全くといっていいほどエネルギーについての教育
がなされていないのが実状である。小中高生に対して、日本のエネルギーの現状と課題につ
いてできるだけ具体的なデータを示し、エネルギー政策のあるべき姿を考察させるような
教育を実施してはどうか。 
２．原子力についての政府広報の実施 
 従来民間の電気事業者だけに頼っていたＰＡのバックアップとして、原子力は日本にと
って必要不可欠なエネルギーであることを政府広報として積極的にＰＲしてはどうか。こ
うすれば、民放テレビ局も原子力のＣＭを放送するようになるのではないか。 
以上 

 
No.１１１ 
氏 名  佐古 晴子          年 齢  ５３ 
（概 要） 
使用電力料に比例して、各都道府県の電力会社敷地内に、放射性廃棄物を管理する建屋を建
設させる。地上で、電力会社に超長期の管理を、責任をもってさせる。 
 現在の不備だらけではある地上での管理方法に、英知を加えて、耐震性のある、耐火性の
ある建屋建設を求める。電力使用量に比例して各都道府県の電力会社の敷地に、放射性高レ
ベル廃棄物管理の建屋を建設して下さい。原子力発電の安心、安全をうたう電力会社が、電
力を作り出しているのだから、それに伴う廃棄物の管理も責任を持って下さい。当地では中



国電力ＫＫの電力を買っている。中国電力ＫＫは大変なお金持ちとみえ、会社の建物が次々
に大きく立派に建て替わっている。電力会社はその巨額の費用を放射性高レベル廃棄物の
超長期管理にこそ使うべき。電力会社の社屋だけが栄え、国民は放射能汚染の危険にさらさ
れるのは愚の骨頂だ。 
 原子力発電所を作る時、過疎地の自然を破壊してしまう。人が少ししか住んでいない地に、
テニスコート、野球場を作り、大きな体育館を建てる。誰が利用するのか尋ねたい。施設の
維持管理に巨額な費用が地元の負担となるのに。 
  電力が足らぬ、足らぬと言わず、新幹線の枕木に、太陽電池を敷きつめれば、場所を取
らず、無限の電力が得られる。安心、安全、無料の電力が！！ 

 
No.１１２ 
氏 名  牧野 正彦          年 齢  ５４ 
（概 要） 
 報告書には基本的な考え方から具体的な方策まで記載されている。これらを誰がどう行
うか追記して欲しい。 
（意 見） 
○処分実施について 
 「実施主体は、国の廃棄物処分政策に沿って・・・位置づけられることが必要である。」
とあるが、抽象的なので、国に最終責任があること、実施主体の組織としての位置づけと責
任の範囲を明確に示して欲しい。特に処分場の閉鎖後において「国民の安心を得るために行
う。」とあるモニタリングや管理を誰がどういう方法で行うのか国民の安心を得るという判
断取得の方法は何か方針を示して欲しい。 

 
No.１１３ 
氏 名  竹澤 博子          年 齢  ２７ 
（概 要） 
国民に対してのＰＲ活動を積極的にすべきと考えます。 
（意 見） 
報告書の内容についてはとても良い勉強になりました。このような報告書を意見公募の存
在は、国民にはあまり知られていないと思います。 
わかりやすい説明で、国民に積極的にＰＲした方が良いと考えます。 
また、「処分」に関する事のみならず、原子燃料サイクルシステムや、しいては原子力発電
のしくみについても詳しく説明し、「危険な原子力」から「安全な原子力」へとイメージア
ップをし、国民の理解を得た方がより良いと考えます。 

 
No.１１４ 



氏 名  松林 道          年 齢  ５８ 
（概 要） 
高レベル廃棄物だけに焦点を絞らず、一層の原子力発電と核燃料サイクルの必要性を前面
に出した報告書のトーンにし国民の理解を求める方が良いと思う。 
（意 見） 
最近の国内状況を見ると、金融不安・不況の長期化、地球環境問題への対応、高齢化社会の
問題など、将来の先行きが不透明な厳しい社会・経済状況にあると言える。そんな中にあっ
ても我が国の食料とエネルギーのセキュリティを確保する事は、又最重要課題で、将来の世
代への現世代の責務であると思う。特にエネルギーに付いては、自然エネルギー利用の限界
と、限り有るハイドロカーボンエネルギーの一層効率的・効果的利用を真剣に考えなければ
ならない時、資源の殆ど無い我が国が再利用可能な原子力発電をもう少し、例えば全発電規
模の５０％位まで、積極的に開発して行く事は非常に重要であると思う。原子力発電に対し
て反対する方々・不安感を持っている方々が多いのは承知して居るが、では今の様に石油・
ガス等をじゃんじゃん燃やして限り有る貴重な資源を我々の世代で使い切って良いのであ
ろうか？と言う問題についてこれらの方々の多くは具体的な代案を持って居ない。 
かなり大胆な生活レベルの低下を図ったとしても、限り有る石油・ガス資源の枯渇は自明で
あり、次世代の人々に対し、全ての石油・ガス資源を使い果たした最悪の状況を引き継ぐの
では無く、原子力発電を進めながら、発生する高レベル廃棄物に対しては人類の英知により
その危険性を克服して、石油・ガス資源を少しでも残して行く選択の道を選ぶのが、理論に
かなっていると考える。以上の観点から言うと、処分懇談会の報告書案では、今後の原子力
の方向性はどのようであれ、現実に発生している高レベル廃棄物処分方策を確立する必要
があるとしていて、スタンスとして消極的な感を否めない。 
従って、ここは正々堂々と原子力発電と核燃料サイクルの必要性、その結果としての高レベ
ル廃棄物処分の必要性を縷々説明し、切実に訴えて国民の理解を得たい、そういう主旨が読
み取れる報告書が良いのではなかろうか。 
原子力平和利用と燃料サイクルは国策であると思うが、国策であれば、電力会社と県に任せ
ず国と政府がもっと前面にでて情報公開・充分な説明を国民に行い、国民の議論を興しそし
て最終的に国民の理解を得る等して責任持って推進すべきと思う。           
以上 

 
No.１１５ 
氏 名  藤田 博文          年 齢  ２７ 
（概 要） 
  
（意 見） 
これからのエネルギー問題を解決する上では、若い世代にその内容に興味を持ってもらう



ことが必要であり、国は積極的にその責任を果たすべきである。 
（理由） 
 報告書にもあるように、情報公開とは言ってもその内容を正しく理解するためには、ある
程度の基礎的な知識を要すると考えられる。しかし、その知識を身につける方法はセミナー
やＰＲ活動を行うといった一般の人々が受動的な方法だけではなく、エネルギー問題、廃棄
物問題について興味を持ってもらい、積極的に質問してもらうような能動的であることが
必要であると思われる。というのも、現状のような知識を与えるだけのような方針では、知
識を与える側の満足はあったとしても、知識を与えられる一般の人々にとってはなんら興
味のない面白くない話にしかならないからである。その手段として、小中高校生のような若
い世代に科学に対する好奇心を与えるような教育していくことが、何よりも大切であると
思う。というのも、将来の日本を担って行くのは今の日本の若い世代であり、彼らを教育し、
将来のエネルギー問題について関心を持たせ、エネルギー政策を正しく理解してもらうこ
とは，単に日本のエネルギー問題の将来的な解決というだけではなく、近年の若者の理系離
れを抑制することにもつながり、将来的には日本の科学技術や産業の躍進にも十分に寄与
すると考えられるからである。実際には、好奇心を与えることはそれほど容易ではないと考
えられるが、アニメーションによる教育や見学等を教育機関で実施するようなカリキュラ
ムを組むといった試行錯誤が必要であると思われる。 

 
No.１１６ 
氏 名  猪野 徹          年 齢  ２８ 
（概 要） 
 処分事業の推進に際し、その事業化スケジュール及び建設・操業行程を明確にし、各工程
の必要性・重要性が議論できるような情報公開及びその公開体制の整備が必要である。 
（意 見） 
 わが国の特徴ともいうべき「唯一の原爆被爆国」からくる「原子力アレルギー」を念頭に
おいた対応が必要である。 
 処分の技術的拠り所としての第２次取りまとめが国による評価で提示され、安全確保の
基本的考え方が策定されることとなっている。 
 ここで、円滑な事業活動を進める上で問題と考えられている法制度化の徹底という点を
どこまで安全が確保できるかという観点でとらえると、事業者としてはどのような処分体
系で安全が確保できるかという点について情報公開を行い、それが技術的にも可能である
という結論を導きだす方向となるであろう。もちろん、技術的成立性に関する情報公開は前
提であると考えられるが、具体的に事業が進む中で、一般的には廃棄物の処理・処分がどう
であろうと「核のゴミ」として認識されているものがどのような手続きの基で、どこにくる
のかがもっとも注目される点と考えられる。この状況を踏まえ、第２次取りまとめでの技術
的成立性を前提とした処分全体工程・手順を明確化し、各工程の必要性・重要性について議



論できるような情報公開・ＰＡを行うべきである。 
 特に、多くの「不確かさ」が存在する地層処分では、各工程での「不確かさ」をいかに合
理的な情報公開により排除できるかが円滑な処分事業推進に繋がるものといえる。また、情
報公開に際しては、その体制についても整備が必要である。既存する原子力発電に関する情
報でさえ敏感に反応することを考えると、一般的には新たな情報となる処分事業を迅速か
つ正確に伝えるための体制作りが急務といえる。事業主体設立以前に専門家も含めた体制
整備を行い、国民やマスコミに対して正確・分かり易い情報提供を積極的に行っていくべき
である。 

 
No.１１７ 
氏 名  高山 理一郎          年 齢  ３８ 
（概 要） 
高レベル廃棄物の処分事業は、組織の安定性、責任の所在、事業効率、国の監督・支援など
の観点に加え、民間活力の発揮が期待できる特別認可法人による実施が適切である。 
（意 見） 
 高レベル廃棄物の処分事業は国民誰もが納得しうる形で推進すべきことは言うまでもな
いが、その際には①処分技術や長期にわたる安全性への信頼感の醸成②処分責任に係わる
法的担保の整備③処分費用の世代間負担を公正に実現する制度など整備すべき課題は少な
くない。 
 これらは「誰が処分事業を行うのか」という問いに直結する。国の報告書では民間を主体
とした事業とすることとされているが、(1)原子力長期計画でも廃棄物の処理処分は発生者
たる事業者が責任を持って行うとされているが、これは世界的な常識であること(2)責任の
所在を担保する法整備は国の仕事であるが、同時に処分事業も国営となると、（かつて原子
力委員会と原子力安全委員会メンバーの重複により国のチェック体制に批判が呈されたの
と同様）法的担保の効果や監督能力に疑問を生じさせること(3)新たな税制を創設するより
も、電気料金原価への処分費用織込みを明確に示すことにより公平な世代間負担を図るこ
とが可能であることなどから、国の考えに賛成である。 
 では、どのような民間実施主体が適切であろうか。処分事業はいわゆるビジネスではなく、
利益を追求する会社である必要はない。逆に言えば、利益の多少により事業の安定感が左右
される上、国の支援を受けにくい会社形態は好ましくない。一方、指定法人は国・官の仕事
の代行といったイメージもあり、責任所在の観点から信頼性に欠ける懸念がある。一方、特
殊法人もしくは認可法人は国が必要な監督・支援を行うため、特別法により設立されるもの
であり、特に認可法人は民間活力を利用した高い事業効率を期待できる。 
 以上により、民間が発起人となる特別認可法人による高レベル廃棄物処分事業を支持す
る。行革により迅速な設立には抵抗が予想されるが、不要不急の組織ではないことを早急に
国や国民に示すべきである。 



 
No.１１８ 
氏 名  原田 光久          年 齢  ３７ 
（概 要） 
 国が中心となり、合理的な処分コストに関する国民的合意を形成するとともに、処分地の
選定にも国の関与が必要である。また、処分を円滑に推進できる制度も必要である。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物の処分は、避けてとおることのできない我々の世代で解決しなく
てはならない課題の一つである。この処分の具体的方策としては、地層処分が最も優れてい
ると考えられるのだから、これを積極的に推進すべきである。 
 この処分については、情報公開を進め、理解を得たとしても、総論賛成各論反対という状
態になり、必要性は理解できるが、自分の近くに処分地があるのはいやだという状態になる
ことが予想され、処分地の選定及び関係自治体や関係住民の合意が大きな課題となること
が予想される。 
 この解決方策の一つとして、地域振興等による地域との共生、地域の意見の尊重が考えら
れるが、このような方策にのみ頼ることとなると、立地地域からの要求により、過度の地域
振興策、技術的には不必要な設備の設置等が必要となり、結果として、高レベル廃棄物の処
分費用が異常に高騰することとなってしまう。また、立地地域の意見により、処分の不合理
な遅延も起こりうる。 
 このような事態を民間の実施主体が解決することは難しいと考えられることから、国が
中心となり、地域共生の費用も含めた処分に関する合理的なコストに関する国民的合意を
形成するとともに、処分地の選定についても国が関与し、合理的に推進することが必要であ
る。 
 また、処分地が選定されたのち、立地地域からの不合理な要求により、処分が遅れること
のないよう、立地地域からの要求についても、不合理なものは拒否し、処分を推進できる制
度が必要である。 

 
No.１１９ 
氏 名  船矢 敏朗          年 齢  ５８ 
（概 要） 
自国のエネルギー確保によって生ずる高レベル廃棄物の処分は他国に依存すべきではない。
一時貯蔵を受諾した青森県の条件履行のためにも、国民の合意形成の早期着手が必要。 
（意 見） 
原子燃料サイクルを実現することにより、資源の乏しい我が国のエネルギー確保が可能と
なる。このような自国の利益のために発生する高レベル廃棄物の処分については、他国に依
存せず自国内で行うべきであるし、国際世論からも海洋、宇宙空間も含めた自国外での処分



は不可能と考える。 
青森県は返還高レベル廃棄物の一時貯蔵を受諾する際に、科学技術庁長官から青森県を処
分地の対象としない旨の確認を得ている。処分前の一時貯蔵は 30 年から 50 年としており、
1995 年からすでに貯蔵を開始している。このような状態を考えると、早い時期に処分のあ
り方について全国的に国民の合意を得る必要がある。 
自国内の処分地としては、超長期にわたって高レベル廃棄物を生活空間から隔離できる深
地層が適切と考える。 
また、国、電力、実施主体の各々が役割分担に応じて手順を踏み、計画を推進することは重
要である。また、成果の評価に当たっては、広い分野の専門家の意見を採り入れることも重
要である。 
国民各層の理解と協力を得るためには、国家プロジェクトと位置づけ、総合的に情報収集・
評価・広報ができる一元的な体制を原子力委員会の下に作り、成果を分かりやすくタイムリ
ーに広報することが必要である。 

 
No.１２０ 
氏 名  根本 昭          年 齢  ５１ 
（概 要） 
高レベル廃棄物の処分費用は、合理的積算にこだわらず社会の理解が得られるモデルケー
スを設定して費用を算定し、電気料金に織り込むことにより、早期に確保することがよい。 
（意 見） 
原子力発電によって電力供給を受けている電力消費地域の住民と廃棄物処分場地域の住民
との間の公平を確保することは重要なことと私は考えます。処分場立地地域住民が処分に
伴って生じるかもしれない負担を被ることになっても問題である。両者が共存共生である
べきと思う。高レベル廃棄物は既に発生しているが、その処分費用は料金原価に織り込まれ
ていない。 
放射性廃棄物の処分費用は、発電を行うことによる費用であり、将来発生することが確実で
あるにもかかわらず不確定な要素が多く、将来の費用を合理的に見積もることが困難であ
ることから、制度化されていない。（使用済燃料の再処理、原子力発電所の解体の２つが制
度化されている）。 
現時点では処分場の候補地、処分の方法は未定である。その意味で、不確定な要素が未だ存
在していることに違いないが、予想される事業費の大きさを考えれば、現時点で費用を算定
し、電気料金に算入すべきであると考える。処分の見通しが立っていない点では同様な諸外
国においても、何らかの工夫がなされ、費用が確保されている国が圧倒的に多い。 
以上から、合理的積算にこだわらずに将来の見直しもあり得ることを前提として、社会の理
解が得られる地層処分のモデルケースを設定し、それに基づいて計算した金額を電気料金
に組み入れてストックしていくべきと考える。 



 
No.１２１ 
氏 名  神谷 祐一          年 齢  ４０ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分については、安全に処分を進める研究を促進するとともに、法
整備即ち研究所がなし崩し的に処分場とならぬことを国民に広く知らせる必要がある。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分を安全に推進するためには深地層処分の研究が必要不可欠で
ある。しかしそのための研究施設の建設等にあたっては北海道の幌延などのように地元住
民の強い抵抗に会うことが予想される。以前の別の例でも大阪近郊の山にて深地層処分な
どとは全然異なった目的、即ち地層中に空洞を掘り、開口部に発生する空気流による発電の
研究を行う施設の建設についてのための予備調査（ボーリング等）を行おうとしたところ、
地元住民が深地層処分の施設建設と勘違いし、騒動になったという経緯もある。これらの事
例に共通することは、報告書にも述べられているように、透明性の確保と情報公開の欠如で
あると思う。今後深地層処分の研究を推進して行くうえで制度や組織への不安を少なくし、
信頼を得ていくためには透明性の確保が大前提になる。また将来的にも研究段階でなく、事
業として推進して行く段階に至っても制度的に外部からのチェックができる仕組みも必要
となろう。同じく情報公開についても動力炉・核燃料開発事業団の不祥事を例に出すまでも
なく、国民から意図的に情報を隠しているのではないかと疑義の念を抱かせることは、もは
や原子力関係のみならず他のすべての産業界についももタブーなのではあるまいか。さら
になによりもこのような透明性の確保、情報公開については国が法制度として整備するこ
とが必要不可欠であると言えよう。そして研究段階のみならず予備的調査の各段階で、処分
事業に関して情報公開を進め、また研究施設がなし崩し的に処分場とならないよう、明確に
法整備しなければ今後とも研究施設の立地すら円滑に進展しないのではないだろうか。 

 
No.１２２ 
氏 名  山田 明彦          年 齢  ５２ 
（概 要） 
高レベル廃棄物の処分の社会的な理解を得るには、安全性の説明だけでは無く、享受した電
力量に比べ、相対的、絶対的に、極少量であることを、本報告書は、もっと強調すべきであ
る。 
（意 見） 
 報告書は非常に具体的に、かつ、常識的な線でまとめられているが、全体的に、処分場を
選定する技術論に終始しているきらいがある。そのため、高レベル廃棄物の処分がなぜ、必
要なのかというそもそもの前提の訴えが弱くなっている。 
 我々が、原子力発電による電気を享受するのであれば、高レベル廃棄物の処分は必然であ



ると素直に考える人は、原子力関係者以外には、そんなに多くはないであろう。 
必然と考える前提の一つは、享受した莫大な電気の量に比べ、処分する高レベル廃棄物の量
が相対的にも、絶対的にも極少量であるという事である。 
 「後世代に影響を及ぼす可能性のある廃棄物の処分について、後世代に負担を残さないこ
とが我々の責務である」というが、それは、相対的、絶対的にも量的に、極少量であると言
うことが、処分が技術的にコントローラブルであり、費用的にもフィージブルであることに
つながっているからではないだろうか。 
 高レベル廃棄物の処分は、技術的には問題ないと判断されるが、処分場の選定、建設、受
け入れ等について社会的な理解を得るためには、安全性の説明だけでなく、量的な面での説
明が必至であると考える。 

 
No.１２３ 
氏 名  鹿角 吉夫          年 齢  ４２ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物処分事業は、長期間利益が見込めず、民間の株式会社では、信頼性に
欠けるため特殊法人または認可法人とし、国、地元、民間が一体となって実施すべき。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分事業は、研究開発段階を含め、処分場選定、建設完了までの長
期間利益を見込むことができないと予想される。また、操業開始後も借入金の返済などで利
益が圧迫される。したがって、民間の株式会社とした場合、資本金の確保、借入金の調達や
事業の継続性に対し十分信頼性があるとは言いがたい。そこで、法律により裏付けされた特
殊法人または認可法人として処分実施主体が長期にわたり安定に存続することが必要であ
ると考える。 
 また、万一、何らかの原因により選定した処分場が操業開始できないことも考えられる。
そのときに、所用の措置がとれるよう法律により権限や手続き、対策を定めておくことが望
ましい。このためにも、事業形態としては、特殊法人または認可法人が望ましいと考える。 
 さらに報告書案では、国と民間の二者にわけて実施主体のあり方を考えている。高レベル
廃棄物処分事業の性格を考えると、この二者だけでなく地元自治体をもまきこんで関係者
が一体となって事業を進める体制が必要と考える。地元自治体、民間からの協力を得て特殊
法人または認可法人を設立すれば、この関係者が一体となって事業を進める体制になると
考える。報告書案でもこの地元自治体を含めた体制について実施主体のあり方のところで
述べるべきである。 

 
No.１２４ 
氏 名  清水 健          年 齢  ４０ 
（概 要） 



 深地層の研究施設は処分実現の前提となるので、その建設についても処分事業全体スケ
ジュールの中に位置付け、研究機関任せにせず国が直接関与し着実に進めるべきである。 
（意 見） 
 深地層の研究施設については、理解活動への利用についてのみ記述されているが、処分の
実現にあたっては、処分技術の安全性が立証されていることが前提となり、深地層の研究施
設で処分技術の実証試験を行うことが必要であるので、研究施設の建設を着実に進める必
要がある。 
 研究施設が将来処分候補地となる可能性の有無については地元住民にとっての重大な関
心事であり、処分場の計画とは明確に区別して進められると言うが不透明であつて、住民の
理解が得られず研究施設の建設も進まないことが予想される。従って、この点を如何に住民
を納得させられる形で担保するかが重要である。深地層の研究施設の建設については、この
ような前提をベースに、処分事業全体スケジュールの中に明確に位置付けるとともに、その
早期立地について、事業者はもとより国が直接関与し進めて行くべきである。 
 また、理解活動にあたっては、国、電気事業者等による長年の活動にもかかわらず原子力
利用全般についても賛否と理解の度合いは一致せず国民一人一人の自らの判断がなされて
いるとは言い難いので、説明にあたって一層の工夫をするにしても新たに高レベル廃棄物
処分への理解を得るのは相当な困難が予想される。従って、研究施設の建設にあたっての理
解活動では、従来の方法にとらわれずに根本的な見直しを行い、着実な活動を行う必要があ
る。 

 
No.１２５ 
氏 名  中村 裕行          年 齢  ４１ 
（概 要） 
立地プロセス等を法律で明確にしておくことに賛成。その際、地下研究施設のあり方、地元
自治体の関与のあり方、権利、義務等も取り決めておくことが重要と考えられる。 
（意 見） 
 1. 
処分事業をスムーズに進めるために、処分地選定プロ セス、国、実施主体などの関係機関
の役割を定める法律を整備しようとする考え方に賛成。 
 2. 
その際、以下の点にも配慮することが重要と考える。 
  (1) 
深地層の科学的研究施設の立地がスムーズに進められていない現状に鑑み、その位置付け、
処分地選定プロセスとの関係などを明らかにし、処分研究が円滑に進められるよう、法律に
何らかの取り決めを設けておくこと。 
  (2) 



現在、ほとんどの原子力施設について、地元自治体と事業者の間で立地協定、安全協定など
が締結され、これが、立地地域との共生の基礎となっている。しかしながら、これらの協定
は、自治体と事業者の間のいわば私契約であり、地元の理解を得つつ長期にわたって安定し
て事業を運営するためには、十分ではないことも考えられる。 
このため、自治体の関与のあり方、その権利・義務・責任を予め法律で定めておくこと。 

 
No.１２６ 
氏 名  戸梶 俊広          年 齢  ３９ 
（概 要） 
現行電源三法の枠を越えた、都道府県内での適用地域および使途を限定されない地域振興
策を図ることができるような新たな交付金制度を創設すべきである。 
（意 見） 
報告書案は「立地地域との共生」について検討しているが、交付金等の制度において、従来
の電源立地地域の考え方を越えた地域を想定する必要がある。 
現行電源三法の枠内では、交付金等は施設のある市町村、その隣接および隣隣接市町村に交
付されるか、または都道府県内でもその使途が限定されている。 
高レベル処分事業は長期にわたるものであることから、それでなくても住民から迷惑施設
とみられがちであることに加え、風評被害への恐れ、昨今のＮＩＭＢＹ思想、住民投票の要
請の高まりなど、処分地候補決定に当たっては、当該市町村のみならず、都道府県レベルで
の住民の理解協力が必須となると思われる。例えば、当該市町村住民の理解は得られても、
都道府県民全体の中では反対多数となることは、十分予想できる。 
また、実際の事業を進めるに当たっては、都道府県知事の処分権限が相当あるが、知事も都
道府県内の世論の動きに敏感とならざるをえない。 
従って、来てもらってよかったと思われる事業とするためには、従来の制度に加え、適用地
域ならびに使途について限定しない、例えば、広域道路、鉄道、空港等の建設費、維持管理
費の財源に組み入れることが可能になるなど、都道府県の裁量を認める交付金制度を創設
し、広く地域振興を図ることが可能な枠組みを作ることが地域との共生を考える上で必要
と考える。 
このことは、高レベル処分事業の長期性、安全確保面の重大性の観点から、従来の電源立地
地域における地域振興策と比べて平衡を失するものとはいえず、むしろ当然と思われる。 

 
No.１２７ 
氏 名  藤波 茂雄          年 齢  ３３ 
（概 要） 
 高レベル廃棄物の処分費用は、原子力の利益を享受している私どもの世代から負担すべ
き。速やかに費用試算が行われ、計画的に電気料金から費用積立が行われるよう望む。 



（意 見） 
 高レベル廃棄物の処分を実施していくにあたっては、透明性が高く、かつ国民の総意の上
に立った方策を遂行していかなければならないが、処分事業の資金手当も重要な側面を占
めている。 
 資金手当には、初期費用の原資確保、事業の継続などキャッシュフロー、あるいは絶対額
に係わる問題が当然のことながら伴うが、そのコストを誰が負担するのかという面も決し
て見過ごすことができない。 
 私どもの生活を支えている電力供給の 1/3 は原子力によって賄われており、その原子力
発電によって廃棄物が発生している。反面、高レベル廃棄物の処分方針の作成は緒に着いた
ばかりであり、処分地や実施主体はおろか費用の見積さえも決定的なものが打ち出されて
いない。だからといって、処分費用の確保を後送りにし、次世代に任せることは許されない。
原子力発電の利益を享受するだけして、その享受に伴う負の存在だけを将来の世代に任す
ことはあまりにも不公平だからである。従って、現時点では、処分事業には不確定要素が多
く、誰もが納得する合理 I な費用試算ができないことは事実であろうが、将来発生する費用
は今から手当することが必要である。 
 国の報告書によれば、処分事業の実施主体を民間としており、これを発生者負担の原則に
照らせば、電力会社が資金の確保策を講じるべきことは明らかであろう。現に、リサイクル
とワンススルーの差はあるにせよ、米国では最終処分場の建設に向け、原子力発電 Kwh あ
たりの単価を定め、資金を蓄積している。 
 将来の実施主体の中核となろう電力会社に望むことは、合理性・正確性の追求も重要であ
ろうが、一刻も早く、社会の理解を得られるようなモデルケースに基づいた費用算定を行い、
計画的な資金調達が期待できる電気料金に処分費用を織り込むことである。 

 
No.１２８ 
氏 名  尾前 昌義          年 齢  ６２ 
（概 要） 
高レベル廃棄物処理資金確保については、提言の基本線は妥当。事業資金の確保、事業資金
制度の確立は早急の事で国が主体牲を持って促進すると共に、事業者の主体性に要配慮。 
（意 見） 
 事業資金の確保に関して 
 我が国の現状を見るに、高レベル廃棄物が現在かなりの量が既に発生し、原発サイトでの
一時保管の状況に有りながら、具体的な施策が進展してない事は誠に嘆かわしい。事業には
資金の裏付けが必要でありながら、これも未策定と言う現状を踏まえ、此の時期、考え方を
国民に披露し、実のある議論は是非とも必要と考える。資金の確保に係わる提言については
全体として妥当と考える。幾つかの点についてコメントを加える。 
①事業資金の負担の範囲については、資金の大部分を占めると考えられる最終処分場の直



接費に限定すべきである。この費用については現在の知見を基に事業モデルを緻密に設定
し、算出根拠を不動にする事が肝要である。その後の管理モデルについては、２～３ケース
の簡易モデルを策定し、直接費に比して比較的小額で、直接費の決定の重要性を認知して戴
く事とする。又、地球温暖化防止の一翼を原子力に担わせる国の政策に基づいている事から
国に相当分の負担を求めその範囲を明確化する。②資金確保制度の考え方の中では、制度の
性格として、資金利用の面で適時性に配慮が必要と考える。適時性に欠けたケースも多く聞
いており、処分事業者の主体的行動を支援する形を取りたい。③資金確保制度の確立の中で
は資金の見直しが述べられているが、事業の終了までの期間が世代期間と比較して遙かに
長いだけに、世の中の変動は予測しづらいし、外国の情勢変化にも影響を受け、為替レート、
貨幣価値変動を読み切れるものではない。見直し論は当然。④資金確保に於ける関係機関の
役割の内、国はそのための制度を確立すべきとの提言があるが、エネルギー事業の企画、推
進者としての通産省の役割を促したい。⑤資金確保の早期開始は肝要で、確保の遅延は資金
確保の機関の短縮に繋がり、需要者負担の原則から考えれば期間当たりの負担額は大きく
なり、他国との比較の点で社会からの同意は取りにくい。 

 
No.１２９ 
氏 名  斉藤 浩治          年 齢  ３７ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物処分に係る事業としては、実施を民間とし、監督と安全規制は国とす
るべき。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分に係る事業は、近年の原子力情勢を考えると少しでも早い時
期に設立することが望まれており、その設立には国民の理解が是非とも必要で、国による押
しつけとならないためにも、今まで行ってきた電力等の民間企業による理解活動を足場と
することが早期設立への近道であると考える。 
 国としては、そのような民間企業の活力を有効に活用すると共に、十分な後押しをする事
によって国民の理解活動を更に加速させることが必要となる。またその一方で国は、常に全
体を視野に入れ全体のバランスを考慮しながら必要な規制を行うことによって、何事にお
いても必要な時に必要な歯止めがかかるという安心感を国民に持ってもらい信頼を確保す
ることが必要である。動燃の事故以来、国民としては実施とその監督・規制が同じ国となる
ことを受入れるわけには行かなくなっている。 

 
No.１３０ 
氏 名  旦保 哲夫          年 齢  ５０ 
（概 要） 
  



（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１３１ 
氏 名  岩瀬 房子          年 齢  ７４ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 



消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
絶対 ヤメテ！ 

 
No.１３２ 
氏 名  川上 博美          年 齢  ２４ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１３３ 
氏 名  保坂 四郎          年 齢  ６７ 
（概 要） 
 度重なる不祥事に対する情報隠しや悪質な虚偽報告など杜撰な管理体制の［動燃事業団］
が、この計画の研究主体となっている限り、この計画は絶対に認めることはできない。 
（意 見） 



 ここに示されている計画が、世界の趨勢に従っているものであろうとも、研究主体が、［動
燃事業団］となっている限り、絶対に認めることはできない。この計画のままで認めたとし
たら、この計画を決定する時点に生を享けていた者として、後世の人々に対して申し訳無い。 
 その根拠として、［動燃事業団］の度重なる不祥事に対する情報隠しと悪質な虚偽報告を
する許し難い杜撰な管理体制は、国民を愚弄するばかりでなく、最悪の事態では、多くの
人々に多大な危害を加えるからである。 
 更に、政府関連機関の広報は、核燃料についての安全性を強調し過ぎている。放出された
放射能が細胞を改変したり癌細胞化したりして人体に多大な危害を加えることを隠してお
いてよいのであろうか。正常な防護措置を施した状態にある核燃料が安全であることは認
めるとしても、何らかの齟齬によって予期しない事態となった場合の凶暴性については、今
迄にも、幾つかの原子力発電所の事故が如実に物語っている。原子力発電の安全性を強調す
るあまり、関係者達は、『核燃料は安全である』と錯覚してしまい、危険に対処する心構え
が欠如してしまったのではないだろうか。そうでなければ、低レベル放射性廃棄物とはいえ、
その容器であるドラム缶が雨水によって腐食して内容物に含まれている放射性物質が水に
溶け出していることを知りながら、長期間放置しておくことはできないはずである。このよ
うな人達に、高レベル放射性廃棄物の処理などは、とても任せられない。 
 付言すれば、高レベル放射性廃棄物に含まれる放射能量の減衰時間は、数百年・数千年単
位とされていることから、廃棄物施設の堅牢さは、今なお屹立しているピラミッド・万里の
長城・パルテノン神殿・コロシアム等々の古代の建造物に匹敵するものでなくてはならない。
更に、何よりも、後世の人々に対して、放射能への安全性が明確に保証されていることを希
求するものである。 

 
No.１３４ 
氏 名  佐藤 健司          年 齢  ３９ 
（概 要） 
高レベル廃棄物地層処分場立地選定の各段階における国の確認項目は選定基準を事前に明
確にし、特に日本固有の地下水流速、地質環境を考慮した条件選定が必要である。 
（意 見） 
 日々の生活からゴミは必ず発生するように電気からもゴミは発生する。一般ゴミや産業
廃棄物処分場のようにこの電気発生に伴うゴミにも処分場は必要である。日本で発生する
ゴミであるから日本のどこかに処分場を設けなくてはならない。この処分場は今の所３段
階で選定されて絞り込まれる。各々の選定にはその段階に応じて目的、基準が必要である。
選定基準を示す場合には一般の人々に受入易い処分場選定条件と共に処分方法は安全であ
ることを示す必要がある。選定条件としては、まず候補地選定では何と何を基に選ばれたの
かを示す、ただ単に選んだのではなく技術的根拠を基に調査した結果だということを示す、
その基準は事前に明確に決めておく必要はある。国としてはこの選定基準を確認する際に



何を根拠にするかを明確にし公の意見（第三者による審査）による承認を受けておく必要が
ある。この時国としてはすべてを満足する基準作りよりは優先順位（重要度のランク付け）
を付けた選定条件によリ８０％以上あれば一応基準は満足するというような判断基準を設
けた方が良いと思う。 
 この候補地選定から処分地選定に至るまでの経緯については可能な限り公開にした方が
良い。処分候補地を決めてから後付けで理由や基準を付けることは避けた方が良い。処分地
として必要な条件に照らし合わせながら公平に候補地を選定することはその地域に住む
人々にとって重要である。 
 また、地下水流速や地質環境の異なる海外処分場を参考にするのではなく日本の国土の
状況を正確に把握した上で処分場選定基準を作ることは重要と思う。 

 
No.１３５ 
氏 名  山地 克和          年 齢  ２６ 
（概 要） 
処分場の立地地域だけでなく社会的に受け入れられる環境を整えるために、無関心な反対
者に対し、積極的に情報を提供し、安全性を理解してもらう必要がある。 
（意 見） 
 地域住民が処分場受け入れに反対するのは、非常に危険で周辺地域に影響を及ぼすので
はないかと考えるためであろうが、高レベル放射性廃棄物や処分についての内容を理解し
た上で反対している人は少なく、ほとんどは原子カに対する負のイメージによるところが
大きい。地域住民の理解を得るための意見交換会や公開ヒアリング等の実施は重要であり
積極的に実施するべきであるが、会に参加しない”無関心ではあるが反対”という住民も多い
ものと思われる。実施主体は情報を公開し、容易に入手できるようにするであろうが、最も
身近な情報源である新聞、テレビ等のマスメディアは危険性についての報道が大半を占め
ており、地域住民が安全性についての情報を耳にする機会はほとんどないといえる。よって
求めるものに対しての情報提供以上に、実施主体側からマスメディアを通じて無関心であ
る住民に対しても積極的に情報を与えるべきである。 
 また、立地地域だけでなく、社会的に処分場に対しての危険なイメージを払拭し一般国民
に広く理解してもらう必要がある。地域住民が処分場を受け入れることで期待するのは地
域の活性化であるが、地元雇用や資金提供による様々な教育施設の設立だけでは、地域は活
きてこないと考える。様々な企業を誘致し、道路交通網が整備され、地域人口が増加してい
くことではじめて活性化が図られるものと考える。 

 
No.１３６ 
氏 名  近藤 茂樹          年 齢  ４２ 
（概 要） 



実施主体の役割を、調査選定、設計建設、受入処分、閉鎖後モニタリングの 4 段階に区分
し、各段階をそれぞれ事業目的と位置づけ、段階毎に事業収支を算定すべきである。 
（意 見） 
中間報告書案ではＨＬＷ処分事業実施主体の役割を明記していないが、記載内容から判断
して(1)処分場の調査・選定、(2)処分場の設計・建設、(3)ＨＬＷの受入・処分、(4)処分場
閉鎖後の環境モニタリングの 4 段階の役割を担うものと思われる。電気事業や再処理事業
の場合、事業目的は「発電」や「再処理」であり、調査・建設や閉鎖措置は事前・事後段階
にすぎないが、HLW 処分事業の場合、中間報告書案で強調されている通り、調査選定段階
も受入処分段階と同等に重要な役割と位置づけられる。また、設計建設段階についても、処
分坑道の建設そのものが処分場の成否を実質的に決めることになると考えられるため、受
入処分段階と同等に重要な役割と位置づけられる。閉鎖後モニタリングについては、実施す
るとすれば非常に長期間にわたるものと予想され、やはり受入処分段階とは異質の役割と
して位置づけるべきと考えられる。 
このように実施主体の役割を４段楷に区分し、各段階に合った事業推進を行い、各段階、各
年度の事業収支を明らかにしていくことにより、本事業の運営管理が容易となり、中間報告
書案で求められている長期安定性、柔軟性を確保でき、更に、経済性、効率性を高めていく
基盤を強化できると思われる。逆に、あくまで受入処分段階を事業目的の中核とし、調査選
定や建設は事前段階と位置づけて事業推進していく場合、調査選定や建設コストは当面、建
設仮勘定として経理処理され、事業収支は受入が開始される時点まで算定されないことに
なり、３０年以上にわたる期間について実施主体の事業収支が明らかにされないことにな
る。調査選定段階については調査会社、設計建設段階については建設会社の事業収支を参考
とし、ＨＬＷ処分事業実施主体の事業収支を算定すべきである。 

 
No.１３７ 
氏 名  近藤 茂樹          年 齢  ４２ 
（概 要） 
立地オプションの対象を、経験のある原子力立地方式の他に、人間環境から隔絶された地域
における立地、その他まだ提起されていない全く新しい方法まで拡大すべきである。 
（意 見） 
中間報告書案にあるとおり、選定プロセスの明確化や関係自治体・住民の意見反映はなくて
はならないものである。しかし、ある自治体で処分場を誘致したいと思う人が過半数いても、
巻町や沖縄の住民投票にみるとおり、民主的プロセスに固執すれば住民を２分してしまう
ような事態を招くことがありうるため、それを回避したいと思えば、現時点での処分場誘致
は簡単にはいかないと思われる。 
既成方式から発想転換し、人間環境から隔絶された場所を処分場に選ぶことが考えられる。
これならば、住民への環境影響を心配する必要がなくなると共に、関係住民を２分してしま



うような事態も回避できる。労働力や資材の供給源からも隔絶されることによるコスト増
の問題を解決できれば、有望なオプションになりうると考えられる。 
また、これまでに提起されたことのない、全く新しい処分場立地方法もあるかもしれない。
例えば、日本国内にのみ限定すべきではないのかもしれない。とにかく重要なのは、そのよ
うな新しい方法が提起された場合、「想定の枠外」として門前払されることなく、検討の場
にあげられるような環境整備をしておくことである。 
処分場調査・選定から建設着工まで長期間かかり、その間に何らかの状況変化が起こる可能
性もあることを考えれば、立地オプションは幅広く、かつ数多くとっておくことが重要と思
われる。 

 
No.１３８ 
氏 名  近藤 茂樹          年 齢  ４２ 
（概 要） 
地域共生策については、(1)処分場を生かした共生策、(2)処分場立地地域における産業の保
護・振興、(3)エネルギー立地に対する広域的支援に分けて検討していくべき。 
（意 見） 
中間報告書案によれば、共生関係の構築、地域の意向を反映した持続可能性のある共生策を
強調すると共に、立地地域以外の地域との社会経済的公平確保が重要としている。 
処分場が広大な地上空間をもつことになれば、処分場本体はほとんど地下にあるから、この
地上空間を研究施設や研究事業などに利用していくという中間報告書の議論は非常に有望
であると思われる。 
処分事業とは直接関係しない共生策として、農業漁業など既存産業の保護・育成、および新
規産業の振興があると思われる。中間報告案では、共生策を処分場を利用したものに限定し
ているかのように読めるが、これらは区分して考えていくべきと思われる。重要なのは、こ
れらの産業がいずれ「共生策資金」の手をある程度離れて自立し、持続可能になっていくこ
とであろう。 
中間報告書案では立地地域とその他の地域との連携が重要と述べているが、この場合の立
地地域は電力消費地域に対峙する広域な対象、即ち都道府県になると考えられる。これらは、
エネルギーの立地地域と消費地域に置き換えることが可能だが、政治や商業の中心地たる
エネルギー消費地に対し比較的産業過疎地になりがちなエネルギー立地地域が要求する社
会経済的公平とは、直接的には電気料金（エネルギーコスト）割引なのかもしれないが、最
終的には両地域の格差を縮める方策、政策の導入なのかもしれない。 
このような県レベルの支援策には、電力移出県交付金や核燃料税、サイクル税も含められる
かもしれないが、これらは県の一般財源に取り込まれており、目的が定められているわけで
はない。しかし、社会経済的支援が最終的に何に帰結しているのか、ある程度理解したうえ
での支援の方が、消費地域としては支援しやすいのかもしれない。 



 
No.１３９ 
氏 名  山中 陽子          年 齢  ４４ 
（概 要） 
高レベル放射性廃乗物を生み出す原子力発電を段階的に廃止し、地上で使用済み燃料のま
までの管理を。再処理はその結果プルトニウムを取り出すので日本は国際的信用を失う。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分の研究において１０～２０年進んでいると言われるいわゆる
先進国が、使用済み燃料での処分（特にドイツでは地上保管を検討中）を選択していること
を重視してください。使う当てのないプルトニウムを取り出すことは、国際社会には受け入
れられないでしょう。また、再処理することによって廃棄物の総量が増えることも明確です。
それなら、使用済み燃料の形で、かつ管理の行き届く地上で保存することが最も現実的では
ないでしょうか。 
 次に量の問題ですが、海外に再処理委託した使用済み燃料約７１００トンは、プルトニウ
ム、ガラス固化体、その他でおいおい返還されてきます（一部返還済み）。これプラス日々
生み出される廃棄物は高レベルだけでもガラス固化体にして１０００本／年にもなります。
たとえ深地層処分が安定だと仮定しても、処分するまでの３０年は地上で冷却しなければ
ならないのですが、政治経済の変動の激しい社会でこれだけの量を責任をもって管理し続
けることができるでしょうか。世代責任を言うなら、このように不確実なものを増やし続け
ることこそ許されないはずです。まだ経済的に余裕のある今こそ、放射性廃棄物に対応しつ
つ、太陽光発電や風力、バイオ等再生可能エネルギーに移行するべき時だと思います。 
 費用については国、電力会社、消費者の三者がそれぞれに支払うことになるでしょう。但
し、今の日本では消費者が電源を指定することはできないので、意図に反して原発の電気を
使っている消費者がいることを忘れないでください。そのような消費者は、多少高くても、
風力、太陽光等の再生可能エネルギーを使いたいと思っているのです。デンマークのような
電源指定制度の実施を検討してほしいものです。電源指定契約が成立しても契約以前の原
発の廃棄物処理費用は分担しなければならないでしょう。 

 
No.１４０ 
氏 名  村山 起久子         年 齢  ３８ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 



 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１４１ 
氏 名  山下 立           年 齢 
   （概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報



が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
※見えなくすると忘れてしまう。見えるようにしておくべき。 

 
No.１４２ 
氏 名  土屋 真砂子         年 齢  ３４ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
とにかく、いちど原発を止めましょう！ 

 
No.１４３ 
氏 名  小林 鉦次郎         年 齢  ７６ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 



プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１４４ 
氏 名  内田 民子          年 齢  ５２ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 



 
No.１４５ 
氏 名  深澤 洋子          年 齢  ４０ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１４６ 
氏 名  山本 あつ子         年 齢  ３１ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 



（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１４７ 
氏 名 本多 英一郎         年 齢  ５７ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１４８ 
氏 名  吉森 弘子          年 齢  ３９ 



（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１４９ 
氏 名  藤田 武司          年 齢  ４５ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ



ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１５０ 
氏 名  永田 智嗣          年 齢  ５９ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１５１ 
氏 名  原田 素代          年 齢  ４１ 
（概 要） 
 高レベル廃棄物を産み出す原発をすぐに止めること。現在ある高レベル廃棄物は、地上管
理を続ける。地層処分は決してしないで下さい。 



（意 見） 
 今急がれていることは、まず原発を止めることです。老朽化がすすむ原発が次々に待機状
態の中、事故の危険が日常化しています。 
 電気の需要は年に一日、それも昼間の間だけです。電気は余っているのに、リスクの大き
な原発を次々と増やす姿勢は不思議です。業界のニーズに押しきられ、官僚の既得権を守る
ために汲々としている姿が想像できます。とんでもないことです。原発以外に発電の種類は
豊富です。コージェネレーション、太陽光発電、風力地熱、天然ガス、燃料電池等。安全性、
効率性でもすぐれているこれらに対し、原発なみの開発資金をなぜ導入しないのか。ここに
大きな問題があります。 
 現在までに排出された高レベル廃棄物については、決して地層処分すべきではありませ
ん。人類が経験したことのない放射能を地下数百メートルに捨てるという発想は、未来の生
物に対し無責任きわまりない行為です。とりあえず現在の技術力のベストを尽くし、地上管
理するほか、術はありません。その意味からも原発の操業を一刻も早く停止する必要があり
ます。 
 モックス燃料化は絶対危険です。放射能汚染を拡散するだけでなく、軽水炉に使用するこ
とは全世界が見合わせている中、日本だけが、技術力に過信し、科学に対しおごりとも見え
る独断的行為です。 
 もっと冷静に見きわめる時間が必要ではないでしょうか。急ぎすぎている感があります。
国民の意見を聞くというのなら、何年間もかけ、全国各市町村へ議論を広げる手間が本当は
一番大事なことだと思います。 

 
No.１５２ 
氏 名  笠野 博之          年 齢  ４１ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分を円滑に進めるためには，社会的な理解を得ることが最も重
要であり，それには事業者のみならず国が積極的な役割を果たすべきである。 
（理由） 
 原子力発電が，日本の全発電電力量の約３割を越えている現在に於いても，国民の間には
原子力に対する不信・不安があることは事実である。ましてや，その原子力発電で使用され
た使用済み燃料の処分過程に於いて発生する高レベル放射性廃棄物の処分については，言
わずと知れたことである。 
 高レベル放射性廃棄物処分を円滑に進めるためには，そういった国民の不信・不安感を払
拭し，社会的な理解を広く得ることが重要な事項と考える。そのためには，処分に係る技術
的安全性への信頼感と社会的安心感の確立の両面を満足させることが必要である。 



 技術的安全性への信頼感を得るためには，その処分に係る技術研究・開発を今後も継続し
て実施していくと共に，研究・開発の主要な段階に於いて，その成果を積極的に国民に情報
開示し，処分方法の安全性について理解してもらうことが重要である。 
 社会的安心感の確立のためには，処分に伴う極めて長期的な期間に渡る監視・管理の必要
性に対する社会的な不安，例えば，処分する場所が地震などに対し十分安全か，放射線監視
がそんなに長期に渡って可能なのか等に十分に応えていくことが重要である。 
 この両面を満足させるためには，処分に係る実施主体や電気事業者だけでなく，国が積極
的にその活動に対し関与し，広く国民の理解を得るためのバックアップを行うことが必要
であると考える。                     
以上 

 
No.１５３ 
氏 名  池上 京子          年 齢  ２３ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１５４ 
氏 名  中村 惇子          年 齢  ６５ 



（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
このような危ケ物有では外国からも 
こわくて観光団！は来なくなります 

 
No.１５５ 
氏 名  柴田 武男          年 齢  ４５ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ



の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１５６ 
氏 名  岡村 ひさ子         年 齢  ４５ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１５７ 
氏 名  大泉 ゆり子         年 齢  ４０ 
（概 要） 



  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。
青森での再処理は中止すべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。ア
ジアへの平和と安心のため全てのプルトニウムをなくすこと。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。瑞
浪での研究所（どうねんの）はただちに中止作業に入り自然の元の環境にもどすこと。 

 
No.１５８ 
氏 名  新妻 香織          年 齢  ３７ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ



の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
 ６． 
未来の地球のためにも原発は止めて下さい。メリットが全くありません。 

 
No.１５９ 
氏 名  大原 義行          年 齢  ５８ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべき  だった」と述べていますが、そのこ
とへの当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにし
てください。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えても
らえませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１６０ 



氏 名  中田 慶子          年 齢  ４８ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１６１ 
氏 名  中野 文子          年 齢  ４２ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。と
にかく危険を自覚することから・・・ 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ



の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
 未来の地球、日本を考えた時、今やっていることはとても危険なことがよくわかります。
そんな声にきちんと耳を傾けて下さい。 

 
No.１６２ 
氏 名  井上 悦子          年 齢  ４４ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１６３ 



氏 名  四十物 和雄         年 齢  ４６ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１６４ 
氏 名                 年 齢 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく



ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１６５ 
氏 名  西村 佳寿子         年 齢  ４４ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１６６ 
氏 名  新谷 辰夫          年 齢  ４６ 
（概 要） 
  



（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１６７ 
氏 名  串田 文子       年 齢  ７１ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 



消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１６８<>P 氏 名  大西 まゆみ      年 齢  ４６ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１６９ 
氏 名  岡村 達郎       年 齢  ４９ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 



 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１７０ 
氏 名  折井 幸雄       年 齢  ６７ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報



が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってず自ら公開されたい。 
 

No.１７１ 
氏 名              年 齢 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１７２ 
氏 名  小倉 一和       年 齢  ３０ 
（概 要） 
この問題の最も重要な点は立地場所である。この際「人が居住していない離島」「大陸棚に
人工島を設置して海底下にくりぬく」「海岸から斜坑を海底下に堀進めて処分空間を作る」
なども考えるべきである。 
（意 見） 
 原子力発電に発電量の３分の１以上を依存する今日の現状から、原子力発電は好むと好
まざるとに拘らず、必要なものと認めざるを得ない。一方、原子力発電をおこなえば当然に
放射性廃棄物というゴミが出てくるが、処分せずに放置しておけば、増えつづけるばかりで
シナリオが完結しない。したがって、どこかで処分に踏み切らねばならない。 



 しかし、処分懇談会の「高レベル放射性廃棄物処分の基本的な考え方」に書かれたような
「公募」「申し入れ」で受け入れる所が見付かるだろうか？ 
 最近、相次いで実施された発電所立地を巡る住民投票、あるいは各種メディアにおける原
子力に関する世論調査の結果を見れば、次善の策として、「人が居住していない離島」「大陸
棚に人工島を設置して海底下にくりぬく」「海岸から斜坑を海底下に堀進めて処分空間を作
る」などを考えるべきである。処分コストはアップするだろうが、仮に電気料金に跳ね返っ
たとしても、後世にツケをまわさないようにするためには致し方ないと思う。 

 
No.１７１ 
氏 名  宇佐見 直子      年 齢  ２８ 
（概 要） 
 高レベル廃棄物（ガラス固化体）は地下深く処分するから安全、安全と言っているが、そ
の様な危険性があり、どの程度なのかを最初に言うべきではないだろうか。 
（意 見） 
 高レベル廃棄物（ガラス固化体）の場合は、経済、人口、エネルギーそして環境問題から
原子力発電の必要性（原子力しかない）を強く訴えることは当然として、安全性を訴えるな
ら、先ず、危険性から入って安全性を保つ為にどう努力しているかをＰＲすべきであると思
うが…。 
 今や良いことづくめのものなんてあるはずがないと勘繰るのが常識ではないだろうか。 
 「危険性は多少あるが、こう努力しているので安心してほしい」と説得した方が良いので
はないかと思うが…。 
 説得される方も「真実そうで何故か安心できる」ような気がする。 

 
No.１７４ 
氏 名  岸 珠江        年 齢  ２４ 
（概 要） 
 処分場として、人間の生活環境からの遠隔性を重視し、人の居住地から遠く離れた島への
立地調査を行うべきです。 
（意 見） 
 昨今、原子力発電所の立地に対する住民投票の結果や青森県六ヶ所村における反対運動、
加えて東濃の地下研究所に対する反対をみますと、高い放射能のかたまりであるガラス固
化体の処分場を受入れ得る自治体は皆無と思われます。たとえ１自治体が交付金などの経
済的メリットにより立地を受入れたとしてもその周囲全てが受入れを認める可能性は低い
でしょう。 
 ましてやかつて原子爆弾の被害をうけた経緯のある我が国では国民の核アレルギーの払
拭には長期を要するはずです。科学的には人体への影響が無いと判断されても、例えば処分



場から放射能が地下水に混じって周囲に広がるなどという「風評」により、感情的に受入れ
が困難になることも予想されます。 
 一方において、原子力に依存せざるをえない現状では、高レベル放射性廃棄物処分は不可
欠な事業でしょう。とすれば住民の不安感と立地とを切離す方法として、人間の生活環境か
らの遠隔性を重視し、人の居住地から遠く離れた島への立地調査を行うべきではないかと
考えます。 
 また、エネルギー政策は我が国において極めて重要な政策ですから、国・電力会社が協力
して、早急に日本列島周辺の島を調査し、可能性を確認するべきです。 

 
No.１７５ 
氏 名  上本 大        年 齢  ２４ 
（概 要） 
 現世代の責務として処分事業は行われるもの。国内立地の困難な現状を考慮し、１方策と
して、ロシアへの経済支援との位置付けも付加し、北方４島における処分場の建設を検討す
べき。 
（意 見） 
 まず、処分事業は原子力発電によって便益を享受した現世代が責任をもって同事業を開
始すべきものとの立場で意見を述べるものとする。 
 高レベル放射性廃棄物処分事業の成功は処分場の立地にかかっている。 
 昨今、日本各地において原子力発電所や産業廃棄物処理施設などといった、地元住民にと
ってみればある意味で“迷惑”な施設に対する反対運動が起こり、問題となっている。反対の
背景には、必要性は理解しても地元への立地には反対である、との“総論賛成各論反対”の立
場が存在しており、これは全国的なものと考えられる。国内での立地が極めて困難な状況で
あろう。一方で国際的にみれば１国で発生した廃棄物を他国で処分することには強い批判
をうける恐れがある。 
 そこで、解決に向けた１方策として北方４島における処分場建設の検討を挙げたい。日露
両国は平和条約締結にむけた取組みを継続し、その前提として我が国は北方領土の返還を
求めている。昨年 10 月にはロシアの地区議長が返還の可能性を示唆し、また我が国の外務
審議官も経済協力推進を検討する意向を示している。 
 同事業に経済協力の位置付けを与え、またロシア側廃棄物の一部受入れにも考慮しつつ、
返還前に科学的に立地可能な地区を選定してはどうだろうか。温暖化ガス問題においても
ロシア側が排出権取引に意欲的であることを考えれば、地域共生策により在島ロシア住民
などへの援助策を含め、近隣であるロシアと協力しつつ、高レベル放射性廃棄物を適切に管
理、処分していくことも妥当なはずである。 

 
No.１７６ 



氏 名  並木 繁        年 齢  ４５ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分事業は国の責任で研究開発を含め一括して実施すべき。資金
確保は早急に実施すべきであるが、地層処分を急ぐ必要はない。先ず十分な研究開発を。 
（意 見） 
高レベル放射性廃棄物には何万年という超長期にわたる放射性物質の有する潜在的な危険
を伴っており、その処分を廃棄物の発生者というだけで一民間会社である電力会社に任せ
るのは不安である。国には国民全体の安全と健康を守るべき義務があり、また、高レベル放
射性廃棄物は国が国策として進めてきた原子力発電から生ずるゴミであり、かつ、原子力発
電の恩恵を享受した国民一人一人が発生させたいわば公共的なゴミである。この意味で国
は十分な情報公開を行いながら、国民と共にこの問題に積極的に向き合って、自らの責任の
下に高レベル放射性廃棄物の処理・処分にあたるべき。 
 しかしながら、今ここで処理・処分方法として国内地層処分を選択し、行動を起こすべき
かについては大いに疑問がある。とりあえずは青森県や外国に高レベル廃棄物を預かって
もらい、その間に国はもっと他の処理・処分方法について研究開発を行い、その結果を公開
し、国民的な議論を経て最良の方法を見つけだす努力を行うべき。今回の報告書案は拙速の
感が強い。この場合、行き場のない廃棄物をとりあえず預かってくれる青森や外国の会社に
は相応の見返りと感謝が当然必要であろう。火山大国・地震大国であるわが国で何万年にわ
たる安全な地層処分が可能なのか、やはり不安である。将来どのような処理・処分方法を選
択するかは別にして、そのための資金的な準備は早急に実施すべき。電気の恩恵を受けてい
る国民の当然の責任として必要な資金の負担はやむを得ないと考える。 
 確保した資金は、処理・処分のための研究開発費にも回し、その結果はガラス張りにして、
われわれが出した資金に見合う研究成果がででいるか、常にチェックする体制が必要。 
 研究のためだけの研究開発は要らない。そのためにも処理・処分と研究開発は一体として、
処理・処分に結びつく実効のある総合的、横断的な研究開発を行うべき。 
 なお、報告書については「である。」という表現になっているが、「です。ます。」の方が
一般に対する理解は得易いと考える。 
以上 

 
No.１７７ 
氏 名  渡邊 真由子      年 齢  ２３ 
（概 要） 
 エネルギーの必要性及びそこから生じる廃棄物の処分の必要性については理解。処分地
としては処分の実現性が高いと思われる無人島を提案する。早く候補地を絞った研究を。 
（意 見） 
 私たちが生きていく上で、エネルギーは欠かすことのできないものです。そのエネルギー



を得ることによって廃棄物が生じる場合があることも私たちは理解しているつもりです。
そして、その廃棄物の安全な処理及び処分の道筋をきめていかなければならないと思いま
す。それがそのエネルギーの恩恵を受けた者の責務だと思います。 
 ここ１～２年の間に原子力発電から生じる放射能レベルの高い廃棄物の処分問題につい
ての内容がマスコミに取り上げられています。そしてその処分地をどこにするかが大きな
問題になるだろうと言われています。廃棄物の処分地を見つけることは産業廃棄物でも容
易ではないことは周知の事実です。このいわゆる高レベル放射性廃棄物の処分地を探し出
すことは住民感情からして相当に難しいことだと思います。私はそこで日本の領域内の島
できれば、本土からさほど遠くない無人島における調査及びそこでの処分（調査の結果が良
好であれば）を強く提案したいと思います。このような場所でなら、少なくとも迷惑と感じ
る人が少なく、技術的に可能という結論が出れば、処分の実現性が十分にあると考えます。
日本のように国土の狭い国において、しかもできるだけ早急に処分の準備を進めるために
は早くその候補地を絞って研究を進めることが重要だと考えます。その場所としては無人
島が最適ではないでしょうか。関係者の御一考を是非お願い致します。 
 国においても、自らの問題としてより一層真剣に取り組まれることを強く希望します。 

 
No.１７８ 
氏 名  嶋田 康雄       年 齢  ５４ 
（概 要） 
 放射性廃棄物の地層処分は、大消費地東京都の地下か、東京都に属する島などを高レベル
廃棄物処分場候補地に挙げて欲しい。 
（意 見） 
（１） 原子力発電による電気を大量に使っているのは、大都市である。報告書案の３ペー
ジには「原子力発電によって電力の供給を受けている電力消費地域の住民と処分場立地地
域の住民のの間の『公平性』を確保することも重要である」と書かれている。 
 立地点が見付からないときといえども、いつまでも放っておいてよいということにはな
らないのであろう。なんとしても処分事業が実施できる道を付ける必要がある。 
 それならば、一層のこと大消費地東京都の地下か、東京都の離島にでも立地を考えてはど
うだろうか？ 
（２） ある程度の広さや輸送の利点を考えると、海に面していることが望ましいと思う。
海の下、離島ということもありうるのではないか？ 
 これまで、地下核実験を行っても放射能が出てきたと言う話は聞かない。高レベル放射性
廃棄物はきちんとガラス固化し、そのうえオーバーパックまでしたうえでベントナイトに
くるんで地下の深い地層に埋めるということである。安全の問題は残らないと思われるが、
自分の住む土地の遙か下にあるということは、なんとなく気分が悪いということなのかも
しれない。 



 住民もいないようなところはないのだろうか。検討の一つにあげて欲しいと思う。もちろ
んコストを安くするためには努力してもらわなければならない。 
 離島はわが国の経済水域確保の上で重要な役割を果たしていると聞く。護岸などに莫大
な投資をしたところもあると報道されたこともある。地下何百メートルというところは、漁
業補償の対象にもならないように考えるがどうだろうか？ 
（３） 立地については、多様な選択肢を確保していった方が良いと思う。 
以上 

 
No.１７９ 
氏 名  大西 恒二       年 齢  ４８ 
（概 要） 
処分事業が国民の理解を得るに当たり「長期性への対応」が鍵であり、不用意に１万年等の
数字を出さないようにしたい。 
（意 見） 
 報告書では長期性の一例として「１万年で処分場の放射能レベルはウラン鉱床と同じく
らいのレベルにまでさがる」とカナダの考え方を引用している。科学的には全くその通りだ
が、超長期の数字を出すときはくれぐれも慎重さが求められる。個人的にいえば、人間にと
って関心の持てる将来の期間は３世代１００年程度で、これは時間軸を逆にとるとせいぜ
い日清戦争より後である。これが１０００年、さらに１万年（過去に遡ると縄文時代）にな
り、それに閉鎖後管理の問題が加わると神学論争になる。 
 報告書中、「長期性への対応」でこの問題を巧妙に避けているのは評価できる。１２ペー
ジの「１万年」は「技術的要件の検討」の項に記載された数字であり、少し気になる表現で
ある。国民の理解と信頼を得るには科学的正確さはかえって邪魔になることもあることを
知っていたい。なお、参考資料に「１万年」を記載するのは大いに結構である。 

 
No.１８０ 
氏 名  大西 恒二       年 齢  ４８ 
（概 要） 
地質学的にみて処分場適地は国内にも存在し、特定の地域を除いて立地が可能であること
を明記する。 
（意 見） 
 高レベル廃棄物の地層処分場は長期にわたり地震・断層活動、火山・火成活動、隆起・沈
降・浸食、気候・海水準変動に影響されない地点に立地点を求めることになっている。しか
しながら、一般日本人の感覚からすると、地震国、火山国という体験に基づく身近でかつ素
朴なイメージや、さらに学問的にはプレートテクトニクス理論の普及等から、日本には処分
場の適地として安定な地層は存在しないと信じている人が大半を占めるものと思う。 処



分の最重要課題は立地であり、技術的事項はバックエンド対策専門部会の領域であること
は承知しているが、特定の地域を除いて立地が可能であることを処分懇報告書で肯定的に
述べることで、ステレオタイプ化した国民の通念に見直しを迫る効果が期待できる。特定の
地域としては、例えば日本地図の上に富士火山帯や霧島火山帯、主要な活断層、津波頻発地
域等を示し、これ以外は原則的に立地は可能であり、その中から地質調査で適地を絞ってい
く、と記載する方法等が考えられる。 

 
No.１８１ 
氏 名  青木 眞三       年 齢  ７８ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物地層処分について、温泉のことについて述べていないけれどお伺
いしたい 
（意 見） 
最近の報道によれば、全国いたるところで、公営の温泉源のボーリングが行われて温泉の湧
出が現実となり在来の温泉地に行かなくとも温泉の恵みに浴せるようになって参りました。
聞けばボーリングの深かさを問わなければ何れの地域でも温泉が出るまで掘れば必ず出る
との話しがあり１０００ｍ以上も掘って温泉を利用しているという話しを何度か聞いたこ
とがあるが眞実でしょうか事実とすば、地層５００ｍでは人の生活環境から遠い場所に処
分の方針は如何なるものでしょうか。 
 深度１０００ｍ程度までの結晶質岩を主体とした地下深部の研究施設を積極的活用して
いく方針と併て考へてはどうかなどと単純な素人のたわごとのようだが高速増殖炉とウラ
ン燃料のサイクル利用とを更に研究発展を願い安全でしかも豊かな生活が持続向上を望み
ます。 

 
No.１８２ 
氏 名  中田 紀子       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 核廃棄物の完全な処理ができない現状ではこれ以上の蓄積を避けるため、原子力発電を
一時的に停止することを提案する。その間省電力政策を進め、電力の蓄電技術を開発する 
（意 見） 
 日常生活に必要不可欠の電気、その電力の源がすでに三分の一以上を原子力に依存しな
ければならない現状であるにしても、使用された核燃料廃棄物がどのように処分されてい
るかは知る由もなかった。 
 昨今のメディアの報道でどうも大変なことが起こっているらしいと思うのが一般人の正
直なところだろう。 
 原子力というパンドラの箱をを開けてしまった人間は、原子の魔力に取りつかれた。サタ



ンの一面だけを人間に役立つものとして利用してきたが、残されたものは人間の寿命を越
えた半減期の長い核廃棄物。いまだにその処理法を見いだせぬまま、いずれ誰かがうまい方
法を見付けるだろうと責任を先送りしているのが現状である。 
 現在の処理方は使用済み核燃料を外国で再処理をして貰い、高放射性レベルの核廃棄物
はガラス固化体にして地下に放置状態という。捨てることもままならず、かと言って放置も
できず、責任はたらい回しにされている。 これ以上環境に対する罪を作らないため、真剣
に原子力発電所の運転を止めることを考えてみてはどうだろうか、と云うのが私の結論で
ある。 
 国民のコンセンサスを求め、一時やったことのある省資源、省エネルギー運動を展開する
べきだと思う。原子力に依存する３０％の電力消費削減を提案する。 
 リモコンで操作される電気製品の待機電力、過剰照明や過剰冷暖房の温度調整。電気に頼
り過ぎる商品の開発など、人は利便性を求めだすとその要求には限りはない。これを今一度
見直すとともに、発電の効率化を考え時間帯による余剰電力の蓄積技術の開発を進める必
要があると思う。素人なりに揚水発電所や超巨大フライホイール等の慣性エネルギーとし
ての電力保存、大きなバッテリーの開発で電力の使用変動値を少なくできないかと思う。ま
た超電導による電力の保存も検討に値するのではないだろうか。太陽エネルギーや宇宙エ
ネルギーの電力への転換も進めるテーマだろう。 
 いったん開いたパンドラの箱のふたは閉じることはできない。未来に禍根を残さない核
廃棄物の処理をお願いするものである。 

 
No.１８３ 
氏 名  大木 悦子       年 齢  ４８ 
（概 要） 
１．電気利用の現状についての項は前提となる内容であるはずですが、余りに一面的であり、
燃料の量でいえばウラン採掘から考えるべき、ＣＯ2 排出の点では世界の非常識である。 
（意 見） 
 私達が環境問題を考える時に必要なのは、原料の段階から廃棄物処分に到るまでの過程
にわたってを対象にするという事はこの数年で広く認識されてきたものと思います。です
から単に発電時のＣＯ2 排出や、燃料の量などをあたかも原発の優位を印象づけるように記
載して終るような内容では、こんな認識しかない様な人達が考えた（案）など価値がないと
も思えてしまうのです。本当に、国民の論議を必要とするならば、こんないいかげんな内容
にならないはずです。 
 再処理してのプルトニウム利用を資源の有効利用とする限り高レベル放射性廃棄物は生
み出されます。しかしこのプルトニウム利用には大きな疑問が有り、原発立地自治体からも
国民的合意が必要との声が上っている程です。こういった事が、前提の内容の中に入ってい
ないでどうして検討ができるのでしょうか。高レベル放射性廃棄物が安全に処分できれば



それまでの過程がすべて認められるという状況でないという現状認識が欠如しています。 
 

No.１８４ 
氏 名  本田 道子       年 齢  ６６ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１８５ 
氏 名  安藤 重仲       年 齢  ８２ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 



 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１８６ 
氏 名  原口 恵子       年 齢  ４６ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１８７ 



氏 名  景平 洋子       年 齢  ３２ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
人のやることにあやまちはある。 
よくよく考えて立ち止まることです！ 

 
No.１８８ 
氏 名  山本 暁美       年 齢  ５２ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 



（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１８９ 
氏 名  高橋 由紀子      年 齢  ４８ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１９０ 
氏 名  若松 蓉子       年 齢  ６２ 



（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１９１ 
氏 名  佐治 菊代       年 齢  ６９ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ



ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.１９２ 
氏 名  針木 均        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 処分地の立地の確保にあたって、選定プロセスの明確化、情報公開などを徹底するために、
何でも法律上明文化しようということであってはならない。 
（意 見） 
 昨今は、社会の各面で透明性の確保や情報公開が要求されている。本報告書もそれを意識
してか、これらの言葉がかなり目に付くが、事業の成否をにぎる処分場の立場については、
現実の立地活動をよく考慮して、立地が可能となるような制度を作るべきである。 
 確かに、選定プロセスの明確化は一面で立地地域の理解が得やすくなることもあると思
われるが、反面、手続きが硬直的になるという面もある。従前の立地のノウハウが生かされ
ないということにもなりかねない。また、それを補うために強権的な手段を用意するという
のも、今の時代にマッチしない。 
 さらに、情報公開も、徹底すればするほど立地がしやすくなるというものではなく、他の
制度に悪影響を及ぼす懸念もある。 
 要は、明確化、透明性の確保にあたっては、なんでも法令に規定することは避けるべきで
ある。 
以上 

 
No.１９３ 
氏 名  小柴 勲        年 齢  ５３ 
（概 要） 
高レベル廃棄物の処分費用は、合理的積算にこだわらず、社会の理解が得られるモデルケー
スを設定して費用を算定し、電気料金に織り込むことにより、早期に確保すべきである。 
（意 見） 
高レベル廃棄物は既に発生しているが、その処分費用は料金原価に織り込まれていない。こ
の状態が続けば、将来の世代に処分コストを負担させてしまうことになる。従来、原子力バ
ックエンド費用としては、使用済燃料の再処理、原子力発電施設の解体の二つが制度化され、



料金算入されることにより確保されてきた。一方、放射性廃棄物の処分費用は、発電を行う
ことによる費用であり、将来発生することが確実であるにもかかわらず、不確定な要素が多
く、将来の費用を合理的に見積もることが困難であることから、制度化されていない。 
現時点では、処分場の候補地があるわけではなく、地層処分の方法も決まっているわけでは
ない。その意味で、不確定な要素が未だ存在していることに違いはないが、予想される事業
費の大きさを考えれば、現時点で費用を算定し、電気料金に算入すべきである。処分の見通
しが立っていない点では同様な諸外国においても、何らかの工夫がなされ、費用が確保され
ている国が圧倒的に多い。以上から、合理的積算にこだわらずに将来の見直しもあり得るこ
とを前提として、社会の理解が得られる地層処分のモデルケースを設定し、それに基づいて
計算した金額を電気?:ﾀ w)金に組み入れてストックして行くべきと考える。 

 
No.１９４ 
氏 名  田中 昭        年 齢  ４９ 
（概 要） 
実施主体は、民間主体で行なうという文句に代表されるように、今回の「基本的考え方」（案）
には国家の役割・責任が正しく認識されていず、ひたすら“国”の責任のがれに終始している
という感想を持った。 
（意 見） 
 そもそも“国”の役割の基本は、国体の維持、具体的には、防衛と食料とエネルギーの確保
及び過去、現在、未来の国民の利益追求である。 
 今叫ばれている“行政改革”の本来の目的はここにあるはず。 
 高レベル放射性廃棄物処分は、エネルギー確保、現在及び未来の国民の利益追求という点
でまさに“国”の役割の根幹に触れる問題であり、その解答は行革精神の具体化かつ具体的な
ものとすべきである。 
 “国”と国民、“国”と民間は相対するものでは決してない。しかし、歴史上、お上対国民と
いう意識が根底に流れた議論が日本では当たり前のようになっており、悲しいことである。 
 さらに未来も含めた歴史的観点からの思考が不足している結果、“鳥”の目ではなく“蟻”の
目になってしまい、官界においては省益あって国益なし、“国”といえば現在の省庁、役人、
個人からの物の見方になりがちであり、業界もまたしかり、である。 そこで議論を日本国
民のための利益追求という本質的なところに立ち戻って考えると、現在及び未来の“国”の役
割、責任のあり方は必然的に現時点の一役人、一省庁に帰するという意味での“国”ではなく、
現在、未来を含めた国民のための“国”が主体となって責任を持って事業を進めることを踏ま
えた「基本的考え方」とすべきである。 
 具体的には、処分場の地点を見出すまで、建設操業中、その後、更に遠い将来と時間・段
階的にとらまえ、“国”と業界の役割、責任を国民総体のためにどう位置付けるかを考え、実
施主体をはじめ各項目について今後さらに具体的なとりまとめを展開して欲しい。 



 
No.１９５ 
氏 名  篠原 昌人       年 齢  ３９ 
（概 要） 
 地層処分の安全性を国民に理解してもらうためにも、地層処分に向けての研究をもっと
推進すべきで、その根幹となる深地層の研究施設を早く造るべきである。 
（意 見） 
 地下というのは、人の目に見えない部分であり、また深地層となると想像しがたい。地下
には、石油、石炭、鉱物資源等埋蔵されてることは知っているが、そこに高レベル放射性廃
棄物を処分するとなると、その特性が分からないが故に不安に思う人が多いと思う。 
 スウェーデンやスイス等では、既に地下研究施設を造り研究を始めており、また、一般の
理解を得るために地下の研究施設の見学もさせている。 
 日本でも、早急に深地層研究施設を造り、漠然と安全というのではなく確信を持って安全
と言えるように研究を進め、一般の人々にも深地層の環境を実際に見てもらって安心感を
持ってもらうことが、高レベル廃棄物処分の推進につながると思う。 
 動燃が幌延、東濃に研究施設を造る話があるが、処分場になる恐れがあるということで反
対にあい、計画が進まないのは非常に残念である。動燃のもんじゅの事故、アスファルト固
化施設の事故と、動燃に対する信頼が失われ、動燃の抜本的な改革が検討されているが、「…
の基本的考え方について（案）」にあるように、研究推進のためには中核的推進機関が不可
欠であると考えるので国としてしっかりした研究体制を堅持する施策をとることを期待す
る。 

 
No.１９６ 
氏 名  落合 勝彦       年 齢  ４１ 
（概 要） 
 報告書の記載ぶりが、やや難解なので、平易化を図り、教育の現場等、広く読まれるよう
にする。 
（意 見） 
 報告書は非常に良くできていて、検討に参加した方々の努力に敬意を表したい。ただ惜し
むらくは 中で使用している用語、文書の言いまわしが難解なこと。よって以下の様に、本
報告書をベースに、読む方（対象者）ごとに内身をかみ下いたものを別に作ることを提案す
る。 
 (１)報告書（現状） → 対象者は一般 
 (２)  〃（内身を平易にしたもの）→ 対象を高校生向き 
 (３)  〃（内身を更に平易にしたもの）→中学生小学生高学年向き 
 又、上記(２)と(３)の報告書は学校等に配布し、教育の副テキストとして、多いに活用し



てもらう。 
 以上、よろしくお願いいたします。 

 
No.１９７ 
氏 名  朝野 英一       年 齢  ４０ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物の地層処分を選択するというわれわれ一人一人の認識が果たして十
分にできあがっているのか。後世代へのツケとは何をさしているのか。 
（意 見） 
「第一部総論」にあるが、なぜ今高レベル放射性廃棄物の地層処分か、という考える意識が
社会全体に無いように思う。「廃棄物を発生させた世代がその処分の制度について確立する
必要がある」。確かにそうである。「廃棄物の処分に関して後世代に負担を残さないことが現
世代の責務」。これも確かにそうだ。しかしその次の「原子力発電により社会生活を維持し
ている現世代が廃棄物処分を先送りすると、そのツケが後世代に残される」という理論は一
面ではそうかもしれないが、かなり性急な話の展開のように受け取れる。ではなぜ今処分を
始めるとそのツケが後世代に残されないことになるのか？これは、後述されている「第二部
第二章５．長期性への対応」での制度の柔軟性として「その時点の世代に判断を委ねるとの
考え方も可能」と言っていることと矛盾しないのか？後世代に判断を委ねるのはツケを後
世代に残すこととは違うのか？従って「われわれは今できることについて早急に着手すべ
き」と言っている「できること」とはいったい何かと考えざるを得ない。現在のわれわれが
高レベル放射性廃棄物の地層処分に関して知恵を出し合い、知識を集めて種々検討してい
るのは過去においてエネルギー源として原子力を採用したからではないか。その意味にお
いて、現在のわれわれには既に過去の選択の結果のツケが残されている。どのような選択が
なされるにせよ、その社会（共同体）の延長にいる限り結果の影響からは容易に逃れられる
ものではない。本当にここで言われている論法の先にあるのが地層処分という解決方法だ
けなのかどうか、十分に議論され納得されているのだろうか。将来世代に対する制度面での
柔軟性に配慮できるのであれば、残さざるを得ない後世代へのツケを最も少なくするため
の議論がし尽くされたことを証明する何かを残すこともわれわれの世代の責任ではないか
と考える。 

 
No.１９８ 
氏 名  朝野 英一       年 齢  ４０ 
（概 要） 
長期性への対応例として処分場の閉鎖（主坑の埋め戻し）を将来のある時点の世代に判断を
委ねるとあるが、これは地層処分を開始する現世代人の無責任さの現れとも読める。 
（意 見） 



「第二部第二章５．長期性への対応」において「処分場の閉鎖（主坑の埋め戻し）を将来の
ある時点の世代に判断を委ねる」とある。これは、後世代のある時点における諸条件の下で
の決定の余地を残す、という世代間の公平さを考慮に入れて、現在の我々の世代が決定を行
う、と言うように読める。しかし、こうした「考え方も可能」と言ってはばからない姿勢そ
のものが、現世代の決定に対して十分な責任を持っていないことの現れではないか。そもそ
も、最終的には主坑を埋め戻さなければ地層処分の安全性維持のための態勢は完了しない
のだから、埋め戻す行為の開始の決定を後ろに引き延ばすには限界がある。結局は主坑を埋
め戻さなければ成立しないものを現時点で考案し、実際に廃棄物を埋設しておきながら、い
つ埋め戻すのかの判断だけを後世代に「委ねる」と言うと聞こえはいいが、難しい判断を後
の者に回すのは、現時点での決定として責任を果たしたと言えるだろうか。ましてや決定の
先延ばしのために「主坑の強度を高めておく」と言うが、いつ埋められるかわからない主坑
がいつまでも開口していていいわけがない。第一部・総論に示されている「世代間の公平と
公正を図る」ということであれば、地中に埋設された廃棄物をもう一度無くして元の状態に
戻せる、あるいはもう一度最初からやり直す可能性までを含めて、現世代が考案したものを、
後世代に残さなければならないとも考えられる。「制度の見直し」で決定の余地を残すこと
は柔軟な対応の可能性を残すことで好ましい。長期性を念頭に置くのであれば、現時点で決
められないことを将来世代が大きな間違いを起こさずに判断できる、あるいは選択できる
ように、柔軟性のある処分方法を選択しておくことに最も努力を傾けるということではな
いか。 

 
No.１９９ 
氏 名  朝野 英一       年 齢  ４０ 
（概 要） 
地層処分の諸制度において国は制度の整備を図る立場でよいのか。特に実施主体を民間と
した場合、安全に対する国の責任は明確に示され、それが実行力をもてるのか。 
（意 見） 
「第二部第二章４．諸制度の整備」において国が図るべき制度として、事業終了までのプロ
セス、処分場閉鎖終了前後の管理、処分場地下空間利用の制限、損害賠償制度、安全基準を
挙げている。これらの項目は処分場の選定プロセスから最終的な閉鎖、及び閉鎖後に至るま
でに生じる可能性のある、主として安全確保に関わる手段、体制の整備の方針を示している。
地層処分の安全性は時間の経過と共に証明されていく様なものである。最終的にその手法
が当初の計画通りに発揮されたどうかは、例えば１０００年後の状態は１０００年後でな
ければ実際には把握のしようがない。本書では「発生者負担の原則」を重視しているが、安
全確保に対する最終的な責任者と言う立場の提示が今一つ明確ではない。 
国、実施主体、電気事業者というように立場、役割を分けているが、そもそも高レベル放射
性廃棄物が発生してくる根本の原因はエネルギー原として原子力を採用したことにあるの



であり、当然それを採用した時点で将来高レベル放射性廃棄物が発生してくることは予測
できたはずである。従って、当時からそして現在も原子力行政を担っている国は、国が存続
する限りにおいて、我が国の国内に埋設された高レベル放射性廃棄物の安全性について、最
後までその最終的な責任を取らなければならないと考える。このことから、「第二部第二章
４．諸制度の整備」の冒頭で「国は・・・制度の整備を図るべきである。」としているが、
制度の整備は当然である。地層処分という行為の最終的な責任を誰が取るのかを明確する
姿勢を本書で示してもらいたい。事業としての処分行為は民間での実施が可能であろうが、
数１００年以上先の安全性に対して、最も確実に責任が取れると現時点で判断できるのは
民間の組織ではなく、国ではないのか。 

 
No.２００ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 「なぜ、いま、高レベル放射性廃棄物処分問題を議論するのか」は全面的に書き改められ
るべきである。 
（意 見） 
 まず「議論の現状」は、何ら客観的な事実に基づかない勝手な憶測で「一般の人々」の意
識についての極めつけを行なっています。この項は削除すべきです。 
 「議論をする必要性」の項では、ことさらに原子力発電を有用なものと受け取らせるよう
な表現は避けるべきでしょう。発電量の約 34％というのも、自家発電もふくめた日本全体
の発電量に占める割合(約 29％)と違っていますし、１都３県では約 40％などと書いている
のは、１都３県で高レベル放射性廃棄物を引き受けるべきだと主張するのでもなければ、ま
ったく余計なことです。 
 これまでに発生した量がガラス固化体に換算して約１万２千本という記述のいかがわし
さは、大阪での意見交換会での議論を通してはっきりしました。ガラス固化体として現に日
本にあるのは 130 本でしかないのです。70％がまだ再処理前で、何と原子炉内で燃焼中の
ものまでをふくめての換算とは、詐術的と非難されてもしかたがないでしょう。 
 また、「今後の原子力政策がどのような方向に進められるにせよ」と言うのなら、今後 2030
年までにさらに約５万８千本相当が発生するものと予測されるなどと書くべきではありま
せん。「少なくともすでに存在する」ものは何とかしなくてはいけないともっともらしく述
べつつ、実際にはこれから発生するものまでふくめた処分をも正当化しようとするのは、ま
ったく不当です。 
 なお、上述中のさまざまな数値は、懇談会自身の調査にもとづくものでなく、事務局が与
えている疑いが濃厚です。懇談会は、自ら責任のもてる数値を用いるべきです。 

 
No.２０１ 



氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 まず必要なのは、原発の停止時期を定め、後始末すべき放射性廃棄物の総量を見定めるこ
とである。 
（意 見） 
 まず必要なのは、放射性廃棄物を増やしてでも原発をつづけたほうがよいのか否かを議
論し、原発の廃止時期を定めることです。そうして初めて、あと始末すべき放射性廃棄物の
総量がわかるからです。 
 この議論に際しては、高レベル放射性廃棄物ばかりでなく、すべての放射性廃棄物につい
て、どんなものがどれくらい発生せざるをえないかが、具体的な数字で示される必要があり
ます。また、安全性、コスト、核拡散、エネルギー源としての供給の安定性、二酸化炭素や
公害物質の排出、あるいは廃止後の雇用や経済への影響などなど、あらゆる面からの総合的
な判断が可能となるよう、厳密なデータと全体像が示されるべきでしょう。 
 もちろん、再処理をするのがよいか、使用済み燃料をそのまま高レベル放射性廃棄物とす
るのがよいか、といったことも評価の対象となります。そうしたことを、「後世代に残す負
担を少しでも小さくするにはどうしたらよいか」という観点から評価し、議論し、結論を出
すことこそが、まさに現世代の責任ではないでしょうか。 
 そうした評価をせずに、すでに存在するものがあるからという理屈だけで「その処分を具
体的に実施することが必要である」と言うのは、問題のすりかえです。 

 
No.２０２ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 「後世代に負担を残さない」ことは不可能であり、口先だけの世代責任論は、かえって大
きな負担を残しかねない。 
（意 見） 
 現に放射性廃棄物を発生させながら、後世代にまったく負担を残さないなどということ
はありえません。 
 「後世代に負担を残さない」と地層処分を急ぎ、あとになって事故が起きたり、ガラス固
化体の回収が必要になったりしたら、かえって莫大な負担を強いることになります。「負担
を残さない」ことに固執するのでなく、少しでも負担を小さくすることを考えるべきではな
いでしょうか。 
 なお、これは報告書案の対象外かもしれませんが、後世代に負担を残さざるをえないこと
をわずかなりとも埋め合わせようとすれば、原子力にも化石燃料にも依存しなくてすむ社
会を今から着実に準備していく努力が現世代に求められていると思います。 

 



No.２０３ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 地層処分を急ぐより、きちんとした形で長期管理ができるようにすべきである。 
（意 見） 
 後世代に残す負担を少しでも小さくすることを考えたとき、高レベル放射性廃棄物は地
層処分するのが最善であると、果たして言えるでしょうか。確かにいくつもの国で、地下に
埋める計画が進められています。しかしそれらの国では、「処分」と呼ばずに、「隔離」とか
「（最終）貯蔵」とかの語を用いることが少なくありません。ただひたすら処分を急ぐのは、
目に見えないところに捨ててしまいたい、長期の管理をつづけるよりコストが安い−−と
いった、「捨てる立場」からの発想でしかないでしょう。 
 ＯＥＣＤ／ＮＥＡの放射性廃棄物管理委員会では「たとえ地層処分した後でも、廃棄物の
回収は不可能ではない」と述べています。とはいえ、地層処分後の回収は、環境の汚染や労
働者の被曝を考えても、けっして容易ではありません。むしろはじめから回収が容易な形で、
地上ないし地下の浅いところで長期管理をする考えのほうが合理的であるように思えます。 
 近藤次郎座長は「様子を見て問題を先に延ばすほど解決が困難になる。追いつめられて最
終的に期限を決め、短期間に問題を解決しようとすれば、国民の理解を得ることは難しいだ
ろう」と説いています。そこには、長期管理の考えについての誤解があるようです。長期管
理の考えは「少し様子を見て新技術で将来きっと科学的にうまい処理法が見つかるはずで
あるからそれまで待つ」とする発想とはちがいます。 
 それより、地層処分をめざしながら現実に進展がない現在の政策のほうこそ、追いつめら
れて拙速な処分を強行するおそれが強いでしょう。その場合の問題は、国民の理解が得られ
ないことにとどまらないのは、言うまでもありません。 

 
No.２０４ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 諸外国では処分計画が進んでいると主張するのは、議論の前進に役立たない。 
（意 見） 
 諸外国に比べて遅れているから急ごう−−というのは、いささかならず単純な議論です。
実際に遅れているのであれば、なぜ遅れてきたのかの分析と反省が先になされるべきでし
ょう。また、諸外国ではほんとうに進んでいるのかにも、大いに疑問があります。 
 ドイツでは 2008 年に処分を開始する予定などと書かれているのには、同国の研究者もび
っくりしていました。他の各国でも、計画通りに進んでいないことは周知の事実です。むし
ろそれだけ難しい問題なのだということを率直に認めるところからしか、議論の前進はな
いのだと思います。簡単に処分ができるのなら、何も「国民的議論」なんて必要ないのです



から。 
 

No.２０５<>P 氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物の発生者責任をまず明確にすべきである。 
（意 見） 
 「われわれが発生させた廃棄物」として、一億総ざんげ式に責任の所在をあいまいにする
ことは許されません。「原子力発電により社会生活を維持している」国民が、受益者として
処分資金を負担するものとされ、また、処分について議論し、必要な制度を確立したりする
責任があるとされるのは、いかにも奇妙な立論です。 
 発電の方法はいろいろあるなかで、原子力発電を採用したのは電力会社です。その際、国
民は何ら承認を求められませんでしたし、十分な情報すら与えられませんでした。放射性廃
棄物発生の第一の責任は、電力会社にあります。また、再処理事業者、国にも責任がありま
す。これらの責任をはっきりさせることなく国民一般に押しつけるのでは、やはり問題の解
決につながりません。 
 「なぜ、いま、高レベル放射性廃棄物処分問題を議論するのか」は、何よりもまず発生者
責任と、これまで高レベル放射性廃棄物の問題をなおざりにしてきた国などの責任から説
き起こされるのが、本来のあり方ではないでしょうか。 
 その上ではじめて、後の世代に対する「われわれの世代」の責任が考えられるのだと思い
ます。 

 
No.２０６ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 「国民の各層における議論が十分に行なわれ」るよう、本気で取り組む必要がある。 
（意 見） 
 地域における意見交換会が５回開催されてきましたが、その運営には多くの問題があり
ました。そこで、第１回、第２回の参加者有志の連名により 97 年 11 月 10 日に「運営に関
する申し入れ」を行ないました。その後、開催途中での改善が行なわれたことは評価すると
しても、小手先の改善にとどまらざるをえませんでした。 
 十分な準備のもとに実のある意見交換の場を、改めて設ける必要があります。また、それ
を受けて徹底した議論を時間をかけて行なう公聴会（公開ヒアリングのような形式的な儀
式に終わらないもの）が必要です。さらに、具体的・実質的なあと始末の進展に結びつけて
いくことと、一方では、多くの人たちが問題の所在を知り、議論に参加できるようにするた
め、ほかにも、さまざまな意見交換・公開討論・協議会などの場を設けるべきでしょう。 
 第二部第一章の記述は、全般的に(特に「教育・学習」の項で)旧来のＰＲ的発想の枠内に



あり、根本的な見直しが必要であると思います。 
 

No.２０７ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 深地層研究施設をつくれば社会的受容性が高まるというのは、本末転倒である。 
（意 見） 
 深地層研究施設の建設計画がある岐阜県瑞浪市や北海道幌延町では、住民をだましたり
力ずくで調査を強行したりしての計画の推進それ自体が、不信感を増大させています。そん
ななかで深地層研究施設についての報告書案の記述がもっぱら「国民の理解と信頼を得る
ため」としているのは、同施設の役割についてさらに不信を募らせるものです。 
 意見交換会の中では、「専門家にはわかっているが、一般の人にはわからないので、深地
層研究施設をつくって見てもらう」との発言まで聞かれました。それでは本来の研究開発の
目的はないことになります。実際、処分に向けたスケジュール(報告書案 27 ページ)に深地
層研究施設の計画を重ねてみれば、同施設の研究成果を生かす時間的余裕のないことは明
らかです。 
 研究開発を意味のあるものとするためには、はじめにスケジュールありきの考えを改め、
何のためにどのような研究開発が必要で、それを誰がどのように行なうのか、そのためにど
んな施設が要るのか、といったことを明確にすることが先決だと思います。 

 
No.２０８ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 処分の実施主体が行なう研究開発と、安全規制のために国が行なう研究開発とは、明確に
分離されるべきである。 
（意 見） 
 報告書案の中で言及されている研究開発は、「わが国における処分技術の信頼性を明らか
にするとともに、処分予定地の選定および安全基準の策定に資する技術的拠り所を明らか
にすることが必須である」とされ、処分の実施主体が行なうべき研究開発と、国が行なうべ
き研究開発との区別がありません。これは、実施主体が自らの責任を放棄し、資金負担もふ
くめて国に凭れかかろうとするものであり、首肯できません。また、国の規制行政に対する
信頼感を大きく損ねることでもあります。 
 処分の実施主体が行なう研究開発と、安全規制のために国が行なう研究開発とは、明確に
分離されるべきです。 

 
No.２０９ 



氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 動燃の後身たる新法人を「処分技術開発の中核的推進機関」とするべきではない。 
（意 見） 
 「ふげん」の運転に伴う高レベル放射性廃棄物の発生者であり、再処理事業者である動燃
事業団が高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発の中核的推進機関とされていることに
ついて、報告書案は「現在抜本的な改革が検討されており、これを踏まえて適切な体制を整
備することが必要である」としています。 
 しかし、報告書案の掲げる透明性、情報公開、誠実な対応の各面においても技術的能力に
おいても欠陥を露わにした動燃の後身たる新法人に、そんな資格があるのでしょうか。 
 それより何より、放射性廃棄物の発生者責任を明確にしないまま、廃棄物の発生者であり、
簡単に安上がりに廃棄物を捨てたがっている者を研究開発の中核的推進機関とするのは許
されざることだと考えます。 

 
No.２１０ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 事業資金は、いかなる事態にも対応が可能なだけの額を確保すべきである。 
（意 見） 
 事業資金の範囲が「少なくとも必要となる処分場の主坑の埋め戻しまで」とされているこ
とに不安を覚えます。資金は、長期管理のケースなどもふくめて、いかなる事態にも対応が
可能なだけの額が確保されなければ、それこそ世代責任が果たせません。 「立地地域との
共生」の費用について、「事業内容によっては国の事業として行うことが適当である」とす
るのは、まったく不当です。発生者責任をないがしろにするもので、決して首肯できません。 
 研究開発の費用が事業資金にふくまれていないのも、納得がいきません。事業主体が行な
うべき研究開発の費用は当然に事業資金に計上される必要があります。発生者責任の重さ
を考慮するなら、国が行なう研究開発についても、本来は廃棄物の発生者が負担して然るべ
きだと考えます。 
 「受益者負担の考え方」は、発生者責任をあいまいにするもので不当です。ただし、電力
会社の責任を明らかにし、経営の健全化を伴ってのことであれば、事業資金を電気料金の原
価に算入することは適当です。 
 92 年８月 28 日の原子力委員会放射性廃棄物対策専門部会報告書にも「費用の確保は、世
代間の負担の公平の原則から、早期に開始する必要がある」とありました。にもかかわらず
何ら具体的な進展がなかったこと自体に、電力会社の無責任さが指摘されえます。 

 
No.２１１ 



氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物のあと始末の実施主体は、電力会社(ないしその連合体)とすべきで
ある。 
（意 見） 
 「民間主体」という報告書案の考えは、発生者の責任をあいまいにするものです。電力会
社は高レベル放射性廃棄物の発生者責任についてきわめて無自覚で、その姿勢は、たとえば
97 年６月 27 日の東京電力株主総会における副社長(当時)の「放射性廃棄物は、その帰属等
につきまして、現在動燃と協議することになっておりまして、現時点で当社分として特定さ
れたものはございません」とだけ言って澄ましている発言に端的に現われています。「民間
主体」は、そうした電力会社の無責任さを助長するものでしかありません。 
 また、現に低レベル放射性廃棄物の処分を日本原燃という「民間主体」の会社に行なわせ
ていることから、別会社であるとして電力会社が情報公開を拒む事態なども起きています。 
 高レベル放射性廃棄物のあと始末の実施主体は、電力会社（ないしその連合体）であるこ
とを明記し、その上で「実施主体の備えるべき要件」を確保するための法の整備がなされる
べきでしょう。なお、「ふげん」の運転者たる動燃およびその後身の新法人も、ここでは電
力会社にふくめて考えています。 
 国の役割として、報告書案の言う「援助」は論外です。監督・規制と考えるべきでしょう。
さらに、その国の行政を、形式だけの第三者機関ではなく、市民が監視する制度的な保証が
必要です。 

 
No.２１２ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 立地地域との共生はありえないことを認めた上で、最善の対応を考えるべきである。 
（意 見） 
 処分場にせよ長期管理施設にせよ、それらと立地地域との「共生」などということはあり
えません。とりわけ 19 ページの(参考)に言うような意味での「共生」は。それを敢えて「共
生」と呼ぶことは、環境基本計画の理念をこそ汚すものだと思います。 
 ５回の意見交換会に顕著に見られたように、意見を述べるために参加した人のなかです
ら問題の所在が明瞭でなく、また、さまざまなレベルの不信感が大きくある現状を考えるな
ら、「立地地域との共生」論は不信をひろげるだけでしょう。 
 共生できないものを受け入れてもらうには、なぜ受け入れる必要があるのかが誰にもよ
くわかり、最大限の安全確保が行なわれることを信頼できることが大前提です。その上で、
受け入れにあたっての条件整備があるのであって、逆ではないと思います。 

 



No.２１３ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 処分(あるいは長期貯蔵)地の選定プロセスの前に、候補地たりうるところの立地条件、技
術的要件などを定める必要がある。 
（意 見） 
 処分地選定プロセスが書かれながら、候補地たりうるところの立地条件、技術的要件など
がまったく無視されていることには、驚くばかりです。処分の考えそのものに異論のあるこ
とは別のところで述べていますが、ひたすら処分を急ぐ前にしなければいけないことが数
多くあると思います。 

 
No.２１４ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 自治体・住民の決定権を明記すべきである。 
（意 見） 
 「関係自治体や関係住民の意見の反映」という記述は、およそ不十分です。このままでは、
結果として「理解と信頼」を強要するものにしかなりません。 
 自治体・住民の決定権をはっきりと明記すべきです。どこでも拒否されたらどうするのか
という問題を報告書案がまったく考慮していないことは、最終的にはどこかに強引に押し
つけることを前提としているからとしか見えません。 
 どこにも引き受け手がない可能性がきわめて高いことを、もっと真剣に考える必要があ
ります。そんなものを発生しつづけているのです。 
 発生したものについては何とかあと始末をしなくてはいけないからこそ、安易に引き受
け手を期待することは問題の解決を遅らせるだけだと思います。 

 
No.２１５ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 懇談会は高レベル事業推進準備会と癒着すべきではない。 
（意 見） 
 26 ページの参考 1-1 図では、高レベル放射性廃棄物処分懇談会の報告を受けて高レベル
事業推進準備会が諸制度を整備していくように読めますが、実際には高レベル事業推進準
備会の中間報告に沿って報告書案がつくられている印象を否めません。 
 主客の転倒は、「捨てる立場」の考えを安易に受け入れることにつながります。懇談会は、
捨てる立場から離れて、全体的な視野から議論をする必要があると思います。 



 
No.２１６ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 参考資料は、懇談会として必要を認め、責任の持てるものにすべきである。 
（意 見） 
 「事務局がとりまとめた」という参考資料の案が付されています。これは、懇談会として
必要を認めたものかどうか、懇談会が責任を持てるものかどうかが不明です。その中身は、
原発の必要性を認めさせようとするものや、処分が容易であるとの印象を与えようとする
ものが多く、公正を欠き、また、議論の進展を妨げることにもなりえます。 
 なお、そのうちのいくつか(右肩上がりにエネルギー需要が伸びつづけるとするグラフ、
１万年経つと高レベル放射性廃棄物もウラン鉱石なみの放射能レベルになるとするグラフ)
が第１回の意見交換会の説明の際に使われ、批判を受け入れて以後は使われなくなったも
ののあることを申し添えておきます。そうした対応がなされたことは、評価されるべきもの
と思います。 

 
No.２１７ 
氏 名  西尾 漠        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 懇談会メンバーに高レベル放射性廃棄物の発生者を加えるべきではなかった。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分懇談会のメンバーに電力会社や動燃の役員がふくまれていま
す。また、高レベル事業推進準備会の会長が入っています。これらの人々から懇談会が適宜
考えを聞く必要があることは認められますが、懇談会のメンバーとして共に議論をするこ
とは適切でないと思います。 
 ５回にわたって開催された「意見交換会」で、各回とも電力会社の副社長を「地域からの
発言者」として発言させたのは、きわめて不当です。高レベル放射性廃棄物の発生者として、
その責任をはっきりさせる形で出席させ、発言をさせるべきだということを「意見交換会」
の途中でも申し入れましたが、改められませんでした。 

 
No.２１８ 
氏 名  富永 惠子       年 齢  ４９ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 



ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２１９ 
氏 名  綱 美恵        年 齢  ４２ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 



 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２２０ 
氏 名  宮原 百合       年 齢  ２８ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。核
武装化の予定でもあるのでしょうか？ 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２２１ 
氏 名  烏田 淑子       年 齢  ５９ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 



 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２２２ 
氏 名              年 齢 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報



が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
 

No.２２３ 
氏 名  谷本 茂        年 齢  ６８ 
（概 要） 
原子力政策は見直す時期に来ている。 
（意 見） 
動燃の事故情報隠し、虚偽報告などに見られるように高速増殖炉の開発は、もんじゅ事故で
示した通り、技術的に困難なのを政策として押し付けるから、事故として現れた。 
プルトニュームとウランを、混合して燃やす、プルサーマル計画も、やむを得ない、緊急の
策と思うが、研究開発には、特に慎重であるべきだ。 
動燃は高速増殖炉では、プルトニューム２３９が９８％（スーパー核兵器）級が生れ再利用
されるとしている。 
世界的には、核兵器削減に向けて取り組んでいるとき、プルトニュームを増殖して、世界各
国の理解が得られるだろうか。 
原発の使用済み廃棄物を殖さないためにも、原発の新増設は抑制すべきである。処分の見通
しも立たないのに、廃棄物を出すのは非常識だ。 
原発が、本当に安全であれば、大電力消費地域で発電や廃棄物の貯蔵もすればよい。国民的
問題であり、不平等である。 
将来は、環境にやさしい、新エネルギーによる、地域分散形発電方式や既設発電所の出力ア
ップの研究開発に向けての議論を進めるべきではないのか。 
動燃が平成 10 年秋に改組して、核燃料サイクル研究開発機構とすると発表した、しかし看
板の掛替えで、動燃の不祥事にかかわった人が残っているのでは、国民の信頼は得られない
だろう、特に懇談会の構成員に、虚偽報告で首相に不快感をあたえ、怒らせた人物も入って
いる。原子力利用の安全神話も、もんじゅの事故で崩れたが、其の後も事故のたび環境や人
体に影響なしとする、発表が繰返されているが、真評性が疑われる。 
化学技術庁と動燃の定期的人事交流、又鳥取県東郷町のウラン残土の処分問題など、不信は
強い。 

 
No.２２４ 
氏 名  三好 公子       年 齢  ４２ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ



とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２２５ 
氏 名  福間 幸夫       年 齢  ５４ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 



一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２２６ 
氏 名              年 齢 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２２７ 
氏 名  小山 恵美子      年 齢  ３３ 
（概 要） 
深地層中に埋設する考え方には反対。情報公開と一部だけでない意見を知りたい。従来のず
さん管理ではなく責任ある体制で処分のあり方は検討や改善されるべき。 
（意 見） 
 報告書案には失望した。一般の人々にわかりやすく説明することが重要、としながら「は
じめに」で触れているレベルには致っていない。信頼を回復するには、事実を隠さないこと。
高レベル放射性廃棄物は深地層中に埋設するしかない様に受け取れる。 
 立地地域との共生を考えているのなら、使用済み燃料は再処理をせず直接処分するほう



が主流であることも公開されなければ公平ではない。 
 全てを明らかにした上での議論でなければ意味がない。情報公開を進めてほしい。 
 実施主体を民間が主体でとするのは無理がある。動燃の事業所が廃止になった為、共同事
業が残したウラン残土の撤去を、当の動燃ではなく岡山県に求める鳥取県の状態をみても
明らか。実施主体が解散した場合の責任の継続は難しい。不測の事態が起った時の対策が早
急に とれる様な体制にするべき。 
 地震国である日本は、深地層中に埋設するやり方は危険極まりない。長期性への対応で
「現在の技術水準によれば処分場の閉鎖終了後の管理は不要であろうと評価されているが」
とあるが、能力の過信がどんな事態をまねくかはこの数年のことだけでも明らか。常に不測
の事態を予測し、素早い対応がとれる様に、一つの考えにとらわれずより最良の方法を探す
べき。これはあくまでも、既に発生している高レベル放射性廃棄物に関してであって、発生
させない政策をとることも当然検討されるべき。   
−以上− 

 
No.２２８ 
氏 名  永田 勝実       年 齢  ５８ 
（概 要） 
担当行政庁は、高レベル放射性廃棄物処分について自らの責任を明確にし、報告書にもそれ
を反映すべきである。 
（意 見） 
 本報告書は、高レベル放射性廃棄物処分について、ほぼすべての問題について一通りの考
察が行われている。この内容が関係者によって真摯に実行されれば、我が国のエネルギー政
策について安心感を持つことが出来るのではないかと思う。 
 しかし、国の責務について不安を感じる。処分地選定プロセスや実施主体の項目で、国の
役割として、確認、監督や制度整備といった、どちらかと云えば内輪向きの作業ばかりであ
る。それに、報告書での扱いも実施主体や電力のなすべきことは具体的に課題として書かれ
ており、出来ない場合の責任が明白にされている。一方、国については抽象的である。制度
を作るにしても、実行段階で官僚によって骨抜きにされ、形ばかりのものになってしまうの
ではないかと懸念される。 
 別に高レベル放射性廃棄物処分の責務を国が全て負うべきとは思わない。しかし、それが
我が国の根幹に係わるエネルギー政策の重要な要素であるなら、「国−担当行政庁」の責務
について、権限ある人が明確に国民に説明すべきではないか。報告書の中でも、そうした国
の負うべき責務について分かり易い形で提案してもらいたい。 
                          
以上 

 



No.２２９ 
氏 名  長瀬 由美子      年 齢 
   （概 要） 
  
（意 見） 
 人類は、まだ核物質を、処理する技術を持たないにもかかわらず、我国はどんどんとやっ
かいな原発のゴミを出しています。３月には、フランスから高レベル廃棄物が、帰ってきま
すが、それらもどうなるのでしょうか？プルサーマル計画のような、核が、暴走するかもし
れないという非常に危険なものは、やめて頂たい。 
 つい先日、某テレビ局で、もんじゅの事故の後、今度は事故にならない基準の鉄板の厚さ
の数値を出していたが、動燃の数値では、不十分だと、テレビ局が計算しなおしていました。
そういういいかげんな官僚意識というのも考え直して欲しい。 
 そして地層処分などというものも、話しにならないと思います。一度、地中から取り出し
たウランは、その瞬間から、異物に変化してしまい危険なものになってしまいます。それ以
上に、原発の燃料になっていたので、もっと、手におえない物質になっています。もう土の
中には、戻さない方がいいと思います。以上のことを、検討して頂たい。そして、原発を停
止していく方向で考えてもらいたい。 

 
No.２３０ 
氏 名  奥川 克巳       年 齢  ５２ 
（概 要） 
 国民的大プロジェクトを進める上での、ある意味では哲学的な方針が具体的に初めて示
されたものとして報告書を評価しています 
（意 見） 
 新潟県の原子力発電所、岐阜県や宮崎県の産業廃棄物処分場の立地決定における住民参
加の話題が新聞をにぎわせている昨今ですが、９年７月に示された「高レベル放射性廃棄物
処分懇談会」の報告書は、これからの日本の立地方策全般に通ずる考えをまとめたものと高
く評価してます。 
 金融機関や動燃、厚生省等、情報公開が不十分なために逆境に立たされた例を見るまでも
なく、重要なことは単なる情報公開はもちろんのこと、一般の人にポイントを分かりやすい
表現で、かつ随時・簡単に入手できること、並びに情報源が充実していなければならないこ
と等を的確に指摘しており、納得させられるものがあります。 
 地層処分事業は、今すぐにでも検討し、実行に移すべき課題であると同時に超長期の計画
でもあり、現世代の決定が将来世代までもかなりの割合で拘束してしまうものと考えられ
ます。その意味でも広く国民に知恵を求め、公正、公平な決定を行うことが重要であると考
えます。問題を先送りにするという後ろ向きの方針は決して出すべきではないと思います。



報告書はこの点でもよく整理されていると思います。 
 ただ、“国民”、“地域住民”、“第三者”という言葉が目立ち、“国”の決定力・責任を過小評
価もしくは回避しているきらいが見えるのは残念です。 
 いずれにしても、この報告書をとっかかりとして、日本のエネルギー政策を前向きに進め
ると共に、将来の我が国を“建設する”大プロジェクト推進の際の良きモデルケースとなるこ
とを期待しています。 
以上 

 
No.２３１ 
氏 名  橋本 勝弘       年 齢  ４１ 
（概 要） 
○国の命脈である「エネルギーの確保」の問題について国の責任ある主体的な取組みが必要
である。 
（意 見） 
○国家存立の命脈といわれる「食料、エネルギー、安全保障」の一つであるエネルギー、と
りわけ原子力エネルギーから派生した高レベル放射性廃棄物の処分は、２１世紀を展望す
る中で、日本の大きな政策課題である。 
○このような視点にたつと、「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方（案）」は
本当に国が重要な政策課題として取組もうとしているのかがうかがえない。 
○国の関与がつまるところ、法整備であったり、各プロセスでのチェック機能が中心になっ
ていないか。もっと責任ある主体的な取組みが必要ではないか。そうでないと解決できる問
題ではない。 
○沖縄の名護市の代替ヘリポート問題のように国の責任ある対応をせずして、県や市町村
などの地方自治体の責任にしていては解決が図れないのと同じである。 
○地方自治体の首長は４年に一度、住民の選挙で選ばれるわけであり高レベル放射性廃棄
物処分という長期にわたる事業について、地方自治体の首長が公募で名乗りあげて、長期に
わたって責任をもって協力していただだけるのだろうか。現在、産業廃棄物の処分という地
域のローカルな問題においてさえ地方自治体の大きな課題として立ち阻まれている状態で
ある。 
○当然、電気事業者は廃棄物の発生者としてあらゆる汗を流すべきであるのは勿論である
が、この問題は、国の政策として政策決定のプロセスから国民の論議を十分に踏まえる中で、
国が「および腰」でなく、実施主体から処分地選定の各段階にわたり責任ある対応が国民の
理解と関係自治体と住民の理解につながると考える。 
以 上 

 
No.２３２ 



氏 名  和田 英将       年 齢  ２９ 
（概 要） 
 国民全体がこの問題を自分たちの問題として受け止め、解決に向かうためには、国が前面
にたち、わが国のエネルギーの方向性を明確に示した上で進めていくべきである。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物の処分場は、総発電量の３割強を原子力発電に頼るわが国の現状
においては必要不可欠な施設であり、作る作らないの問題ではなく、いかに適切な場所に安
全な方法で処分するかが問題である。自分たちで出したゴミは自分たちで処分する、いわゆ
る発生者負担の原則を大前提として議論が行われ、処分場等が決定されなければならない。
ここで言う発生者は電気事業者だけではなく、電気の恩恵を受けている国民全体のことで
あり、国民全体が発生の原因者として問題の解決に取り組まなければ、処分を行う事業者お
よび処分場の建設される地域に迷惑なものを押しつけ、後は勝手にやってくれという全く
無責任な事になってしまう。昨今、原子力発電所においても、このような生産地と消費地の
原子力発電に関する意識の違い、消費地の関心の低さが問題に取り上げられることが多く
見られる。そう言った意味では、事業主体を民間が行うことがいいのかという疑問が残る。
事業は民間が行い、国は事業の監督・援助を行うとしているが、動燃の問題等で、必ずしも
この体制がいいとは言えない状況であり、また何かあった場合に一事業者だけの責任で済
まない部分が多分にあるのではないか。侯補地について、公募としているが、このような迷
惑施投を喜んで受け入れる地域があるとは考えがたい。わが国全体の問題として取り組む
のであれば、国が前面に出て、今後のエネルギー政策（原子力政策）の方向性を示した上で、
リーダーシップを持って候補地の選定、処分地の決定へと導いて行かなければ建設に至る
のは難しいのではないか。もし国が事業を行わないにしても、最終処分場の必要性を国民全
体が理解し、どの地域でも受け入れることのできる様な土壌づくりが十分行われた上でス
タートしなければ、やっかいなものの押しつけあいに終わり、処分場の出来た地域が他の地
域と共生することができない孤立した結果になるのではないだろうか。 

 
No.２３３ 
氏 名  加藤 政昭       年 齢  ３５ 
（概 要） 
 高レベル廃棄物の処分問題は、ＴＲＵ核種を含む廃棄物等、ガラス固化体以外の廃棄物処
分も視野に入れ総合的に取り組むべきである。 
（意 見） 
原子力発電に伴い発生する放射性廃棄物は、放射能レベルの高低、含まれる放射性物質の種
類等により多種多様であり、この多様性を踏まえた適切な区分管理と区分に応じた合理的
な処分が必要である。しかし、高レベル廃棄物の処分実施に向け解決しなければならない問
題は、高レベル廃棄物固有の問題のみではなく、ＴＲＵ各種を含む廃棄物等、ガラス固化体



以外の廃棄物処分に共通の問題が少なくない。中でも処分費用の確保、実施主体の設立、処
分地選定プロセス等は、区分した廃棄物ごとではなく総合的に取り組むべきであると考え
る。 
 放射性廃棄物の処分費用の確保は、高レベル廃棄物だけでなく低レベル廃棄物の処分費
用も制度化する必要がある。また、処分だけでなく、処分までの中間貯蔵や輸送にかかる費
用の確保も必要である。要するに、処分費用確保の問題は、原子力発電のバックエンド費用
確保に共通するものであり、高レベル廃棄物だけで取り組むものではない。 
 ＴＲＵ廃棄物も高レベル廃棄物と同様に処分地選定は極めて困難と予想されるので、ガ
ラス固化体とＴＲＵ廃棄物は同一もしくは隣接する処分場となるのではないかと考える。
また、長期にわたり処分事業を安定して実施する必要がある等実施主体の備えるべき要件
は、高レベル廃棄物もＴＲＵ廃棄物も同じである。よって、実施主体の設立についても、高
レベル廃棄物単独の問題としてでなく、ＴＲＵ廃棄物の処分も併せて行う実施主体となり
うるよう取り組むべきである。 

 
No.２３４ 
氏 名  加藤 政昭       年 齢  ３５ 
（概 要） 
処分事業の実施主体は、長期安定性・信頼性の点から、その形態として国に近いものでスタ
ートし、事業の進捗状況等に応じて、民間組織に業務を引き継ぐことが適当と考える。 
（意 見） 
高レベル廃棄物の処分に向けて解決しなければならない課題の中で最も困難なものは処分
地の確保であろう。処分事業の実施能力のある民間組織の設立が不可能ということではな
いが、処分地選定のプロセスにおいては、国が前面に出なくては地元の丁解は得られず、処
分事業をスタートすることはできない。国民は、絶対つぶれないと思っていた銀行・証券会
社・保険会社等の経営が破綻するのを目の当たりにしており、大企業であっても、国の監督
下にある業種であっても決して安泰ではないことを知った。電力会社にしても、電気事業は
将来もなくならないだろうが、処分場を閉鎖するまでの間、現在の組織形態で存続している
とは思えない。高レベル廃棄物の発生者である電力会社を中心に民間を主体とした事業と
することも考えられるが、その場合、電力会社が直接、処分事業の実施主体になることはな
く、電力会社が出資し、人を派遣するような会社を設立することになろう。 
これを国が監督・援助するとしても、国の監督能力や電力会社の存続の安定性を考えると信
頼できる実施主体とは、処分地の地元の人々は思わないだろう。地元にとっては、発生者負
担だの民間の方が効率的な事業運営ができるということより、長期にわたり安全を確保し
安定した事業を運営できることが重要なのである。原子力は国のエネルギー政策に基づく
ものであり、地球環境保全においても不可欠としている国は、高レベル廃棄物の発生に密接
にかかわりがあり、処分に責任を負うべきであると考える。処分事業は長期にわたるため、



実施主体は長期に安定して存続できること、国民から信頼されることが最も重要であると
考える。この点から、国が直接事業を行うべきと考えるが、処分事業を行う実施主体の組織
形態は未来永劫不変なものでなければならないということではなく、処分の実績を積んだ
後、民間組織に引き継げば良いと考える。 

 
No.２３５ 
氏 名  針木 均        年 齢  ５１ 
（概 要） 
 原子力関連施設を持つ地域は抜群にインフラ整備が進んでいる。良い条件であれば、是非
とも誘致をと考える人も少なくないと思う。地元としての意志表示方法を地元利益の具体
的な内容を含めて明らかにしてほしい。 
（意 見） 
 原子力発電所や関連施設を有する地元は、周辺市町村に比べ予算規模も大きく、従ってイ
ンフラ整備が進んでおり、また雇用も多いと聞いている。もっともこれは空港やアクアライ
ンのような大型プロジェクトに共通することであるが、地元のコンセンサスさえ得られれ
ば、立地による地元への還元のメリットは計り知れないほど大きい。 
 よく地方と都市の議論がされるが、はっきり言って地方は“資金”がないし、雇用の機会も
多くない。また、田舎らしさを維持し、誇りに思い地元に残り歴史の語り部として骨を埋め
ると考える人は多くない。結果として過疎化は避けられない。 
 一方、高レベル放射性鹿棄物の処分に関する技術的な裏付けは専門家に任せるとして、諸
外国で採用されている技術であり安全性は問題ないと思う。 
 このような背景もあり良い条件であれば、是非とも地元に誘致したいという人々は決し
た少なくないと思う。 ただ、報告書を読んでも、地元としての意志表示の方法が分からな
い。“地元”とは、市町村または都道府県、それとも一地域なのか。立地推進の考えを有して
いる人からもよく分かるような処分地の“公募方式”の内容等、具体的手法を地元利益の具体
的な内容も含めて示して欲しい。 
以上 

 
No.２３６ 
氏 名  小野 由香       年 齢  ３６ 
（概 要） 
 学校教育において、エネルギー問題をとりあげ、次代を担う子供達に、環境問題に関する
認識を深めてもらうことが肝要だと思います。 
（意 見） 
 この資料を拝見して、原子力発電所から出た廃棄物は後世に残していく大きな負の遺産
だと感じました。それらを残していく世代の責任として私達は、何故そうしなければならな



かったか、廃棄物をどういう形で処分していくかをきちんと子孫に伝えていかなければな
らないと思います。 
 また、現時点での子供達の意見というのもきいておくべきだと思います。そのためには、
是非とも学校教育の場で（授業の一環として）この問題をとりあげてはいかがでしょうか。
全ての子供が参加することのできる義務教育期間内に、子供達がそれぞれ意見を出し合う
ことによって、エネルギー問題がより身近なものとなり、地球環境についてグローバルな視
点でとらえることができるようになる   そういう環境作りを、国や電力会社が作って
いく必要があると考えます。 
 最後に、この資料においては、一貫して、「国民の理解が重要である」とありますが、内
容が非常に難しく、一読するのさえ大変でした。今後は、一主婦にでも（誰にでも）理解で
きる資料作りをお願い致します。 

 
No.２３７ 
氏 名  三浦 好史       年 齢  ４４ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物の処分方法は、「処分懇談会」で検討されている方法が最も妥当な
選択であり現実的である。国の強力な指導力の下で一刻も早い処理研究施設の設置を進め
るべきである。 
（意 見） 
 資源のないわが国で、自前のエネルギーを確保するために進められてきた原子力発電の
利用は、コスト面をはじめとして環境保全・技術開発の面から多大な貢献をしてきた。その
反面、“トイレ無きマンション”と言われながら今日を迎えているのも事実である。しかし、
国民の生活を支えるエネルギーとして原子力発電から受けている恩恵を我々国民が本当に
理解しているのかが問題である。原子力発電は国のエネルギー政策の中核であることをも
っと理解すべきである。 
 廃棄物の処理については、先送りされてきた問題である。しかし、恩恵は受けるが残った
廃棄物は誰かが処理せよでは困る話で、国際的にも理解されがたいものである。この論議は
遅きに失したものであろうが、やはり国民が判断する為の情報の不足があるのではないか
と思う 特にマスコミの原子力パッシングとも言える偏った報道の姿勢が大きく影響して
いると感じるが、国の原子力に対する消極的とも思われる報道対応の姿勢も問題ではない
か。 
 高レベル放射性廃棄物の処分についての選択肢は専門家の方々によって検討され、結果
として地下埋設方法であると報告書にまとめられており論理的にも理解でき支持するもの
である。今回、国が国民に対して意見交換を行う場を設けたことは大きな前進であり原子力
行政を国が責任をもって推進していかなければならないとの決意の表れではないかと評価
する。 



 今後の具体的な処分地の選定や事業主体についても、国が前面に出て責任を持った指導
力を発揮することが国民にとって分かりやすいものでありより理解を得られるものになる
と考える。 

 
No.２３８ 
氏 名  奥村 克美       年 齢  ４４ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分場の立地にあたっては、国が前面に立つことにより、立地の位
置付けを明確にし、その必要性を国民全体に理解してもらうことが重要である。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分場（以下「処分場」とする）は、永年に亘る施設であり、この
点から考えて、処分場の立地は、原子力発電所を立地する以上の困難が予想される。 
よって、電力事業者等の実施主体だけで処分場立地を進めることは、そのリードタイムをい
たずらに長期化させ、立地を困難にすることが考えられるため、発電所立地よりも初期の段
階で、且つ、これまで以上に国が前面に立って、立地地域へ積極的に働きかけていくことが
重要である。 
 国が前面に立つことにより、処分場立地の位置付けを明確にし、その必要性を国民全体に
理解してもらうことは、長期的なエネルギー政策、とりわけ原子力政策を進めていく上で、
まず必要な国の責務といえるのではないか。その上で、処分施設の立地地域住民等に対して
も、電気事業者や実施主体と一体となって理解獲得に取り組むことが必要である。 
また、立地地域における地域共生策については、処分場が永年に亘る施設であることを鑑み、
国の主導の下に共生策を策定することにより、一時的ではなく、地域にとって長期に亘って
利益を享受できるものであることを制度として早期に確立するとともに、住民に理解して
もらう必要がある。これは、安全性の確保という点でも同様である。一事業者や実施主体だ
けでは、住民の安全性に対する不安、特に長期に亘り損害賠償責任を負うということについ
ての不安を増大させる可能性がある。これを国が賠償責任を負う制度を確立することによ
って、賠償に関する責任主体が明確になり、施設の存続期間全体に亘って補償を得ることが
できるということに対して、地元の理解を得られると考える。 

 
No.２３９ 
氏 名  沢村 和世       年 齢  ６１ 
（概 要） 
 原発の新・増設は凍結する。既存の原発も漸次縮小の方向性を持つ。この二点なしに、「世
代共通の責任」を訴えても、協力は得られないだろう。 
（意 見） 
 私の原発反対の理由の一つに、廃棄物の問題は大きく位置している。その立場からする



と、”トイレ”を確保しないで”マンション”建設にやっきとなって来た者の責任と、反省が「案」
の中ではまるで感じられない。 
 「案」は、原発推進路線の継続（２０３０年で固化体７万本という記述から察して）と、
再処理の継続、最終処分は深地層埋設、となっているが、私はまず、使用済み燃料がこれ以
上増えることを止めてほしい。再処理はしない方法をのぞむ。すでに出来てしまった高レベ
ル放射性廃棄物は、地下埋設で人目に触れなくしてしまうことに反対。過疎地に埋めて見え
なくなれば、その事物が無くなってしまったかの様に思われ、国民の関心が薄れるし、埋め
たものは必ず地下水と出会い生活環境をおかす。人口の多い地域で、電気を消費したツケを
責任持って管理すべき。 
 原子力推進政策に反対、もしくは疑問視する国民はすごい数だろうし、本当に真剣に警告
する知識人も多い。そうした人たちの（推進派に気に入らない）意見も国の政策にとり入れ
る度量がなければ、この先も問題は解決しない。 
 １月１４日、「意見交換会・福岡会場」を傍聴した。１５０人の傍聴者の中に女性はパラ
パラ、大部分は、行政か企業関係の出張スタイルで、一目でひもつきと感じられる。公募し
たという５人のパネリストの意見はいずれも原発に賛成と言い、しかし、「高レベル‥‥」
の問題があることを知らなかったと言う人もいて笑止。 
 「公募」の方法がどんなものだったか、推して知るべしと思った。役所がいつまでもこう
いう感覚であれば、真に建設的な国民的合意はむづかしいのではないか。 
                      
以上 

 
No.２４０ 
氏 名  浅田 奈加子      年 齢  ４２ 
（概 要） 
Ｐ５のドイツについての説明で、「2008 年に処分を開始するとある」が、違うのではないか。 
（意 見） 
 ドイツ応用環境学研究所・原子炉の安全問題の専門家であるミヒャエル・ザイラー氏は、
福井県での講演会で次のように述べられたそうです。 
 「ゴアレーペンの高レベル廃棄物最終処分場は 2008 年に稼働する、と日本のパンフに書
かれているのを知って驚いた。調査を 2008 年に終え、建設の可否はその後ということで、
建設に 15 年はかかり、うまくいっても 2023 年しか稼働できない。岩塩層の洞に処分する
計画は地質論議が 20 年も続き、反対運動も起きている。しかも土地所有者が反対しており、
運動は全国化し、処分場建設は困難である。」 
 2008 年に処分を開始するという記述とは、食い違っている。どちらが正確か、もう一度
確認して下さい。 
 もし、ミヒャエル・ザイラー氏の発言が正しいとすれば、フランス、アメリカ、カナダな



どについても再確認して下さい。再確認したうえで、正確な記述をお願いします。 
 

No.２４１ 
氏 名  浅田 奈加子      年 齢  ４２ 
（概 要） 
Ｐ12、「深地層の科学的研究施設」の実現には、地域住民の理解が必要とある。でも、今の
動燃のやりかた（本当のことをきちんと説明しない）ではとうてい無理です。 
（意 見） 
 現在、瑞浪・土岐市にまたがる広い地域で広域地下水流動研究が進められている。ヘリコ
プターを使った空中物理探査の調査範囲が、処分場の大きさと同じであり、ここが超深地層
研究所予定地に隣接していて処分場になるのではないかと心配されていた所だったので、
地元の人々や土岐市議会などの申し入れにより中断された。 
 動燃は、この時どう対応したか。 
 動燃は、中止を申し入れた市民グループにこう説明した。「どこでもいいんだ。たまたま、
ここに（研究所予定地の隣接地）なっただけ。処分場と同じ面積になったのも偶然。」どこ
でもいいのなら、別の場所でやって欲しいと言うと、答えられない。一方、瑞浪市役所の担
当者には、こう説明した。「あの場所は、今までの研究の積み重ねがある。だから、あそこ
でなければだめだ。」 処分懇のある委員には、「第２次取りまとめのための調査」と説明し
た。これで動燃を信頼できますか？ 
 第２次取りまとめのための調査というのが、正しいでしょう。でも、このことは市民に対
しても、議会に対しても説明されていない。「第２次取りまとめ」は、まさに処分の重要な
ステップなのだから、そのためだということを隠しているのは大きな問題ではないか。 
 今、東濃地方で行われているこの調査が、「地層処分技術の信頼性と処分地選定と安全基
準策定のための技術的なより所」になる。さらに、深地層の研究も、この東濃でしようとし
ている。まるで東濃が、処分地のターゲットのような感じさえします。その上、動燃はなん
でも隠したがり、本当のことを説明しない。これで「地域住民の理解」が得られるのでしょ
うか。 
 動燃、科技庁、専門家（反対の人も含めて）、地元行政、市民が集まって、説明・意見交
換の場を作って欲しい。もっと確かな資料を公開し、議論を尽くさなければ、研究所どころ
か調査すら進まないでしょう。 

 
No.２４２ 
氏 名  山田 弘司       年 齢  ６０ 
（概 要） 
  
（意 見） 



 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２４３ 
氏 名  山田 紀子       年 齢  ５３ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま



ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２４４ 
氏 名  山西 榮子       年 齢 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２４５ 
氏 名  久保 心子       年 齢  ７０ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 



 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２４６ 
氏 名  野村 美登       年 齢  ７０ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報



が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
 

No.２４７ 
氏 名  橋本 たき       年 齢  ５６ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
 子供たちの時代に禍根を残さないで!! 

 
No.２４８ 
氏 名  篠原 登志       年 齢  ７８ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、



抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２４９ 
氏 名  上嶋 尚子       年 齢  ５６ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 



No.２５０ 
氏 名  伊藤 和枝       年 齢  ６０ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２５１ 
氏 名  安藤 茂子       年 齢  ６０ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ



の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２５２ 
氏 名  今井 タツ子      年 齢  ６５ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
 ６． 
最初からトイレ無きマンションと云って この現実を警告してきたのに未だに止めようと
しない姿正を反省して下さい。発生者の責任ですよ 

 



No.２５３ 
氏 名  江木 由美       年 齢  ３３ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２５４ 
氏 名  間 一孝        年 齢  ４６ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ



の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２５５ 
氏 名  山本 美子       年 齢  ３７ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２５６ 
氏 名  高野 尤子       年 齢  ６５ 
（概 要） 



  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２５７ 
氏 名  島 美津子       年 齢  ２６ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 



 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２５８ 
氏 名  後藤 英子       年 齢  ７６ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
 ６． 
未来の子供の命を守ろう！ 

 
No.２５９ 
氏 名  河辺 英樹       年 齢  ２５ 
（概 要） 
地層処分については、その実現について理解が得られていないことなど、技術面以外の問題



もあり、ＰＲや講演会などを今まで以上に実施していく必要があると感じている。 
（意 見） 
原子力が抱える問題の中で、早急に対応しなければならないものの一つに、高レベル放射性
廃棄物の処分方法の確立が挙げられると感じております。この高レベル放射性廃棄物の処
分方法としては、現在のところ地層処分が技術的には最も有効な方法であると思いますが、
処分場の選定がいまだに進んでいないことなど、技術面以外での問題が残っていると感じ
られます。特に、原子力に対する風当たりが強いことから処分地の調査が進まないことは深
刻であり、このことにより、地層処分という方法の有効性は示されているものの、実現のめ
どが立っていない。このような状況を改善していくためには、今まで以上にＰＲしていくこ
と、また、放射性廃棄物をどの様にしていくのがいいのかを、より多くの人に考えてもらえ
るような会議や講演会などを実施していく必要を感じております。 
以上。 

 
No.２６０ 
氏 名  矢久保 弘       年 齢  ５４ 
（概 要） 
 処分地選定プロセスに関しては、国の積極的関与が必要。廃棄物処分においては、処分地
の選定が決定的に大切である。処分地の選定基準、候補地など法の整備が必要と思う。 
（意 見） 
 私は、わが国で初めて原子力発電所建設の住民投票が行われ、世界一の発電規模を柏崎市
に持つ新潟県民の一人として一言意見を申し上げます。 
 高レベル廃棄物処分に関しては、核燃料リサイクルの完結事業として極めて重要な分野
でありますが、この事業をどこが行うのか、どこに処分するのか、は国民の最大関心時とい
えます。特に立地地域にとりましては、処分地の選定が決定的に大事なことであります。発
電所の立地を進める前提として、廃棄物処分の問題が必ず付きまとってくるからです。 
 処分地選定のプロセス（案）に示されている今回の基本的考え方では、実施主体が候補地
の選定に当たることとしておりますが、最終的には国、事業者、そして実施主体が協力して
処分地を選定するにしても、最初の複数候補地の選定が極めて重要なことから、この段階に
おける国の積極的関与が必要と私は考えます。 
 国の関与という面で最も重要なことは、選定作業の法的な制度の整備であります。世界各
国をみても、処分候補地の決定が難航している現在、わが国においても自治体の中から、誘
致、応募方式で選定いすることは、かなり厳しい状況といえます。このため、処分地の選定
基準、選定候補地数、選定の期限などについて、予め法律面から制度をきちんと整備してお
く必要があります。 
 処分事業を行うにあたって、関係住民の意見を十分聞き、反映させることは重要でありま
すが、専門的知識や高度な判断力を住民一人ひとりに求めることは至難なことであります。



このことについても、法的な解釈、取扱の明確化が必要と考えます。 
                       
以上 

 
No.２６１ 
氏 名  中原 真智子      年 齢  ５３ 
（概 要） 
専門的なことはわからないので疑問点を。地層処分、再処理が最良の選択肢かどうか。放射
性廃棄物については住人にその危険性がちゃんと公開されていなかったことなど。 
（意 見） 
「深地層処分が国際的に共通の考え方」→もし放射能が地下水にもれた時手の施しようが
ないのでないか。また外国でも反対運動があり、候補地が確定しない（朝日新聞）、外国の
運動の情報を知らせてほしい。また、今から研究施設を作るという段階で技術は確立されて
いないではないか。 
「キャニスターを３０～５０年冷却した後地層処分」→キャニスターを輸送することが可
能か。フランスから返った時点で放射能もれが疑われるものがあるのではないか。ガラス固
化体、キャニスターの耐久性に疑問がある。 「ガラス固化体にして約１万２千本（’９６
年）」→処分場は一か所ですむのかどうか。これからも原発を続けるとしたら廃棄物は出続
ける。どこかが受け入れを決めたらそこはずっと受け入れ続けるようになるのか。まず原発
ををどうするのかということを考えなければ問題は解決できない。「事業資金は電気代から
徴収」→今までの電力会社のもうけは出さないのか。また、廃棄物といえば、老朽化した原
発の解体費用の問題もある。原発は大変高いものにつくと言える。 
 以上のような疑問がある。今まで原子力に関しては動燃のいろいろな不祥事があり、国民
は不安に思っている。また使用済み核燃料の再処理も外国では撤退の方向と聞く。再処理し
て嵩を減らすというが、その度に汚染される物は増えるのではないだろうか。岡山県の上斎
原村が処分地の候補に上がっているが、子ども達の将来を考えると反対である。今までに出
た廃棄物は、どこか過疎の地に危険なものを押しつけるのではなく、国民皆が論議して、よ
り安全な方法を考えるべきである。それと共に今までの原子力政策を見直すことが必要と
思う。 
（この意見募集にしてもほとんど国民の目に止まらないところでなされている。もっと皆
にわかるような方法を考えてほしい。情報公開が足りない。） 

 
No.２６２ 
氏 名  内藤 靖博       年 齢  ３１ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物処分において、社会的受容性は非常に重要であるが大変難しい問題



である。処分事業を推進していくうえではこの点に大いに力を注ぐべきである。 
（意 見） 
高レベル放射性廃棄物処分は、その廃棄物の減衰が超長期にわたるため、将来における不確
実な事象が多数存在している。このため安全性・信頼性を確信をもって説明することが非常
に難しい。 
今回の「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方について（案）」の中で「廃棄
物処分について社会的な理解を得るために」と題して、情報公開や教育等の対策が挙げられ
ている。 
原子力に対する国民の理解は、多くのＰＡ活動をおこなってきたにもかかわらず決して高
いとは言い難い。また昨今の動燃のトラブル等により、原子力に対する信用回復は厳しいと
言わざるを得ない。 
このような情勢の中で、今回の案のようなＰＡの方法のみでは国民の理解が得られるとは
思えない。そこで、ありきたりな情報公開といった方法だけでなく、極力不確実性を排除し、
さらにある程度の不確実性を踏まえた上でどのようにＰＡ活動を展開していけば国民に理
解されやすいかという、社会的受容性を考慮した新しい P A の方法を検討し取り入れてい
く必要があると思われる。 

 
No.２６３ 
氏 名  永野 宏        年 齢  ４２ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物の最終処分は、国家としても最も重要な課題であり、処分場の立地に
あたっては、実施主体だけではなく国が積極的に先頭に立ち、推進していくべきである。 
（意 見） 
 環境に優しくクリーンで安価な原子力エネルギー利用を推進して来た我々にとって、放
射性廃棄物問題を先送りし将来世代に負担をかけるのではなく、利益を受けた者が負担す
る立場から我々自身の手で解決するのは当然と考える。しかし、高レベル放射性廃棄物処分
場の予定地選定を実施しなければならない必要な時期まであと十数年と迫っているが、こ
のような現在において未だ地層処分の必要性、重要性について理解が国民の間に十分浸透
している状況ではない。また最近一部では議論が盛り上がり始めているが理解はあまり得
られていない。さらに現状の原子力発電所ほか原子力関連施設の立地に対する地域住民の
抵抗をみてもわかるとおり処分場の立地にたいしても相当の抵抗が予想されると考えられ
る。このような現状を考えると、処分事業の実施主体の組織形態は「民間を主体とした事業」
と報告書では言われているが、円滑な立地を考えると民間主体ではなく、「国が主体」とな
った組織とした上で立地を推進していくことが重要と考えられる。 
 従って、高レベル放射性廃棄物処分場の立地にあっては、制度を早期に確立すると共に実
施主体だけでなく国が積極的に先頭立ち、推進していくべきであると考える。 



 
No.２６４ 
氏 名  小林 真        年 齢  ３１ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物の処分地選定は民間、地方自体だけで解決できるような問題では
ない。国会の議論、法律化という手順を踏んで国が主体となって取り組むべき問題。 
（意 見） 
 ５０基以上の原発が稼動している今日、高レベル放射性廃棄物の最終処分は原発賛成、反
対を問わずに解決しなければならない重要な問題と考えます。 
 処分事業に関する技術的・科学的あるいは法整備の問題は、科学技術庁をはじめとする関
係者の方の努力で解決できる課題であると思いますが、最大の問題は処分地の選定ではな
いでしょうか。基地、原発、産廃等、最近はいわゆる「迷惑施設」をどこへ持っていくのか
が大きな社会問題となっています。『沖縄に基地はいらない』、『巻町に原発はいらない』、『御
嵩町に産廃はいらない』等々。 
 今回の高レベル放射性廃棄物処分事業などは、まさにこうした迷惑施設の事例といえる
だけに、国家的な課題であるにも関わらず『○○に△△はいらない』という地域マターの議
論が展開されて、処分地が実際に選定されるかどうか非常に疑問に感じます。 
 報告書ではこの処分地の選定は、国が安全確保の基本的方向性を示して、民間の実施主体
からの申し入れや地方自治体からの誘致によって決定されるというシナリオになっていま
すが、実現可能性は非常に低いといわざるを得ません。 
 市町村、県、地方を横断する国家的問題の解決は、民間でも、一地方自治体でもなく国が
責任をもって解決にあたるべきと考えます。原子力エネルギーのバックエンド対策に『国民
的な理解と信頼』を得るためには、民間や地方自治体任せにせず、国が責任をもって遂行す
る姿勢を示すことが重要ではないでしょうか。 
 高レベル放射性廃棄物処分の最大の難問である『どこに』ということについて、政治判断
の先送りによって後世にツケをまわすことのないよう、国会での議論をもとに法律によっ
て『どういうプロセスで』、『いつまで』きめるのかを明確さだめるべきと考えます。 

 
No.２６５ 
氏 名  齋藤 典之       年 齢  ２６ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物の処分問題をすべての人に理解してもらうためには、情報伝達の方
法を今まで以上にきめ細かくし、対象別に方法や内容を変える等の手法が必要だと思う。 
（意 見） 
 国民の原子力に対する漠然とした不安が非常に根強いものであるのは周知の事実である。
原子力は先進技術の集合によりその高い安全性を得ていると思うが、高い技術の組み合わ



せであるが故の複雑さのためか、その安全性が一般の人々に広く理解されるには至ってい
ない。こと高レベル放射性廃棄物においては、これら原子力のマイナスイメージにプラスし
て、産業廃棄物としてのマイナスイメージが加算されて伝わると思われる。社会的理解を得
るためには、処分技術、体制の確立だけではなく、これまでなかったような新たな情報伝達
手法の確立が不可欠だと思う。すなわち情報公開、透明性確保という情報の量を増やす方向
に加えて、情報の質を高める努力をしなければならないと思う。 
 事実、今回の懇談会で示された報告書（案）に加え、動燃のレポートや、電力の広報活動
など、この問題に対して公開されてきた情報は決して少なくない。しかし、社会一般では問
題が存在するという基本的な認識すら共有されていないのではないだろうか。この報告書
（案）の目的として、「関係機関に対して施策の提言を行うこと、および国民にこの問題の
周知を図り議論を深めること」を掲げてある。この試みはまだ始まったばかりである。一方
的に情報を発していくのではなく情報を確実に伝えていく工夫、つまり情報の受け手には
様々な人がいるという当たり前のことを前提とし、具体的な情報伝達手法を対象別に検討
し、きめ細かい情報の発信を行うことが非常に重要であると思う。これが実施されて初めて
国民全体の議論が健全に進むというものだと思う。以上。 

 
No.２６６ 
氏 名  向田 吉広       年 齢  ４５ 
（概 要） 
処分候補地の選定は、選定の基準や選定数、期限など法律で定めたうえで、国が調査を行い
選定し、適地として公表すべきである。 
（意 見） 
○処分の選定は、「必要性はわかるが自分の近くにはダメ」となり きわめて困難である。
従って国家的見地から国が法律で方針を明らかにして選定することがぜひ必要である。 
○報告書では、予備的調査の前に自治体からの応募を期待しているが、安全性等の観点から
適地であることがある程度確認されない段階で自治体が手を上げるのは非現実的であると
思う。 
○従って、候補地の選定について、選定の基準、選定個所数、選定手続きや期限を法律で明
らかにした上で、国が予備的調査を行い、安全性等についての判断材料を示して適地である
ことを公表することが適切である。 
○この段階で初めて、自治体も自信をもって誘致に動くことができ、また実施主体の具体的
な立地業務に入ることができるものと考えます。 

 
No.２６７ 
氏 名  惠 和子      年 齢  ６１ 
（概 要） 



 省エネルギー対策を国家レベルで取り上げるべきである。例えばサマータイム、電力消費
に関しても国民一人一人が考え直さざるを得ない状態とする。ただし、福祉関係には省エネ
ルギー政策を持ち込まない。 
（意 見） 
 電力の需要は伸びているという電力会社がするような電力需要についての説明を国も係
わる懇談会が行わない。電力は大切に利用しなければならないという態度が必要である。水
でも電気でも日本人は無尽蔵にあると考えて日常生活を営んでいるのではないでしょうか。
刻々と世界情報が得られる昨今では、資源の乏しい日本では考え直さなければならないこ
とに気づいている国民も多いと思います。限られた一部の場所では省エネルギー節電、節水
は叫ばれていても、大部分の場所では、不必要に電灯を灯しているとか、寒む過ぎるくらい
冷房をしているとか、日常生活で思い当たる事柄も多いと思います。パチンコ店の灯りはど
うしてあれだけ明るくするのでしょうか。飛行機に乗って夜地上を眺めますと灯り列島で
す。国民一人一人が水、電気などの無駄使いを止めれば少しは消費電力量は異なってくるの
ではないでしょうか。先ず電力の無駄使いについて見直す姿勢が必要ではないでしょうか。
また、国策としてサマータイムを導入するとか。 
 一方、豊かな福祉国家として必要な電力は充分に供給する必要があります。 
限りある資源であり、電力の生産にはまだ解決しなければならない問題があり、放射性廃棄
物は避けて通れない問題であることを、先ず、国民が理解する必要があるのではないでしょ
うか。行き過ぎた省エネルギーは困りますが、先ず、エネルギーの無駄使いを通して電力は
お金を出せば買えるという考えではなく、エネルギーに関して国民一人一人が考え直さざ
るを得ない状態とすることが重要であると思います。次いで高放射性廃棄物については蓋
をして進められた原子力発電であるようにも思えますが、現実、避けて通れないことを認識
させ、今、その時期が来ていることを説得する必要があると考えます。 

 
No.２６８ 
氏 名  惠 和子      年 齢  ６１ 
（概 要） 
 原子力だけに頼るのではなく、風力、太陽、地熱、波動、水力などのエネルギーの稼働を
奨励し、エネルギー開発への研究をさらに進める。 
（意 見） 
 代替エネルギーとして現在は原子力に頼らざるを得ないのが現状ですが、放射性廃棄物、
核燃料再処理など問題は多い。次代のエネルギー研究は言うに及ばず、あまり頼りにならな
い現状ではありますが、風力、太陽、地熱、波動、水力などのエネルギーの利用も残し、さ
らなる発展研究を期待し、高放射性廃棄物の地層処分を同時に進める。 

 
No.２６９ 



氏 名  惠 和子      年 齢  ６１ 
（概 要） 
 当方針にもあるとおり、学校教育において原子力、放射線について、理科で物理を選択し
ない生徒にも科学的教育を行う。専門家が生徒に話す前に先生の再教育を行う。 
（意 見） 
 高校の物理の教科書では原子力や放射線について科学的に詳細に記述されているが、物
理を選択する生徒は女子では特に少ないと聞いている。社会科では原子力発電、原爆につい
ては、小学校の高学年からどの教科書でも掲載されている。原子力発電では大部分の教科書
で放射性廃棄物の処分について問題があると記述されている。放射性廃棄物という言葉が
唐突に記載されている揚合が多い。社会科で学習する時期に理科でも原子力とか身の回り
に存在する自然放射線についても教えるべきである。毎日接しておられる先生の影響は大
きく、原子力の専門家が生徒に直接教えるのではなく、先生に先ず再教育を行い、先生から
生徒に教育を行い、時たま、専門家が実地の教育を生徒にも行う方が好ましいと考える。 
 また、大学においても原子力、放射線関係の教育を進め、若者、次の世代の担い手にも教
育する。この場合は専門家が直接教育現場に出向する。 

 
No.２７０ 
氏 名  惠 和子      年 齢  ６１ 
（概 要） 
 国民への高放射性廃棄物に関する一般公開討論会、説明会に於いては、寝てる子供を起こ
すようなことは言わないで説明をしようとしない。 
（意 見） 
 反対派の人の意見には間違った解釈であっても話の中に一生懸命さがあり、人の心を打
つものがある。心を揺さぶられるものがある。説明側の先生方も頼まれたからではなく、分
かってもらおうという熱心さが必要であると思う。この事実は反対派の人が気付いていな
いから話さないでおこうとかではなく、こういう心配も恐れもあるがこうですよ、という正
直さがあると信用され、頼りにされると考える。 

 
No.２７１ 
氏 名  惠 和子      年 齢  ６１ 
（概 要） 
 高放射性廃乗物の線源、熱源としての利用のための研究を進める。 
（意 見） 
 60Ｃｏなどの放射性同位元素は照射線源、非破壊検査線源などとして従来から用いられて
いる。これらに変わって地層処分前のガラス固化体高放射性廃棄物の利用を考えられない
であろうか？。また、熱源としても利用することを考えられないであろうか。これを実現す



るためには、高放射性廃棄物の施設への持ち込みということで国民の反対は多いと考える
が、大学に高放射性廃棄物利用の研究所を設けて研究を進める。次いで特に現在 60Ｃｏ照射
施設を所有している施設に実際に利用を願う。実際は費用の面では高くつくと考られるが
国が援助し、高放射性廃棄物を特殊なものとせず、身近な利用を通して、特に医療用具等の
殺菌、滅菌、また、ガン治療への利用などを通して、少しでも国民の理解を得るのも重要で
あると考える。 

 
No.２７２ 
氏 名  惠 和子      年 齢  ６１ 
（概 要） 
 高放射性廃棄物中超長半減期核種の短半減期核種化研究、核燃料物質、放射性同位元素の
安全取扱及び自然放射性核種の環境動態に関する研究を奨励する。 
（意 見） 
 放射性廃棄物は廃棄物であり、高放射性である面から、また、原子力関係ですら人材が集
まり難い今日、その方面の研究には特に優秀な人材が集まり難いと考えられる。既に地中処
分の方針は固まったとはいえ、さらに高放射性廃棄物のより安全性を目指し、次世代への課
題を残さないためにも、国民的課題として今後も世界的規模で研究の推進を希望してやま
ない。 
 また、核燃料物質および放射性物質の安全取扱に関する習得について学校教育でも天然
に存在するウラン鉱山、高レベル自然放射線地域などについて実際に勉強させる。 

 
No.２７３ 
氏 名  惠 和子      年 齢  ６１ 
（概 要） 
 放射線安全管理及び環境放射性核種の環境動態に関する研究を奨励する。 
（意 見） 
 放射線安全管理（核燃料核原料を含む）は高放射性廃棄物の地中処分に関しても最も基本
であって、当研究に関しても奨励すべきである。 
 地層処分に関する長期安全評価を実証するために環境放射性核種に関する研究、即ち、自
然放射性核種及び人工放射性核種の動態に関する研究を奨励する。特に長半減期核種につ
いて。 

 
No.２７４ 
氏 名  惠 和子      年 齢  ６１ 
（概 要） 
 当案に関して外国の研究者の意見を参考とする。 



（意 見） 
 高放射性廃棄物処分に関して先進国及び開発途上国の学識経験者などの日本の当委員会
の方針について、特に処分方法について忌憚のない意見を伺う。 

 
No.２７５ 
氏 名  奥川 克巳       年 齢  ５２ 
（概 要） 
 情報公開について、高レベル廃棄物処分（地層処分）の事業化を前提としているが、それ
以前に原子力発電に関係する廃棄物について基本的事項を周知するのが先決である。 
（意 見） 
 原子力発電の必要性、安全性については、十分とはまだ言えないものの、マスコミ、各界
で議論されており、国民の認識は、ある程度のレベルまで達しているものと考えている。 
 しかしながら、原子力発電に関係する廃棄物の問題に関しては、私たち一般の知識は不十
分と言わざるを得ない。これは、国や電力会社の説明不足が一つの原因になっていると考え
る。そこで、国や電力会社は、「基本的考え方」において高レベル廃棄物処分（地層処分）
の事業化に当たっての情報公開を議論する以前に、以下のような基本的事項を広く一般に
周知することが先決と考える。 
 １．原子力発電に関係する廃棄物の種類、特性、発生量は、どうなっているか。 
 ２．それぞれの廃棄物に対する処分方針及び現状はどうなっているか。 
 ３．特に高レベル廃棄物と呼ばれるものについて、次の事項を詳細に。 
  ａ．発生源、発生量、危険性はどのようなものか。 
  ｂ．ガラスで固化するというが、なぜか。 
  ｃ．なぜ地層処分なのか。他にもっと良い方法があるのではないか。たとえば、ロケッ
トによる宇宙への処分、海底の地中への処分、南極の氷の中への処分など。 
  ｄ．何か科学的な方法で、廃棄物をなくす、あるいは量を減らすことはできないのか。 
以上 

 
No.２７６ 
氏 名  永田 勝実       年 齢  ５８ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分における処分地の選定については、実施主体だけに任せるの
ではなく、国の積極的な関与（後押し）が必要不可欠であると考える。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分の事業化に当たって最も障害となるのは処分地の選定であり、
これをいかに国民に納得してもらうかが処分事業成立の鍵になると思われる。 
 今回の「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方について（案）」における記



述では、処分地の選定については、公募方式とともに実施主体からの申し入れ方式で候補地
を選定し、国は実施主体の選定課程を監督するという立場をとることとなっている。 
 この内容からは、処分地選定における国の関与は第三者的立場になっており、候補地選定
に関する活動全般については実施主体にお任せという印象を受ける。 
 そもそも原子力発電は国により積極的に推進されてきたものであり、それによって生ず
る放射性廃棄物の処分についても、国は積極的に関与すべきであると思わる。 
 それゆえに、国は客観的立場で処分地選定に取り組むのではなく、積極的に推進的立場で
臨むべきであると考える。 

 
No.２７７ 
氏 名  高杉 仁        年 齢  ４４ 
（概 要） 
 立地にあたり関係自治体や関係住民の意見を聴取することの重要性は否定しないが、昨
今その在り方が問題となっている住民投票にまで至ることのないようにすべきである。 
（意 見） 
 新潟県巻町で原子力発電所建設の賛否を問う住民投票が行われた。また、新しいところで
は、昨年沖縄県名護市の米国海兵隊ヘリポート建設を巡って住民投票が実施された。いずれ
も反対意見が賛成票を上回った。住民投票に法的拘束力はない。そして、この結果が即刻建
設中止につながる訳ではない。しかし、いずれのプロジェクトも頓挫するのは明白であり、
推進側にとっては大問題である。 
 ここで最も重要な問題点は、住民投票それ自体である。原子力発電所や日米安全保障とい
った一自治体では自己決着できない問題について、住民投票で決しようとするのは無責任
であるばかりか、世論を誤った方向へ導いてしまう危険性をはらんでいる。そもそも代議制
による間接民主主義制を基本とする現在の我が国の制度になじまないのである。 
 高レベル放射性廃棄物処分地の立地は、原子力発電所の建設と同様に地域で解決できる
問題ではなく、国レベルで考えるべき巨大プロジェクトである。たしかに処分地の立地に当
たっては、関係自治体や関係住民の意見を聴取することは重要であろう。その際には、所定
のルールに則って適切に行われるべきであり、国の根幹にかかわる問題の成否が一自治体
の住民の意思にゆだねられるようなことは決してあってはならない。住民投票の乱用は、絶
対に避けなければならないのである。そのため、今後我が国における議会制度が十分機能し
ていくことを強く望むものである。 
                        
以上 

 
No.２７８ 
氏 名  伊藤 宝務       年 齢  ７２ 



（概 要） 
 当面の重要課題である高レベル放射性廃棄物の処分に対し、立地地区の選定と確保に必
要な諸条件とｐｏｌｉｃｙについて、また、哲学的思考の必要性についても述べた。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方  日本の原発関連科学・技術は世界
的に高いレベルにある。1,2. このことは、３４年前に始まった原子力発電が、総電力の３４％
を担うに至っていること、この間、人命事故が皆無であったことからも明らかである。この
ような安全性は、ＪＲ新幹線と共に、日本が世界に向かって誇り得る実績である。したがっ
て、当該廃棄処分に関しても、科学・技術面では特に問題がないと思われるので、当面、重
要な処分地の選定と確保に対する具体的方策についての意見を以下に述べる。 
１。埋設処分地の選定、確保に対するｐｏｌｉｃｙ。 
（１）選定：人口密集地を避け、地殻変動の少ない場所を選ぶなどの常識的な問題以外に、
放射線生物学的な立場から、天然放射能レベルの高い地層がｒｅａｓｏｎａｂｌｅ とい
える 3,4. 。ちなみに、人形峠の残土が問題視されているが、諸外国では、このような場所が、
療養地や病院として活用されている 5,6. 。 
（２）確保：(ｉ)地球環境の破壊は、化石燃料の多用によって危機的状況にある 7. 。すなわ
ち、地球生物を保護し、恒久的平和を得るには、高速増殖炉や水素の核融合反応のような、
再生可能、実質的に無尽蔵に存在するエネルギー資源が必要となる 8,9.。このことを周知徹
底させることが重要である。(ii)一部の大学教授 10. 、作家 11. などがマスコミ紙に発表する、
無責任、無盾および誤りのある反原発論を野放しにすることなく、迅速、適正に処理するこ
と。(iii)住民投標対策：上記、(ｉ)、(iii)が適正に実施されない限り、悲観的結果を招くこ
とになる。(iv)上記 (iii)の対策とも関連して、立地地区のあるべき構想には、産業革命下の
思考ではなく、新時代に添った思考（Ａ．トフラーが主張する第３の波の 12. ）および中世
錬金術 13. における哲学的思考が必要である。（ｖ）その他。電力研究機関 ェ実施している
「放射線ホルミシス」の研究とアッピールは 13. 、かえって、マイナス結果を招くことが懸
念される。（以上） 
         註．文中の数字は引用資料ＮＯ． 

 
No.２７９ 
氏 名  藤田 明史       年 齢  ４８ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物「処分」問題を単独で他から切り離して論じることはきわめてミス
リーディングである。核燃料サイクル政策全体の中で考えるべき問題である。 
（意 見） 
 近藤次郎氏の「国民の皆様へ」と題する文書には「高レベル放射性廃棄物の処分問題は最
初から考えておかなけれはならない問題であった」と述べられている。また報告書も「これ



まで国や電気事業者は、現在稼動している原子力施設の安全性の確保や、電力を安定供給す
るという観点から、原子力発電所の立地に重点を置いてきたため、廃棄物処分問題に対する
対応を十分にしてこなかったことは否めない」としている。全くその通りだと考える。しか
し、近藤氏のような科学者や懇談会の方々に是非ここで突っ込んで分析してほしいのは、
「なぜ最初から考えておくことができなかったのか」「なぜ十分な対応をしてこなかったの
か」という問いである。この点の分析が全くなされていないことが、高レベル放射性廃棄物
問題をこれまで放置してきた責任の所在を明確にし得ず、報告書全体の説得力を著しく弱
めているように思える。 
 報告書の立場は「今後の原子力政策がどのような方向に進められるにせよ、少なくともす
でに存在する高レベル放射性廃棄物については、その処分を具体的に実施することが必要
である」との立論につきていると思える。しかし、高レベル放射性廃棄物は「すでに存在す
る」ものだけではなく、今現在も作られつつある。「すでに存在する」高レベル放射性廃棄
物処分に問題を限定する前提として、今稼動中の原発をストップし、これ以上処分議論が行
われる中で、その一環として高レベル放射性廃棄物「処理・処分」問題も扱われるべきであ
ると考える。「処分」問題を他から切り離して論じることはきわめてミスリーディングであ
る。 
                                     
以上 

 
No.２８０ 
氏 名  西元 清        年 齢  ６３ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分候補地の選定は、非常に困難であり、候補地公募方式という考
え方は甘く、机上の論理であって、現場からみれば不可能である。 
（意 見） 
 「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方について（案）」のＰ２４（１）処
分地選定プロセス ①処分候補地の選定 の文中に、”実施主体は、これに基づいて地元か
ら誘致のあった地点の中から処分候補地を選定する（公募方式）とともに、処分候補地とし
て適切であると判断する地点について地元に申し入れること（申入方式）も考えておく必要
がある” と記述されているが、前者の公募方式の通り立候補する地方自治体は、おそらく
皆無に近いものと考えた方が賢明であろう。 
 各地方自治体は、現行の廃棄物である一般廃棄物（家庭系ごみ）並びに産業廃棄物（事業
系ごみ）の処理処分場の新設・許可には、日夜苦慮いたしているところである。現在では、
廃棄物処分場と名の付く施設を新設することは、至難のわざである。 
 私もかつて地方公務員として、環境行政にたずさわり、一般廃棄物処理施設の管理運営と
廃棄物運搬のための中継基地の新設交渉のため常に、ストレス１２０パーセントの時期を



経験いたしておる。 
 まして、新規事業でもある「高レベル放射性廃棄物の処分場」の処分地選定は、一般廃棄
物・産業廃棄物の処分に関連するプロセス以上に困難性があると推定できる。前出の基本的
考え方（案）Ｐ２１の地域共生方策には、参考事例として、４つの項目が例記されている。
いずれも研究・教育施設の範ちゅうであり、学者、技術者、研究者及び地域の一部恩恵者を
除き、主役である地元住民の日常生活上において、共生のための接点は薄く、むしろ迷惑施
設の延長として、多くの住民は理解を示さないであろう。高レベル放射性廃棄物処分地選定
のためには、国・地方自治体・電気事業者が、一致・一丸となって地域住民の真意をつかむ
懸命な努力が必要である。 

 
No.２８１ 
氏 名  吉田 英爾       年 齢  ３０ 
（概 要） 
 立地促進の観点からは、サイトの選定のプロセスの明確化が重要であるが、処分事業の進
展に伴いサイトの不的確性が明らかとなった場合の対応が問題である。 
（意 見） 
 処分事業にあたって最も困難なことがサイトの決定であることは言を待たない。立地の
促進のために「情報公開」や「地域との共生」が求められることとなる。 
 ここで問題となるのは、地層処分にとって当該サイトの地質環境条件は安全確保と経済
性の両面から重要なものであるが、この地質環境条件は「掘ってみないと判らない」性格を
有することから、場合によってはあるサイトが処分事業の進展の過程で「実はサイトとして
好ましくなかった」ことが明らかになる場合があり得ることである。 
 このような場合に果たして当該サイトにおける処分事業を中止するのかどうかが問われ
ることとなる。処分候補地を確保する観点からは、処分候補地のあるいは予定地の地質環境
条件が望ましい状態とは異なっていることが明らかになった場合には、当該サイトにおけ
る処分は行わないことをあらかじめ明らかにしておくことが望ましい。ただし、特に処分候
補地がその時点で一カ所しかない場合、あるいは、全ての処分候補地で望ましい地質環境条
件が存在しない場合には、そのような事業の「後戻り」には抵抗が大きく、また誰がそのよ
うな判断を行うのかが問題となる。 
 報告書案では、このような観点から事業における透明性の確保や第三者によるレビュー
に言及しており、また立地選定プロセスの法律等による明確化に触れていると思われるが、
既に述べたようにサイトの地質環境条件については処分場の掘削に伴い明らかになる性格
のものであることを考慮し、各段階におけるサイト選定の具体的な考え方や基準の明確化、
さらにはサイトにおける事業中断のあり方についての検討が、今後、重要になるのではない
かと考える。また、はたしてサイトとして望ましい地質環境条件を法律として表現できるか
という技術的な側面にも課題が残されていると考える。 



 
No.２８２ 
氏 名  齋藤 茂幸       年 齢  ４４ 
（概 要） 
７万本相当の廃棄物を埋設する地下施設の広さとして、約７km2、2.7km 四方程度が想定さ
れるとしているのは、処分本数からアプリオリに地下施設の広さが定まる印象を与える。 
（意 見） 
地下施設の広さは、埋設形態（縦置き／横置き）、施設形態（１層／多層、処分区画の大き
さや取り方等）、岩盤の強度／熱特性、人工バリア性能、地質環境の性能、避けるべき断層・
破砕帯の位置及び頻度等により総合的に定まるものである。処分本数と地下施設の規模を
前提条件なしに関連づけるのは誤解を与えかねない。施設規模を概略イメージしてもらう
ことの必要性はあろうが、約７万本相当の処分場は 2.7km 四方であるとの固定観念を植え
付けない方がよい。 
（「2. 議論をする必要性」での記述に対して） 

 
No.２８３ 
氏 名  齋藤 茂幸       年 齢  ４４ 
（概 要） 
現世代と後世代の間の役割分担、後世代に対する現世代の責任等の倫理に係わる議論が、国
民的に十分尽くされているとは言えないため、その議論が尽くされる必要がある。 
（意 見） 
 放射性廃棄物の取り扱い方については、倫理的観点からの議論が関連諸外国でなされて
おり、本記述もその考え方を踏襲したものと思われる。現世代と後世代の間の役割分担、後
世代に対する現世代の責任のあり方等は議論されるべき重要課題であり、長年月にわたっ
て不利益を及ぼす可能性のある各種事業やその事業に繋がる判断は、放射性廃棄物の処分
問題以外にも数多く国民の前に横たわっていると言える。しかしながら、それらが上記のよ
うな問題意識で国民的に議論され、結論が出されたということを余り聞かない。したがって、
これを良い機会に議論をし、このような課題に対する我々自身としての考え方を打ち出す
べきである。西欧諸国の倫理観にそのまま迎合せずに我々としての倫理観を打ち出して行
くべきである。その結果によっては、「後世代に一部の負担を残しても良い」ということに
なるかもしれない。原子力も他の経済活動に対するのと同様の倫理観で扱われるようにな
ることが望まれる。 
（「2. 議論をする必要性」での記述に対して） 

 
No.２８４ 
氏 名  齋藤 茂幸       年 齢  ４４ 



（概 要） 
「原子力発電によって電力供給を受けている電力消費地域の住民」と「処分場立地地域の住
民」とが連携を図り、両者が共生していくべきとしているが適切な表現か。 
（意 見） 
「原子力発電によって電力供給を受けている電力消費地域の住民」と「処分場立地地域の住
民」とが連携を図り、両者が共生をしていくというのは具体的にどういうことなのか。また、
両者の間に公平を確保する必要があるというのは、両者が不公平であることを前提にした
議論であるが、処分場の立地自体をマイナスのものと国が始めから決めつけるのは果たし
て適切か。結果として、両者間に不公平があるとしても、「共生」というような概念的、理
念的な言葉のみで、あたかも解決策を提示したかのような印象を与えるべきではない。なお、
共生という言葉は、両者が対等な利益を得ている場合に用いられるべき言葉であり、一方に
都合の良い言葉として用いるのは適切さを欠く。 
（「2. 議論をする必要性」での記述に対して） 

 
No.２８５ 
氏 名  齋藤 茂幸       年 齢  ４４ 
（概 要） 
「地下数百から千メートルの安定した地層中の岩盤内に埋設し、処分する」とあるが、深さ
をこのように限定すべきではない。「地下数百メートル以深の」とすべきである。 
（意 見） 
「安定した地層」は、深度、地層の種類、地体構造上の位置等によって定まると考えられる。
サイト選定に係る将来の幅広い選択肢を考えた場合、深度を「地下数百から千メートル」に
限定する利点はない。幅広い選択が可能となるよう深度については「地下数百メートル以深」
としておくべきである。 
（「1. 高レベル放射性廃棄物地層処分の特徴」での記述に対して） 

 
No.２８６ 
氏 名  齋藤 茂幸       年 齢  ４４ 
（概 要） 
「共生」を説明するためには、「共生」の言葉が用いられていない表現を当てるべきである。 
（意 見） 
「共生」の説明表現として引用した文章中に「・・・自然と人間の共生を確保する。」と「共
生」の言葉が用いられており、説明表現として適切さを欠く。 
（「（２）共生施設としての位置づけ」での記述に対して） 

 
No.２８７ 



氏 名  齋藤 茂幸       年 齢  ４４ 
（概 要） 
「立地地域とその他の地域との連帯」は現実離れした表現であり、理念である。「その他の
地域」が「立地地域」と同様に扱えるとは思えない。 
（意 見） 
「立地地域とその他の地域との連帯」とか「双方の地域が様々な手段で直接的な交流を深め、
相互に理解を深めることが重要」という表現は、「立地地域」と「その他の地域」が対等に
機能しうるという意識の元に示されたものと考えるが、それが現実的とは思えない。１立地
地域とその他全ての地域とをこのような関係で位置づけるのは適切とは思えない。 
（「（３）立地地域とその他の地域との連帯」での記述に対して） 

 
No.２８８ 
氏 名  齋藤 茂幸       年 齢  ４４ 
（概 要） 
処分地の選定のプロセスに係わる表現を修正する。 
（意 見） 
処分地の選定後に始めて処分場の設計を行うのでなく、また、サイト特性調査の結果のみに
基づいて適切かどうかを判断するのではなく、やはり、安全評価と処分場の設計検討に基づ
き適切かどうかを判断すべきであると考える。したがって、「（３）処分地の選定」の表現は、
「サイト特性調査及び処分技術の実証の結果に基づき、安全評価と処分場の設計を行い、適
切と判断すれば処分地として選定する。処分地の選定後、実施主体は処分に係る事業申請を
国に行い、国の安全審査が始まることとなる。」とする。 
（「（１）処分地選定プロセス」での記述に対して） 

 
No.２８９ 
氏 名  藤原 了        年 齢  ４５ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 高レベル廃棄物の処分については発生者責任を果たす意味で、各電力会社本社ビル及び
霞ヶ関の科学技術庁・通産省ビルの地上階部分を改装して保守管理するべきである。 
 理由は簡単である。 
 原子力発電事業を始めた時、核廃棄物処理で困ることになることは、わかっていたことで
あり、それでも推進してきた組織が責任を取るのは当たり前だ。 
 再処理によってプルトニウムを取り出すことは汚染をもう１まわり拡大することになる
ので止めなければならない。 



 それでも再処理を強行するのであれば、その際に出る廃液の保守管理も、推進者が自分の
仕事場の近くでやるべきである。 
 自己責任の取り方は、これに尽きる。自己責任が取れないならば、再処理にはふみこまず、
意見のようにされたい。地上であれば、事故があっても対応可能でしょうから。 

 
No.２９０ 
氏 名  鈴木 成和       年 齢  ４０ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
将来の地質の変化のない事を立証できる様なものは誰もいないのでは（プルトニウムの半
減期は２万数千年もの期間のはず）トラブルが起こった時対応できるか疑問 

 
No.２９１ 
氏 名  岩崎 るり子      年 齢  ４９ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 



ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２９２ 
氏 名  七里 とみ子      年 齢  ４７ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 



 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２９３ 
氏 名  鈴木 幹尚       年 齢  ３８ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２９４ 
氏 名  中嶋 秀昭       年 齢  ２７ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 



プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.２９５ 
氏 名  伊賀 渓子       年 齢  ５１ 
（概 要） 
  
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 



 
No.２９６ 
氏 名  中尾 哲也       年 齢  ４１ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物の処分にあたっては、国策として国が総力を上げ、法制面での整備、
実施主体の活動の保証、地元の対応等を行うことが必須です。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物は原子力発電所の運転に伴い不可壁に発生するものです。その原
子力発電所は、技術的に管理でき商業的ベースにものるものであるため電気事業者によっ
て運営されています。 
 しかし、原子力発電は単に事業者のためだけのものではないと思います。資源小国である
日本が、産業を振興させ経済成長を保っていくためには、即ち私たちが国際社会の中である
程度の地位を保ちながら生活をしていくためには、エネルギーを確促することが絶対的に
必要です。そのひとつの選択肢として、原子力発電が、今、役割を果たしているのです。と
いうことは、原子力発電は日本の国としての維持発展のための役割を担っているのであり、
その推進は国策に位置付けられてしかるべきものと思います。これまで国の原子力委員会
で開発利用計画を定めてきたのは、まさにそういうことではないでしょうか。 
 昨年の１２月の気候変動に関する国際会議で、温暖化ガス抑制のための厳しい国際約束
が行われ、その達成のために原子力発電は必要条件になっています。ところが、動燃事故以
来、原子力発電に対する信頼は、ますます得られなくなっています。 
今こそ、国をあげて、原子力発電を支え、盛り立てなければならないときです。  そうい
う目で本報告書を見たとき、例えば、実施主体のあり方では、民間を主体とした事業とし、
国は事業の監督・援助、制度の整備を行うのが適当とされていますし、処分場の選定におい
ても、国は実施主体の活動を監督したり制度や体制整備が役割となっており、計画全体につ
いて国が十分バックアップできているか心配です。実施主体については、将来何等かの理由
で民間が事業を継続できない場合は、国が責任を持って対処するとか、処分場の選定では、
調査結果を国が公開縦覧する等、より国が前面に出た対応を希望します。 

 
No.２９７ 
氏 名  吉井 実        年 齢  ４８ 
（概 要） 
 後世代が対応可能なように枠組みとは何か具体的に教えてほしい。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分の特徴の箇所で「廃棄物処分について現世代が考えうるかぎ
りの対応をしておかなければならないが、後世代が諸情勢の変化に対応できるような枠組
みを設けておくことも必要である。」とあります。しかし、具体的にどういう方法を考えて



いるのか教えてほしい。 
 

No.２９８ 
氏 名  柴田 純子       年 齢  ４２ 
（概 要） 
原子力廃止。そのために、早急な代替エネルギーの開発に力を入れる。これこそが、国のす
べき事である。 
（意 見） 
 廃棄物処分について社会的な理解を得るために、透明性確保と情報公開が国と動燃で本
当にできると思っているのか？その思い上がりが、我慢できない。 
 国民の期待を裏切る事しか出来ない国と次々と問題を起こし、うそで固めたベールにつ
つまれた動燃で何が出来るのか？その動燃が研究の中核である事に強い不信感と怒りを覚
える。地球温暖化の原因の１つである二酸化炭素の発生が最も少ないクリーンなエネルギ
ーで安定な供給を確保出来るなどと、原子力の重要性、安全性を並べたて原子力の危険性、
おそろしさを隠し、地球にやさしいエネルギーなどと、子供だましの様なやり方で逃げよう
としている。決してだまされない。 
 先ず、国がすべき事は、高レベル放射性廃棄物対策の大きな遅れを反省し、早急に代替エ
ネルギー（風力、太陽熱、等）の開発に力を入れ、原子力利用の見直し、原子力廃止の決断
をすべきである。廃止までの具体的な期間を設定し高レベル放射性廃棄物の排出量を見極
めた上で、その処分をどうするかの議論をする事が先決だ。 
どんどん増え続ける廃棄物を埋めるために、いったい、いくつの穴を掘るつもりなのか。ふ
たをしてしまえば終わりという、そんな簡単な考えでいいのか。 
   ヨーロッパやアメリカも原子力の利用を見直し、縮小していく方向なのに、なぜ日本
は危険とわかっていても原子力を推進するのか、理解できない。プルトニウム、ウランを確
保し、ひそかに戦争に備えるつもり？と思うのは、私の考えすぎでしょうか。こんな今の日
本に恐怖を感じます。一刻も早く、正しい決断をして下さい。 

 
No.２９９ 
氏 名  棕澤 重忠       年 齢  ５１ 
（概 要） 
 高レベル廃棄物の地層処理は、安全対策が確立できる迄は行うべきではない。 又その処
理方法が決まらない内は新たな原発も増設すべきではないと思う。 
（意 見） 
 高レベル廃棄物の地層処理案を拝見し不安を覚えました。先ず日本の様な活断層の多い
地質と 地震の多発する国土の中で最適の処分地があるのかと言う事と万一洩れた場合の
安全性に疑問が残るからです。 



 私の知る限りではガラス固体化に成功したと言う事は聞いておりませんし、その閉じ込
めるステンレス容器も放射線とその発熱により二十年位しか持たないと聞いております。 
まして完全に閉じ込めて置かなければならない危険な人類の生存も危うくする物質である
事を思えばその取扱いはより慎重でなければなりません。 
 最近起きている動燃の事故やもんじゅの事故等の対処に大きな疑問があり信頼が損なわ
れております。 
このままではいくら安全であるといわれても信じられません。 最悪の場合チェルノブイ
リの様にメルトダウンを起こしたら取り返しがつきません。今後は信頼できる技術と組織
及び管理体制情報公開が欠かせないと思います。 
 又最近の新聞で英国のセラフィールドに於て中？レベル廃棄物の地層処分の為の研究が
地下水汚染に対するデーターが不十分と言う事で中止に追い込まれたと言う事で処理の前
段階でさえ赤信号が付いたと言う事であり、 地層処理に至る道程はさらに遠くのいたと
思われます。 
 従がって高レベル廃棄物の処分方法が確立する迄は これ以上の廃棄物を出さない（製
造）事だと思います。 
 すなわちこれから計画されている原発の増設の中止や現在運転されている原発の稼働の
縮小も考慮すべきと考えます。 原発の解体費用や高レベル廃棄物の処分等のコストを考
えればその発電費は決して安くはないと 思うし何万年に渡る廃棄物の管理は手に負えな
くなると思います。 いずれにせよ処分に当っては確実な技術と 管理調査等により環境
に絶対に出さないと確信が持てる迄安易に結論を出さず慎重に取り組んでいただきたいと
願っております。 

 
No.３００ 
氏 名  金子 豊明       年 齢  ５８ 
（概 要） 
 処分場を立地するにあたって、立地地域は過疎地であることが多く、インフラ整備の遅れ
ているのが一般的であり、住民の理解を得るには国による整備が重要と考える。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物処分場は、地域住民にとっては迷惑な施設としてとらえられるこ
とが考えられる。そのためには、処分事業の安全性を確保することはいうまでわないが、事
業の実施と地域の生活が共生関係に立つことによって、地域住民にとって受け入れ易いも
のになることが望ましいと考える。 
 処分地選定の問題は、国の重要な政策課題であり、立法措置や規制などの役割を担ってい
ることからも処分地選定を国の事務として取り組むことにより、合意形成、権利調整等がス
ムーズに図られるものと思われ、したがって選定は国の事業として行うことが適当と考え
る。 



 また国は、廃棄物処分政策を担っているところから、地域特性や長期性などの事業特性を
考慮した多様な共生方策を有効に活用できる制度や整備を図ることが容易であると考える。 
 地域共生に向けた取組みとしては、地域の意向を十分に反映し、地域の社会・経済的特性
に応じたものでなければならない。そのためには、企画段階から地域住民が参加する場にお
いて、地域が主体となって共生方策の策定を進めるなどの方法が考えられる。地域が主体と
なって共生方策を企画・選択していくうえで、国・実施主体・電気事業者などの関係機関が
地域に置ける人材育成支援やノウハウの提供などの側面支援を行うシステムを構築するこ
とも重要である。 
 処分事業は長期にわたるものであることから、共生方策は地域にとって一時的に利益と
なるようなものではなく、長期にわたって自立的に地域の発展に貢献するようなものであ
ることが重要であると考える。 
 このためには、立地地域においてインフラ整備が必要であり、湾岸施設、道路整備等国や
実施主体が支援することが適当であると考える。 
                      
以 上 

 
 
No.３０１ 
氏 名  熊谷 敬子          年 齢  ４５ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物処分についての議論は、原子力の使用が前提となっており根本的な
解決は望めない、原子力の無制限利用こそ議論するべきである。 
（意 見） 
数年前に家族で六ヶ所村に行った。広い道路をただただ車で行き突然未来都市(？)か廃墟か
大きな建物が横たわった。どんより曇りの日で、空気が重苦しく感じられた、地の端。どん
な事が起きても隠し通せる場所だと思った。クリーンエネルギーを宣伝文句に家庭での電
気を十分確保するため原発を作ると押し進められた原発産業だが、クリーンなのは、どの部
分だろう。火力発電が発成させるＣＯ2 が、各方面に悪影響があるといわれているが、放射
性廃棄物がかかえているものに比べたら雲泥の差がある。 政策を実施する時に国民の要
求でと取り上げられるものは、誰が一番必要としているのかが、とてもあいまいだ。本当に
真夏の電気がピークに達して、その時点で供給が足りなくなったらどうするか。私の家では、
今だに１５Ａなので、六人家族で夕方炊飯と洗濯を一緒にすると切れてしまう。そうなった
ら、みんなに声をかけて必要のない所からスイッチを切ってもらう。それでもだめなら、炊
飯優先で洗濯をあとにする。真夏のピーク時だってそのぐらいなら調節がきくはずだ。 「誰
が推進してきたのか。」から始まり、「これからどうするのか」までの議論をするべきである。
もうすでに使用済燃料貯蔵プールがあふれんばかりになっている。技術が几帳面な国民性



に支えられている日本の原発が安全だという話も、事故続きの今となっては実態をもたな
い。フランス、イギリスの再処理工場周辺での汚染は、子供達の体に悪影響を与えている。
日本の使用済燃料があるところだ。日本でもそのうちウラン廃棄物でいっぱいになり海や
施設の周りが汚染されるのも時間の問題だろう解決策は簡単である。今すぐに、すべての原
発を止める。さもないと増え続ける廃棄物が、未来をも支配することになるだろう。これ以
上処理不可能な物質を増し続けてはいけない。 

 
No.３０２ 
氏 名  大田垣 文雄          年 齢  ４２ 
（概 要） 
 原子力が、現在エネルギー供給の中核を担い、また資源のない我が国の将来のエネルギー
確保につながることから、高レベル廃棄物処分に対する国の積極的な関与を期待する。 
（意 見） 
 原子力は、我が国のエネルギー供給全体の１割強を担い、ＣＯ２削減に大きな役割を果た
している。また、直接的には計れないが、エネルギー価格の抑制面でも役立っている。こう
した中で、原子力発電の使用済燃料の再処理に伴って発生する高レベル廃棄物の処分を厳
密な管理のもとに進めることは、原子力発電を継続して、日本のエネルギーのベースを確保
して行くためには、不可欠でなないかと思う。 
 原子力については、チェルノブイリの事故発生以降、厳しい批判にさらされているが、今
後とも着実に原子力発電が続くなかで、発生する使用済燃料から、プルトニウムやウランを
取り出して、リサイクルして行くことが資源のない日本の政策として、長期的な観点から見
て合理的な方法であると思う。 
 高レベル廃棄物処分場は、現在の世間一般の風潮から言えば、地域住民とっての産業廃棄
物処理場等と同じように見られ、厳しい批判に晒される可能性は高いが、ＮＭＢＹだけでは
済まされない解決すべき重要な問題である。 
 一般の産業廃棄物処理場建設に対して、最近２つの住民投票が行われ、いずれも反対が大
勢を占めた。一方、沖縄の名護市の代替ヘリポート建設に対する住民投票は反対が半数を超
えたものの、国の積極的な地域振興の打ち出しなどがあり、住民から一定の理解が得られた
と思う。 
 今後、高レベル廃棄物処分場が、具体的な地域で検討される場合、１事業者単独での努力
で確実に住民理解の獲得ができるかどうか懸念される。やはり、この課題に対し、地域住民
の理解獲得のために、地域振興や施設の必要性の説明について、国の全面に出た積極的な動
きを期待したい。 

 
No.３０３ 
氏 名  川添 浩之       年 齢  ３７ 



（概 要） 
核燃料サイクル中止。これ以上のプルトニウム、高レベル廃棄物を絶対に生み出さない。安
全確保出来るまで地上管理。末代も続く問題だけに関連一切の徹底した情報公開を。 
（意 見） 
高レベル廃棄物を、これ以上増しても本当に安全なのでしょうか。末代も続く危険に多大な
疑問をいだきます。責任は結局政府（税金）で払う。今しばらくは、仏からの廃棄物返還、
原爆のプルサーマル等々既成事実の積み重ねが必要とは大まちがいで即刻中止又は危険を
なくす努力が大切で、目の前の問題に、もっと深調に真剣に取り組んでもらいたい。そのた
めにも、地下処分で水面下業者の暗躍等はもっての他で原子力関連一切の徹底した情報公
開が大前提です。 
 地下資源の枯渇化、途上国の急速な工業化等エネルギー問題は一部企業の問題ではなく
なってきています。又地球温暖化も叫ばれ公害問題はより大きく取り上げられました。急速
な工業化を遂げた日本も多大な公害が列島を覆っています。それを支えてきた電力会社は
水力、火力、原子力を主力とし、どれにも問題がある独占自転車操業の様にも思われます。
21 世紀のエネルギーを考える時太陽光発電、電気自動車等による各家、個人も含め責任の
分担が必要ではないかと強く思います。政府（税金）はその可能性の後追しが今以上に必要
と思います。近年のクーラーの普及率も高く、ピークの電力需要は莫大です。個々のエネル
ギーをいかに安定的に利用し得るか、東西南北幅広い環境下で、より安全で効率の良い供給
が出来るか技術立国の腕の見せどころ、資源の効率利用、ではないでしょうか。 

 
No.３０４ 
氏 名  納谷 助男       年 齢 
（概 要） 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物最終処分を考える 
今六ヶ所村に、最終処分地が決らぬままに一時高レベル放射性廃棄物が、フランスから貯蔵
施設に搬入されています。 三十年から五十年の期間を設定してはいるけれど、もしその期
間内に最終処分地が決定されない状態が発生したならば、一体現在ある一時貯蔵庫がなし
くずしに処分地にされる可能性がないとは言えません 私はとても心配です。最終処分地
を探し決定するのは、電気事業連合会の方々と科学技術庁の役人の方々で、各都道府県に足
を運び、地域の方々と膝を交え現在の原子力行政についてわかりやしく説明し納得の行く
ような対話を展開してほしいと考えます。原子力発電所が稼働している限り廃棄物は出ま
す。フランスにお願している間に候補地を探し努力が不足しその原因は今大きく目の前に
姿をあらわしています。電力会社は持っている技術力と資本力を駆使して、問題解決に努力
してほしいと考えます。私は一時貯蔵施設があるからと安易いな考えがあるような気がし
ます。電事連の方々と役人の方々が二人三脚で処分地探しに行動してほしい、目線を下げて



対話して行くことを願い、一日早く処分地決定の報を聞きたいと思います。 
前文の概要を申しのべます。 
六ヶ所に核燃再処理工場が二〇〇〇年を目どに操業開始を予定しています。再処理の際に
出る高レベル放射性廃棄物の最終処分地が決っていませんがフランスから搬入された物は
一時貯蔵施設に入れられています。処分地が決らず、このまま処分地になるのではないかと、
とても心配です。動燃の事故とくに低レベル放射性廃棄物の火災事故など不安でなりませ
ん。これらの不安を取りのぞく力強い行政がほしいと考えます。 

 
No.３０５ 
氏 名  柳川 博康       年 齢  ３０ 
（概 要） 
処分候補地の選定方式については、報告書案にあるような「公募方式」や「申し入れ方式」
に予め決めつける必要はない。 
（意 見） 
 立地の手法は、地元事情にあった立地戦略を策定し、立地活動を行う実施主体が決めるべ
きであり、予め、処分候補地の選定方式を限定する必要はない。 
 例えば、報告書案に既に記載されている「公募方式」、「申入方式」だけでなく、国の提示
方式（科学的、技術的アプローチからの選定等）等の様々な手法が考えられるのではないか。 

 
No.３０６ 
氏 名  野田 幸子       年 齢  ４８ 
（概 要） 
Ｐ２「2030 年までに合わせて７万本相当の高レベル放射性廃棄物が発生する」とあります
が、エネルギー政策を見直すことを会から国へ提案していただきたいです。 
（意 見） 
 廃棄物７万本の概算は 2030 年まで核燃サイクルを今後とも継続していく立場に立った換
算だと思います。 
 この報告書案は「今ある廃棄物をどうするか」という議論のはずです。「廃棄物の処分は
国民も受益者なのだから協力して考えるべき」とあります。 
 恐ろしい廃棄物の発生について私たちは知らされてきませんでした。また選択する自由
もありませんでした。 存在する１万２千本の処分だけでも大変です。今後の５万８千本を
今までのように「知らなかった」ではすまされません。 
 処分場の埋め戻し― 廃棄物が無くなって終了するということではなく、2030 年以降の廃
棄物は次の世代が責任を持って処分することだから言及しないということでしょう。 
 私は私たちの子孫へ負担をかけなくてはならないことをほんとうに辛く思っています。
よいものを残せないまでも、なんとか負の遺産は減らしたいと思います。 



 原子力発電を見直したり、終わらせようとしているのが世界の流れだと思います。 
 優秀な技術力を持った日本です。原子力発電をやめて節電や代替エネルギ−へ向けて官
民あげて取り組むよう会から国へ提言していただきたいです。 

 
No.３０７ 
氏 名  野田 幸子       年 齢  ４８ 
（概 要） 
Ｐ５「深地層の研究施設の早期実現が求められている」とありますが、処分プログラムと矛
盾しています。安全が確かめられるまで地層処分を急がないでください。 
（意 見） 
 深地層の研究施設で研究して、地層処分を進める― と受け取れますが、幌延も瑞浪もま
だ計画段階で深地層の研究は進んでいないはずです。 
 ところが動燃は第二次報告を 2000 年前までに出し、実施主体は 2000 年をめどに設立さ
れるというプログラムが考えられています。研究のための穴を掘らなくてもすでに地層処
分は決まっている、ということでしょうか。今までの研究で十分ということでしょうか。 
 世界のどこの国も地層処分を実際には始めていません。日本に今あるキャニスターはま
だ２、３年経ったばかりです。高温の放射性物質を７万本も集中して埋め捨て、数百年、数
千年の安全を保障することが可能だとはどうしても思えません。せめて数十年、地上で管理
して、キャニスター、オーバーパックなどの安全性を確かめていくことが必要だと思います。 
 深地層で不測の事態が起こった場合、収拾は困難をきわめることになると思います。後世
の負担は激増します。 
 仮に地層処分する場合も、現実に起こり得る事故― 搬出、搬入、輸送などの場合の事故
のシナリオと対応策も考えていかなくてはならないと思います。 
 処分事業は 91 年に手をつけたばかりです。後の世代の人々への責任を全うするためにも
更に時間をかけ、研究を進めるべきだと思います。 

 
No.３０８ 
氏 名  野田 幸子       年 齢  ４８ 
（概 要） 
実質的な情報公開の徹底（P7）と、公正な第三者の機関の設置（P15、22）、そのレビュー
をプログラムの中に位置づけていただきたい。（P23、24） 
（意 見） 
 情報公開について論が展開されていることを歓迎します。形式ばかりで市民の不信を招
くことのないよう、実質的な情報公開の徹底を求めます。 
 公正な第三者のチェック機関はどうしても必要です。原子力政策を進める国や、廃棄物発
生者、また動燃などによるチェックは公正なものにはなり得ません。 



 そして、第三者によるレビューをスケジュールの中に明記し、プログラムの中に組み込ん
でいただきたいです。 昨年５月、東濃鉱山（岐阜県土岐市）を見学しました。説明では地
層や地震の話しかされないので、地層処分の基盤研究について質問したところ、職員の方は
気色ばんで「その話なら東海事業所へ聞いて下さい。ここでは地層処分の研究などはしてい
ない。純粋な地層科学の研究をしているだけ。その成果は他の学術機関と同じように論文で
学会などを通して発表される。地層処分の研究に役立つものがあれば、動燃の研究成果も利
用されるかもしれない。あなたの読んだ新聞報道がまちがっている」と言われました。責任
ある立場の職員の方の言です。 
 「超深地層研究所」のパンフレットも同じ内容です。”地層処分”と言う言葉が文章中に１
カ所出てくるだけです。高レベル放射性廃棄物という言葉は全く見当たりません。 
 一昨年８月に開かれた”跡利用委員会”でも同じでした。”地層処分”はただの一度も聞かれ
ませんでした。 
 このような隠す姿勢こそが疑惑を招きます。 
 処分事業だけでなく、疑惑を招きやすい原子力政策、産業のあらゆる分野において、情報
の公開を徹底していただきたいです。 

 
No.３０９ 
氏 名  野田 幸子       年 齢  ４８ 
（概 要） 
「地域住民」（ P19）を狭い範囲で捉えず、近隣地域、自治体、輸送ルートの地域を含めて
位置づけていただきたいです。 
（意 見） 
 立地地域の住民の範囲については、これまでの処分懇談会の会合でいろいろ議論されて
きていますが、この報告書案ではもっとも狭い範囲の「地域」とされているように思われま
す。 
 一般産業廃棄物の処分場でさえもその影響は立地地域に留まるものではありません。今
回は毒性が超長期にわたる高レベル放射性廃棄物です。それも日本中で数十年間にできた
廃棄物を４～７K ㎡に全部埋め捨てようとするものです。 
 処分場の立地地域の住民については、一人一人の意見が反映されるようにするのは当然
ですし、影響が心配される近隣地域や自治体も「地域」に位置づけていただきたいです。 
 また輸送中の事故については長期に渡るため確率も高くなるはずです。輸送ルートの地
域についても了承を得る必要のある「地域」に組み入れていただきたいです。 
 人口や産業の多い都市部で消費する電気のゴミを自然の豊かな、貧しい地域に押しつけ
ることはしないでほしいと思います。 

 
No.３１０ 



氏 名  小木曽 貴雄      年 齢  ４６ 
（概 要） 
 処分候補地選定までには、安全性に関する技術的確立がなされていることが必要であり、
安全に関する最終責任については、将来にわたり、国が保障するという位置づけを明確にし
てほしい。 
（意 見） 

 
No.３１１ 
氏 名  亀井 敬        年 齢  ３２ 
（概 要） 
 国は、候補地選定、予定地選定、処分地選定の各段階で、単に「確認」という程度ではな
く、積極的に関与するシステムにすべきである。 
（意 見） 
 例えば、 
・各段階における国の審議会等による審議 
・（実施主体による候補地選定が難航した場合には）国による候補地の選定 
・処分地決定については、国会での議決ないしは閣議決定レベルのオーソライズ等が必要。 

 
No.３１２ 
氏 名  小林 俊明       年 齢  ４３ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物処分問題の議論を円滑に進展させるために、その必要性について、国
民的なコンセンサスが必要。 
（意 見） 
 昨今の高レベル放射性廃棄物処分についての議論は、これからの原子力のあり方や過去
の原子力政策の責任追及といった、いわゆる、「そもそも論」が中心で、将来に向けての建
設的な議論ができない状況であると言っても過言ではない。 
 従って、高レベル放射性廃棄物処分問題を円滑に進展させるためには、国がイニシァティ
ブを発揮し、公開の場での、原子力に対する賛否を超えた、「高レベル放射性廃棄物処分が
必要である」旨の国民的合意を、明確に得ておく必要がある。 
 その上で、実施主体設立（２０００年を目安）に至るまでの具体的な処分方策についての
徹底的な議論を期待したい。 

 
No.３１３ 
氏 名  宮地 清美       年 齢  ４７ 
（概 要） 



国策事業を推進しやすいような、地方自治体の関与方式を考える必要がある。 
（意 見） 
 知事意見は、候補地選定、予定地選定段階では不要とし、サイト特性調査結果が出た段階
で、地域共生策等を勘案し、総合評価した意見とすべき。 
 また、もし、公募方式を採用するのであれば、応募できる自治体の範囲は予め決めておい
たほうがよいし、周辺自治体からの影響も受けない制度がよい。つまり、処分候補地の公募
に対しては、当該自治体（市町村）のみの判断による応募で可とし、周辺自治体の同意等は
不要とする制度が望ましい。 

 
No.３１４ 
氏 名  大島 寛治       年 齢  ３８ 
（概 要） 
 原子力発電に対する様々な意見はあるにせよ、高レベル廃棄物はエネルギーを享受した
我々の世代が処分の道筋をつけるべき。国は前面に立って国民合意の取付けを行うべき。 
（意 見） 
 昨年末の地球温暖化防止京都会議の国際合意を受けて政府は将来のエネルギー確保のた
め、２０１０年度までに原子力発電所２０基の新設などを進める方針と聞く。しかし、もん
じゅ事故や東海再処理工場の爆発事故などを耳にするにつれ、本当に原子力発電は安全な
のかという疑問が生じざるを得ない。一方、原子力発電に反対する人々は原子力の安全性は
もとより、国の原子力政策の進め方が密室で決められてきたなどとして、高レベル廃棄物処
分の問題を議論する入口で「そもそも論」を唱え廃棄物処分に関する建設的な議論ができな
い状況にある。今後のエネルギーをどう賄っていくのかは、国民全体で議論していく問題で
あるにしても、すでに発生した高レベル廃棄物をどう処分していくかは、それとは切り離し
て国民全体で議論していくべき問題ではないだろうか。なぜなら現在ある高レベル廃棄物
は、我々の世代がエネルギーを享受した結果発生したものであり、その処分の道筋もつけず
に、次の世代に問題を先送りすることは無責任のそしりを免れまい。その上で国は自らイニ
シアティブをとって、処分地や処分方法に関する国民合意のとり付けに積極的に関与して
いくべきであろう。すなわち高レベル廃棄物の処分に関わる諸手続を国としてオーソライ
ズすること、言いかえれば国策として国民全体が明確に認知することが必要である。もしそ
のような手続きがとられなければ、自ら予定地として立候補する自治体としても、その勇気
ある行動が不明瞭となるし、また、国として当該地域に対して各種の地域振興策を提案して
も、国民全体に必ずしも受け入れられない可能性もある。高レベル廃棄物処分の問題は、沖
縄の米軍基地問題同様解決には国が前面に立ち、国民全体の合意をもとに解決策を検討し
て行くべきである。それは同時に、自らの安全やエネルギーの安定供給を享受する我々の世
代が、考えていくべき問題でもある。 

 



No.３１５ 
氏 名  南條 孝一       年 齢  ４１ 
（概 要） 
報告書案では，国の役割を立法措置等体制の整備と実施主体活動監視としており，処分事業
で最も重要な事項を民間に委ねているが，国はもっと積極的に関与すべきと考える。 
（意 見） 
 わたしは，資源小国の日本はリサイクル路線を前提とした原子力開発を進めていくべき
であり，エネルギー確保上，もはや高レベル放射性廃棄物処分問題は避けては通れない最重
要課題だと考えています。 
 この問題を解決していくためには，国民から永久不変の存続およびエネルギー行政を信
託されている国こそが，立法措置や実施主体の活動の監視に留まらず，もっと積極的にこれ
に関与していくことが必要だと考えます。 
 具体的には，まず処分の安全性について国民の理解を得るため，国が強力なＰＡ活動を展
開すべきであり他の何よりもこれが効果的だと考えます。 
 また，初等中等教育においてエネルギー・環境問題を身近で深刻な問題として早い時期か
ら国民により深く捉えさせると共に，原子力の安全性に関する正確な情報・知識を与えるこ
とも非常に重要なことで，これも国の積極的な関与なくしては成し得ない事です。 
さらに，処分事業は日本のエネルギー政策上必要不可欠であることから，処分事業自体に関
しても閣議了解あるいは国会承認という国レベルでのオーソライズが必要と考えます。 
このように，処分地選定プロセスに入る前に国主体の確実な地固めを行うべきと考えます。 
さらに処分地の選定にあたっても，昨今の原子力施設の立地が困難を極めているなかで，処
分地選定だけが容易に進むとは全く考えられません。したがってこの選定は民間主体では
なく国主体で行うことが不可避です。 報告書案では国の関与が弱すぎる感じを受けます。 
今や原子力政策・エネルギー問題の要である処分問題を円滑に解決していくためには，その
政策を担う国が前面に出ていくことがどうしても必要であり，大多数の国民もそれを望ん
でいると思います。 

 
No.３１６ 
氏 名  十文字 虔三      年 齢  ６９ 
（概 要） 
 処分場閉鎖終了前後の管理のあり方について、主坑の埋め戻しは期間をおいて明けてお
き廃棄物の動静をモニターすると同時に 万一の事故を予測する事が住民を安心につなぐ 
（意 見） 
 今原子力発電は、我国には必要不可欠の存在である事は云う迄もない。ただ高レベル放射
性廃棄物処分がまだ解決されなかったのは残念であります。しかし私などは実際の放射能
の恐しさは、テレビ新聞などで知つる丈で恐さは実感がない。今人間の英知で研究開発した



原子炉から使用済燃料をガラス固化体にて地層処分する迄になり、私は今后の動行に注目
してるとこであります。「高レベル放射性廃棄物処分に向けて基本的考え方について」(案)
を読まして細目迄良く書かれ、国民から納得される事を期待します。上記の概要に述べた事
ですが「処分場閉鎖終了前后の管理のあり方」について、(案)にも述べてありますが、アメ
リカでは現在５０年から１００年の間主坑を閉鎖しないとありました。日本の場合も地域
住民と後世代の人々にも安心感を持たせるためにも、処分した廃棄物の監視を続けてほし
い思います。今后の一層の技術開発に念願をこめて居ります。又この高レベル放射性廃棄物
地層処分の早期実現に期待をかけて居ります。 

 
No.３１７ 
氏 名  広本 悦子       年 齢  ５１ 
（概 要） 
 世代間・地域間の公平と公正を図るという問題について。 
（意 見） 
 基本的考え方には、われわれが発生させた放射性廃棄物について、後世の世代に負担を残
さないことが責務と表現されているが、実際には無理だし、きれいごとにすぎない。 
 ウラン残土から高レベル廃棄物まで、原子力発電に伴って「放射能のゴミ」はさまざまな
形で発生しているが、それらは納得のいく処理や管理が施されないまま、日本だけでなく外
国にも置き去りにされている。そして、それぞれの地域住民を苦しめ、現世代だけでなく、
何代にもわたって後世に放射能の脅威を残そうとしているのが実情である。もし、真に後世
に負担を残さないことが責務と言い切るなら、これ以上、放射性廃棄物を増やさないことを
まず選択すべきではないか。 
 また、地域間の公平をいうなら、電力を大量に消費してきた地域が処理・処分を引き受け
ることこそが公平ではないか。その費用も、これまで電力会社が原発の稼働以降、利潤を上
げてきた中から基礎的な部分を拠出し、今後、電気料金に含めて徴収する必要がある部分に
ついては、国民に実情と電気料金の用途を周知徹底した上で、理解を求めることが必要と思
う。 

 
No.３１８ 
氏 名  広本 悦子       年 齢  ５１ 
（概 要） 
 使用済み燃料を再処理するか、否かの議論がまず必要。 
（意 見） 
 処分懇談会の基本的考え方では「ガラス固化体約７万本の地層処分が必要」と示されてい
るが、平成９年３月現在で実際にガラス固化体となっているのは１３０本、廃液は４３００
ｔＵと聞く。それについては地層処分だけでない処理の方策を選択する必要があるが使用



済み燃料のまま保管されているものや、今後、発生する膨大な量のものについては、再処理
すべきかどうかの議論がまず不可欠である。それをせず、高レベル廃棄物の処分方法に限っ
て国民に意見を聞くというのでは、国民の信頼や理解は得られないだろう。 
 高レベル廃棄物自身の危険性、再処理に付きまとうさまざまなリスクや困難な問題を考
えると再処理はすべきでないし、必要性も認められない。また、仮に六ヶ所村の再処理工場
ができて順調に稼働したとしても、すべてを再処理することはできないのだから、それらの
使用済み燃料をどうするのかは現実の問題として迫ってきている。しかし、伊原原子力委員
長代理はマスコミに対し、「日本で使用済み燃料の直接処分は無理」とコメントしている。
処分のできないものを何故、発生させ続けるのか。整合性のある方針を示すべきである。 

 
No.３１９ 
氏 名  岡村 達郎       年 齢  ４９ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.３２０ 
氏 名  今村 修        年 齢  ５５ 
（概 要） 
Ｐ１の「はじめに」において、高レベル放射性廃棄物は「現に社会に存在する避けては通れ



ない問題である。」といって、廃棄物処分の必要性のみを述べることは片手落ちである。 
（意 見） 
 原子力政策については、情報の公開も十分なされず、とくに「廃棄物問題」は故意に隠さ
れた形で進められてきました。 
 電事連が、青森県に「核燃料サイクル施設」の立地を要請した際にも、海外返還ガラス固
化体の問題はほとんと触れられず、ウラン濃縮工場、低レベル放射性廃棄物処分場、再処理
工場の三点セットのみ説明されましたが、具体化する中で莫大な海外返還ガラス固化体の
保管が明らかにされました。 
 この様に、都合の悪い「廃棄物問題」は国民に知らされることもなく、将来なんとかなる
だろうと問題を先送りし、原子力発電所のみをドンドン建設し続けてきました。 
 最初から、トイレなきマンションと指摘されながら、その解決策を見つけることができな
かったものであります。 
 こうしたこれまでの問題をそのままにして、「現に社会に存在する避けて通れない問題」
と論法をすり替え、あたかも国民にその責任があるかのような考えには同調できません。 
 廃棄物の処分問題を解決せず、勝手にドンドン原発を建設してきた責任をどうするのか。 
 また、「廃棄物処分」の必要性のみを強調するのではなく、「放射性廃棄物」を今後も発生
し続けて良いものかについても論議すべきであり、このことに触れないのは片手落ちであ
ります。 
 これ以上、「放射性廃棄物を発生させることに、反対致します。」 

 
No.３２１ 
氏 名  今村 修        年 齢  ５５ 
（概 要） 
 Ｐ２の「第一部・総論・１の１ 議論の現状」で、放射性廃棄物やその処分について知ら
ない人々が多いのは、国民にも責任があるかのように述べていることは間違いです。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物の発生や処分について「知らないという人々が多く」「安全な処分
に対して不信感を抱いていることが多い」との原因として、「電力を安定供給するという観
点」にのみ重点がおかれ、「廃棄物処分問題に対する対応を十分にしてこなかった」ことや、
「広く人々が議論するための情報が提供されてこなかった」という認識を持ちながら「差し
迫った問題であるという意識を持つような状況になっていない」と国民の側にも責任があ
るかのような指摘は間違いです。 
 放射性廃棄物処分が「差し迫った問題」となってきたのは、あくまでも原子力発電推進を
正当づけてきた電気事業者の責任であり、国民は情報を全く知らされないできたというこ
とを忘れた議論を進めようとしていることは不満です。 
 とくに、放射性廃棄物処分を議論する前に、今後も発生させ続けることの是非について先



に議論すべきです。 
 意識的に隠して処分問題を棚上げ先送りしてきた電気事業者と、問題のあることすら知
らされないできた国民を、同一レベルで責任を問うかのような世代責任論を展開するのは
不公平であり間違いです。 

 
No.３２２ 
氏 名  今村 修        年 齢  ５５ 
（概 要） 
 Ｐ２の「第一部・総論・１の２ 議論をする必要性」で、放射性廃棄物処分を後世代へ先
送りしないため、地域間公平と公正を図ることを強調しているが論点の擦り換えです。 
（意 見） 
 これまでに原発から発生した高レベル放射性廃棄物は、ガラス固化体に換算して約１万
２千本に相当すると述べていますが、こんな状態まで放置してきた責任を明らかにすべき
です。責任を明確にしないまま「今後２０３０年までに約５万８千本相当の高レベル放射性
廃棄物が発生するものと予測」して、「われわれの世代がその処分に関する制度を確立する
必要がある。」と述べることは、いかに原発推進の立場とはいい、余りにも虫が良過ぎます。 
 また、使用済み核燃料を全て再処理することにも異論があります。「使用済み核燃料」と
して直接処分するのか、再処理して「ガラス固化体」として処分するのかについても議論が
必要です。 
 さらに、現世代が処分を先送りし、ツケを後世代に残してはならないとか、消費地域の住
民と処分場立地地域の住民との間の「公平」を強調しているが、問題を先送りしてきた者の
責任を不問にする擦り替えであり、容認できません。 
 放射性廃棄物については、高レベル放射性廃棄物だけでなく、低レベル放射性廃棄物をも
含めた全体像を明らかにし議論すべきです。 
 とくに、「十分に時間をかけて」「広く国民が理解」でき、「広汎に議論が行われ」るよう
な、十分な情報公開と住民・国民の意思が政策決定プロセスヘ反映できる保障が必要です。 

 
No.３２３ 
氏 名  今村 修        年 齢  ５５ 
（概 要） 
 Ｐ４の「第一部・総論・Ⅱの１ 地層処分の特徴」で、国際的に高レベル放射性廃棄物を
「深地層中に埋設する」ことは共通の考え方であると述べているが間違である。 
（意 見） 
 「現在の国際的な技術レベルによれば、高レベル放射性廃棄物は、深地層中に埋設するこ
とが共通の考え方」と述べていますが、原子力産業界にとっての「共通の考え方」であって
も、最善の処分方法であるとは考えられません。現に、原子力産業界がＯＭＥＧＡ計画と呼



ばれる「群分離・消滅処理技術開発長期計画」に取組していたり、「地層処分技術」も未だ
に開発中です。 
 「ガラス固化体」にしても、「冷却のための３０年から５０年間程度貯蔵」の実証的デー
ターも根拠も示されていません。 
 また、処分時点の安全基準仕様や処分までの冷却貯蔵課程での健全性についての議論も
されておりません。 
 こうした状況の中で、「深地層処分」を既成事実として押しつけて、議論を行うことは間
違いです。 

 
No.３２４ 
氏 名  今村 修        年 齢  ５５ 
（概 要） 
 Ｐ４の「第一部・総論・Ⅱの２ 地層処分の現状」で、先進国の予定計画が列挙されてい
るが、抱えている困難性や問題点などに触れず、意識的に隠している姿勢がみられる。 
（意 見） 
 欧米の「１０～２０年」先進国（？）の予定計画が列挙されていますが、現在直面してい
る困難牲や抱えている問題点などについては触れられず、意識的に地層処分の困難性を隠
しているとしか考えられないような姿勢が見られます。 
 困難性や問題点を明らかにしてこそ、公平・公正な判断が可能と思います。 
 国内の地層処分計画については、動燃事業団の「平三レポート」で「現在の技術水準で地
層処分が可能であることが示されている」と述べていますが、同レポートはあくまでも中間
報告であって「２千年前までに、地層処分技術の信頼性と処分地選定・安全基準策定のため
の技術的な拠り所が提示される予定」というものの、研究開発主体である動燃事業団は相次
ぐ不祥事により、その存在価値さえ危ぶまれています。 
 「処分対象物の安全基準」も「地層処分の技術的拠り所」も明示されないで、地層処分の
進め方について議論することは矛盾します。 
 あらためて、処分技術の開発をどう進めるかなどの原点に立ち返って、また、高レベル放
射性廃棄物などを発生させる是非についても、開かれた場で国民的議論が必要であります。 

 
No.３２５ 
氏 名  今村 修        年 齢  ５５ 
（概 要） 
 Ｐ６からＰ１０の「第二部・各論・第一章」は、廃棄物処分の社会的理解を得るための正
当性を強調していますが、原子力開発の利点だけでなく問題点も明らかにすべきです。 
（意 見） 
 「広汎に議論を行うために」「透明性確保と情報公開」や「教育・学習」の必要性を強調



していますが、実際は、これまでの「廃棄物処分について社会的な理解を得るため」の正当
性を強調しているに過ぎません。 
 とくに、「透明性確保と情報公開」では、６～１０頁に掲げた「条件が確保される必要」
は勿論ですが、これまでの必要な事項は知らせてやるという「広報・宣伝」的考えを改め、
知りたい要求には全て応えるという真の情報公開を行うことが要求されています。 
 「一定の公開除外例がある」として、「できるだけ」とか「非公開事例似ついては、厳格
な枠付けを行う」という言葉でお茶を濁してはなりません。 
 高レベル放射性廃棄物には核防護の必要もありません。また、「世代間および地域間の公
平と公正を図る」問題に、「プライバシー」や「知的財産権」という理由付けは許されませ
ん。 
 さらに、「教育・学習」にあたっては、原子力開発利用の利点のみを強調するのではなく、
いくつかの選択肢を提示するなどの配慮などが必要と考えられます。 

 
No.３２６ 
氏 名  今村 修        年 齢  ５５ 
（概 要） 
Ｐ１１～Ｐ１２の「第二部・各論・第二章の１、処分技術への理解と信頼」では、先ず地層
処分ありきという考え方であり、賛成できません。拙速と固定概念は排除すべきです。 
（意 見） 
（１）処分技術の信頼性の向上 
先ず地層処分ありきという考えではなく、処分技術開発の在り方から議論を始める必要が
あります。研究開発主体は、当然に動燃事業団を排除すべきです。 
「広く開かれた研究の推進」がなされるよう「幅広い知見を集約し」「研究活動が広く国民
に公開され」「透明性が確保される」よう「適切な体制を整備する」ことが必要です。 
とくに、「その時点での知見に基づく」「予見されていないことも起こりうる」ことは、これ
までの原子力施設の事故で明らかであり、拙速と固定概念は排除すべきです。 
（２）深地層の科学的研究施設 
「最初に地層処分ありき」の発想です。「早急な実現」より「必要性について」合意が得ら
れるよう公開の場での議論から始めるべきです。 
科学的研究施設では核燃料廃棄物の処理・処分を実施しない法的規制が必要です。 
（３）技術的要件の検討 
「一万年の安全性評価」を適当とする根拠が明確でありません。また、「社会的な安心感を
得る」ということで「主坑の維持やモニタリング」を要請するなど、深地層処分のために安
易に急ぎすぎる「模範的作文的記述」のみが多いことを指摘します。 

 
No.３２７ 



氏 名  今村 修        年 齢  ５５ 
（概 要） 
Ｐ１３～Ｐ１４の「第二部・各論・第二章の２、事業資金の確保」では、単純に「受益者負
担」として「電気利用者」に負担を求めることは賛成できません。 
（意 見） 
「資金確保の体制づくりに早急に着手する必要」は認めるものの、「事業資金の考え方」が、
単純に「受益者負担」として「電気利用者」に「電気料金原価に算入」して「負担させるこ
とが適当」とは考えません。 
これまで、高レベル放射性廃棄物などの処分方策を放置し、利益のみを享受しながら、ムダ
金をバラ撒いてきた電気事業者が留保している利益剰余金や電源開発促進税徴収による電
源開発特別会計の内容を公開させ、それらを先ず持って当面の検討や開発資金に充当して、
将来的にも資金計画を明確にすべきです。 
そして、電気料金体系そのものを透明にし、その後に、受益者負担の必要性の議論を行うべ
きです。 
これまで、原発コストは解体まで含めても他のエネルギーに対して、優位性があることを強
調してきた電気事業者に、その責任を問うのは当然です。 

 
No.３２８ 
氏 名  今村 修        年 齢  ５５ 
（概 要） 
Ｐ１５～Ｐ１６の「第二部・各論・第二章の３、事業主体」では、欧米の事業主体は全て公
的機関であり、日本の場合も公的機関とすべきです。 
（意 見） 
１０～２０年も先行しているという欧米の事業主体が全て公的機関であるのに、なぜ日本
では「民間主体」となるのか理由が不明確です。 
「国の活動監督」のみで「長期的安定性と柔軟性」が確保でき、「国民から信頼」されるか
は疑問があります。 
「法令や予算などによる制約が少ないほうが、柔軟性の点からは優れている」と述べていま
すが、動燃事業団の事故で露呈した原子力産業界の体質が、法令や安全規則の不備に起因す
るものが多かったことからも、国民の信頼は逆に損なわれる可能性が強くなると思われま
す。 
「立法措置など整備の整備を行う」とするならば、「発生者」である「電気事業者」には処
分費用への全面的な責任負担を明確にして、「事業主体」や「実施主体」は完全な公的な制
度に裏付けられた、利害関係者を排除した組織体をつくるべきです。 
とくに、国自体も原子力政策推進の結果という責任は免れないものであり、「監督」のみで
対応し、事業者への責任転嫁で国の責任を逃れるべきではありません。 



また、処分の技術的研究開発も事業主体の主要業務として、国民の側からの評価・検討が行
えるよう保障する必要もあります。 

 
No.３２９ 
氏 名  今村 修        年 齢  ５５ 
（概 要） 
Ｐ１９～Ｐ２１の「第二部・各論・第三章の立地地域との共生」では、「放射性廃棄物」と
の共生は可能としていますが、ゴマカシであり、不可能でなことです。 
（意 見） 
「高レベル放射性廃棄物処分事業」と「地域における住民、自然環境、産業との調和ある持
続可能な共生関係」が本当に存在できるのかどうかの検討が不十分です。 
「共生」とは、「地域のビジョンやニーズに応じて」立地に伴って地域産業が活性化される
ような、これまでの「交付金」事業を展開することではないと思います。 
とすれば、「高レベル放射性廃棄物処分場」は、どんな理屈をつけようが地域住民にとって
は、「迷惑な施設」以外のなにものでもありません。 
放射性廃棄物の発生や高レベル放射性廃棄物処分についての国民的合意の形成は、「原子力
利用開発計画」の合意形成を図ることが前提となり、はじめて地域との共生をどのように模
索するかが緒につくものと考えます。 
ただ、埋め捨てようとする立場からの「地域との共生」論は、どんなに言葉を飾り立てても、
ゴマカシ以外のなにものでもありません。 
これまで、高レベル廃棄物などの処理処分を棚上げしてきた責任の所在を明らかにし、謝罪
することからはじめなければ「地域との共生」不可能です。 

 
No.３３０ 
氏 名  大場 一鋭       年 齢  ３９ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物処分の問題は、人類初めての試みであり、実施が世代間を越えた超長
期にわたることから、正確な情報公開とそれに基づく建設的な議論が不可欠である。 
（意 見） 
 原子力発電を行えば、使用済燃料にせよガラス固化体にせよいわゆる高レベル放射性廃
棄物が生じ、それを処分せざる得ない以上は、いくつか考えられる処分方法のうちで地層処
分が最も適切な手段であることをまずきちんと説明すべきと考えます。本報告書はコンパ
クトでよくまとまっていると思いますが、実施に向けた必要最小限な枠組みを述べた本報
告書だけでそういった議論をするのは不充分で、先に公表した原子力バックエンド対策専
門部会の報告書「高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発の今後の進め方について」とあ
わせる必要があると思います。なお処分せざる得ない以上と書きましたが、高レベル廃棄物



を処理して放射能をゼロにすれ（いわゆる群分離・消滅処理）ば処分する必要がないのでは
という意見に対しては、現時点での技術的な達成度と安全性の観点から地層処分が優れて
いるということをきちんと示すべきでありましょう。 
 処分の実施にあたっては、正確な情報公開と建設的な議論が必要と考えますが、敢えて正
確と書いたのは情報といってもイデオロギーや偏見の入っていない真実を提供してもらう
こと、建設的と書いたのは処分を安全かつ経済的に行う以上どうしたらいいのかを冷静に
考え、意見を述べ合うことが重要と考えるからです。そのためのプロセスは諸外国の例を参
考にすると良いと思います。大型案件、特に国策に係わる案件の合意形成の際、我が国特有
の事情に配慮という言葉がよく聞かれますが、技術的な事情は十分検討するにしても、最終
的な合意形成は筋を通すことによって始めて達成できると考えます。そのためには国民一
人一人がエネルギー問題、環境問題に関心を持ち、自ら考えることが必要条件でそういった
土壌があって、実施側の用意するプログラムと噛み合うものと思います。 

 
No.３３１ 
氏 名  藤村 紀世志      年 齢  ４３ 
（概 要） 
「発生者負担ゆえに民間」とは必ずしもならないのではないか。「事業の信頼性」や「明確
な国策としての位置づけ」は極めて重要であり、国が前面に出る体制は不可欠。 
（意 見） 
 報告書案では「発生者負担の原則」「安全性の確保」を民間主体の論拠、「事業の信頼性」
を国主体の論拠とし、前者の方が適当という結論を導いているが、「民間である発生者と実
施主体が全くイコールで、発生者個々が完全に自らの責のみで事業を行う」というわけでは
ない以上、「発生者負担ゆえに民間」というロジックは必ずしも成立しないのではないか。 
 「安全性の確保」は極めて重要であるが、チェック体制の組み方の問題であり、国が実施
主体であっても、安全性に対する適切なチェック機能を果たすことは可能であろう。 
 一方、「事業の信頼性」「明確な国策としての位置づけ」は国民や住民の理解、事業の成否
にとって極めて重要と考えられ、国が実施主体ないし実施主体に近い存在として前面に出
る体制は不可欠である。また、報告書案の損害賠償制度の確立の項で「万一の事故に対する
損害の賠償が実施主体が存続しえなかった場合でも、必ずなされるよう制度を整えておく
ことが必要」と「賠償責任の国への承継」を示唆していることを考えると、むしろ当初から
国の賠償責任を明確にしておくことが国民の理解を得る意味からも重要ではないか。 
 発生者負担については、事業費用が受益者負担の観点から電気料金原価算入とされてい
ることと合せ考え、上記のような前提の中で発生者がどうやってどの程度責任を果たして
いくべきかという観点で考えるべきではないか。 

 
No.３３２ 



氏 名  藤村 紀世志      年 齢  ４３ 
（概 要） 
 公募方式で地元自治体が手を挙げる際には、どこまで住民意向を反映したものが必要か、
地元としてどのレベルの態度決定を要求するか、検討すべき。 
（意 見） 
 公募方式で地元自治体が手をあげる際、どこまで住民意向を反映したものが必要か、ない
し地元としてどのレベルの態度決定（調査同意～立地同意）を要求するか、検討すべきであ
る。 
 実施主体にとっては後で翻意しない担保があればよいはずであるが、一方であまりハー
ドルを高くすると、手をあげる者がいなくなる。あくまで最初は処分候補地であることを考
えると、あまりハードルを高くしない方がよいか。 

 
No.３３３ 
氏 名  藤村 紀世志      年 齢  ４３ 
（概 要） 
 複数の公募があった場合、公募までの地元コンセンサス作りの困難さを考えると、調査等
のプロセスのある段階で落選した地点への配慮も必要ではないか。 
（意 見） 
 現実にあるかどうかはわからないが、仮に複数の公募があった場合、どの地点も公募に至
る地元コンセンサス作りのためには相当な議論があったはずであり、調査等のプロセスの
ある段階で一つに絞られて落ちた地点への配慮も考えておく必要ないか。 

 
No.３３４ 
氏 名  柳川 雅昭       年 齢  ３２ 
（概 要） 
 公募・申入れ時を含め、各プロセスの地元意見については、各々における「地元」の範囲
が明確で一貫していることが望ましく、意見反映のレベル含め明確化するのも一手法。 
（意 見） 
 公募方式の場合の公募主体（申入れ方式の場合の申入れ先）、その後の選定プロセスにお
ける地元意見反映において、「地元」概念が明確で一貫していることが望ましい。例えば当
該市町村の誘致により、プロセスを進めていたが、隣接市町村や都道府県の反対で頓挫する
といった事も十分考えられる。 
 「地元自治体の範囲と意見反映のレベル（例えば、「当該市町村長の同意のみ必要」「知事
と隣接含め同意必要」「知事、当該、隣接の過半数の同意必要」「隣接は同意ではなく意見を
言うレベルにとどめる」等種々考えられる）」を法律等によって明確化することも選択肢の
一つではないか。ある程度明確な基準がないと各自治体で利害対立が起き収拾がつかなく



なる恐れがある。ただし、逆にその場合、「関与から外された自治体」の反発が強まること
も想定される。 

 
No.３３５ 
氏 名  柳川 雅昭       年 齢  ３２ 
（概 要） 
 各プロセスの「国の確認」には重要な国策としての重み付けが必要である。閣議決定等、
政府が貴任もって確認・対応する姿勢が必要。 
（意 見） 
 各プロセス毎に「国の確認」が行われることになっているが、その「確認」には重要な国
策としての重み付けが必要である。 
 事業実現のためにはインフラ整備等、地域振興策に対する「国の予算付け担保」や「新幹
線等、大規模プロジェクトとのバーターに対する政治判断の必要」が出てくる可能性がある
ことからも、閣議決定等、政府が責任もって確認・対応する姿勢を見せることが必要。 

 
No.３３６ 
氏 名  柳川 雅昭       年 齢  ３２ 
（概 要） 
 立地地域との共生策について、制度の組み立て方には「国策としての位置づけの中での財
源論」や「地域振興とＰＡ双方にとっての実効」を考えた慎重な議論が必要である。 
（意 見） 
 立地地域との共生策について、制度の組み立て方には慎重な議論が必要である。既存の電
源三法交付金制度でいくのか、三法類似の制度を創設するのか、別の方法論でいくのか、「国
策としての位置づけの中での財源論」「地域振興とＰＡ双方にとっての実効性」という点か
らの検討が必要。 

 
No.３３７ 
氏 名  高木 仁三郎      年 齢  ５９ 
 関連箇所：p2 第一部 Ⅰ.1 および 全体 
（概 要） 
 「高レベル放射性廃棄物やその処分に一般の国民は無知・無関心」が強調されているが、
この認識は誤り。政府・電気事業者が問題を避けてきた。 
（意 見） 
 非常に多くの国民が（高レベル）放射性廃棄物の処分について関心を持ち、重大な間題だ
と思っている、と私は見る。むしろ、電力会社や政府は、これまで原子力推進の立場から必
要論のみを強調し、放射性廃棄物問題を正面から取り上げるのを避けてきた。とりあげる場



合でも、「高レベル廃棄物は容易に処分できて難しい問題ではない」、ないし、「原発の使用
済み燃料は再処理工場に持っていき、サイトには残らない（からサイト住民は気にしなくて
よい）」といった安易な言い方に終始してきた。「原子力発電の立地に重点を置いてきたから」
では済まされない。そのことを真摯に反省しないと放射性廃棄物問題の議論は進まない。 
 さらに、六ヶ所村の高レベル廃棄物管理施設が地元で問題になったとき、高レベル廃棄物
が今後どういうプロセスと方法で処分されるかについて、なんの議論もないままに、国は
「県知事の合意がなければ最終処分地にしない」ことを青森県に約束した。これは明らかに
地元向けの政治的発言にすぎず、このような場当たり的行政が国民の不信をすでに買って
いることも見逃せない。 

 
No.３３８ 
氏 名  高木 仁三郎      年 齢  ５９ 
関連箇所：第一部 p2 Ⅰ.2 とくに p2 から 4 行目、および p4Ⅱ.1 
（概 要） 
 高レベル放射性廃案物が現にあるからという理由で、「その処分を具体的に実施する必要」
といまいうのは短絡的で乱暴。これでは国民の信頼は得られない。 
（意 見） 
 現存する高レベル放射性廃棄物について、議論する必要も安全確保の世代責任があるこ
とも一般的にはその通りだ。しかし、世代責任が問われるような重大な問題だからこそ、多
くの国民が最初からきちんと議論のテーブルに着け、議論が長期的に持続するような枠組
みを柔軟かつ注意深くつくって行かなくてはならない。議論をいきなり「具体的な処分実施」
につなげるのは短絡で（この文章の「したがって」はなぜ「したがって」か理解できない）、
これでは「最初に処分ありき」である（原子力長計ですべて決まっているという態度では、
処分懇をやることの意味はない）。長期管理する選択肢、回収可能な状態で地下貯蔵する選
択肢も排除すべきでない。また、ここでは、使用済み燃料の再処理・高レベル廃棄物のガラ
ス固化が議論抜きの前提となっているが、再処理していない使用済み燃料は直接処分の選
択肢も可能であり、私はその方が望ましいと考える。少なくとも各種の選択肢とシナリオに
ついての、経済的、社会的、安全性の詳しい分析が必要だ。 
 世代責任の問題については、高レベル放射性廃棄物が世代責任を問われるような問題で
あるという認識があるなら、そのような廃棄物を発生していることが世代責任に照らして
どうか、という問題も考えざるを得ないわけで、「原子力政策がどのように進められる」べ
きかも議論から排除すべきでない。とくに発電の方法の中でとくに原子力を選んだ電力会
社や政府の選択が正しかったか、世代責任に照らして問題にすることも議論の範囲である。
このような議論を国民的に行う機会を政府はこれまでまったくつくってこなかったことに
注意されたい。また、なぜ 2030 年までの推定７万本のガラス固化体だけを取り上げて問題
にしているかが、理解できない。議論している処分場の容量は７万本を超えないというわけ



ではないと思うが…。最初の段階で「ボタンの掛け違い」がないように切に望む。 
 

No.３３９ 
氏 名  高木 仁三郎      年 齢  ５９ 
関連箇所：第一部 p4-5 Ⅱ.2 
（概 要） 
 海外の現状については、記述が不十分かつ楽観的。海外でどんな困難があったか、また、
あるのかこそが教訓となるはずだ。 
（意 見） 
 たとえば、ドイツが 2008 年、アメリカが 2010 年にそれぞれ処分開始の予定等と記述さ
れているが、とても現実にそう進行しているとは考えられず、単にそういう計画がある（あ
った）というにすぎない。海外でも高レベル廃棄物の処分地の選定は容易なことではなく、
現実にどこでもすぐに決まりそうにない。ましてや、処分場の操業となると、どんなに楽観
的にみても 2010 年よりずっと先のことであろう。ここの記述では、海外では、何の問題も
生じていないで、遅れているのは日本だけという印象を与える。むしろ、海外でどのような
困難があったか、またあるか、を冷静に分析・記述し、教訓化する立場が欲しい。 

 
No.３４０ 
氏 名  高木 仁三郎      年 齢  ５９ 
関連箇所：第二部 p6 第１章 2 および p11 第 2 章 
（概 要） 
 決定プロセスに必要なのは、透明性だけでなく民主性である。透明性確保の基本は原子力
産業（廃棄物発生側）と独立な研究、規制、監督機関の確立である。 
（意 見） 
 一番大事なことは、民主的な決定プロセスだと思う。そのためには、いつもプロセスが広
く国民に開かれていることを保障するために、市民代表の参加したような監視機関が必要
ではないか。たとえばであるが、処分懇の延長上に、もっと市民参加と（現在の原子力長計
の路線に）批判的・中立的委員を増やした恒常的監視機関をつくることも一案ではないか。 
 もちろん透明性は必要だが、それを達成する基本的要件としては、放射性廃棄物処分に至
るすべてのプロセスが、常に放射性廃棄物の発生者の利害と独立な、専門機関によって、監
督・規制・検討（研究を含む）されなくてはならない（もちろん、一方で実施主体が研究開
発に取り組み、安全の確保に努めるのは当然）。動燃が国民に示した数々の不透明性の実例
からみても、対抗的なチェックのきかない機関が独善に陥るのは明白だ。動燃（ないし新法
人）が処分研究の（唯一の）中核的機関であるのはおかしい。動燃固有の問題はおくとして
も、動燃も含めた発生事業者は、常に処分を可能な限り容易に経済的に実行したいと望み、
その方向に傾斜するから、それをチェックする独立の専門性を持った機関が必要だ。 



 
No.３４１ 
氏 名  高木 仁三郎      年 齢  ５９ 
関連箇所：第二部 p7-9 第１章２（２）、（3） 情報公開とその双方向性 
（概 要） 
 情報公開が必要なのは、国民の知る権利に基づく民主的意思決定プロセスのためで、どこ
かで決まった決定を国民に「理解」してもらうためではない。 
（意 見） 
 この報告書案の情報公開のニュアンスは、「処分について国民に情報をわかりやすく提供
し理解してもらうために必要」というものだが、そうではなく、国民の知る権利と決定プロ
セスへの参加の権利を明確にすぺきである。「双方向性」もそれによって、はじめて、本来
の意味を持つ。 

 
No.３４２ 
氏 名  高木 仁三郎      年 齢  ５９ 
関連箇所：第二部 p15 第 2 章 3 実施主体 
（概 要） 
 実施主体は電気事業者であるぺきである。これが発生責任を明確にするやり方だ。 
（意 見） 
 発生者である電力会社に最終的に高レベル放射性廃棄物が帰属し、その管理と安全確保
の責任も帰属することは自明であり、これを他会社に転嫁すべきではない。別だての企業体
とすると、責任があいまいになる。現在ですら、電力会社は放射性廃棄物の発生と管理の責
任について、自覚が足りず、また廃棄物問題に触れるのをを避けたがっている。別会社を実
施主体とすれば、この傾向は助長されよう。自らの産業活動の結果として発生した廃棄物の
最終的処分に事業者が責任をもつ体制をつくるのは当然で、仮にそれが電力会社にとって
過剰な重荷となるなら、そのような廃棄物を生み出さない発電方法を志向すべきではない
か。 
 ここで言っていることは、国が積極的な役割を果たさないでよいということではない。国
は電力会社とは独立に、処分の安全性の研究、監督、規制においては、独自の専門能力を築
いて積極的にことにあたるべきである。 

 
No.３４３ 
氏 名  高木 仁三郎      年 齢  ５９ 
関連箇所：第二部 p19 以降第 3 章の全体 
（概 要） 
 廃棄物処分事業と人・他の生物は共生できない。ここで言われていることも真の共生では



なく、概念の乱用ないしはまやかし。 
（意 見） 
 処分される放射性廃棄物は、生物環境との絶対的隔離を必要とするから、その処分事業も
共生型ではあり得ない。 p19 の脚注の「共生」の定義（「大気、水、土壌及び多様な生物等
と人間の営みとの相互作用により・・・・」）に従ってもそうだ。処分に伴ってお金を付け
てそれでいろいろな事業（文化事業、地域活性化事業も含めて）をするのが、今までの交付
金ばらまき行政（結局金で人の心を買う）と本質的にどう違うのか。もう少しソフトにとい
うだけではないか。「共生」などと言い出すと、結局お金で人の心を買うやり方を正当化す
ることになる。処分懇はもう少し別の方向をめざすであろうと期待していたが。 
 高レベル廃棄物自体は、受け入れる地域にとって負担でしかなく、地域に与えられるどん
な利便もその代償という性格でしかない。そのことを基本において認識しないと問題への
対処を間違い、「共生策」と称するお金を積み上げることで地域住民を納得させられると思
ってしまうのではないか。 

 
No.３４４ 
氏 名  高木 仁三郎      年 齢  ５９ 
関連箇所：第二部 p22 第 4 章 1（2） 関係機関の役割 
（概 要） 
 国の役割は、廃棄物事業の規制、監督において積極的なものでなくてはならないが、実施
主体の処分事業には中立的であるべきである。 
（意 見） 
 報告書案の文面では、実施主体が円滑な処分を実施するために国が後方支援する（住民の
理解を得ることに協力したり、「地域共生」に協力したり）と読める。それだと、実施主体
と地域住民（その一部でも）の意見が対立した場合、国は国の強力な権限と資材・人材を投
入して、実施主体を応援することになろう（原発をめぐって現在そうなっている）。それで
は民主的でも公正でもない。国は中立的に存在し、安全の確保と住民の意見を尊重すること
にこそ積極的な役割を果たすべきだ。 

 
No.３４５ 
氏 名  高木 仁三郎      年 齢  ５９ 
関連箇所：第二部 p23 第 4 章 1（5）、p24 第 4 章 2（2）公正な第３者によるレビュー
および p24（3）関係自治体や関係住民の意見の聴取と反映 
（概 要） 
 「公正な」第三者は、現実には必ずしも期待できない。関係住民の推薦する専門家をレビ
ューワー（複数を含む）として認めるべきだ。 
（意 見） 



 処分地選定の各プロセス、処分地選定後の調査や処分の実施段階でも、事業関係者の独善
を防ぎ、公正さを確保するため、および国民のチェック機能を確保するために、第三者的レ
ビューが多くの側面から常に求められる。しかし、かりに「公正な第三者」を国が選ぶとな
ると、その人選において、すでに国の意向を反映してしまう。異なる意見がある場合には、
代表的な意見に立つようなレビューワーを住民の推薦によって指名し、そのレビューの結
果に基づいて公聴会などを実施し、事柄の是非を国民が判断できるようなシステムが、現実
には望ましいのではないか。 

 
No.３４６ 
氏 名  高木 仁三郎      年 齢  ５９ 
関連箇所：第二部 第４章の全体 
（概 要） 
住民の処分地決定プロセスへの参加の権利が明確ではない。関係地域住民の拒否権を合め、
住民の権利を明確にすぺきである。 
（意 見） 
[意見書−1]で述べたように、1995 年 4 月の科学技術庁長官見解によれば、最終処分地拒否
の権限を県知事（青森に限ってか？）はもっていることになる。しかし、この処分懇の報告
書案では、この問題も、他の関係自治体の権限の問題もまったく触れていない。 
処分懇はきちんと議論して、少なくとも方向付けはすべきある。「関係自治体や関係住民の
意見を聞く場を設ける」としているだけなので、基本的には決定プロセスから住民は権利の
上では排除されている、と読める。また、処分地の決定そのものも実施主体の判断だけで行
うことができ、国は権限の上では、安全審査（これは、主として、技術的概念設計に関する
ものとなるだろう）を通じてしか、直接的にはプロセスに関与できない。住民は、「意見を
聞き置かれる」かたちでしか、関与できない。これでは、とても人々の信頼をかち取るよう
な、アプローチはできない。 

 
No.３４７ 
氏 名  小野 幸雄       年 齢  ４９ 
（概 要） 
情報伝達を支える仕組みの中で、各種の方法が列記されているが、情報伝達の内容／段階ご
とに、優劣を付け、有効な方法を集中して用いることが必要。 
（意 見） 
高レベル廃棄物処分に対する一般市民の興味／理解は、まだまだ初期段階であり、現在のよ
うな段階であれば、情報伝達の方法としては、薄く広く伝達できる特性を有するマスメディ
アを利用する方法が最適である。 
 勿論、各種の方法を平行して利用することは必要であるが、メリハリをつけたやり方で積



極的に情報を公開することが有効である。 
 

No.３４８ 
氏 名  小野 幸雄       年 齢  ４９ 
（概 要） 
実施主体の検討については、その検討経緯を含めた内容を、適宜、広く一般に公開し、理解
を得るやり方が好ましい。 
（意 見） 
処分費が、将来の電気料金に含まれることになるならば、一般市民の関心は高いものと思わ
れる。 
 したがって、実施主体の具体的設立の最終結論を得るまでのプロセス、検討方法、内容に
ついては、可能なかぎり頻繁に、情報公開を行い、前広に理解を得るような方法をとること
がよいと考える。 
以上 

 
No.３４９ 
氏 名  石井 卓        年 齢  ４６ 
（概 要） 
処分場閉鎖までの期間は短くすべきである。米国の例として５０～１００年の間主坑を閉
鎖しないでモニターをする例をあげているが，メリットは少ないと考える。 
（意 見） 
１７ページ４．（２）処分場閉鎖終了前後の管理のあり方についての意見です。①の記述を
見ますと，米国の例として５０～１００年の間主坑を閉鎖しない例をあげてあります。その
趣旨は処分された廃薬物が予想通りの動静を示すのかどうかをモニターすること，万一の
事故の際の廃棄物の回収などの対応が容易であること，周辺住民の「安心感」が増大するこ
と，と記述されています。 わたしは，処分場を長期間閉鎖しないで維持することは無駄で
あると考えます。１０～２０年程度でよいのではないでしょうか。理由は以下の通りです。 
 １） 
処分場を閉鎖しないで維持するとなると，地下数百ｍから湧水を排水し続ける等の経費が
多大になり，経済的ではありません。埋めることが目的の施設を長期間維持することは積極
的な意義がない場合には避けるべきです。結局そのコストを払うのは国民なのですから。 
 ２） 
施設全域の主坑を維持しなくても，局所（例えば監視用立坑のすぐ近くの廃棄体）を長時間
モニターすることで廃棄物の動静は科学的に予想がつくはずです。維持領域を限定し，閉鎖
待機時間を短くしてコストを低減するための技術の高度化に努力すべきです。 
 ３） 



埋設した廃棄物は，万一の事故としても暴走するような事故は発生しえない。発見できた時
点で再度埋め戻した坑道を掘削して対処するという方法の方が現実的であると思います。 
 ４） 
５０年以上無味乾燥な管理をしていると従事者の危機意識が低下することが心配です。一
世代の時間内にけじめを着けるような期間が相応しいです。 

 
No.３５０ 
氏 名  石井 卓        年 齢  ４６ 
（概 要） 
処分事業と安全規制の展開フロー図において，処分候補地・処分予定地・処分地の選定の各
段階で「国による確認」という記述があるが，このような３回もの「確認」は必要でしょう
か？ 
（意 見） 
２６ページ参考１−１に示してある処分事業と安全規制の展開フロー図において、処分候
補地・処分予定地・処分地の選定の各段階で「国による確認」という記述がある。この「確
認」という言葉はあいまいに感じます。 
「安全審査」は国にしっかりやってほしいです。しかし，「確認」は「審査」ではないし，
「許可」でもないようですね。「追認」なのでしょうか？ 
処分候補地の選定を実施主体が行った段階では「国に届け出る」ことで十分だと思います。 
処分予定地の選定を実施主体が行った場合には，具体的な現地調査に立ち入ることを意味
するようですから，地元住民としては調査開始の意義について公正な納得できる説明がほ
しいです。したがって，調査行為の実行に対して「国は公正な判断で納得したことの確認」
が欲しいところです。納得（許可？）の基準を設定することは難しいでしょうが，早めに判
断基準を公開してほしいものです。 
「処分地選定」ということは処分事業の許可申請をする時期とほとんど同じ時期だと思い
ます。処分地選定の妥当性に対して「国による確認」を得るための技術的根拠をそろえる行
為と処分事業の申請に対して「国による安全審査」を得るために技術的根拠をそろえる行為
とは，だぶっているように思います。実施主体の方にじっくりと根拠を整理していただいて，
国にしっかりチェックしていただきたいので，両社を一括で審査してほしいです。 

 
No.３５１ 
氏 名  伴 英幸        年 齢  ４６ 
（概 要） 
本案を白紙に戻し、動燃や電気事業者、ＳＨＰなどの利害関係者を除いて懇談会を編成し直
した上で、案をまとめなおすべき。 
（意 見） 



本案は地層処分を前提とし、その上、再処理−ガラス固化を、今後の原子力開発あるいは長
期的な原子力利用を前提としている。これらの諸前提が懇談会で十分に検討した結果だと
は受け取れない。このような案が出てくるのは、懇談会のメンバーに動燃や電気事業者、あ
るいはＳＨＰのメンバーなど利害関係者が加わっているためではないかと私は受け止めて
いる。懇談会はそのような利害関係者を排した上で案を作るべきだと考える。 
懇談会の諸氏は国の原子力政策に対する「国民的合意」が今尚、得られていない現状を更に
重く受け止めるべきだと考える。そして、高レベル廃棄物の処理処分に関する問題について、
地層処分、再処理−ガラス固化あるいは長期的な原子力利用を前提とすべきではない。 
案の提案の仕方として、まず、地層処分を行なわず長期間にわたって地上管理する方法や、
使用済み燃料を直接処理・処分する方法、これ以上の原子力開発を行なわない場合のＨＬＷ
発生量の評価などを考慮した複数のオプションを公表して、どの方法がよいか国民から意
見募集を行ない、それを参考に懇談会案をねりあげていく方法をとるべきだと考える。 

 
No.３５２ 
氏 名  伴 英幸        年 齢  ４６ 
（概 要） 
Ⅱ．２の高レベル廃棄物の地層処分の現状で海外の状況のまとめかたが不適切だ。各国が国
民的なコンセンサスをどのようにして得ようとしているのか、書き加えるべき。 
（意 見） 
記載されている海外の状況を読むと、処分に向けてかなり順調に進んでいるように受け取
れる。しかし、事実はこれとは違う。各国の廃棄物がとのような形態で出てくるのか、計画
がとのような困難に直面しているのか、国民的な合意は得られているのか、得られていると
すればそれは、どのようなプロセスで得られたのかなど、より詳しい内容を記載すべきだ。
さらに、（新）懇談会のメンバー（私は、別項でメンバーをかえて再検討を主張している）
が、問題意識に照して、直接に調査し、その内容を記載してほしい。 

 
No.３５３ 
氏 名  井倉 順子       年 齢  ４８ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物は、まず処分出来ないと思います。その意味で、処分の方法がないま
まに毎日廃棄物がたまっていっていることを解決しないと問題は増々大きくなると思いま
す。 
（意 見） 
・専門家が考えて、放射性廃棄物の処理が不可能なのが原発の問題点なのですが、その解決
方法を素人に尋ねるというのはなぜなのでしょう。放射性廃棄物の何たるかもわからない
人が多いと思います。たとえば、ガラス個化体に対する認識にしても、未来ずっとクーラー



で冷やし続ける必要があると知っている人は十人聞いても一人も知りませんでした。 
 原発を動かし始めて３０年以上経つわけですが、動かせば必ず出る廃棄物をどうするか、
考えが及ばないまま動かし始めた軽率さに、改めて憤りを覚えます。 
まず、手順からしても一端止めて、解決策がみつかってから動かすべきと思います。原発敷
地内にたまり続ける廃棄物は どうするのでしょう 
・最近は「温暖化」のかけ声で、まだ原発を増設の意向ですが、この先、いったい、どうす
るのでしょう。 
 原発で「温暖化」が解決できる訳でもありません。 
本当に真剣に考えるなら、もっと省エネすべきです。 
夏は冷やし過ぎ、冬はあっため過ぎのビル。街路樹まで灯りをつけ、各家庭は２００Ｖをフ
ルに使ってのぜいたくざんまい。山の中まで自動販売機という冷蔵庫が、２つ３つセットで
置いてあり、市内は１００ｍおきに通りにつらなっています。こんな異状なエネルギー労費
のために原発を動かしている実態から考え直さねば、解決できないツケは全て子ども達に
まわるのです。もう、これ以上問題を大きくしない為に根本を考え直しましょう。 

 
No.３５４ 
氏 名  神保 友子       年 齢  ４８ 
（概 要） 
問題が山積みの高レベル放射性廃棄物処分ですが、そもそも、原子力政策そのものを考え直
す必要があります。 
（意 見） 
土に返ることのできないプルトニウムを作り出す、原子力発電による政策を考え直すべき
です。 
土に返ることのできない物質を作り出すことは、人類最大の罪です。 
人類が、地球が、永久的に健在であることを最終的に願う事が科学の進歩、人類の進歩では
ないだろうか。 
一過性の豊さを追求した、現在の科学は真の人類の幸福に結びつくでしょうか。 
食物連鎖を免脱すれば、滅びます。かつて何万年も前にエゴイストに草木を食べつくした恐
竜が滅びたように。 
その関点のもとに考えれば原子力政策の是非は明白のはずです。この論理はだれでもが解
っているはず。ただそれを声に出す勇気ある者が関係者にはいないだけです。 

 
No.３５５ 
氏 名  森本 登紀子      年 齢  １９ 
（概 要） 
・処分の深さについて、図と計算で矛盾している。 



・本文は内容が浅く、もっと薄くてもよい。 
・参考資料は学校教育に適する。 
（意 見） 
本文（資料（懇）１１−２）、参考資料（資料（懇）１１−３）および付属資料（資料（懇）
９−３）を読んで一番気になったことは参考資料の１１−３ページの図には、高レベル放射
性廃棄物を９００ｍ～１０００ｍ程度地表から離れた深い地層中に処分する様に描かれて
いるが、同じ資料の２１ページ（処分費用試算）には、処分深度は５００ｍで計算している。 
これは矛盾である。 
本文に関していえば、内容が浅く、「情報を公開している文章」とはとても言えない。また、
「一般国民の間には原子力に対する不信、不安があり、国民の正しい理解が必要である」と
は書いてあるが、国民の不信感、不安の原因、「正しい理解」とは何なのかが明記されてい
ない。文章自身は抽象的ではないので読みやすいが、３５ページを要する情報は殆どない。
不安を取り除くための具体的な案が記されていないのもこの文章の問題点だと思う。 
 しかし、参考資料はとても興味深く楽しく読む事ができた。図も丁寧で、学校教育の場で
用いられてもよいのではないかと思った。 

 
No.３５６ 
氏 名  佐藤 みえ       年 齢  ４０ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物 処分 懇談会 
報告書案について 
意見を言います！！ 
（意 見） 
  ① 
どういうやり方をすると、どういうメリット・デメリットがあり、どれほどのコストがかか
るのか。今考えられる 様々な方法を、それぞれ示した上で 各々について、上記の点を明
示するところからはじめてほしい。 
  ② 
大前提として、まず再処理をやめる、高レベルをこれ以上つくり出さない！！ 
  ③ 
現在ある高レベルのキャニスターの素材に問題がある。今後ものすごく長きに渡って保存
していくものである以上、現在考えられる一番適した材質を選択するべき。仏国や英国から
の返還分について特に、せめて日本で考えられているものと同程度にしてほしい。 

 
No.３５７ 
氏 名  森 貴子        年 齢  ２８ 



（概 要） 
どこに処分場を作るかという問題の案として、各県一ケ所ずつ候補地を挙げてはどうか。よ
り多くの国民がこの問題について考え議論する場を作っていくことに意味があると思う。 
（意 見） 
報告書を読んで自分の問題意識のなさを認めると同時に、原発の重要性を改めて思い知っ
た。それに伴って生じるのが廃棄物処分の問題である。先進諸国に比べ、この分野の取組み
に１０～２０年も遅れをとっている我が国は、早急にこの問題に取りかからなければなら
ないという。しかし、日本の現状は原発に対する不安と不信に満ちており、処分場設立の話
を進めることは容易ではないと思われる。 
処分場を計画する際に国民が最も身近に感じる問題と言えば、どこに処分場を作るかとい
うことではないか。私も自宅の近くに建設計画があれば反対するに違いない。頭では必要性
を理解していても、できれば遠くであってほしいというのが本音ではないだろうか。だから
と言って、人口の少ない場所へ、外国へという考えは何の解決策にもなっていない。例えば、
一つの案として、各県から一ケ所候補地を挙げるというのはどうであろう。地盤が悪い、広
い土地がない、地価が高い等、学術上適切でない地域というのはあるであろうから、必ずし
も各県一ケ所でなくてもよいが、ここではより多くの地域から候補地を出すことに意味が
あると思う。 
そして自然環境や産業との共生という点において、具体的に何ができるのか、また地上部分
を何に使うことになり、それが長期的に見て地域の発展にどうつながるのか？等、具体案を
作ってみてはどうだろうか。候補地としては数が多すぎるかもしれないが、より多くの人が
この問題を身近にとらえることによって、たとえ処分場が遠くに建設されても、消費地域と
生産地域の交流は深まるのではないだろうか？スタートラインは同じにして、なぜダメな
のか、選ばれた地域はどういう点が適切であるのかを国民に説明していく必要があると思
う。 
いずれにせよ、政府や企業も必要な情報を充分に提供して、国民の不安と不信を取り除いた
上で、国民一人一人が自らの問題として考え、解決を見出していく必要がある。 

 
No.３５８ 
氏 名  菅野 毅        年 齢  ３９ 
（概 要） 
本報告書は将来処分場を受け入れる地域住民の目に触れるものであり、地域共生方策につ
いては、もっと地域住民や地方自治体にとって魅力的な例をあげるべきである。 
（意 見） 
 地層処分事業の成否の鍵は処分地選定の成否にかかっていると言える。公募方式にしろ
申入方式にしろ、実施主体は国民や地方自治体に地層処分施設の長期安全性と地域共生方
策の取組み方針を示す必要がある。このうち、地層処分の安全性については、日本の研究開



発のレベルは諸外国と比較しても、深地層研究施設を持たないという点を除けば決して引
けを取るものではなく、動燃事業団や電気事業者の研究開発によって、２０００年までに地
層処分の実現性を十分示すことが可能であると考える。しかしながら、地層処分の安全性が、
いかに科学的に提示できたとしても、受け入れる地域住民にとっては処分場は迷惑な施設
であり、本報告書に示されているように、地域共生方策の取組みを提示していくことは、技
術的な研究開発と同等に重要なものである。この点、本報告書では、参考として、地域共生
方策の例があげてあるが、その程度の表現では、将来処分場を受け入れる可能性がある国民
の目に魅力的なものと受け取られるであろうか。例の一として、地上や地下空間を利用した
研究・教育施設があげられているが、廃棄物処分場のそばでいったいどのような地下空間を
利用するということであろうか。また、他の例にしても、ごく一般的な表現のみで具体性に
欠け、魅力に乏しい。また、「現時点では処分場の埋め戻しまでの共生方策について議論す
ることが適当」とあるが、処分場を受け入れる地域の立場で考えると、むしろ、処分場閉鎖
後に処分事業にかかわる人口が流出して過疎化することへの懸念が大きいのではないか。
この意味で、本報告書案にある、共生方策の長期性とは、処分場閉鎖後にも継続され得るも
のでなければならないと考える。 
本報告書では、原子力発電所立地での事例等を参考として、是非もう少し、具体的で魅力的
な共生方策例を盛り込んでいただきたい。 

 
No.３５９ 
氏 名  澤井 正子       年 齢 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物に関する議論の現状について。本報告（案）に延べられている処分懇
談会の現状認識自体が、再度議論されるべきである。 
（意 見） 
本報告（案）では、原子力の廃棄物問題についてまず国民が知らない、不安、不信感を持っ
ている、無関心と指摘している。しかし廃棄物問題に限らず、原子力発電について、市民に
きちんとした情報が伝えられなかったのが、現状ではないだろうか。とくに原子力発電にと
もなうデメリット、例えば廃棄物問題について、きちんと情報が公開されてきたのだろうか。
今日まで行われてきた原子力に関する公開情報は、内容も限られたものが多く、ことさらメ
リットだけを宣伝しようとするものであったということを認識する必要がある。まして本
報告（案）が言うように、高レベル廃棄物処分が非常に困難な事業であるならば、なぜ原子
力発電開発当初からこの問題が議論されてこなかったかをまず分析するべきである。廃棄
物や処分の問題について、国民が必要とする情報を、生のままで、ダイレクトに公開するべ
きで、そのような作業の中から、いま何を行わなければならないのかを国民に提案するべき
である。バックエンド対策を後回しにし、情報を公開せず、怠ってきたのは、原発の立地に
のみ奔走してきた通産省、科技庁、諸電力会社である。 



 
No.３６０ 
氏 名  澤井 正子       年 齢 
（概 要） 
高レベル廃棄物の処分のための議論は、再処理→ガラス固化体→地層処分という、現行の核
燃料サイクル対策だけを前提にするべきではない。 
（意 見） 
現在推進されている核燃料サイクル対策は、様々な点で破綻の様相を示していると考える。
高速増殖炉もんじゅの研究炉への開発計画変更、それにともなう大量の余剰プルトニウム
の発生が、世界中から懸念されている。福井・新潟・福島の３県知事の提言や、原子力円卓
会議の出席者の発言、さらに原子力推進の側からも核燃料サイクル対策を見直す議論が起
きている。高レベル廃棄物処分の問題が、ガラス固化体の形態だけを前提に進められるのは、
現状認識の点からも不備である。総合エネルギー調査会原子力部会の資料でも、再処理でき
ずに長期貯蔵される可能性の高い資料済燃料の発生が予定されている。また現に、原発敷地
外での使用済み燃料の長期・大量貯蔵が検討されている。処分懇談会は、まずこのような核
のゴミの現状を十二分に認識する必要がある。その際高レベル廃棄物処分が主要なテーマ
であっても、原発の運転によって発生する高・底レベルの廃棄物、さらに再処理によって発
生するガラス固体化、ＴＲＵ、大量の低レベル廃棄物の問題など、放射性廃棄物の全体をき
ちんと把握することも肝要である。また地層処分だけを前提にした議論ではなく、長期の地
上管理、、取り出し可能な浅地層処分など、あらゆる可能性を議論するべきである。特にヨ
ーロッパ大陸やアメリカ大陸と違って、地層の年代が若くプレート運動の活発な地点にあ
る日本では、性急に地層処分という結論を導く必要はないのではないか。 

 
No.３６１ 
氏 名  澤井 正子       年 齢 
（概 要） 
高レベル廃棄物処分問題を、原子力の是非と切り離した議論とすることは、不可能である。 
（意 見） 
廃棄物処分の困難性は、原子力発電を選択した当初から前提とされた問題であり、原子力利
用と表裏一体をなすものである。原子力の選択自体を不問にしたまま、廃棄物の処分だけを
切り離して議論することはできないと考える。処分懇談会が、もし廃棄物処分だけの議論を
今後進めようとするならば（各地の「意見交換会」でも司会者は再三その点を強調したが）、
それは多数の国民が参加する議論にはならないだろう。むしろ原子力の是非をふくめてた
幅広い、あらゆる可能性が今後の議論に保障されることによって、処分に関する議論の進展
の可能性も出てくる。廃棄物の処分問題は、「原子力問題の総ざらい」のようなもので、処
分懇談会が単に今までの審議会のように、答申スケジュールに沿った運営を行うようなこ



とがないように要望したい。むしろ処分懇談会は、廃棄物処分政策の観点から原子力委員会、
科技庁、通産省、電力会社等に対して、「意見交換会」や「意見募集」の内容を踏まえなが
ら、積極的に「核廃棄物の出し方」含めた原子力政策の転換を提言できるような議論の場と
なることを期待する。 

 
No.３６２ 
氏 名  澤井 正子       年 齢 
（概 要） 
本報告（案）にあるような、放射性廃棄物処分のための世代責任論は、ただ処分推進のため
の方便にすぎず、本来私たちの果すべき世代責任と処分の実施を混同している。 
（意 見） 
本報告（案）では、高レベル廃棄物処分は、世代責任の問題と位置付けられている。しかし
今日までたまり続けた廃棄物の処分問題と、これから発生する廃棄物の問題を、なんら区別
なく議論しようとすることは矛盾している。放射性廃棄物の処分問題に世界のどの国でも、
明確な回答を持ちえていない。本報告（案）でも、廃棄物は「負担」であり、処分場は「迷
惑な施設」と考えられるとしており、こんな処分に困るような「負の遺産」を次世代に残さ
ないようにすることこそが、本来世代責任という考え方ではないだろうか。本報告（案）で
は、世代責任があるから処分を行う必要があるとしているが、その前に原子力という選択自
体を国民に問い、残さざるをえない「負担」＝廃棄物を最小限にとどめることが、私たちの
取るべき責務である。 

 
No.３６３ 
氏 名  澤井 正子       年 齢 
（概 要） 
処分の主体は、廃棄物の発生者責任を明確にするために、電気事業者にするべきである。 
（意 見） 
放射性廃棄物発生の責任は、第一に電力会社にある。電力の購入者が原発の選択をしたわけ
ではない。国とその指導によって原発を導入した事業者が、廃棄物処分の責任を全面的に負
うことが、処分事業の前提である。そして、国は、独立した規制組織を作って、次世代に負
担を掛けないような処分を検討させるべきである。 

 
No.３６４ 
氏 名  澤井 正子       年 齢 
（概 要） 
廃棄物処分の議論のために、正確なデータを示すべきである。 
（意 見） 



現行の政府の方針は、原発の解体・撤去後、また原発を建設することになっており、このよ
うな前提では、廃棄物処分の全体計画さえ、明らかにならない。本報告（案）でも、ガラス
個化体約１２０００本、約５８０００本、約７００００本相当という数字が並べられている
が、その根拠は非常に曖昧だ。本報告（案）は、明確な処分の対象数さえ明らかに出来ない
にもかかわらず、何しろ処分場が必要だと言っているに等しい乱暴な議論をしようとして
いる。このように曖昧な数字やデータで処分問題を検討しようという姿勢は、今日までの場
当り的な原子力開発・利用の実態を如実に表わしているのではないだろうか。 

 
No.３６５ 
氏 名  澤井 正子       年 齢 
（概 要） 
処分事業が諸外国と比して遅れている云々は、無責任な議論と言わざるを得ない。 
（意 見） 
諸外国の処分事業紹介の内容も、どの国も計画どおり進んでいないのが現状であるにもか
かわらず、その実態が紹介されていない。それぞれの国で何が問題となり、どの点で困難を
来しているのか、現状をありのままのを報告することによって、多くの人々に問題の重大さ
が認識されるのではないか。外国で処分がうまくいっているならば、日本もそれを見習えば
よいのであって、なぜ日本でも処分懇談会が設置され、国民的議論が必要なのかという必要
性が、処分懇談会が示す資料自体によって逆にわかりにくくなっているのではないだろう
か。 

 
No.３６６ 
氏 名  太田 芳治       年 齢  ４５ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物の地層処分に反対であるとともに再処理することにも反対であり、
原子力発電を推進するのではなく、複合の発電を考え、節約型の社会を創出すること。 
（意 見） 
基本的に現在の政府の考え方に反対したり、無政府主義や政府崩壊を願望するものではな
いが、原子力発電から生じる放射性廃棄物を再処理するような現在のシステムには再考の
余地があると考える。よって高レベル放射性廃棄物の処分についても、第一に再処理せずに
そのまま地上で管理すれば高レベル放射性廃棄物は存在しないことになり問題はない。ま
た、プルトニウムサイクルをぜがひでも実現しようというなら、発生する高レベル放射性廃
棄物をガラスで固化してそのままステンレス容器（キャニスター）にいれて地上管理をして
いただきたいと思います。まだどの国も予定であって場所も時期も未定です。いかにも他の
国々は着々と地層処分をするべく場所も日時もきまっているかの宣伝は、真の情報をまげ
ることになるのではないでしょうか。いったん地層処分を決定しその事業を遂行してもし



キャニスターの１ケがもれたりして放射能汚染という事態が勃発したら地下の中にだれが
はいっていってその事態を解決するのでしょうか。とても困難で、その穴をうめることぐら
いしかできないと思います。少なくとも地上施設であれば何かの手をうち、被害を最小限に
おさえることができると思います。エネルギー政策に関して一言意見を申しのべたい広範
囲にわたる分野でさまざまな困難はあろうかと思いますが、地球環境の重大さを考えて、こ
のままではこれからの子孫に廃棄物しか残してあげられそうにありません。地球温暖化防
止のために CO2 削減のために、原子力でよいのか、もっとマクロ的視野にたってわれわれ
の未来のエネルギー政策を考えて欲しいと思います。この経済成長、電気による便利な暮ら
しがどれほど地球環境を悪化させ、不便な社会にしているか？高レベル放射性廃棄物を地
上管理し、そのおそろしいものを目の前に存在させることによって、今の便利な生活を見通
すことが大切だと思います。 

 
No.３６７ 
氏 名  大畑 誠司       年 齢  ６０ 
（概 要） 
我々人類は、地球の生態系をくずしてきた。原発は安全管理のもとクリーンなエネルギー源
とし、代替の開発を含め認めてきた。動燃の事故、未開発の廃棄物問題理解に苦しむ。 
（意 見） 
 １． 
原子力の開発には社会的な容が最前提だ。動燃事業団における事故、処理は国民に大きな不
安と不信を招いた。技術的な問題、管理体制も大きく問われるところである。 
 ２． 
高レベル廃棄物は日本領土の地下に埋設との意見が強いが、地振列島の我が国は地振活動
と活断層が縦横に分布している。諸外国の処分方法は参考程度だ、 
 発電を開始した責任からも責任の有る処理方法を国民に提示すべきだ。リスの管理の問
題も後世に残してはならない、総力で技術開発が望まれるが国民の理解を得ることが出来
なければ原発の増設は見直すべきと思う。 
 ３． 
原子力により当面のエネルギーは解決できるが、百年先、千年先の管理、環境、費用に対す
るリスクを覚悟しなければならない。後世代に理解を得られるか。 
 ４． 
私達はクリーンエネルギーを求めている。原発の代替エネルギーとして、自然にやさしい太
陽発電、風力発電、等々多くエネルギー源が存在している。特に現在可動している水力発電
の出力アップは必要アップと考える。 
 ５． 
昨年末の地球温暖化防止京都会議で、基本は西暦２０１０年にはＣＯ2 の削減目標を６%と



決めた、その中でグリーンエネルギーとして原子力をあげている。 
 島根県東郷町における低レベルの残土処理問題でも対応が遅れている。なぜか、原子力政
策に対する基本的な問題解決の姿勢がない。国民の理解協力なくしては原発の増設は中止
すべきと思われる。 

 
No.３６８ 
氏 名  長谷川 のぞみ     年 齢  ４８ 
（概 要） 
今ある原発をすぐに停止して、これ以上核のゴミを出さないようにして、核燃料サイクルを
やめるべきです。 
（意 見） 
ここ数年で暴露した「動燃の様々な事故や事故隠し」によって明らかになった事は、国が推
し進めてきた核燃料サイクルがまったく壊れたという事です。最初から言われていた「トイ
レ無きマンション」が現実に目の前に大きく現れたのに、まだそのゴミの発生源の原発を止
めずに、「核のゴミ」を毎日出させている国の責任は大変重いです。チェルノブイリ原発事
故の時には「日本では有り得ない管理の悪さのせいだ」と言っていましたが、露呈したのは
同様のずさんな管理の悪さです。原発が動き出してから今までの間でも、これだけ管理が出
来なかったのです。今後何百年もどうやって子孫に管理させるのでしょうか？たった今、原
発を止めるべきです。そして核廃棄物はそのまま原発内に動かさずに置き、国民全員が納得
出来るきちんとした方法が確立するまで、厳重に保管しておくべきです。 
諸外国から非難されている「余っているプルトニュウム」を、ぜんぜん安全が確立していな
いＭＯＸ燃料として使う事もやめるべきです。プルトニュウムは諸外国の厳重な監視の元
に、保管だけしておく必要があります。 いじればいじるだけ核のゴミが出るのに、「ＣＯ2

を出さないクリーンな原発をこれからも２０基は作る必要がある」などと、私の税金も使っ
て毎日宣伝しているのは許す事が出来ません。まったく国や動燃には、今まで私たち国民の
税金を湯水のように使ったことに対して、ひとかけらの反省もありません。そして中身はま
るで変わらないのに「動燃」の名前だけを新しくし直すなど、本当に国民をないがしろにし
ています。 

 
No.３６９ 
氏 名  井上 敏夫       年 齢  ４８ 
（概 要） 
地下研究所である「深地層の研究施設」の位置付けについて、一面的な記述であり、事実の
全体を正確に記述するべきです。 
（意 見） 
私の住む岐阜県東濃地方には高レベル放射性廃棄物の地層処分のための日本で初めての地



下研究所、超深地層研究所計画があります。 
「報告書」（案）に地下研究所である「深地層の科学的研究施設」についての記述がありま
す。「研究開発状況の伝達」、「深地層の環境の体験」、「地域住民の理解」といったＰＲ面で
の意義が中心となった記述です。 この位置付けは一面的です。 
第一に、「長期計画」によれば、高レベル放射性廃棄物の「地層処分研究に共通の研究基盤
となる施設」として位置付けられており、「報告書」（案）はこの基本的な性格を明らかにし
ていません。ＰＲ面を強調することによって受入れを容易にしようという意図でしょうが、
これでは、地下研究所の役割を不明確にし、国民にあやまった理解を与えてしまいます。 
第二に、「長期計画」には「深地層の研究施設の計画は処分場の計画とは明確に区別」する
とされていますが、「報告書」（案）ではこのことについてはふれていません。地下研究所の
立地が処分場建設につながるのではという疑念が幌延・釜石でありましたし、東濃でもある
ことを考えれば、この報告書でこうした国民の不安に答えるのが当然です。 
「長期計画」の記述は、計画の区別であり、地下研究所の立地場所に隣接する場所が処分場
になりうることを否定していません。事実を率直に開示することによって議論を進めるべ
きです。 第三に、地下研究所が将来、「地下施設によるサイト特性調査と処分技術の実証を
行う」（「中間とりまとめ」）地下施設になりうることを報告書に明記すべきです。当地の動
燃は、私たちの公開質問状にたいし、将来超深地層研究所が実施主体に貸与・譲渡されるこ
とを認めています。 

 
No.３７０ 
氏 名  井上 敏夫       年 齢  ４８ 
（概 要） 
実施主体設立後に行われるはずの処分予定地選定の予備調査が、動燃によって東濃で行わ
れています。これは、「処分懇談会」の存在理由にもかかわる重大な越権行為です。 
（意 見） 
私が名古屋で開かれた意見交換会で明らかにした事実は、「処分予定地選定のための処分候
補地における予備的調査」（「中間とりまとめ」）と合致します。この予備的調査の調査項目
として「中間とりまとめ」に記載されているすべての項目が、東濃で行われています。その
一つの項目である「処分施設の概念設計」に相当する４平方キロメートルの処分場区画と処
分立て坑区画が実際の地図上に描かれています。 
この動燃の調査は、国民に対する背信行為です。また、「処分懇談会」の存在意義を失わせ
るものです。なぜなら、この調査は実施主体が行う調査であるからです。そしてそのことも
含め国民的議論と検討が行われているさなかです。 
高レベル放射性廃棄物の地層処分政策は非常に不透明です。形式と実質があり、表と裏があ
るとしか考えられません。形式として表で国民的議論が叫ばれ、実質として裏では形式に関
係なく動燃によって着々と調査が進行し、処分場につながるデータが国民の知らないとこ



ろで蓄積されているのではないでしょうか。こういうことが命にかかわる政策の推進過程
で起こっていることに恐怖を感じます。 
高レベル放射性廃棄物の地層処分は、中核推進機関である動燃の研究開発に依拠し、それを
土台にくみ上げられています。実施主体について、「処分技術を熟知した技術者の確保」が
要件とされていますから、動燃が実施主体の中核になります。だから、実施主体が実施すべ
き調査を実施主体設立前に実施しても、動燃にとっては問題にならないのかもしれません。
国民の認識が深まり、処分場立地の恐れがある地域の住民の監視の目が厳しくないうちに、
調査を実施した方がやりやすいという判断も働いているのでしょう。 
しかし、こうした不透明なやり方で処分場が決められていくとしたら、この国に民主主義は
ないと行っても過言ではありません。 

 
No.３７１ 
氏 名  井上 敏夫       年 齢  ４８ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物地層処分は憲法上の疑念があります。また、このことも含め国会で地
層処分という処分方法を採るかどうか判断すべきです。 
（意 見） 
「報告書」（案）では、「諸制度の整備」として法律によって処分地の選定プロセスやその手
続きが明らかにされる必要があると１７ペ―ジに書いています。 
しかし、その前に憲法上の議論が必要です。猛毒な高レベル廃棄物の地層処分地やその周辺
に住む住民にとって、憲法１３条の個人の尊重や２５条１項の国民の生存権が犯される疑
念があります。なぜなら、地層処分の安全性は科学的に実証できないものであり、予測に基
づく処分方法だからです。また、わが国が無数の活断層の存在する地震大国であること、ヨ
ーロッパ等の岩盤と比べ形成において“若い”歴史を持ち異なっていること、豊富な水がある
こと、国土が狭いことを考えれば、上記の疑念は現実的です。こうした憲法上の疑念につい
ての考察を欠いた「報告書」（案）は、不十分だと言わなければなりません。 
また、地層処分が前提とされ進められていますが、その方法を採用するかどうか国民的に議
論され、国会で判断されるべき性格の問題です。フランスではこの判断を２００６年までに
議会が行うと聞いています。 
将来にわたる国民の命の問題です。小手先の問題にとらわれる以前に、将来世代にたいする
倫理・哲学上の問題も含め基本的な議論をまず行うべきです。 

 
No.３７２ 
氏 名  井上 敏夫       年 齢  ４８ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物の危険性についての記述がありません。発生源たる原子力発電の是



非も検討すべきです。 
（意 見） 
この点の記述は、２ページと４ページにあります。 
「なぜ、いま、高レベル放射性廃棄物処分問題を議論するのか」「高レベル放射性廃棄物処
分とは」の表題で「報告書」（案）が書かれています。そして、地層処分という一つの処分
方法を前提に論が進められています。 
まず私たち国民が知りたいことは、また知らなければならないことは、高レベル放射性廃棄
物とは何かということです。その猛毒性や、超長期にわたって毒性が持続すること等の特徴
が国民に明らかにされなければなりません。 
原子力発電を前提に、地層処分を前提にした議論は、閉ざされた議論です。国民的議論へと
深まり広めるためには、マイナスの事実も開示する公平さ、誠実さが不可欠です。 

 
No.３７３ 
氏 名  井上 敏夫       年 齢  ４８ 
（概 要） 
地層処分を前提とした議論は誤りです。超長期にわたる安全性について科学的な実証はで
きず、予測に基づく処分になり危険です。 
（意 見） 
「報告書」（案）は、地層処分を前提にしています。しかし、動燃・東濃地科学センターの
用地にあるボーリングコア置き場で、東濃を中心にボーリングしたコアを見せてもらいま
した。コアの状態は、地下の岩盤が一枚岩ではなく、ボロボロに容易にくだける岩質であっ
たり、割れ目があるものばかりでした。地下水が豊富に存在することは、冷泉が多いことも
あり、当地域に住む者であればよく知られたことです。そんな地層中に高レベル廃棄物を処
分すること自体が無謀で危険なことです。地震が多く地下水が豊富な日本では、岩盤の形成
が歴史的に古いヨーロッパ等とは異なり、地層処分は無理です。処分懇談会の皆さんも是非
このコアを見て下さい。 
また、超長期にわたって毒性が持続する高レベル放射性廃棄物が、地下で安全に存在するこ
とについて科学的実証はできません。予測に基づいた処分になります。 
高レベル放射性廃棄物はどこで管理するにせよ、処分するにせよ、危険性が伴います。そし
て、その毒性を考えれば被害は深刻です。ですから、諸外国の多くが政策転換しているよう
に、発生源である原子力発電所を新しく増設しないことが大切です。稼働中のものは、期限
を決めて廃炉にすべきです。 
現に存在する、また、発生してくる使用済燃料を含む高レベル廃棄物は、私たちの目の届く
地上で厳重に管理すべきです。勿論、六ヶ所村に押しつけることは誤りです。 

 
No.３７４ 



氏 名  井上 敏夫       年 齢  ４８ 
（概 要） 
世代責任論は、早急な処分のために利用されています。 
（意 見） 
後世代に猛毒な高レベル放射性廃棄物の処分を先送りすることは誤りです。しかし、現状の
原子力発電所増設政策は、確実にこの処分を後世代に背負わせます。 
高レベル廃棄物の処分にともなう後世代への深刻な影響を考えれば、まずこの放射能のゴ
ミを出さないことが大切で、エネルギー政策の転換が必要です。 
そのうえで、現に存在する高レベル廃棄物の処理処分を考える時、後世代への倫理上・哲学
上の諸問題を早急な処分へと短絡させるのは誤りです。ヨーロッパ等でもこの倫理・哲学問
題は、ベーシックな問題として真剣に議論されてきたと聞いています。「報告書」（案）で、
各国のこの問題にたいする議論を紹介し、「処分懇談会」の見解を明らかにすべきです。 
高レベル放射性廃棄物の現存は、原子力発電をゴリ押ししてきた人たちに直接的な責任が
ありますが、それをやめさせられなかった国民にも間接的な責任があります。各分野の総力
を結集して、この廃棄物の処理を考えそのために実践することが大切です。取りかえしのつ
かない地層処分は採用できません。 

 
No.３７５ 
氏 名  井上 敏夫       年 齢  ４８ 
（概 要） 
自らに不利な、知られたくない情報の開示が、情報公開のポイントです。「外部からのチェ
ック」制度の内容を明示すべきです。 
（意 見） 
この処分事業の基礎となる、研究開発の中核推進機関である動燃事業団の対応を当地で見
ていると、自らに不利な、知られたくない情報を開示しない場合が多々ありました。 
猛毒な高レベル放射性廃棄物の処分を考えた時、国民の命にかかわる問題ですから、すべて
の情報が開示されなければなりません。もし、「一定の制約」（７ページ）があれば、この「報
告書」（案）に具体的に明記し議論すべきです。 
また、「外部からチェックできる仕組みを設けておく」（６ページ）とありますが、原子力産
業に関係していない人によって構成され、原子力開発に批判的な人も加わるべきです。そう
でなければ意味がありません。このことを「報告書」（案）に明記すべきです。 

 
No.３７６ 
氏 名  井上 敏夫       年 齢  ４８ 
（概 要） 
国民合意と矛盾する処分予定地の決定方法。 



（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物の最終処分場は、日本で１ケ所とされています。本当に国民合意の
形成を行おうとしているのかはなはだ疑問ですが、３ページの高レベル放射性廃棄物処分
は「国民の間の合意形成が求められるべき重大な問題」だという指摘は正しいと考えます。
しかし、その最終処分場の選定プロセスで重要な役割を果たすのは、処分予定地の決定の際
の「地元の了承」で、それは「地方自治体の首長の同意」（「中間とりまとめ」）とされてい
ます。 
 これは、国民合意にふさわしい決定方法ではありません。国民合意に対応するのは、処分
予定地の決定は内閣が行い、国会が承認するというのが憲法上の立場であるはずです。そし
て、処分予定地に選定された住民には、住民投票による意思表示の権利があり、これを明記
し保証すべきです。 
 ただし、高レベル放射性廃棄物の地層処分自体が科学的実証のない、命を脅かす処分であ
り、憲法を犯す強い疑念があります。この点での議論が前提としてなされなければなりませ
ん。 

 
No.３７７ 
氏 名  井上 敏夫       年 齢  ４８ 
（概 要） 
 処分場立地地域住民にとって、猛毒な放射能のかたまりである高レベル放射性廃棄物と
の共生などありえません。 
（意 見） 
 「報告書」（案）は、第３章で処分事業と「立地地域との共生」を雇用・産業の育成等地
域振興政策の推進によって実現するという考えを明らかにしています。 
 他方で、処分場立地地域のリスクについて、「廃棄物処分に伴って生じるかもしれない負
担を被ることになる」（３ページ）、「迷惑な施設」（１９ページ）と表現しています。 
 高レベル放射性廃棄物地層処分は、処分地住民やその子孫にとって超長期にわたって放
射能汚染の不安にさらされ続けることを意味します。“いのち”と引き換えになるものはあり
ません。あいまいにリスクを表現し、あとは金の力で押し付けようとする日本的な従来の発
送です。もしこの政策を実施してまで原子力発電と核燃料サイクルを堅持しようとするな
ら、周辺を含む広域にわたる住民を強制的に移住させるしかありません。 

 
No.３７８ 
氏 名  延原 文祥       年 齢  ２６ 
（概 要） 
 施設の地域との枠組みが要求されている。多くの情報を公開する事、事故時の体制の確立、
より安全な方法、技術により、環境、作業者への被曝が低滅される事を望む。 



（意 見） 
 全般的に幅広い議論が行われているようで感心している。但し、原子力施設という特殊性
を考慮に入れるとするなら情報提示の方法や、事故時（放射性物質のろうえいのないものを
含む）の対応、および、地方自治体との連携が重要な点だと思う。これは施設側だけでなく、
自治体の方にも対応部署（人員）が必要かもしれないと思われる（事故時には）。 
 最終処分方法として地層処分という方式は、最もよい方式だと思えるが、研究の１つとし
て、大陸プレート奥深く沈める（プレートの移動をつかって）なども地球内部人間の手の届
かない場所へ送るという意味では地層処分に入るかもしれないが、可能ならば行ってほし
い。 
 又環境、作業者の被曝を考えると、数万体の高レベル放射性廃棄物であり、想定できない
機器の不具合や人的ミスによる放射性物質のろうえいなど中間段階（保存中や運搬中など）
でも、心配のネタはつきないと感じた。 

 
No.３７９ 
氏 名  山中 裕美子      年 齢  ２８ 
（概 要） 
何故地層処分という方法が最良なのか、という説明が不足していないか。地層処分ありきで
既にシナリオは決まっており、国民の意見の反映の余地がないようにみえる。 
（意 見） 
既に、放射性廃棄物は地層処分することが決まっていてそれを変えることはできないとい
う印象がする。本当に地層処分が最良の方法なのだろうか、ということについて報告書の中
では納得できる形で書かれていない。例えば、参考資料の中では海洋、宇宙処分等も併記さ
れているのに、何故その中から地層処分になったのか、という具体的な説明がない。また、
廃棄物を「処分」するのが良いのか、人が長期間管理するような「貯蔵」が良いのか、もも
う少し説明が加えられるべきではないか。処分の安全性がその地層の安定性の上に成立す
るのならば、はたして日本の地質が諸外国と比べても安定なのだろうか。地質の問題から、
日本の中には処分場に適した場所がなかった（あるいは、あっても地元の了承を得られなか
った）という場合に、どのように対応するつもりなのかも触れて欲しい。放射性廃棄物は存
在し、これからも増えるという事実は変えられないが、この問題をどう解決するべきか、ど
のような方法が良いのか、という点はもう決まったことを頭ごなしに説明するよりも、もう
少し国民の意見を反映、方針の決定に参加できるような体制を整備した方が、よりスムーズ
に廃棄物問題を解決できるのではないだろうか。 

 
No.３８０ 
氏 名  小田 潔        年 齢  ３８ 
（概 要） 



 処分場の実現のためには、処分場建設後の影響と処分場誘致に伴う補償制度に関する情
報の公開が必要だと考えます。 
（意 見） 
 廃棄物処分場の建設という行為を推進しようとする立場の人から見ると、最も困難な過
程は、立地すなわち処分場用地の確保および処分場建設に対する地元の承認となることは
明らかです。これは、候補地域に突然指定されてしまった地域の人々から、その行為を認め
た場合の「得」と「損」が定量的に評価できないことに起因する反射的な防衛本能により、
強い反対（抵抗）が生じるからです。（定量的に評価できる場合でも、その「損」の大きさ
から受け入れないこともありますが、現状ではそのレベルまで到達していないと考えられ
ます。） 
 処分場そのものには、雇用、公用施設の充実等を含めて考えても、地域の「個人」もしく
は「家族」に対してどれほどの「得」があるでしょうか。また、その「損」は、歯や胸のＸ
線撮影と比較して小さな被曝量だとしても、納得してくれない理由は何でしょうか。２００
０年度を目標として、実施主体、電力会社、国は「補償制度の内容」を明示すべきではない
でしょうか。「損失は影響の極めて小さな被曝のみです」といわずに、長期間に生じ得る様々
な派生事象を考慮した場合における被曝や危険度の上昇についても説明すべきです。 
 以下、案文中の気になる表現について列記します。 
「処分資金の確保は未だに開始されていない。資金の確保は遅きに失している（１３頁）」
との指摘はまさにその通りだと考えます。世代間の負担の公平、受益者負担を考慮すれば早
急に確立すべき項目です。適切な補償制度を設定するために、都市部を中心とする電気使用
者の負担がある程度重くなることも仕方ないと考えられます。 
 「外部（第三者）からのチェックが可能であるような実施主体の組織や体制を整備するこ
とが必要である。（１５頁）」との表現ではどのようなチェックがなされるのかよくわかりま
せん。監査機関の設定が適切でないと、かえって問題となる可能性もあります。 

 
No.３８１ 
氏 名  福田 早苗       年 齢  ４２ 
（概 要） 
 はじめから地層処分ありの報告書には疑問あり。原子力に関る情報（これまで国民に知ら
されていない、現在かかえている問題）を公表してからの問いかけでなければならない。 
（意 見） 
 原子力は夢のエネルギーで、地球温暖化を防ぎ、さらに核燃サイクルが完成すればエネル
ギーがとどまるところなく作り出せる…もうこんなウソはばれています。 
ＣＯ2 を出さないと近藤氏は発言していますが、原子力発電の最初から最後まで一連して論
ずるべきで、国際原子力機関も、原子力発電は温暖化防止にならないと発していました。そ
して各発電所にたまった使用済み燃料のぼう大な量、六ヶ所村におしつけている皆がいや



がる物再処理を依たくしている外国の施設周辺で白血病の子どもが増加している調査結果
の報告、これらはほんの一部のデータにすぎませんが、知っておどろき、なぜこんな事を放
っておいたのか、不安と後悔でいっぱいになるのもあたりまえでしょう。先頃、炉のひび割
れが発見されましたが、耐応年数の読みまちがいではすまされません。 
 原子力行政そのものをもう一度見直す必要があります。関る全ての情報を公開し、反省と
ともに議論すべきです。 

 
No.３８２ 
氏 名  石地 優        年 齢  ４４ 
（概 要） 
原発の立地点での地域との共生ができているか、経済性安全性・情報公開・住民感情・健康
等調査し原子力における事業との共生が可能か考える材料にすることを提案する。 
（意 見） 
 私は１５基の原発がある若狭に住んでいます。福井県民はこれ以上の原発はいらないと
いう強い感情を持っています。大阪万博に原子の灯を送って２７年経過した県民の心です。
事故を何度も経験し、原発の功罪を肌で感じてきた心です。決して共生しているとは言えま
せん。 
 最初は放射能は出ないと言い、空に海に日常的に放出していることを隠し、事故が起きる
と自然界にある放射能より少ないから大丈夫と居直る事業者や国に不信感が募るばかりで
す。 
 原発を運転すれば必然的に出来る放射性廃棄物については人類の責任において処理しな
ければなりません。その貯蔵地である地域を決めるにあたっては前述したように原発立地
地域の現況を他方面から調査し判断材料とされることを提案します。 
 最後にこれ以上の廃棄物を産み出さない為、廃棄物処分法が決まるまで原発を停止する
こと、また再処理は行わないことを願います。 

 
No.３８３ 
氏 名  高尾 肇        年 齢  ３９ 
（概 要） 
 現状の技術水準で、地層処分が可能であると断定した表記に対する疑問。 
（意 見） 
 ５頁、２５行目より：「地層処分の研究成果を総合的に取りまとめた「高レベル放射性廃
棄物地層処分研究開発の技術報告書−平成３年度−」では現在の技術水準で地層処分が可
能であることが示されている。」という記載について。 
 現状の技術水準では、技術的問題が全て解決したわけではなく、「地層処分が可能だ」と
言い切れる段階ではない。 



 当報告書の目的が、国民に廃棄物処分の問題を周知することにあるのであれば、あたかも
技術的な問題が全て解決しているような記載は避け、正確に「現状の技術水準では、（今後
解決すべき問題はあるが）地層処分の可能性が示唆されている。」といった内容の表記に訂
正すべきである。 
 そうしなければ、当報告書で何度も強調されている「深地層研究施設の早期実現の必要性」
について、なぜ深地層試験設備が必要なのかという理由付けが弱くなる。 
 現状を正確に示すことにより「現状の技術レベルでは、技術的な問題は全て解決され て
いないが、深地層研究施設を建設することは、技術的問題の解決に不可欠」であることを強
調し、深地層研究施設建設に対して理解を得るべきである。 

 
No.３８４ 
氏 名  高尾 肇        年 齢  ３９ 
（概 要） 
第一部「１．高レベル放射性廃棄物に関する議論の現状」の不正確な記載内容について 
（意 見） 
 「第一部 『１．高レベル放射性廃棄物に関する議論の現状』では、「一般の人々の間で
処分の問題に対して積極的に発言することが少ない」ことの理由として、 
  ① 
操業開始までに要する期間が長く、事業終了までにさらに長い期間がかかるため、一般の
人々には身に迫った問題として意識されにくい。 
  ② 
従来技術的な側面に議論が集中してきたため、専門家・技術者の間だけで専門的な議論がな
されてきた。 
  ③ 
それに加えて、広く各層の人々が議論するような場や議論をするための情報が提供されて
こなかった。 
 以上の３つの理由が示されている。しかし、現実には「それに加えて」として、おまけの
ように付けられている③の理由が、一般の人々が処分問題について発言してこなかった本
当の理由である。一般の人は高レベル放射性が何であるかの以前にその存在さえ知らない
者が大多数である。従って、処分の操業開始までに要する期間が長いことや、専門家・技術
者が何を議論しているかなど知る由もない。 
 ここでは、正確に情報公開の遅れが高レベルに対する議論の現状を作っていることを記
し、従って、今後の情報公開のあり方、情報公開に対する仕組みの早急な確立の必要性を強
調すべきである。 

 
No.３８５ 



氏 名  高尾 肇        年 齢  ３９ 
（概 要） 
 Ａｌｌ−Ｊａｐａｎ体制での処分事業への取り組みを、もっと強調すべき。 
（意 見） 
 第一部「１．高レベル放射性廃棄物に関する議論の現状」の中に、一般の人々が処分に発
言してこなかった理由の一つに、「従来技術的な側面に議論が集中してきたため、専門家・
技術者の間だけで専門的な議論がなされてきた。」という記載がある。これを正確に、「一部
の専門家・技術者の間だけで専門的な議論がなされてきた。」と訂正し、更に現状では処分
に係わっている専門家・技術者が限られていることを強調すべきである。 
 処分に対しては、処分に関係した知識を有する多くの専門家・技術者自身も、一般の人々
と同程度の認識しか持っていない。 
 以上を鑑みて、処分事業は本報告書１１頁「②広く開かれた研究推進」で指摘されている
ように、「地層処分に関する研究は極めて学際的であることから、関連する広範な諸分野の
人材を幅広く確保し、関連機関と学界との連携などを含めて幅広い知見を集約し、それぞれ
の研究成果を有機的に統合」する必要性を強調し、一刻も早い処分に対する「ＡＬＬ−Ｊａ
ｐａｎ体制確立」の仕組み作りに取り組むことの重要性を記載すべきである。 

 
No.３８６ 
氏 名  高尾 肇        年 齢  ３９ 
（概 要） 
 処分場閉鎖後の共生方策および技術的側面から、想定される処分場閉鎖後の処分地経済、
環境状況についても記載すべき。 
（意 見） 
 本報告書では「処分場の埋め戻し以降の管理費用、処分場の埋め戻し以降の共生方策等に
ついては、管理の実施を次世代の判断にゆだねるかどうかという問題とともに議論するこ
とが適当である」とし、処分場埋め戻し後には言及していない。 
 しかし、処分候補地選定プロセスに入る前に「処分事業の全体構想」、「実施主体と国の地
域共生方策」について公表される。 
 これは実施主体設立後間もない時期であり、実施主体設立後より処分場の埋め戻し以降
の管理費用、共生策について検討を開始している時間はほとんどない。 
 また、１７頁（４）損害賠償制度の確立では、実施主体が存続しなくなった場合でも損害
賠償制度が機能するような制度の整備の必要性を示していて、上記の事項について言及し
ないのとは、バランスが取れていない。 
 さらに、処分場近隣の住人は、当然、埋め戻し後の子孫に係わる事項についも知る権利が
ある。 
 以上を考え合わせると、本報告書には、出来うる限り処分場埋め戻し後についても言及す



べきである。 
 

No.３８７ 
氏 名  高尾 肇        年 齢  ３９ 
（概 要） 
 意見募集に対する情報源情報の充実が必要である。 
（意 見） 
 本報告書においても、情報源情報の必要性を強調しているが、本報告書に対する意見募集
の情報が十分に国民一般に伝えられていない。 
 実際に、このような大切な活動が行われいるのに、十分情報を伝えなければ、今後処分候
補地の公募を行う段階になって、処分事業に対して積極的でなかったり、無関心な層から
「国が秘密裏に事を準備し、後戻り出来ない段階で一方的に処分候補地の募集が行われた」
という疑いを持たれることが懸念される。 
 今回の意見募集も、ほんの一部の新聞、ＴＶ報道と科学技術庁のホームページの下層部分
に記載されているだけであり、一般の国民は知る由もない。 
 関係者の一層の努力を期待したい。 

 
No.３８８ 
氏 名  高尾 肇        年 齢  ３９ 
（概 要） 
意見募集に対する情報源情報の充実が必要である。 
その２ 
（意 見） 
 各自治体に対して、意見募集についての周知・報告書案の配布協力をした」ということで
あるが、1998 年 1 月 30 日の電話による調査は以下のような結果であった。ここでも、電
力供給地域と消費地域の格差を感じる。関係者の一層の努力を期待したい。 
質問内容：「科学技術庁の原子力委員会から「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的
考え方について（案）」という資料が各自治体に配布されているのを科学技術庁のインター
ネットのホームページで見たのですが、どちらに問い合わせればよいのでしょうか。」 
以下解答（矢印は電話が回された先を示す） 
東京都都庁 交換→環境保全局→清掃局→衛生局 解答：わからない。２．東京都千代田区
役所 交換→広報→環境保全課 解答：そのような資料はない。３．神奈川県庁 交換 →
数カ所に確認後 解答：そのような資料はない。４．千葉県庁 交換→環境関係 解答：対
象の資料はない。５．埼玉県庁 交換→ 環境政策課 解答：こちらに来ていない、科技庁
に問い合わせてほしい。６．大阪府庁 交換→政策調整室 解答：資料は届いている、残部
がない、科学技術庁に問い合わせてもらいたい。７．京都府庁 交換→環境企画課→ 産業



廃棄物関係 解答：わからない。 
 以下、原子力発電所立地地域 
資料ありと答えた自治体 新潟県庁、北海道庁、静岡県庁、福井県庁、愛媛県、佐賀県 
その他の解答：茨城県庁 インターネットがないので分からない。宮城県庁：科学技術庁か
らはいくつか資料は来ているが、一般に公開していい資料というのは知らない科技庁のホ
ームページに確認してみる。鳥取県：担当が休みで分からない。 

 
No.３８９ 
氏 名  川崎 陽子       年 齢  ３６ 
（概 要） 
処分事業開始が、「２０３０年代から遅くとも２０４０年代半ば」になる根拠が明確でなく、
それまでの期間、高レベル放射性廃棄物はどう扱われるのかがわからない。 
（意 見） 
 重大な問題が、すでに長年にわたって先送りされてきたことは事実であり、悔やんでみて
も仕方がない。しかし、これからの対応として、なぜ処分事業開始が２０３０年以降という
前提になっており、１０年、２０年と前倒しにする計画がないのか疑問である。 
 仮に、２０３０年をめどにしていた高速増殖炉の実用化が、２０３０年という数字の理由
の一つであるならば、実用化計画が見直されつつある以上これとは切り離して、欧米諸国と
同様遅くとも２０１０年頃には処分開始を目指すべきである。 
 その他の理由があるのなら、実施主体設立から処分開始まで３０年間必要とする根拠を
示してほしい。このままでは、単に次世代に押し付けているとしか思われないだろう。 
 さらに、国民として議論に参加するために必要な情報がすっぽりと抜けている。それは、
すでに発生し、また、今後処分開始までに発生する高レベル廃棄物が、現在どのように保管
されており、そのための費用は、誰がどれだけ負担しているかである。 
 また、こうした長期的な計画は、「もんじゅ」の事故の例が示すように、途中で変更を余
儀なくされる事態を考慮し、２～３種類の代替案を提示するべきだと考える。例えば、処分
開始予定を２０１０年、２０２０年、２０３０年とした場合、廃棄物はどこにどれだけ誰が
保管し、費用はどれだけかかるのか、それと、事業資金算定のモデルケースを比較するなど、
国民に見えやすい形で示してほしい。外国の政府は、こうしたデータが必要な場合によく大
学や民間の研究機関に委託しているので、難しいことではないだろう。そうすれば、国民に
とって原子力エネルギーを他のエネルギー源とも比較しやすくなる。 本当に社会的理解
を深め、情報公開を目指すのであれば、懇談会においても、もっと具体的なデータや判断材
料を元にした、基本的考え方の案を作成していただきたい。 
以上 

 
No.３９０ 



氏 名  弥重 信子       年 齢 
（概 要） 
 茶番はやめよ。民主主義のまねごとはやめよ、その理由は委員が一番よく知っている。国
家の召使いではなく、真実の召使いになれ。真実の方が怖い。 
（意 見） 
 年齢を聞くより、住所を明らかにし意見を述べる個人を大切にするなら逆にせよ。右翼に
ねらわれるから名をふすとも気いたが、そんなおそろしいことはやめて下さい。  橋本首
相は「動燃の顔等二度と見たくない」と言われたが、そのような首相を選んだ日本人として
恥かしい。誰がみても出来ないことを、業界、自民党等と動燃に押しつけ、出来ない事をせ
よとさせ、上く動燃の顔等二度と見たくないとは情けない。本件の案についても幼稚きわま
りない。二度と見たくないから穴へ入れろでは話にならない。動燃の仕事は国が責を問われ
る事。それがとらないから、本件も誰も責任をとらない。委員さん、もちろん委員長さん。
近藤さん動燃の責をとって、首相ともども辞任されますか。それさへもしないでしょう。国
民をバカにするのではない。意見交換会もよそへ持って行てほしい所の人のところだけ。こ
れではみなさんのたくらみがみえみえではないですか。御自分達の名誉、我が子の栄達、ク
ーロンが言われていますが全て、「悪い事はわかっているが子の為、血の為」に己の心に背
き、わけのわからない怪物、国へ奉仕されるのです。委員が首になり、橋本首相達に都合の
いい人になるまで何度もすげかえされるのでしょうが、真実の味方になって下さい。裸の王
様を認めないで下さい。迷惑な廃棄物を他の国に引き渡すと対外姿勢が問われると近藤さ
ん正直に言っておられますが、原子力政策をすすめ、怪物を知っていてつくり、上く地球の
穴へぶちこむとは、自然の環境アセスに関ってこられとか？自然は迷惑この上ありません。
あなたが子孫共々毎日だいて寝て下さい。今から埋設しか方法がないとは、なぜ政策をすす
めてきたか？国民の意見を聞く前に、それへ弁明をし、御自分こそ世間から永久に穴へ引込
んで下さい。それこそがこの問題の解決の第一歩であります。    終り。 

 
No.３９１ 
氏 名  高木 章次       年 齢  ４７ 
（概 要） 
国民からの意見をどのように報告書に反映させるのか。本来、明快にその方法を公表して意
見を募集すべき。 
（意 見） 
 国民からの意見を聞いた、ということを単に宣伝材料に使うだけで、まったく何も取り入
れないという可能性が非常に高いと想像しています。 

 
No.３９２ 
氏 名  高木 章次       年 齢  ４７ 



（概 要） 
処分という言葉は不適切、永久保管・監視場とすべき。 
（意 見） 
 処分という言葉には、捨てるというイメージがある。放射能が漏れ出ることを半永久的に
監視する必要があるので、永久保管・監視場と呼ぶべき。 

 
No.３９３ 
氏 名  高木 章次       年 齢  ４７ 
（概 要） 
電力消費地に処分場を作ることを最初に検討すること。 
（意 見） 
 消費地と処分地は同一であるべき。報告書では明確に別地域としているが、根拠を示さず
なぜ断定するのか。まず、もっとも大量に電気を消費している東京に処分場をつくることを
検討すべき。 

 
No.３９４ 
氏 名  高木 章次       年 齢  ４７ 
（概 要） 
深地層処分が最良の方法であるとは証明されていない。 
（意 見） 
深地層処分は、まだどの国も実施していない。まだ調査や研究の段階がせいぜいであって、
実際に行ってみなければその安全性も耐久性もわからない。日本は地震大国である。回収と
常時の監視がより容易な地上または地表近くに保管場所をつくることを検討すべき。 

 
No.３９５ 
氏 名  高木 章次       年 齢  ４７ 
（概 要） 
動燃に研究・開発をまかせないように。 
（意 見） 
 現在、高レベル廃棄物処分の研究・開発については動燃が担当しているが、その信頼性は
地に落ちたままである。動燃にまかせるのは常軌を逸していると思わざるを得ない。新たに
新組織をつくらなければならない。もちろん、そうしなければ国民の信頼は得られない。 

 
No.３９６ 
氏 名  高木 章次       年 齢  ４７ 
（概 要） 



高レベル放射性廃棄物処分に関する地域での意見交換会を東京で開催することを要求しま
す。 
（意 見） 
 東京でやらないのであれば、その理由を明らかにすることを求めます。 

 
No.３９７ 
氏 名  黒木 みどり      年 齢  １８ 
（概 要） 
①放射性廃棄物の地中処分、研究の中止②再処理埋施設全廃③核燃料サイクル計画中止④
プルサーマル計画中止⑤ソフトエネルギー発電への研究促進と転換⑦原発・核開発施設全
廃 
（意 見） 
直ちに全ての放射性廃棄物の輸送、国外輸出（搬入、受け入れ）の中止を求めます。又、英、
仏等、外国との再処理契約を永久凍結し、微量の放射性廃棄物をも一般産業廃棄物化しない
事を求めます。原発の稼動を停止し、新規原発計画を凍結しない限り全放射性物質の増大を
防ぐ方法は有り得ません。そして動燃は一昨年の「もんじゅ」事故に続いて茨城県東海事業
所で火災・爆発事故という日本で最悪の事故を起こしてしまいました。さらに事故後次々と
明らかにされる過去の虚偽報告や放射性廃棄物漏れ隠しなど動燃の「体質」が大きく問題視
されています。抜本的な見直し撤退を前提としない「動燃改革」は国民の目を欺くだけの単
なる組織いじりに他在りません。しかし政府・動燃はあくまで核燃料サイクル機器試験施設
や青森県六ヶ所村核燃料サイクル基地の建設やプルサーマル計画など安全性の面でも経済
性の面でも完全に破綻しているもはや国際的に日本のみが固執している「核燃料サイクル」
の開発を強行しようとしています。「動燃問題」が早く世論的に終息して欲しいのでしょう
が事故を忘れる暇もないほど動燃の不祥事が続いています。この「不祥事」が次の「大事故」
につながらないよう今度の「動燃問題」を原子力開発のもつ本質的問題としてとらえ開発の
抜本的見直し・撤退を求めていく必要があります。今こそ核燃料サイクルの開発計画を放棄
し原発の使用済み燃料を核のゴミとして扱い無害化すべき技術こそを研究・開発・管理して
いくべきです。一般的（軽水炉）原発の不良・事故も後を断つ気配もありません。原発の平
和利用はありえません。全ての原発を全廃すべきです。大事故が起こってから情報公開が成
されても私には全く意味がありません。地球温暖化の原因となる化石燃料発電を解決する
方法としても自家発電を含む太陽光発電、風力、地熱、波力等による新エネルギーに転換・
促進することが賢明な政策であると確信します。 

 
No.３９８ 
氏 名  強瀬 辿        年 齢  ２９ 
（概 要） 



①放射性廃棄物の地中処分、研究の中止②再処理埋施設全廃③核燃料サイクル計画中止④
プルサーマル計画中止⑤ソフトエネルギー発電への研究促進と転換⑦原発・核開発施設全
廃 
（意 見） 
直ちに全ての放射性廃棄物の輸送、国外輸出（搬入、受け入れ）の中止を求めます。又、英、
仏等、外国との再処理契約を永久凍結し、微量の放射性廃棄物をも一般産業廃棄物化しない
事を求めます。原発の稼動を停止し、新規原発計画を凍結しない限り全放射性物質の増大を
防ぐ方法は有り得ません。そして動燃は一昨年の「もんじゅ」事故に続いて茨城県東海事業
所で火災・爆発事故という日本で最悪の事故を起こしてしまいました。さらに事故後次々と
明らかにされる虚偽報告や放射性廃棄物漏れ隠しなど動燃の「体質」が大きく問題視されて
います。抜本的な見直し撤退を前提としない「動燃改革」は国民の目を欺くだけの単なる組
織いじりに他在りません。しかし政府・動燃はあくまで核燃料サイクル機器試験施設や青森
県六ヶ所村核燃料サイクル基地の建設やプルサーマル計画など安全性の面でも経済性の面
でも完全に破綻しているもはや国際的に日本のみが固執している「核燃料サイクル」の開発
を強行しようとしています。「動燃問題」が早く世論的に終息して欲しいのでしょうが事故
を忘れる暇もないほど動燃の不祥事が続いています。この「不祥事」が次の「大事故」につ
ながらないよう今度の「動燃問題」を原子力開発のもつ本質的問題としてとらえ開発の抜本
的見直し・撤退を求めていく必要があります。今こそ核燃料サイクルの開発計画を放棄し原
発の使用済み燃料を核のゴミとして扱い無害化すべき技術こそを研究・開発・管理していく
べきです。一般的（軽水炉）原発の不良・事故も後を断つ気配もありません。原発の平和利
用はありえません。全ての原発を全廃すべきです。大事故が起こってから情報公開が成され
ても私には全く意味がありません。地球温暖化の原因となる化石燃料発電を解決する方法
としても自家発電を含む太陽光発電、風力、地熱、波力等による新エネルギーに転換・促進
することが賢明な政策であると確信します。 

 
No.３９９ 
氏 名  直原 一美       年 齢  ４１ 
（概 要） 
 未来の子どもたちのために、これ以上の放射能のゴミを出さないで下さい。原子力発電に
反対します。 
（意 見） 
☆ Ｐ１０の学校教育の中で原子力や廃棄物処分についての教育や学習の機会を提供する
ことは必要であるが、原子力推進のための教育であってはならない。 
理由 欧米では、子どもの頃から環境教育が盛んで、色々な教科で扱っています。賛成反対
両者の立場にたった学習教材を提供することで個人個人が正しい判断をすることにつなが
る。 



☆ Ｐ１、２、２２、２５等で情報公開や国民の各層において議論という言葉が出て来てい
るが、「絵に書いたもち」である。 
理由 例えば、今回の意見交換会にしても、一会場１００人程度で５会場、約５００人であ
る。これをもって日本の人口１億２千万人を考えた時、情報公開とか、国民の各層で議論と
か言うにはほど遠いことをもっと認識すべきである。 
☆ Ｐ２５の２０００年目途の設立に向けて着手とあるが到底無理ではないか？処分費用
が確保できない場合はどうなるのか？ 
理由 欧米では処分費用は、原発が出来た時からこういうことも平行して考えてられて来
たようだが、日本は遅そ過ぎる。処分費用は、放射能のゴミを出し続けている電力会社が負
担すべきである。 
☆ 地層処分をやめて、地上の目のとどく所でより安全な管理を！！ 
理由 危険である。 

 
No.４００ 
氏 名  森 鐘太郎       年 齢  ３８ 
（概 要） 
（意 見） 
高レベル放射性廃棄物の最終処分について、費用、方法、実施主体、場所をできるだけ早く
明示することが重要。また国自らが事業主体に関与するなど、長期的な保証が必要。 
（理由） 
原子力発電に対する不安感、不信感には、放射性廃棄物の処分方策の全ぼうが見えてこない
ことが、理由の１つにあげられる。特に高レベル放射性廃棄物については、ガラス固化体の
返還がマスコミに大きく取り上げられる中で、最終処分が場所も含めて決まっていないこ
とから、より一層不安感、不信感がつのるものと思われる。これらをできるだけ早く払拭し
ていくことが、原子力発電に対する信頼を高めることになる。残されている問題を早期に解
決することが必要。 
高レベル放射性廃棄物の最終処分において最も難しい問題は、処分場所の選定である。その
ために実施主体の果たす役割は非常に大きなものとなるが、住民の合意を得ていくために
は、民間主体では難しいのではないか。高レベル放射性廃棄物は、半減期の長いものを含ん
でおり、大多数の人は、深層埋設したとしても長期にわたる監視が必要と考えるであろう。
その際に、実施主体が民間では、信頼が得られにくい。実施主体の在り方はいろいろとある
が、国が主体的に処分事業に参加し、地元住民を安心させることが必要不可欠。 

 
No.４０１ 
氏 名  大鷹 秀生       年 齢  ４５ 
（概 要） 



実施主体を早期に設立し、具体的な処分場の候補地、処分場の管理の方法、処分費用の負担
の方法を国民に示すべきである。 
（意 見） 
原子力委員会の基本的考え方では、２０００年頃に処分の実施主体を設立し、その後１０年
をかけて処分予定地の選定と国の確認を行うとしている。 
ガラス固化体の処分開始まで、まだ３０年あるから、じっくりと国民の合意を形成しようと
考えておられるのあろうが、あまりに時間をかけすぎると、得てして「総論賛成、各論反対」
の議論が延々と続き、結局土壇場で見切り発車という事態になりがちである。 
実施主体設立は、後２年後で止むなしとしても、設立後はできる限り早く候補地等を明らか
にして、具体的な検討内容を情報公開して国民の、とりわけ処分地を受け入れる住民の同意
をうるべきである。その後学術的な研究や技術進歩により、より適切な処分方法があるので
あれば、柔軟に対処すればよい。 
処分費用についても、基本的考え方では、発生者責任とし、電気事業者の積み立て金方式を
志向しているようである。これについても、まず費用の確保の方法を定め、早急に走り出す
べきで、その為にも架空ではない処分施設を設計し、費用算定を具体的に行い、負担の方法
を議論してもらいたい。「～たら、～れば」の前提条件で厚い衣をきた玉虫色の議論はかえ
って処分事業の進展を遅らせるだけである。 

 
No.４０２ 
氏 名  大鷹 秀生       年 齢  ４５ 
（概 要） 
処分費用は、結局は電気料金または税金になって国民の負担となる。合理的な処分場の計画
と研究開発の実施、施設の管理計画を望む。 
（意 見） 
事業主体は、国・電気事業者が主体となって設立されるが、環境への安全確保のため、過剰
な設備投資、研究開発投資が行われ、子孫に大きな負の遺産とならぬように、今から一定の
ポリシーとコンセプトを持って議論を進めるべきである。 
原子力委員会の基本的考え方は、各界の著名な方が懇談会に参加され、「こうあるべき」論
が並記されている。 
しかし、これらすべてを漏れなく網羅しての処分事業の実現が可能であろうか。また、すべ
て解決しなければ処分を開始できないのであろうか。 
莫大な建設費と運転経費がかかるようでは、原子力発電事業そのものの存在を否定してし
まうこととなる。 
原子力委員会は、リーダーとして、日本にとってベストと現時点で見通せる合理的でかつ庶
民にも納得できる負担を求める具体案を提示していただきたい。 
情報の透明性についても、すべての情報を提示して、「さあ、どれにしますか。」では、容易



に結論がでない。 
国は、ベストと考えている方策を示し、但し、得られている情報に対するアクセスは拒否し
ないという姿勢で議論をして最終的な決定を行えばよいと思う。 

 
No.４０３ 
氏 名  羽角 章        年 齢  ４４ 
（概 要） 
①委員構成に疑問がある。②原子力利用の是非について議論すべき。③深地層処分には反対。
④処分がうまくいかなかった場合が考えられていない。⑤発生者責任が不明確。 
（意 見） 
 ①まず「国民の皆様へ」の中に「国民の各層から多彩な人達が選ばれている」とあるが、
原子力に批判的な意見を持つグループからなぜ委員が選ばれていないのか疑問を持つ。そ
のような意見は少数ではなく、国民の中で無視できない数になるだろうし、そのようなＮＧ
Ｏの意見を採り入れない政策は世界でも信用されないだろう。②また、報告書案では再処
理・プルトニウム利用路線の拡大という現在の政策が前提とされて議論がすすめられてい
るが、後世代への負担を避けるという視点があるならば原子力利用を抑制すべきという結
論になるのが当然だろう。つまり、廃棄物の発生源の議論を棚上げして処分方法だけを議論
しても国民の理解は得られないのである。これからも原子力発電に頼るのかどうかという
ことを先に議論するべきだ。③次に、報告書案では深地層処分をすることが前提となってい
るが、基本的には深地層処分をするべきではないと考える。なぜなら、高レベル廃棄物を深
地層処分してしまうと、遠い将来にもし地下水が汚染された場合、それを回復する手段がな
いからである。むしろ、いつでも回収できるように、高レベル廃棄物は地上で管理するべき
である。深地層処分をするなら地下水汚染が絶対にないという技術的保証が必要だし、大多
数の市民はその保証を求めているのである。④それと関連するが、報告書案には深地層処分
の技術開発や国民の理解・信頼を得る方法について細かく書いてあるが、それがうまくいか
なかった場合にどうするかという発想がない。例えば深地層処分の適地が見つからなかっ
た場合などは、それこそ後世代の人々への負担となる。⑤最後に、高レベル廃棄物処分の責
任の所在が不明確である。我々消費者としても相応の責任はあるが、発生させた電力会社、
原子力政策を進めた政府の責任分担はどうなのか。もし深地層処分がうまくいかなかった
場合、「すべての国民の責任です」ではすまされない。 

 
No.４０４ 
氏 名  前田 善郎       年 齢  ４２ 
（概 要） 
（意 見） 
 放射性廃棄物の問題を解決するためには、現実の対策をどうするのかということがあり



ます。それが未だに納得いく処分技術もないまま、日夜原発を動かすことによって生み出さ
れています。その危険性を考えると一刻も早い対策、対応が求められています。 
 もし、その解決策が見つからない場合は、即刻その元となる原子力発電を止めるというこ
とです。口先だけの安全だけで廃棄物を保管している地域を騙すようなことは止めて欲し
いものです。 
 そして、現在の問題だけでなく、明らかに将来に問題を先送りするものです。次の世代に
危険なものを押しつける、人類的に許されない行動を取っていることを考えてみて下さい。
自分勝手な、世代エゴとでも言うべき原発を当面止めてみてはどうですか。 
 そして電気が少なくなって、困ったときにどうするのか。自分だけよければいいと考え、
危険な放射性廃棄物、死の灰を保管する地元に押しつけることの意味、それまでして自分の
生活を守ることの傲慢さを考える機会になるのではないでしょうか。 
 時間はありません、当面の放射能をどうするのか早めの処理技術の確立をお願いします。
それと見通しが立たないとしたら即刻原発による発電は止めて下さい。 
 そして高速増殖炉が破産したいま、再処理によるプルトニウム抽出は意味はありません
し、高レベルの放射性廃棄物を出すことから、即刻中止するべきです。 
 また、それでもこのまま原発政策を進めるとしたら、ことによって生じる人類、地球に与
える悪影響すべてについての、あなた方の責任を、世代を越えて追及されることを肝に銘じ
ておいて下さい。 
 念には念を入れ、少しでも危険なものだとしたら、原発撤退の道を進めて下さい。 

 
No.４０５ 
氏 名  宗 俊子        年 齢  ６９ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 



消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４０６ 
氏 名  畠澤 明枝       年 齢  ４２ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４０７ 
氏 名  福嶌 文雄       年 齢  ４２ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 



プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
 ６． 
「処分」に至るまでの安全性はどうか？ 
 ７． 
低レベル排棄物の風評を含めた処理はどうか？ 

 
No.４０８ 
氏 名  宮川 清        年 齢  ５０ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 



 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４０９ 
氏 名  中村 清幸       年 齢  ３９ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４１０ 
氏 名  秋元 春雄       年 齢  ６４ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 



 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４１１ 
氏 名  栄 秀人        年 齢  ６２ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４１２ 
氏 名  三好 知子       年 齢 



（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４１３ 
氏 名  薄井 洋一       年 齢  ４１ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 



消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４１４ 
氏 名  内藤 寿美子      年 齢  ３８ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４１５ 
氏 名  渡辺 清        年 齢  ５３ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 



プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４１６ 
氏 名  森 浩一        年 齢  ４１ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 



No.４１７ 
氏 名  山谷 澄江       年 齢  ６３ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
阪神大震災のような大きな地震がきたらどうするのか 

 
No.４１８ 
氏 名  上野 仁        年 齢  ４１ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく



ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４１９ 
氏 名  柴山 桃子       年 齢  ２４ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４２０ 
氏 名  山谷 了        年 齢  ６４ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 



ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４２１ 
氏 名  東井 怜        年 齢 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 



一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
意見募集をしなおすべし 

 
No.４２２ 
氏 名  阿部 京子       年 齢 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４２３ 
氏 名  水沢 靖子       年 齢  ４５ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 



 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４２４ 
氏 名  長谷川 志保子     年 齢  ４７ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 
無理しないでください 

 
No.４２５ 



氏 名  秋郷 恵        年 齢  ４１ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.４２６ 
氏 名  阿部 芳男       年 齢  ５９ 
（概 要） 
この案は、外国のまねではないのか？。これからの原発数や可動期間など考えていない。又
コンクリート建造物の耐用年数など考えていないので、根本からやり直すべきです。 
（意 見） 
この案を見て、何んとおそまつなと思いました。案を作られた方々は、英語の達者な人々で、
科学や工学とは何んの関係もない人のように感じました。ただ外国の案をまねて、日本の案
としただけで、科学的な裏打ちもなく、ただ外国でやっているから、やらなければというだ
けではないでしょうか。又高レベルの放射性廃棄物をどのように調べているのか疑問が出
てしまいます。ただ言葉だけで全然わかっていないのではないか。又地下に埋設してなどと
書いているが、コンクリートの耐用年数は何年ですか？これまでの最高のコンクリート耐
用年数は何年でしたか！、地下１０００ｍにもなるところの建造物とのことですが、今日で
も地下水力発電所の工事が、どんな事を計算し、どんな工事をしているのか調べたことある
でしょうか！コンクリートの耐用年数と半減期で１０万年以上もある廃棄物とどう対応す



るのでしょうか。１０００年に１度ぐらい作りかえていくのでしょうか？それとも適当に
安全だと言って、その土地を封鎖をしてごまかしてしまうのでしょうか。又、原子炉からの
廃棄物が１００～２００年で終り、あとは出ないと言うなら大きな問題は、あっても、それ
なりにごま化して、口をつぐんでいくことも出来ると思います。しかし、５００年・１００
０年として考えてみて下さい、あの案では、どうにもならなくなります。日本いや地球のい
たるところに放射性廃棄物で地下は、あふれてしまうでしょう。どうしようもなくなるでし
ょう。もっとも私達は死んでいますが、次代の人人にとっては、たいへんなことになるでし
ょう。 
この案は、根本から作り直しをすべきです。 

 
No.４２７ 
氏 名  佐藤 昌弘       年 齢  ３７ 
（概 要） 
地域との共生については、自立的な発展の前提となるインフラ整備に優先的に取り組むな
ど、もう一歩踏み込んだ施策を国が前面に立って進めるべき。 
（意 見） 
 これまでの発電所と立地地域との共生については、発電所関連事業による雇用の拡大、発
電所ＰＲ施設設置などによる人的交流の拡大、そしてさらには発電所関連産業の集積・成長
など、地域にとってもメリットとして目にみえるものがあった。 
 しかしながら、高レベル放射性廃棄物の処分にあたっては、この事業の性格上、これらの
メリットはほとんど期待できないものと考えられる。また、立地地域はインフラ整備が立ち
遅れているのが一般的であり、これが発展の大きな障害になっている。 
 さらに、最近の立地地域における各界・各層からは、原子力発電所と地域との共生に関し
てさえも、これまでの体育館建設などのハード面の地域振興策のみではなく、広域的・恒久
的な地域振興策を求められている。 
 こうした状況を考えた場合、処分地選定にあたってはこれまでの原子力発電所建設以上
に厳しい反応があることは充分に予測される。 
 今回の報告書(案)では、「事業内容によっては国の事業として行うことが適当である」旨
の記載があるが、上記内容を踏まえればこの程度の記載ではなく、インフラ整備を各省協力
して取り組むなど、より具体性を持った形で「国の支援」を明確に打ち出し、立地地域の振
興策を図ることが最も重要であると考える。 
 そして、こうした施策を講じることによって、はじめて処分地選定あたって理解を示して
くれる自治体がでてくるものと考える。 

 
No.４２８ 
氏 名  遠藤 嘉重       年 齢  ７２ 



（概 要） 
 原子力の安全性に対する不信感は根強い。まず、安全性について住民の公正な認識を深め
ることが必須で、行政・電気事業者が中心となってその理解をはかる努力が必要である。 
（意 見） 
 わが国における高レベル放射性廃棄物の処分については、原子力開発利用を着実に推進
していくうえで避けて通れない重要な課題である。後世に禍根を残さないために、現代に生
きるわれわれの責任として、これを永久に安全に処分しなければならない。 
 しかしながら、この問題の解決には大変な困難を伴うことを覚悟しなければならない。な
ぜなら、最近における遅々として進まない原発建設の実態に見られるように、地域住民や自
治体の原発の安全性に対する不信感が根強く、たとえば、巻町のように原発賛否の住民投票
条例を制定し、投票を実施し、その結果原発反対者が多数を占めるなど、原発の立地には困
難を極めている。また、多くの人々は原発の必要性については認めながらも、自分達の住む
近辺への立地には反対である。一般に「原子力」といえば「恐ろしいもの」とただ莫然とし
た恐怖感をもつ人も多いように思う。 
 原発の建設も廃棄物の処分も安全性の面では、住民にとっては表裏一体のものとして、不
安感をもつものと思う。そこで、まず、この問題の推進をはかる前提として、多くの住民に
廃棄物処分について、公正な認識をもっていただくことが大切である。そのためには、エネ
ルギー政策の推進主体である行政と処分事業の実施主体である電気事業者が中心となり、
必要に応じ各市町村等で、シンポジウムなどを適切に開催し、公正な理解を深めるために不
屈の努力をなすことである。 
 シンポジウムの内容は「原子力抜きのエネルギー政策はあり得ない」ことを基本とするも、
原子力の安全問題等、特に「放射能・放射線」については、難解な科学用語などをそのまま
使用せず、わかりやすい用語に置きかえるなどその解説には特に配慮し、参加者に理解を得
た喜びを与え、参加してよかったという雰意気を醸しだすような工夫をなすべきである。 

 
No.４２９ 
氏 名  古賀 啓一       年 齢  １５ 
（概 要） 
廃棄物を処分する場所に対する意見 
（意 見） 
処分の方法に関しては資料を見る限り地層処分が一番良いと考えます。他の方法より地層
処分の方が将来的に不安が少いと思うからです。京都会議で排出削減枠が決まり、それを達
成するためには原子力も必要となってくるはずで、当然処分地も早急に決めなくてはなら
ないでしょう。そのためには我々一般市民の理解を求め地層処分後の廃棄物がどうなるの
かということを広く公表するべきだと思います。はっきり言って我々には原子力に関して
もその廃棄物に関しても知識が少なすぎると思いますし、エネルギー問題への危機感も決



して高いものではないと思います。そこで処分地のことですが、つくるとしたら都市部やそ
こに近い場所につくって欲しいと考えています。資料を読んだ感じでは安全に対して十分
配慮してあるようだし、原子力発電所が都市部より比較的離れた所にあるのだから処分地
とあまり近づけさせないためにもそうした方がいいと思います。ただ原子力発電所が海の
近くだからといって内陸につくるのはどうかと思います。地下水に影響はないとか書いて
ありましたが、人間以外にも生きているものがいることを忘れないで欲しいのです。地下に
つくる以上大きな工事となるだろうから当然辺りは伐採されてしまうでしょうし、運びこ
む途中に事故などが起きても、一時的にでも被害をこうむるのは人間以外となります。これ
以上森林やそこに住む動物に悪い影響を与える行為はしてもらいたくないのです。 
処分場となる地域からはどれだけ反対されるかとは思いますが、今先進国がやらなくては
後からくる発展途上国にも示しがつかないでしょう。国が豊かになってくれば電力も必要
です。その廃棄物を全て人間以外に押しつけるようなまねはしないで下さい。 

 
No.４３０ 
氏 名  長沢 孝子       年 齢  ４３ 
（概 要） 
 高レベル廃棄物の生産過程が真に必然なものであるかについて、国民の意見をまず徹底
的に聞き取り入れるべき。この段階なしに処分場の話はいくら緊急でも不可能である。 
（意 見） 
 国民はこの廃棄物が必然である事を納得できるなら、誰がいくら使ってどこでやるか考
えるのは当然と思える。それは廃棄物量が極力少なくしてあると納得できることである。し
かし現状では再処理の必然性も納得いかないし、現存のキャニスターの本数でさえ水増し
報告されて信用できない。（東海村の生産本数） 
 又、７万本という最高値を想定して考えられているが、その数の絶対必然性はない。これ
は総量を減らす努力が全くなされないからである。 
 ＣＯ2 量は資源有限と共に、原発推進の最大の理由とされているが、廃棄物と廃原発の処
理に要するコストは全く除外して計算しているので納得できない。被曝者の治療（それは未
だ不可能事ゆえ、対症療法しかないが）にかかるコスト、事故の際のコストまで計算に入れ
よ。こういう他の発電法には不要なコストの事をごまかしてはいけない。又、核燃サイクル
はいつまでも何回転もする印象を与えているが、一回しか回転しない（再再処理のメドはつ
いていない。まず不可能）事を明記せよ。 
 一時貯蔵などの青森の施設でさえ、あのような不快感を国民にもたらすのであるから、カ
ネを使って史上最大に不快な高レベル廃棄物を日本のどこかに押しつけるのは不可能と断
定し、原発から撤退することこそ、最も早く国民の合意が得られることは明白である。 
 そして真に現在存在する放射能量を広げず、最も平等な形で電力の受益者と責任者が分
担するのが賢明かつ合理的である。 



 受益者は電力消費者というより、原発産業者である。国民は非力であるのにできるだけの
反対をした。 
 今回の意見聴取の企画は評価されてよいが、出された意見は根本的なものも取り入れな
ければ意味がない。形だけ聞くフリをしたに終わるなら、又もう一度やり直しをする結果を
招き、税金のムダと批難される。 

 
No.４３１ 
氏 名  長沢 孝子       年 齢  ４３ 
（概 要） 
 参考資料は原発に都合のよい事だけを載せてはいけない。又この案の公開意見聴取は国
民一人一人に行き渡るようマスメデイア利用により宣伝してから実施すべきである。 
（意 見） 
 「はじめに」のことばを実行するのなら新聞を通して徹底的に原発論議をすること。デー
タを多数公表し地域における会議シンポも無料で全公開せよ。高速道路の建設時には住民
に草の根レベルで何度も説明会がなされる。原発・処分場はそれ以上のセンスで臨み、国民
全体へ説明しなくてはならないものである。 
 「国民にこの問題の周知をはかる」とは県庁・振興局にタダで置いてあるという態度では
足りない。反原発集会には調査員がこっそり来ているが、そこで積極的に話を申込む位の気
持を持ってほしい。市町村役場で是時読んで欲しいと渡し、身近に受け取れるようにしてほ
しい。 
 参考資料の P.７廃棄物の量表示に何故火力水力との比較がないのか。P.６の核燃サイク
ルは一回しか回らず、再再処理の目途はないことを明示せよ。P.３の燃料量比較は燃料製成
に至る迄の採掘からのコストの比較がない。P.４のＣＯ２比較は P.７の原発ゴミの有害性言
及たった３行に比し不公平で、廃棄物処理に要するエネルギー他の要するＣＯ２を入れてい
ないのは明白。廃棄物処理コストの電力別比較を入れよ。P.10 の発熱量表示は表面温度と
中心温度の変化と断熱した時の畜熱変化をも示し、オーブンや電球の発熱に例えて表現し
ないと分からない。P.８のキャニスターのステンレスの合金内容を＃３１４などと説明した
上さらに詳しく表示を。P.１７のオーバーパックの材質も詳しく。P.19 の主坑の横穴の可
能性のあるなしを。安全性の比較も入れて。 
 P.27 からの意見公開とその取扱いを公表した事は良い。諸外国の事情説明を入れた事は
良いが、なぜ各国が今の時点の状況に止どまっているか理由を入れよ。ここも本文と同じ大
きさの活字とし、ワープロの読みにくい細字は止めてほしい。又、1.の反映されない理由、
2.はどこへ意見を回したか書くべき。（P.27−29）これらの意見を捨てていては、本意見聴
取はほとんど無意味である。 

 
No.４３２ 



氏 名  町矢 順子       年 齢  ４１ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物の処理、処分問題を考える時は、日本の原子力政策そのものをどう
するか、方向をきめて考えていかないと、解決しないと思う。 
（意 見） 
 それでは、今あるもの、これから海外から還っくるものはどうするのかと問われるが、そ
んなことは原子力発電をはじめる頃からわかっていたことで、再処理を日本の方針にした
時、国はこの問題をどう考えていたのか、何故国民に問わなかったのかわからない。それは
今さらいってもしかたないことかもしれないが、そういう反省なしに、原子力発電だけは国
民の合意もないまま、２０１０年には今の 53 基プラスあと 14 基つくる計画だそうでそれ
では、今でさえ処理処分の方法さえない高レベル核廃棄物をこれ以上ふやしてどうするの
かというのが私には理解できない。私は、再処理をすれば、ワンスルーより核廃棄物の量は
増えると考えているので、再処理はやらない方がいいと思う。原子力を準国産のエネルギー
と位置ずけているが、高速増殖炉が止まっている以上（それがどれほどプルトニウムを増や
すか定かではないが）理屈だけでもそれはうそで、パンフレットにのせないでほしい。 
 私は、高レベル核廃棄物の問題は原発をこれ以上増やすのか、核燃サイクルをするのか、
それでは廃炉も含めて廃棄物の問題はどうするのかと、原子力に係わるメリット、デメリッ
トをすべて国民の前に明らかにして、それを国民の判断にゆだねてほしいと思います。 
 私は、地震のことがとても心配です。日本にはたくさんの活断層があって、北海道幌延町
にも大曲断層というのがあります。いったん埋めて、断層がずれたらどうなるのか考えただ
けでもぞっとします。百年后の北海道がどうなっているのかわかりません。今、幌延に深地
層試験場を先行してたてるという計画がありますが、幌延で得たデーターがどこに役立つ
というのですか？試験場だけというのなら処分場を決めてからにして下さい。危険なもの
は人口の少い所へという発想はもうやめましょう。誰かにおしつけるのではなく、皆で考え
ていくという方向にむかわなければ、日本の未来はないと思うのです。 

 
No.４３３ 
氏 名  三好 純子       年 齢  ３８ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物の地層処分の見直しを求めます。既存する放射性廃棄物は地上での
管理をし、今後の原子力発電は規模を縮小し、太陽光発電へと政策の変更を求めます。 
（意 見） 
 原発をすれば必ず生まれる放射性廃棄物（低レベル廃棄物）、それをさらに再処理して生
まれる高レベル放射性廃棄物のその危険性はあまりにも大きい。1000 年、 10000 年の管理
が必要とされる高レベル放射性廃棄物を地下に埋めようというのは絶対反対です。この研
究はまだまだ流動的であり、地層処分を急がないでください。 



 次の 21 世紀、 100 年かけても議論を尽し、最良の方法を国民が納得するまで時間をかけ
て考えていくべき問題であるはずです。原発＝クリーンなエネルギーといわれますがどう
してこれほど危険なものがクリーンなのか私にはわかりません。要は発電機を動かす熱エ
ネルギーならなんでもいいわけなのですから、本当にクリーンな太陽光発電へと国策を切
りかえてください。 
 ソーラーシステムの開発はこの数年、飛躍的な進歩をとげています。日照時間の長いわが
国で、どうして太陽の光を利用しないのか不思議でなりません。太陽は不滅のエネルギー源
です。しかしウランには限りがあり、発電後の管理があまりにも危険で、気の遠くなる時間
がかかり、決っして経済的とはいえません。日本には地震も多く、地下水にしみ出たりしな
いか心配です。 
 今のままのエネルギーを使いたい放題の生活を改めていくことも必要です。徹底した省
エネ教育を子供たちにしていくことも私たち大人の義務だと思います。私には二人娘がい
ますが、彼女たちが放射能に汚染された地球で暮らさなくてもいいように、私は声を大にし
て言いたいのです。これ以上、原子力発電所はいりません。既存の原発のゴミもゼロにはな
らないのです。このままではいずれ地球上には安心して住める場所はなくなるのではない
かと思うと胸が痛みます。高レベル放射性廃棄物の地層処分に断固反対します。国民の関心
の低いまま強行しないで下さい。必ず負の財産を未来に残すことになります。慎重な論議を
じゅうぶん尽しましょう！ 

 
No.４３４ 
氏 名  青森県むつ小川原開発室 年 齢 
（概 要） 
 県民の不安・懸念が解消されるよう、高レベル放射性廃棄物の処分に係る研究開発の一層
の促進を図るとともに、今世紀中に最終処分の見通しが得られるよう要望します。 
（意 見） 
 青森県としては、高レベル放射性廃棄物の一時貯蔵の実施に先だって、平成７年４月に国
及び事業者より「青森県を最終処分地にしない」との確約を得ております。 
 「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」においては、処分事業の実施主体は
2000 年を目安に設立を図っていくことが適当であり、高レベル事業推進準備会において、
実施主体のあり方についての検討やその設立に向けた準備を進めていく旨記載されていま
す。また、処分場の建設・操業の計画は、処分場建設に至るまでに要する期間や再処理計画
の進展などの今後の原子力開発利用の状況等を総合して、2030 年代から遅くとも 2040 年
代半ばまでの操業開始を目途とする旨明記されていますが、今後も海外からの高レベル放
射性廃棄物の返還及び一時貯蔵が続く青森県においては、高レベル放射性廃棄物の最終処
分地が明確になっていないことに係る不安・懸念が県民の間に続くことになります。 
 ついては、青森県民の不安・懸念の解消を図るため、高レベル放射性廃棄物の処分に係る



研究開発の一層の促進を図るとともに、処分事業全体のスケジュールを明確化し、それを着
実に実施していくことが重要であると考えます。 
 以上のことから、青森県としては、今世紀中に最終処分の見通しが得られるよう要望しま
す。 

 
No.４３５ 
氏 名  川尻 精記       年 齢  ５９ 
（概 要） 
（意 見） 
総論 
高レベル放射性廃棄物処分については、国が総体的にリーダーシップをとり、必要な法の整
備、資金の確保、実施主体の設立等を早急に進めるべきである。 
各論 
１、廃棄物処分について社会的理解を得るために 
（１）処分方法については安全に実施され、環境に影響がないことを、特に立地地域の老若
男女各層に理解を得る説明が必要である。技術的な説明は得てして正確さに重点をおくた
め、理解しずらくなる傾向にある。 
２、処分の技術と制度について 
（１）化学的研究施設の設置にあたっては、深部地質環境の化学的研究を実施するために建
設されると述べているが、処分にあたって現在までの研究成果と今後の研究目的を明確に
すべききである。 
（２）地域の共生費用については、国の一大事業であり、国が主体的に取り組むことが重要
である。地域の文化生活向上に国自ら係わることによる地域へのインパクトは強く、地域の
協力が得られやすい。 
３、 立地地域との共生 
地域が処分地を受け入れるには、安全性への不安、生活環境変化への不安等の解消である。
事業主体は安全の確保は当然であるが、何よりも情報公開による信頼関係の確立が必要で
ある。これらを基盤としてさらに雇用による生活の安定化、環境整備による生活文化の向上
等、目に見え、肌に感じる施策でなければならない。先ず国が、地域の意に添った環境整備
資金の導入を計り、事業主体は、地域住民の雇用、自社宅の設置等により地域との交流に努
め、文化生活の向上、若者の定着、地域の活性化を住民と一体となって進めて行くことが肝
要である。 

 
No.４３６ 
氏 名  藤田 豊子       年 齢  ６１ 
（概 要） 



高レベル廃棄物処分についての一般住民に理解しやすい情報の伝達を願いたい。 
（意 見） 
泊原発、六ヶ所村原子燃料サイクル施設等の見学をさせて頂き、何も知らなかった主婦にと
ってはカルチャーショックの連続だった。しかし「高レベル廃棄物処分に向けての基本的な
考えた」についての報告書は、正に高レベルで難解な専門用語とまわりくどくあいまいな表
現が多く判りにくい。 
廃棄物はすでに出ているのであって使った我々が知りませんでは済まされないのは理解で
きる。廃棄物の放射能は時間と共に減少するが数百年の時を要し安全とされる地層処分に
ついても、地球は生き物、何時地核変動が 起きるか判らない。果して過去のデータと現状
だけで、処分地を決めて良いのだらうか。 
廃棄物がガラス固化体に換算してすでに１万本以上ある現状で、処分に関する未定件案が
多すぎるのは驚きだ。学校教育に、エネルギー問題、廃棄物処分等の基礎知識を学ぶことを
取り入れ、又いかなる年代の疑問にも応えられる情報提供のエキスパートを養成しなけれ
ばならないと思う。 
一方では安全をとなえ、又一方では説明会から一般住民を締め出す（青森県大間原発）ので
は国民の理解は得られないと思う。人ごとでなく自分自身のことそして子孫のこととして
理解を納得を得られるよう地道ですみやかな情報の伝達をお願いしたい。 

 
No.４３７ 
氏 名  山口 和子       年 齢  ４４ 
（概 要） 
処分事業の透明性確保と情報公開にたてまえだけのそらぞらしさを感じます。この計画の
進め方事態が不透明です。 
（意 見） 
この地層処分に向けての(案)を国が公開する以前に、深地層の研究施設が目的も明らかにさ
れないまま、市民の声（瑞浪市民の半分近い 19,563 人。建設予定地の月吉地区では区民の
９７％が協定書調印凍結を求めた。）を無視して強引に調印されてしまいました。又、東農
研究学園都市の名の基に、次々と高レベル廃棄物処分場につながるＰＲ館とも言える施設
が誘致されています。 
これらの施設に係わる人々が増え、街が先の不透明なまま、すでに処分地計画に巻き込まれ
ている事に怒りを感じます。 
それと平行して、この地にある動燃が処分計画の拠り所となる研究開発の為、地層のデータ
を詳しく集めています。処分場への公募がない時は、処分場選定の第１候補になる事は間違
いありません（計画の時間的に見ても他の土地で反対運動と戦いながらデータを集める事
は不可能と思われる。） 
そして、今まで市民の声がとどかぬまま、押し進められた事から見ても、このままなし崩し



的にこの東濃の地が処分場の予定地とならない為には、方針だけではなく、今すぐに、（研
究地域は処分場の予定地としない。）という法律を作った上で研究を進めるべきです。それ
が、地域住民の理解を得る為の真摯な対応だと思います。 

 
No.４３８ 
氏 名  山口 和子       年 齢  ４４ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物の地層処分を動燃の研究開発の成果だけを拠り所として計画する事
に疑問を感じる。 
（意 見） 
動燃は再処理業者で、廃棄物を発生させている当事者です。簡単に廃棄物を捨てたがってい
るところが地層処分の研究主体では、中立性、客観性に問題があると思います。 
又、国の原子力政策に守られた動燃の最近の事故の対処でもわかる様に情報かくし、ずさん
な安全対策など、とても親頼することはできません。 
日本で地層処分が、可能かどうかは、動燃だけでなく、原子力開発に関係のない別の独立し
た組織と共に研究し決定すべきではないでしょうか。 

 
No.４３９ 
氏 名  牧野 紘子       年 齢  ５３ 
（概 要） 
地層処分には反対。再処理。原発。をやめること。プルトニウム政策にかかわる費用など情
報を正しく伝え、そのうえで国民投票によって政策を決定するべき。(案)は廃案。再度議論
すべき。 
（意 見） 
国際学術連合（ICSV）が、１９７８年総会で高レベル放射性廃棄物の処分問題を科学的に
検討することとなり、３つの（陸上処分、海洋処分、環境移行）ワーキンググループを設け
て３年間審議、１９８２年放射性廃棄物委員会の「高レベル放射性廃棄物処分に関する研究
と開発についての評価報告」によると陸上処分のサイトの必要条件は 10km3 の容積を持つ
地穀の単一ユニットであり最小の滲透率をもち将来 106 年にわたって変動や滲透率の変化
の徴候のないということであると報告されている。懇談会(案)は地層処分しか方法がないか
のように記述、又アメリカ、ドイツ、フランスでは再処理をやめて直接処分、地上での管理
の方向にすすんでいる現状を正しく記述していない。(案)は問題提起とはならず最初から議
論をやりなおす必要がある。今何をしなければならないか「トイレなきマンション」として
原発推進、再処理推進の責任の所在を国民の前に明らかにし、唯一の解決策は処分のめども
たっていない状況の中、問題を先送りしないで直ちに再処理。原発。をやめること。 情報
を正しく公開すること、ガラス固化体の安全性、近くに米軍基地。敷地内に活断層の疑いも



ある六ヶ所村での貯蔵の危険性、30 年～50 年後六ヶ所村からガラス固化体が搬出可能なの
か。再処理１トンにつき２億円もの経費、海外輸送での危険性、国際批判、英仏での子ども
達の白血病死（再処理工場周辺での）２兆円もの建設費を投じて六ヶ所再処理工場が本当に
必要なのか。六ヶ所に核のゴミをおしつける政策をやめてガラス固化体を発生者責任とし
て電力会社と都道府県に割当てし各県議会へ提示、そのうえで国民の議論をまきおこし、再
処理を今までどおり推進するのか。プルトニウム政策を推進しつづけるのかもんじゅは再
開するのか。国民投票によって政策を決定するべきと考えます。動燃が名称は変っても中味
は同じ。国民を無視した政策は今まで以上に原子力に対する不信が増す以外のなにもので
もないことをつけ加えたい。 

 
No.４４０ 
氏 名  福本 満        年 齢  ４９ 
（概 要） 
地層処分は万一の事故に対応できないので、安全を確認出来、対応可能な地上管理を求める。 
（意 見） 
 放射能が人間や自然環境に与える影響、その期間は半減期によっているが、この半減期の
非常に長い放射性物質が含まれる事が大きな問題となる。放射性物質の量は半減期が過ぎ
てもまだ半分であり、量が増えれば管理すべき年数はさらに延びることになり、管理しなけ
ればならない半数が１万年を越える大変な年数になってしまう。それをわずか３０～５０
年管理しただけで、地下深くの天然バリアとやらを期待し、安全を確認出来ていない所に埋
めて知らん顔をして良いとは思わない。 
日本に岩塩層は無く、現在の技術を総動員しても１千万年はおろか千年を保証するバリア
は出来ない。 
 未来永劫、漏れ出さないと絶対に言い切れるでしょうか。もし漏れ出したら誰が気付き、
責任をもって解決するのでしょうか。 
１００年以上後の子孫に本当に責任をもって安全と言えるまで、安易に処分を決定するべ
きではない。 
 私は現在考えられるもっとも安全と思われる方法は地上にバリアを作り管理することだ
と思う。万一事故が発生じたとしても、地上管理の方が対応しやすい。 
そして、若い人達を教育し関心を持って貰うことで将来の安全保障としたい。 
時代が移り、国家体制、政府、管理を担当する団体が変り最悪の管理体制になった時、事故
が地下奥深くで起ったとき誰がどう対応するのか。 
地上での事故ならば、多くの人々の知るところとなるのだから、たとえ政治的、経済的に困
難があっても人々の叡智が解決をすると思う。 
 子孫の為には廃棄物の量をこれ以上増やさない事が必要だと思います。 
 最後に、廃棄物の管理責任は電力会社に有り、消費者にはないことをはっきりと言ってお



きたい。 
 

No.４４１ 
氏 名  井上 あけみ      年 齢  ４５ 
（概 要） 
動燃が主な地層処分の研究技術開発機関であるのは公平、中立性にかける。地層処分が原子
力政策の見直し無しに語られ、処分地選定のプロセスでルール違反がある事は問題有り。 
（意 見） 
高レベル廃棄物の処分にかかわる問題点は主に３つある。 
１ 日本のような狭い国土、しかも地震、火山列島の中では、地震が原発事故を誘発する心
配の大きさはむろん、高レベル廃棄物の処分のための地層も欧米に比べて不安定な所が多
い。始めに地層処分ありきの発想はいかがなものか？ さらに地層処分の主な研究、技術開
発機関が高レベルの発生当事者である動力炉・核燃料開発事業団であることは、中立冷静な
判断を欠き、動燃のこれまでの事故隠しの体質から見ても不適当と言わざるをえない。（こ
れまでの経過では動燃は地層処分の中核推進機関である） 
２ 現実にある高レベル放射性廃棄物をどうするのか？という課題は重いものがあるが、
同時に我が国の原子力政策の見直しがされるべきではないか？ 史上最も猛毒と言われる
ダイオキシンより危険な核のゴミを増やさない手立て、努力がされないまま地層処分計画
が進められるのはどう考えてみてもおかしい。このことについて議論がされたのだろう
か？ 
３ 処分地の選定について、ルール違反が行われている。わたしたちの住む東濃では、動燃
が超深地層研究所の建設計画を、瑞浪市で進めようとしているが、隣接する土岐市では、こ
の計画とは別に大掛かりな地下調査を行っている。その調査の内容と規模は国の示す、最終
処分場の予定地選定のための調査と全く同じであり、先取りしたものとしか考えられない。
処分場にはしないといいながらこのような調査を、議会にも住民にもきちんとした説明も
せず行う動燃の姿勢は厳しく問われなければならない。不信の渦の中で強引に進めて行く
かぎり、高レベルの問題は将来的にも禍根を残すであろう。 

 
No.４４２ 
氏 名  金子 泉        年 齢  ６０ 
（概 要） 
原子力発電による発電量が世界一になった地域の近くに住むひとりとして原発の行方には
関心が高い。しかし情報量が少なく原発のあり方を議論する多くの選択肢の提示が必要。 
（意 見） 
 首都圏への電力供給の４０％が原発であるという現実が進んでいる。その供給地が遠く
離れた新潟県であり福島県という地域である。 



そしていま、その高レベル放射性廃棄物処分が論議推進され、遠からずそれらの行方がまた
また需用地から離れたエリアで負担することになるのだろうか…数百年も。きわめて単純
な提示だが、なぜこうした構図が原発推進そして開発の入口と出口なのだろうか。 
その所在地住民にとっては、理解の域を越えたテーマである。 
 我々は、理解したいがための資料を求めている。しかし、容易に入手できず、たとえ入手
したとしても内容は結構難解なのである。又、逆に周知することに躊躇しているのではなか
ろうかと思う対応に接することもしばしぱである。 
 原子力発電事業が省資源、環境問題等に大いに優位であることの情報量は増えている。一
般住民は、科学者でもなければ化学者でもない。表面的にして平易な説得情報は、ある種の
情報操作とも考えたくなる思いである。 
 今回の「高レベル放射性廃棄物処分懇談会」の報告書を読んでも、処分の妥当性と安全性
と未来構築は至極当然の理として論じられている。その方向性は、現段階としては最小限の
必要論と絶対論を合わせもった内容と理解した。 
さらに物理的、理論的な研究及び方向性は確立しつゝあると推察するが、実際的そして実質
的な廃棄物が処分される土地と、その周辺住民に対しての感情論を初めとした被負担負荷
による生活、生業、環境汚染等にかゝわる諸問題へのアプローチがほとんどと言って良い程
に論じられていないことに大いなる苦言を提したい。 
さらに、説得としての方法論的弁明資料ではなく、デメリット論をも混じえた展開のある資
料提示を期待する。 

 
No.４４３ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 実施主体が処分場を決めるなら、深地層研究施設も実施主体が適地を選んで建設すべき
だ。 
（意 見） 
  研究所と処分場は明確に区別してすすめるという方針が、超深地層研究所予定地の岐
阜県の住民に不安と混乱をもたらしている。 
 研究所建設の目的に「高レベル放射性廃棄物」の説明がなかった。 
 千メートルや五百メートルのボーリングを沢山されて地層が傷だらけになった研究所が
処分場にできるはずがない。しかし、研究所の１歩外については処分場にならないという保
証はない。 
 研究所の隣接地域で 
 処分場規模の４km2 区画で 
 処分予定地選定のための予備的段階の調査 
 と同じ調査をしようとしている。 



 これだけ条件がそろって、地域の住民が「処分場調査」と不安を抱くのは当然だ。 
 研究所と処分場は別というなら、実施主体ができた時点で研究所も選定から始めるべき
だ。 
 原発はクリーンなエネルギーだ、核燃料サイクルは必要だということだけを国民に伝え
て、処分に困る廃棄物が溜り続けていることは伝えてこなかった。 
 高レベル処分の問題が外国に比べて 10 年から 20 年遅れているという理由で、実施主体
でもない動燃に研究所建設をさせるべきではない。 
 原発、核燃サイクルの根本から論議、検討し、廃棄物発生者が中心となった実施主体がで
きてから、改めて研究所を建設すべきだ。 

 
No.４４４ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 「深地層の科学的研究施設」（P.12）の実現には「地域住民の理解」が必要とする。建前
と本根を使い分けた説明を繰り返す限り、真の情報公開など望めない。 
（意 見） 
 動燃は１９９７年度に岐阜県土岐を中心とした広域地下水流動研究を実施しようとして
いる。 
 予備調査として設定した区画は 2.5km×1.6km の４km2 である。４km2 は参考資料（案
P.18）に「ガラス固化体４万本を平面に埋設する規模」と同じ広さである。 
・なぜ４km2 なのかの問いに「たまたま」そうなった。 
・調査の目的についても、地下水の状態や地層構造を明らかにするためとしていた。処分懇
のメンバーの１人が目的を尋ねたところ「第２次取りまとめ」のためと答えている。なぜ市
民には目的を明らかにしないのか。口先だけの情報公開など何の役にも立たない。 
・なぜ東濃鉱山周辺で調査するのかについては「東濃地科学センターには地質や地下水の調
査に必要な研究者が集っています」とある。 
 しかし、たまたま研究者が集ったのでは決してない。そんな人事配置はできないはず。１
９８６年環境地質課を設置して放射性廃棄物地層処分のための研究をスタートさせた。そ
のために集められたから集ったのである。 
 たった１つの「調査」をとってみても情報公開など及びもない状況である。処分懇が「的
確な情報の公開」を国民に提案してみても現実は程遠い所にある。監督官庁の科学技術庁が
この動燃を容認している。科学技術庁の真の意識改革がなされない限り、建前と本音のギャ
ップは埋められないし、「国民の理解と信頼」や地域住民の理解など得られない。 

 
No.４４５ 
氏 名  川端 則子       年 齢  ４１ 



（概 要） 
高レベル放射性廃棄物は地上で半永久的に管理すべきである。日本の地層の不安定さ、地下
水の豊富さを考えると、地層処分のような無責任なことは許されるべきではない。 
（意 見） 
 数年前まで、原子力を平和利用する際には、環境中に決して漏らさないというのが大前提
であったはずであり、それが唯一の被爆国日本で原子力発電が国民に許されてきた必要十
分条件であった。ところが、高レベル放射性廃棄物が外国から帰ってくることが現実となっ
てくるやその大前提がくずされつつあるように思える。他の国が地層処分をしているから
日本もします、などという偽善が許されてはならない。なぜなら、日本は４つのプレートが
衝突してできている特殊な国だからである。どの地層も安定ということはありえないし、地
下水も豊富で雨も多い。これは、放射性物質のリーク、拡散を容易にするであろう。そのよ
うな危険な地層に処分して、何か事が起こった時にはいったい、だれが、どうやって責任を
とるのだろうか。日本という国を、未来の国民を愛する気持ちがあるのなら、自らの行いに
対して、原子力委員会及び委員である個人個人はその責任の重大さを感ずるべきである。動
燃の保管していた半地下の低レベル放射性廃棄物のドラム缶が水にプカプカ浮いていたあ
の状況を私たち国民は二度と目にしたくないし、ましてや高レベル放射性廃棄物は１本で
何億人もの致死量に相当する放射能を有しているのである。外部にもれだしたとしたら、も
う日本は終りではないだろうか。 
 「地上で決して外部に漏れることのないように何千年も管理すること」これが我々に残さ
れた日本存続のための唯一の道である。候補地は人の目のいきとどく大都市。ここであれば、
ずさんな事はできないし、都会に住む人間も人類の負の遺産を通して、先人の愚かさをしっ
かり見極めることができるからである。  加えて、プルトニウムを取り出す再処理の必要
はない（もんじゅ事故を見よ。）し、放射性廃棄物を大量に生み出しつづける原子力発電は
段階的に廃止すべきである。太陽光、風力発電の普及を促進する政策を切望する。 

 
No.４４６ 
氏 名  前田 幸生       年 齢  ４１ 
（概 要） 
 処分地選定は、国の事務であることを明確に位置付け、合意形成、権利調整がスムーズに
図られるよう現実的な対応策を明記する必要があると考える。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物の処分を進めていくためには、処分地の選定が重要な課題である
と考える。 
 即ち、昨今の発電所の立地状況をみると、住民投票等により新規発電所の建設が困難な状
況になってきており高レベル放射性廃棄物の処分についても、核のゴミということで発電
所以上に立地問題が懸念される。 



 報告書案では「処分地選定の問題は重要な政策課題であることから、一層積極的な国の取
組みを考えるべきである」（23 頁）としているが、処分地選定は国の事務であることを明確
に位置付け、合意形成、権利調整がスムーズに図られるよう、さらに踏み込んだ現実的な対
応策を明記する必要があると考える。 

 
No.４４７ 
氏 名  岩井 ヨシコ      年 齢  ７０ 
（概 要） 
 国民が高レベル廃棄物やその処分について無関心であることや一般の人々の不安や不信
を「知らない」ことによるものといわれるが完全な情報公開をし、議論、討論を望みます。 
（意 見） 
 国民が廃棄物の処分に無関心なのは、推進側によって原発のメリットだけが情報として
流されてきたからです。デメリットは意図的にかくされていたのではないかと思えるので、
廃棄物問題について国民は十分理解出来ず、意見を求められても答えられないのは当然の
ことです。 
 「原発はトイレなきマンション」との批判にも耳を貸さず、スイッチひとつで電気が使え
る便利さだけが宣伝され、都会の人たちはクリーンエネルギーだと思い込み電気を湯水の
ように使ってきました。原発立地の地域では 健康への不安や差別に苦しむ人たちが多数
いることや 高レベル廃棄物をはじめ大量の放射能のゴミが発生するということなど知ら
されずにきたのではないでしょうか。また原発立地として決定に際しても、核のゴミは六ヶ
所村に持っていくからという条件で地元は原発を受け入れているから高レベル廃棄物問題
は身にふりかかる問題ではないという認識があると思います。 
 いまや廃棄物のずさん管理が明るみに出て、プルトニウム利用政策の破綻は国民の目に
も明白です。多くの人々が原子力政策の抜本的な見直しを求めています。まず核燃料サイク
ルの考えを見直すことが先決で、その上で高レベル廃棄物の問題を議論すべきではないか
と思います。 
 そのために完全な情報公開をし、多くの人々が議論出来るよう努力していたゞきたいも
のです。 
 私はもうこれ以上放射性廃棄物を発生させてはならないと思います。つまり原発をとめ
ることですがそのためにはどんな手順や方法があるのかこのことが知りたいものです。廃
棄物は当面地上管理し、監視することを望んでいます。 

 
No.４４８ 
氏 名  樋口 達也       年 齢  ２９ 
（概 要） 
 原子力政策を取り巻く厳しい環境下で、遅滞なく事業を推進していくために、国が全面的



に重要な役割を果たすことを期待します。 
（意 見） 
 本事業をすすめるにあたっては、国が先導的な役割を果たし、事業計画の重要な段階では、
前面に出る必要があると思う。今日の原子力政策を取り巻く環境は、本報告書中にある通り、
極めて厳しい状況です。そして動燃事故などにより、原子力行政に対する信頼は失われてし
まっている。 
 実施主体のあり方について、民間の法人を設立し活動にあたらせ、国はその活動を監督す
る立場となっているが、ほんとうにこのような体制で事業を行っていくことが可能なので
しょうか。国は政策を立案し、事業者が行う事業を後押しするといった従来どおりのやり方
で良いのでしょうか。確かに事業すべてを国が行うことは、業務量的には不可能でしょうか
ら、せめて国民の側から見て、実施主体＝国となる体制が必要ではないでしょうか。 
 特に候補地の選定に至る交渉では、国が前面に出るべきだと思う。最終処分地を受け入れ
る問題は、該当する市町村のみに限らず周辺地域や県など関係者が多数であり、それらと連
携・調整を図るには民間より国が適していると思う。また、受け入れる地域での交渉におい
ても、本事業が国策であることから、国の担当者はもちろん担当の大臣までが、何度も当該
自治体に足をはこび、住民一人一人の理解を得ていかなければならないはずです。 
 高レベル放射性廃棄物処分に向けた事業は、他国と比べてもかなり後れており、今後は遅
滞なく計画を推し進めていかなければなりません。そして、原子力政策を確たるものとし、
原子力政策に対する信頼を回復するためにも、国は本事業において、前面に立ち重要な役割
を果たし、円滑な事業の遂行を期待いたします。 

 
No.４４９ 
氏 名  小村 幸子       年 齢  ４４ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物地層処分の技術は、地球上のどの国でも、いまだ確立されていませ
ん。 
（意 見） 
 報告書案５ページ上から 18～20 行目に「他の大半の国においても、実施主体が設立され、
事業資金の確保に着手しており、処分技術についても現在の技術水準で処分可能とされ安
全確保の考え方も示されている状況にある。」とありますが、現状はまだこのようなことが
言える段階にないと考えます。 
 どこの国もまだ実際に地層処分を開始してはいませんから、このような処分が可能かど
うかの答えもでてはいないはずです。 
 日本原子力研究所技術相談役、天沼 京元名古屋大教授は、1995 年原子力委員会などに提
出した報告書の中で、「原発から出る高レベル廃棄物は数百―１千年間、地上または地下の
施設で冷却保存を考えるべきだ」と提言しています。最終的な地層処分の前に、人間の目の



届く施設で数百年―１千年管理し、その間に開発される新しい方式や技術を生かす形で最
終処分に持っていくべきだという天沼元教授の意見は大変賢明です。 

 
No.４５０ 
氏 名  小村 幸子       年 齢  ４４ 
（概 要） 
 深地層の科学的研究施設をひとつやふたつ作って研究したところで、その場所の固有の
深地層の事情が把握できるにすぎず、その成果をどこにでもあてはめることはできない。 
（意 見） 
 報告書案 12 ページ８行目～10 行目に、「深地層の研究が総合的に進められていることを
示すことにより、地層処分研究の基盤が整いつつあることを社会に伝達することができる。」
とあります。 
 いったい日本全国何箇所にそういった施設をつくられるのでしょうか。深地層の状況は
掘った場所ごとに、調査した場所ごとにすべて違う固有のものなのではないでしょうか。水
の通り道がどこにどれくらいの密度であるか、断層がどこをどんなふうに通っているか、そ
の活動歴はどうであったか、すべてその場所、その深地層の事情であると考えるのが正当で
す。 
 したがって一箇所、そういった研究施設を作りそこで研究をすすめても、「地層処分研究
の基盤が整いつつある」などと、国民は思わないでしょう。 
 むしろ、地層処分の候補地にされてしまうという警戒感を地元に与えるだけです。 

 
No.４５１ 
氏 名  千葉 浩之       年 齢  ２９ 
（概 要） 
技術的課題、巨大土木、運搬。問題はあれど処分は必要。ならば、発生元も視野に入れた全
体的な議論・方策検討が必要。処分の問題のみで話を進めるのは不当。 
（意 見） 
 まず第一に、高レベル放射性廃棄物の固化技術そのものが本当に技術として確立してい
るのだろうか。 
 資料には、優れている、とか腐食に強い、とか言う表現がなされているが、数十年にもわ
たる放射線照射による材料劣化に関する研究がどれほどなされているかはなはだ疑問であ
る。処分場完成・廃棄体受入となっても、廃棄体の破損が発生してしまったら、受入半ばで
閉鎖、と言う事にもなりかねないのではないか。 
 次に処分場自体にも問題がある。人間活動の及ばない深度に隔離する、と言えば聞こえが
いいが、逆に言えば今まで行なった事のない巨大土木工事を実施する事となる。土木工事が
大規模化するほど、人知を超えた自然の力に対し損害が増す、と言う事は、不幸な災害では



あった阪神大震災で実証済みではなかろうか。 
 そしてさらに、処分地へ、今だ危険度の高い廃棄体を運搬しなければならない、と言う問
題については、資料のどこにも見受けられない。使用済燃料の運搬としても危険度の高いの
は同じだろう。 
 数々の問題をはらむ処理対策、しかしすでに１万本を超える現物があるのなら、何らかの
対策を取るしかない。ところが、問題の発生源である原子力発電の方は、存在そのものを前
提としているかの様である。そしてその発生源が生み出している問題は、高レベル放射性廃
棄物にとどまらない。 
 まだ技術途中にあると思われる処理対策については、各種方策、技術開発を進める一方で
的確な政治的対応も必要だろう。唯一望むのは、「発生元と切り離した議論・方策・政策の
実施は止めろ」と言う事である。 

 
No.４５２ 
氏 名  森本 晴夫       年 齢  ６７ 
（概 要） 
 「すでに存在する高レベル放射性…」を「すでに存在しまた近未来（あるいは当面）の２
０３０年ごろまでに発生する高レベル放射性…」とした方がよいのではないか。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物を最終的に地層処分せざるを得ないものとして、ガラズ固化体約
７万本、埋設する地下施設の広さ約７k ㎡を想定しているならば、上記のような表現の方が
望ましいと思う。 
 今後の原子力政策の進め方や立地の問題で「長期計画」に言う２０３０年における原子力
発電設備容量１億 kW の計画に変更があったとしても、高レベル放射性廃棄物は今後も発
生し、当然それらを適切に地層処分せざるを得ない。そうであれば「すでに存在する高レベ
ル放射性廃棄物」と限定してしまうのは不自然と考える。 
以上 

 
No.４５３ 
氏 名  村澤 嘉彦       年 齢  ３５ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分事業を国策として位置づけることが重要。国民に対する必要
性・安全性についての説明及び処分地の選定について、国の積極的関与が必須。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物は、再処理を行えばプルトニウムという有用な資源を生み出す使
用済み燃料とは全く異なり、最終処分する以外ない廃棄物である。このため、高レベル放射
性廃棄物処分事業は、原子力をめぐる事業の中でも最も推進が困難なものになるとも予想



される。 
 その一方で、高レベル放射性廃棄物の処分は、原子力による電気を消費している我々の世
代が、発生者の責任として、解決しなければならないものであるとともに、単に処分場が立
地される一地域の問題としてではなく、国民的課題としてとらえられるべきものであると
考える。 
 このような事業をとりまく状況を踏まえると、民間だけの取り組みでは限界があり、まず
国策としての位置づけを行い、国が最終的な責任をもつことを明らかにすることが必要で
ある。そのうえで、事業の推進にあたっては国が積極的に関与していくとともに、高レベル
放射性廃棄物処分の必要性および地層処分が技術的にも十分安全であることを、国が我々
国民に納得できるよう説明することが重要である。 
 処分事業を国策という位置づけに置く、あるいは最終的な責任者という立場を明確に示
すというように、積極的に国が関与していく姿勢を示すことによって、我々は初めて信頼
感・安心感を得ることができると考える。 
以 上 

 
No.４５４ 
氏 名  村澤 嘉彦       年 齢  ３５ 
（概 要） 
 住民投票により処分地選定が立ちゆかなくなる懸念があり、処分地選定の重要性も踏ま
えれば、選定プロセスを進めていくための手だての検討が必要。 
（意 見） 
 原子力政策を推進するうえで、可能な限りの情報公開に努め、透明性を高めることが重要
であることに言うまでもない。そのために、国が中心となって、高レベル放射性廃棄物処分
の必要性・安全性について国民に納得できるよう説明をしていかなければいけないことは
当然である。 
 その一方で、近年のいわゆる「ＮＩＭＢＹ」といわれる社会状況を踏まえると、処分施設
が迷惑施設とみなされ、プロセスの早い段階で住民投票が行われ、選定プロセスが事実上立
ちゆかなくなる事態も十分想定しうる。 
 日本のエネルギー政策の一環として、高レベル放射性廃棄物処分施設を造ることが必要
不可欠であり、しかも報告書案 27 頁で示されたスケジュールどおりに進めていかなければ
ならないことを前提とするならば、国として困難を乗り越え、処分地選定を進めていく手だ
てを真剣に検討していく必要があるのではないか（但し、例えば、土地収用法を適用して土
地を取得するならば、成田空港建設時の二の舞になるおそれも十分ありえる。） 
 なお、報告書案は、実施主体の設立から処分場建設開始に至るまでに 25 年間という長期
間を想定しているが、この間に地元の情勢変化などからプロセスがストップすることも懸
念されるので、今からその対策をきちんと議論しておくことが必要と思う。 



以 上 
 

No.４５５ 
氏 名  村澤 嘉彦       年 齢  ３５ 
（概 要） 
 地元の自立的取組みが可能となるような地域共生策が必要。そのためには、実施主体・国・
電気事業者は一体となって、ソフト面を重視した支援を行っていくべき。 
（意 見） 
 地域共生のあり方については、地域共生策の策定主体は地元自治体であること、つまり、
地元自治体が自立的かつ長期的発展に向けたビジョンを主体的につくることを前提として
考えるべきである。 
 そのうえで、実施主体・国・電気事業者らは、地元自治体の自立的な取組みが可能となる
よう、アイディアの提供などソフト面を中心とした支援を実施していくことが大切である。 
 どのような地域共生策がよいのかは、それぞれの地域によってまさに千差万別であり、一
概に言えるものではない。したがって、処分地選定プロセスを進めていく中で、地元自治体
と実施主体・国・電気事業者らが一緒になって考え、何がその地域にとって望ましい地域共
生策であるかについて知恵を出し合うということが重要だと思う。その際、短期的な振興に
終わってしまわずに、いかに長期的な発展に資するかという観点をもつことが重要ではな
かろうか。 
以 上 

 
No.４５６ 
氏 名  神山 弘章       年 齢  ７２ 
（概 要） 
 ｐ５，２６行  「現在の技術水準で地層処分が可能であることが示されている。」とある
が、誤解を招きやすい。適切な表現が望ましい。 
（意 見） 
 地層処分の実現には①国の政策に沿っていること、②技術的に信頼性が確保されている
こと、③国民の合意が得られていることが必要である。 
 ②、③について国民の間に十分な納得がないうちに、「地層処分が可能であることが示さ
れている。」と言う表現は国民の意思を無視したような誤解を与えかねない。 
 動燃の平成３年度報告では「地震・断層活動および火山・火成活動の多い変動帯に属して
いるわが国でも地層処分にとって十分安定な地質環境が存在する。」と述べている。 
 前記の表現は、「技術的な信頼性が確保され、国民の合意が得られたと仮定すれば、現在
の土木・建築の技術で施設の建設が可能である。」ことを意味するのか？ 誤解のない表現
が望ましい。 



 原子力の発展のためには、過去にとらわれず、謙虚でなければならない。 
 

No.４５７ 
氏 名  神山 弘章       年 齢  ７２ 
（概 要） 
 ｐ９，(ｃ) ３行  「研究者や………内容を専門家でない人々に説明する義務を負って
いる」は「研究や技術の内容を専門家でない人々に判りやすく説明する部門を強化すべきで
ある。」に変更。 
（意 見） 
 一般に、研究者や技術者は自分の仕事の内容を専門家外の一般の人々に判りやすく説明
できることは望ましい。 
 原子力について正しい教育が乏しく、マスメディアからの知識が豊富な人々に、経験の浅
い研究者や技術者が専門分野の知識で説明をしても目的は達せられない。 
 統計によればわが国では海外諸国に比較して中学、高等学校におけるエネルギーや原子
力についての教育が乏しい。そのため原子力の現状と一般大衆の認識との乖離が大きい。こ
の様な条件で専門外の一般の人々に判りやすく説明するには、相手が何を知りたいか、相手
の理解度などを考慮して語り掛けねばならない。これには経験が必要である。研究や技術を
含め多くの経験を持った視野の広い人が望ましい。それぞれの機関でこの様な部門を養成
することが必要である。 
 若い研究者や技術者には専門外の人々に説明をすることよりも仕事の質を高め専門家同
志の議論を活発に出来るように努力してもらいたい。原子力が問題になっているからと言
って、研究者いじめをしないでほしい。専門外の人々の理解を求めることは研究者個人の義
務ではなく、団体、組織、公的機関の義務である。 

 
No.４５８ 
氏 名  神山 弘章       年 齢  ７２ 
（概 要） 
 ｐ９，④情報提供の継続 
 テレビ、新聞などに時には事実に反する記事が掲載されることがある。誤情報を放置する
と国民の誤解は増大し、経済的な損失にもなる。誤情報訂正機関の設置を提案する。 
（意 見） 
 マスメディアは速報的な価値がある。また正義の味方としての使命感もあろうが、時には
誤解あるいは稚拙のために事実に基づかない誤情報がある。一般大衆は新しい情報はほと
んどマスメディアから受け、それを信じている。誤情報を放置すると国民の誤解は増大し、
場合によっては経済的損失や人権侵害になる恐れも考えられる。 
 国民の意思を尊重するためにはまず、正しい認識が不可欠である。 



 もし誤情報があったならば、厳正に中立な機関でこれを訂正し広く国民に知らせること
が必要である。この様な機関を早急に設置することを要求する。 
 国民もマスメディアは中立的な教育機関ではなく、速報的な情報を売買する株式会社で
あることを再認識する必要がある。従って主観の相違はやむを得ないが事実に反する情報
は黙視することはできない。 

 
No.４５９ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 ＨＬＷ処分を進めるには、既に発生済みのＨＬＷの処分問題と、今後予測されるＨＬＷ等
の発生を容認し続けるか、否かを分離した上で、それぞれの議論がなされるべきである。 
（意 見） 
 世代責任をいう以上、自覚しておらなかったとは言い、既に発生済みのＨＬＷの処分をど
うするかということと、その結論も得ないままに、垂れ流し的に今後もＨＬＷ発生を容認す
るのかを、分離して論議・検討するべきである。 
 また、処分方策のみに限定せず、ガラス固化が選択肢として最善か、処分対象ガラス固化
体の管理貯蔵の健全性、処分時の安全基準などの前提条件についても、十分時間を割いて論
議を尽くすべきである。 
 世代間公正を口実に国民に責任を転嫁したり、電気事業者が国策に名を借りて責任回避
を図ったりは、許せない。まして、ＨＬＷ処分方策の策定が原発推進の根拠にされる等は後
免蒙りたい。 
 報告案にも、「全国各地に於いて各方面と意見交換の場」を掲げた以上、既開催五地点に
限定せず、青森県を含む原子力施設立地点全てで、住民意思の確認をするべきである。過去
数十年間も放置してきた処分問題を、あたかも尻に火が付いたかのように急ぐ必要は認め
られない。時間的余裕は未だ充分ある筈である。拙速を避け、十二分に論議を尽くす事を期
待する。 
 繰り返すようであるが、一律にＨＬＷ処分を現世代の責任として議論するのではなく、既
発生分の責任を明確にし、発生者から謝罪を受けた後、その事態を容認してきた責任によっ
て、既発生分処分方策を練り上げる。同時に、今後の発生にどこまで責任を負い得るかの議
論も併せ行うべきである。 

 
No.４６０ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分問題についての議論が、広く国民の間に周知され議論が深め
られるためには、先ず関係地域での意見が集約できるような努力を先行させる必要がある。 



（意 見） 
 高レベル処分懇談会の５地域での意見交換会開催や報告書（案）に対する意見募集期間の
長期化等の努力は多とするが、この問題への理解は何にもまして関係地域住民に出発点を
求めるべきと思う。現に高レベル放射性廃棄物が一時貯蔵管理されている青森県、将来の深
地層処分に備えての研究・試験施設として既に固有名詞がでている北海道幌延や岐阜県東
濃地区、発電によって日常的に高レベル放射性廃棄物を発生し続けている原発立地点地域
等々の地域住民に対して、高レベル懇報告案の意図している点を説明し、疑問や意見を集約
できるような機会を持つべきである。高レベル懇が開催した５地域は、エネルギー消費を主
体に考える都市地域住民の参集が中心となり、処分問題の重大さや世代間責任等へは残念
ながら希薄な方々と言わざるを得ない。現実に、今日まで問題を先送りされ、不安や懸念に
悩まされてきた関係地域住民に対してこそ、何にも増して説明し、疑問や不満・不安を聞き
出しながら、相互に意見交換できる場を設定するべきである。  新聞報道等によれば、二
月末には処分懇を再開して最終報告づくりに入るかのようであるが、それこそ拙速に過ぎ
る行為である。単純に日本列島を縦断して意見交換会を開催したというアリバイづくりは
なされても、先々処分問題の実行段階に入った際に、国民合意が形成されずに上辺だけの可
能性が大となる。中間集約すると共に速やかに、関連地域での意見集約機会開催を実施する
事を提案する。そのような手順を踏む事によって、将来処分実施段階入りに当たっても、信
頼を得る基盤醸成に連なると信ずるものである。ちなみに、仙台市での意見交換会の際に、
木元新原子力委員も青森県での開催については検討を約束していた。２～３ヶ月の遠回り
となっても、関係地域住民の意見聴取は欠かせない関門であることを銘記されたい。 

 
No.４６１ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物には処分問題を議論する以前に、発生し続けることの是非につい
て先ず議論されるべきである。最終到達点への展望もなく、処分方法だけを議論するのは無
意味。 
（意 見） 
 高レベル処分懇談会の報告では、１９９６年度末での高レベル廃棄物はガラス固化体換
算で約７万本という。現行の処分までの手順では、３０～５０年間冷却管理ということで一
時貯蔵されることとなっている。しかし、青森県六ヶ所村には、最終処分前に何本の集積管
理が行なわれるかの説明もない。廃棄物は、原子力発電が続く限り発生するものであり、そ
れ等の管理と処分を際限なく対応可能なのかについての議論も必要である。 
 後世代に高レベル廃棄物問題を先送りしないためには、現世代の人々が管理・処分可能な
限界点をどのように設定するべきかを、エネルギー消費の必要性で糊塗することなく、国民
的に議論するべきである。その場合、高レベル廃棄物に関する一切の情報を公開した後に行



われるべきことは勿論である。今日までの情報開示は、エネルギーの利点のみが先行し、マ
イナス面は意識的に除外されてきた。そのツケが今日の高レベルをはじめとする放射性廃
棄物処分問題を困難にした原因でもある。 
 エネルギー消費の選択肢として放射性廃棄物を伴う原子力発電に、どこまで依存するか
を先ず議論して、然る後にリスク・ベネフィットをどのように受認するかについて国民合意
の形成を図るべきである。便宜的に、エネルギー需要の必要性のみを強調して、経済的便宜
と引換や過疎地域住民へのリスク負荷を当然視するような差別は許されるべきではない。 
 原子力発電の有益性のみを宣伝し、発電と同時に発生し続ける放射性廃棄物問題を棚上
げ先送りしてきた人々と、問題の所在すら知らされずに、一方的に便益を供与されてきた消
費者・一般国民とを、同一レベルで責任を負うべきとするような世代責任論を展開する事は
公平でも公正でもない、議論のすり替えである。 
 今後とも、原子力発電にエネルギーの需給を依存し続けることの是非を先行して議論す
るべきである。 

 
No.４６２ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分問題の議論に先だって、発生者責任を明確にし、問題を先送り
してきた責任所在を一般消費者・国民に謝罪する事から議論を開始するべきである。 
（意 見） 
 高レベル処分懇談会の報告では、『少なくとも既に存在するＨＬＷについては、その処分
を具体的に実施することが必要』と述べているが、そのためには『ガラス固化体に換算して
約１万２千本に相当する』まで議論や方策を先延ばししてきた責任の所在を明確にするべ
きである。責任不問のまま『今後２０３０年までに約５万８千本相当のＨＬＷが発生するも
のと予測』して、『われわれの世代がその処分に関する制度を確立する必要がある』とは、
原発推進正当化のためとはいい、虫が良過ぎる。 
 仮に今後も原発依存を続けるとしても、これまでの責任を謝罪し、一切の情報を共有化し
た上で、ＨＬＷをワンスルーで処分するか、再処理の上でガラス固化処分するかの是非につ
いて、先ず議論されるべきである。 
 また、放射性廃棄物については、ＨＬＷ（高）のみならずＬＬＷ（低）をも含めた全体像
の情報を公開の上、発生の是非をも含めて議論するべきである。処分についての『早急な着
手』必要性は了承しても、『十分に時間をかけて』『広く国民が理解』でき『広汎に議論が行
われ』るような、完全な情報公開と住民・国民意思が政策決定プロセスへ反映される必要が
ある。そのためにも、問題を先延べし今日紛糾困難にしている原因を醸成してきた政策立案
当事者と事業推進当事者達の率直な自己批判と、知らされる事の無かった消費者・国民への
謝罪が出発点であるべきである。 



 青森県に於いては、一時的に（30～50 年間が一時的とは？）冷却貯蔵というものの、そ
の総量等についてはツンボ桟敷である。しかも、最終処分方策議論の前に最終処分地への搬
出を確約するという無責任行為が国を含めて行われている。『共生論』を説いても地域住民
に共感は湧いてこない。責任ある対応を望むこと切である。 
 安易に、無責任にメリットのみを謳歌してきた反省なくして、国民的な議論展開は不可能
である。 

 
No.４６３ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 総論のⅡにいう地層処分ありきという結論の押し付けはやめて、処分方法の選択肢を広
げた議論を展開できるように、政策決定プロセスまで保障し、入手可能なよう情報を開示せ
よ。 
（意 見） 
 処分懇報告では『現在の国際的な技術レベルによれば、ＨＬＷは深地層中に埋設する事が
共通の考え方』と決めつけている。しかし、それは原子力産業界にとっての『共通の考え方』
ではあっても、最善の方法とは考えられない。現にＯＭＥＧＡ計画と呼ばれる群分離・消滅
処理の技術開発に取り組み中であり、地球工学者には地層処分二百年早いという人さえい
る。地層処分技術自体も未だに開発途上である。 
 ガラス固化体にしても、冷却貯蔵期間中の健全性に関する実証データも、根拠も示されて
いない。やみくもにガラス固化の上、深地層処分を規定事実として押し付けて議論する事に
は納得いたしかねる。「座長挨拶」では『科学的にうまい処理法が見つかるまで問題を先延
ばしする程解決が困難になる』というが、埋設処分を急ぎ過ぎることこそ、『追いつめられ
て、国民の理解を得る事は難しい』事になると思う。 
 欧米の 10～20 年先進国(？)の予定計画も列挙されているが、その実現性については触れ
られていない。意識的に地層処分の困難性を隠している感じがする。現在までの深地層処分
技術開発主体である動燃事業団の一連の不祥事によって、地層処分技術自体へも国民の信
頼感が大きく揺らいでいる。 
 「処分対象物の安全基準」も「地層処分の技術的拠り所」も明示されないまま、地層処分
の進め方のみを議論することは、愚かとしか言いようない。すべからく、公開の場で、高レ
ベル放射性廃棄物の処理方策をも含めて、処分方法の選択を議論可能となるような情報の
開示が先行することを希望する。一部の人間のみが入手可能な開示方法で事足れりとして
いる現行の情報開示を改善し、何人もが同一の土俵で、同一の手札で議論できるような状況
を先ずつくるべきである。 
 結論の押し付けだけは、断じて許されない。 

 



No.４６４ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 処分懇報告；各論第一章でいう「社会的な理解を得るために」は、「広報・宣伝」的手法
を改め、真の情報公開精神に立脚した上で、原子力の利点のみを強調せず、選択肢を提示せ
よ。 
（意 見） 
 広汎に議論を行うために、透明性確保と情報公開や教育・学習の必要性を強調しているが、
内実は現在までの「廃棄物処分について社会的な理解を得るため」の正当化を強調している
に過ぎない。 
 特に「透明性確保と情報公開」では、６～１０頁に掲げた条件が確保される必要は勿論で
あるが、従来見られた「必要な事項は知らせてやる」という広報・宣伝的な考え方を改め、
「知りたい要求」には全て応えるという真の情報公開精神に立脚した対応が不可欠である。 
「一定の公開除外例」があるとして「できるだけ」とか「非公開事項についての枠付け」を
附してお茶を濁すことはすべきでないし、ＨＬＷには核防護の制約もない筈であり、世代間
及び地域間の公平と公正を図る問題にプライバシーや「知的財産権」という理由付けでの逃
げ道を予め設定する事は許されるべきではない。 
 また、教育・学習に当たっては、原子力開発利用の利点のみを強調することの無いように、
いくつかの選択肢を提示する等の格別の配慮が必要である。 
 役所感覚でウイークディーの勤務時間内でなければ、情報や学習の場に接する事が不可
能なような従来までの在り方は、一掃される必要がある。全ての年齢・職業階層に差がなく、
公平・公正に扱われるようにしてこそ、国民の信頼感が得られ、率直な意見等に接すること
が可能となることを承知すべきである。 
 選択肢としては、エネルギー消費の在り方をも含めた種別毎エネルギーの比較、廃棄物に
ついての比較、処理・処分の方策等々について、比較検討できる情報を一切例外無しに開陳
されるべきである。 

 
No.４６５ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 研究開発主体は動燃事業団以外とする事が望ましく、処分技術の開発にも拙速と固定観
念を排し、慎重の上にも慎重を期して、後世代にツケを残さぬよう十二分の議論をつくせ。 
（意 見） 
 処分懇報告案の第二部各論第二章第一項で「処分技術への理解と信頼」に触れているが、
先ず地層処分ありきではなく、処分技術開発の在り方から議論が始められる必要がある。そ
のためには、閉鎖体質に染み付いた動燃事業団以外を開発主体と変更するべきである。信頼



される研究開発主体で、「広く開かれた研究が推進」され、「幅広く知見が集約」でき、「研
究活動も国民に広く公開」されて「透明性が確保」できるよう「適切な耐性を整備する必要」
がある。そのためには、むしろ事業主体自身が研究開発部門を併設することも検討されるべ
きである。 
 特に「その時点での知見に基づく、予見されていないことも起こり得る」ことは、昨今の
原子力施設での事故発生歴が示している。「最初に地層処分在りき」での拙速と固定観念は、
百害有って一利もない。「社会的安心感」を得るためには、初心＝白紙に帰って国民の信頼
回復からスタートするべきである。「一万年の安全性評価」を適当とする根拠を明確にする
ためにも、開かれた研究開発主体の設置が望まれる。 
 また、科学的研究施設では、核燃料廃棄物の処理・処分は実施しない旨の法的規制も必要
である。便宜的に、政治家や事業者の確約書という紙切れの乱発では不信感を増幅させるだ
けである。 
 さらに、事業主体と採用技術開発主体を分離させた場合、縦割行政の無責任ぶりで培われ
た日本の悪しき慣習から、お互いに責任の擦り合いの可能性が強い。責任を自覚し、積極的
に信頼確保に務める姿勢を明確にするためにも、研究開発機構は事業主体の一部門である
ことが最も望ましい。 

 
No.４６６ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 事業資金確保は、安易に受益者負担として消費者負担とすることなく、発生者責任を明確
にするためにも、電力事業者の経営努力で拠出されるよう、国が指導力を発揮すべきである。 
（意 見） 
 処分懇報告案の「資金確保の体制づくりに早急に着手する必要」には同意する。しかし、
事業資金の考え方が、単純に「受益者負担」として「電気利用者」に電力料金原価に算入さ
れて負担されることは不適当である。 
電気事業者たちは、従来原子力発電単価には最終廃炉費用まで含めても、他の電源に比較し
て低廉さを強調してきた経緯を忘れる事はできない。今日までＨＬＷ等の処分方策を放置
して、決算等で明らかなように、また立地地点へのバラ撒きや多額の政治献金で明白なよう
に、余裕保留金の活用から検討されるべきである。 
 特に積立金勘定や利益剰余金の正当な拠出を第一義とする必要がある。それらを先ず当
面の検討・開発資金に充当して、将来の資金計画に着手すべきである。電力事業者保有金拠
出に次いでは、電源開発特別勘定からの拠出を当て、然かる後に電気料金体系そのものを透
明にした上で、受益者負担の必要性についての議論をスタートさせるべきである。 
 再度強調するが、今日まで原発コストは解体・廃炉まで含めても優位性があることを強調
してきたのは、他ならぬ電気事業者自身であり、それを追認してきたのが國や原子力委員会



であったことを忘れることはできない。その責任を明確にするためにも、安易な受益者負担
転嫁は容認できない。その責任を明確にしてこそ、国民の広い理解と信頼を獲得できるであ
ろう。 
 処分事業着手までは、末だ末だ時間的に余裕がある。その間に、先ず電気事業者の内部留
保金を拠出することによって、発生者責任を明確にし、将来的な資金計画の公正を保つ方途
について検討を加えるのが、最善と考えるものである。 

 
No.４６７ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分の事業主体は、報告案でいう「民間主体」ではなく、國が責任
を有する公的期間とし、直接利害関係者を排除したチェック機関をも併せて設立すべきだ。 
（意 見） 
 欧米の事業主体が全て公的機関なのに、何故日本では民間主体を主張したのか理解でき
ない。國の活動監督だけでは、長期安定性と柔軟性が確保でき、国民から信頼されるとは考
えられない。動燃事故で露呈した原子力産業界の体質からも、法令などによる制約が少ない
方が柔軟性の点から優れているとは言い難く、逆に国民信頼を損なう可能性が強い。 
 立方措置など制度の整備を行うなら、発生者である電気事業者には処分費用への全面的
な責任負担を明確にし、処分事業主体や実施主体は、完全な公的に法制に裏付けられた、組
織体を設立すべきである。この場合、利害関係者を排除するべきは動燃の例からも論を待た
ない。 
國自体も、その原子力政策推進の結果という責任は免れない故、監督のみで事足れり等と事
業者へ責任転嫁するのは、戦線に於ける敵前逃亡に等しい行為である。 
 また、処分の技術的研究開発も事業主体の主要業務と位置づけるべきであり、事業・実施
主体は全総合的な責任を負う事を明確に規定する必要がある。 
その場合、国民の側からの評価・検討が加えられるように、チェック機関の設置についても
法規制し、信頼感の醸成に心がけるべきである。 

 
No.４６８ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分の法制整備に当たっては、ＨＬＷ等放射性廃棄物の発生者責
任を明確にする事からはじめ、当面、資金・実施主体と技術的研究開発主体を先行させる。 
（意 見） 
 ＨＬＷ処分については、技術的にも、安全性でも地層処分を可とする結論がだされる以前
に、処分地選定や事業終了までのプロセス策定、処分場閉鎖終了前後の管理等まで法的制度



の整備を急ぐ必要はない。 
 現時点で制度整備が必要な事項は、ＨＬＷの処理・処分の技術的研究開発主体と将来的対
応の実施主体に関連する法制度、それらの資金的裏付けなどである。 
 立方措置によって最初に明確にするべき事は、放射性廃棄物（ＨＬＷを含め）の発生責任
者に処分責任があることと、処分事業資金基金を拠出する責任、更に発生や処分の先送りを
容認してきた國の連帯責任を法的に明文化することである。次いで、将来計画から技術的研
究開発までを担当する実施主体についての法的性格付けである。事業実施主体は、ＨＬＷを
含む放射性廃棄物処分の事業計画の立案や発生者である電気事業者に対する指示監督と資
金拠出命令権等を有する事を定める。構成メンバーは、国会同意に基づく利害関係者外とし、
第三者機関としてチェック検討組織も規定する。 
 処分懇報告案では、法整備の性格を不明確にしたままで、「将来、実施主体が解散した場
合」の対応まで記載されているが、未だ将来展望も画けておらない段階で、実施主体解散を
想定するのは不見識と思う。 
 大事な事は、技術開発に裏打ちされた事業主体によって、将来プランを国民に示し、相互
信頼に基づいて一歩一歩堅実に歩み出す事ではないか。そのためには、一日も早い法的に肉
付けされた実施主体を設立し、電気事業者の拠出金運用による計画の立案着手である。 

 
No.４６９ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 報告案第三章の作文に生命を通わせるためには、現にＨＬＷとの共生を強制的に余儀な
くされている青森県六ヶ所村と、その周辺での地域共生を実現させることから出発せよ。 
（意 見） 
 「立地地域との共生」は、作文としては立派だろうが、処分事業、特に放射性廃棄物と地
域に於ける住民、自然環境、産業との調和ある持続可能な共生関係が本当に存在できるのか
について、検討が十分とは思われない。 
 共生とは、「地域のビジョンやニーズに応じて」と称して「立地に伴い地域産業が活性化」
されるようにと、従来のように「交付金」事業を展開する事ではない。交付金事業は、現実
には地場産業を破壊・衰退させたし、どのような理屈を述べようが地域住民にとっては、「迷
惑な施設」でしか存在しない。 
 放射性廃棄物の発生やＨＬＷ処分についての国民合意形成は、政策としての「原子力開発
利用長期計画」に国民意思が反映される保障があってはじめて、同一土俵での議論が可能と
なる。国民合意と地域間の連帯感が生まれてこそ、地域との共生をどのように模索するかが、
緒につくこととなり得ると考える。青森県と六ヶ所村では待ったなしに、強制的に同居を押
し付けられたのである。 
 最終的な将来計画も示されず、国策という権威で抑圧的に放射性廃棄物を搬入し、代替と



して交付金があるから我慢せよ、というのが現状である。一応、六ヶ所は最終処分場ではな
いという「確約書」が存在している。この実態を見たとき、処分場に擬せられた地域で、共
生論を受け入れることができるとは思われない。 
 埋め捨てを急ぐ立場からの「地域との共生」論は、言葉飾りの「お為ゴカシ」以外の何物
でもなくなる。ＨＬＷはじめ放射性廃棄物の処理処分問題を棚上げしてきた責任の所在を
明白にし、先ず謝罪することから再出発するべきである。 

 
No.４７０ 
氏 名  平野 良一       年 齢  ６９ 
（概 要） 
 報告案第四章の処分地選定プロセスについては、その以前に処分技術の安全性確立が前
提であるべきであり、処分の安全確保の限界量等の検討を優先させるべきである。 
（意 見） 
 成りゆき任せでＨＬＷの発生を無批判に容認して処分地選定プロセスへ踏み込んでも、
国民の合意形成は至難である。何にも増して、先ずＨＬＷの処分技術確立が先行されなけれ
ばならない。 
 処分技術の安全性を確保するための発生限界量をどのように設定するかについても、国
民的議論を尽くす必要がある。視界を遮ったまま国民を外野席に置いて、一方的に関係者の
利益擁護を優先させたプロセスを設定しようとしてきたことが、国民の信頼を大きく損ね
てきた原因でもある。 
 今一度原点に立ち帰って、国民に開かれた処分問題取組を行うとするならば、節目、節目
での住民意思の確認が大事であり、そのためには住民投票の法制化も検討課題であり、住民
投票が公正に行われるためには、無制限の情報開示が不可欠である。 
 処分の手順としては、①事業主体の法整備、②ＨＬＷ発生の限界量設定、③処分技術の開
発確立、④処分方法決定の国民合意形成、⑤処分計画の作成と歩を進めるべきである。 
 また、処分地選定の最終的決定には、住民投票による受け入れ意思の確認を法制化するこ
とを報告書に明記する事を要求する。 

 
No.４７１ 
氏 名  北岡 逸人       年 齢  ３０ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物の国際共同保管と超ウラン元素等の活用研究実験を、地球上で最
適な場所に設営、国際機関や関係諸国に事業者、ＮＧＯやＮＰＯなど公民共同運営。 
（意 見） 
やっかいなごみを生み出す原子力の発電利用では悲しく心苦しい、この問題の正解は完全
活用しかない。各国ばらばらの地層処分は、無責任でもっと粗暴な未来を予想し、子孫を見



くびり自分達を侮辱する、恐れに満ちた思慮の浅い発想ではないか、地球の中もまだまだ未
知だ。しかし紛争とテロの絶えない世界で楽観論も避けたい、果して国は長期に信頼出来る
管理をなし得るか、国際的な管理機構が幾らか安定した人と組織を維持し得るのでは、安定
した信頼できる人と組織の用意が同様の土地を確保するより要点だ。 
 私達の活動は利用できるエネルギーと素材に制約される、研究の進んでいない人工の超
ウラン元素や放射能の研究活用は、原子力との共存の支えであり施設受け入れ地域への貢
献をなし得るだろう。ごみを押し付けごみを膿だしながら電気を使うのは苦痛で惨めだ。 
 尚、個人的には原子力の地上での大量利用は核物質の特質から考慮するに、場所が不適当
で、本来それは放射能に満ちる宇宙用ではないかと思う、コンパクトで太陽光が無くても使
える。十分安全な宇宙への輸送機関が開発された、未来への贈り物に十分残して置いて欲し
い。発電は地球内部起源かもしれず、ＣＯ2 の数十倍の温暖化効果のあるどんどん使った方
がいいかもしれない、宇宙にはかさ張るメタンガスやガスハイドレートも良さそうだ、総化
石燃料埋蔵量よりもありそうで、多地域にあり日本の近くにも豊富だそうだ。  この問題
の解決には宇宙飛行士にもぜひ知恵を借りたいなどとも思う。 
 とにかく、希望の持てる、素敵な未来を迎えられそうに、嬉しく生きれる今を、そのよう
な喜びあふれる、苦渋に満ちない考え方を実現したい。 

 
No.４７２ 
氏 名  金子 幸雄       年 齢  ７２ 
（概 要） 
参考資料について： 
Ｐ．４に各発電の二酸化炭素排出量の計算根拠を明確にして戴きたい。 
（意 見） 
この数字は「電力中央研究所報告」が出典とあるが、報告書名や発行年月日の記載がなく文
献紹介としては不完全である。例えば自然エネルギーによるものが排出量が多いのは一見
不可解である。多分建設に要する資材などが含まれているからであろうが、原発を増やせば
バックアップ発電が必要になる筈で、これには火力や揚水発電が対応するし、太陽光では製
造に要するエネルギーは１～２年で回収出来る自己増殖型であることは考慮に入っている
のか。要は全く公平な客観的比較いるのか不明であるから、都合の良い数字だけを使うと判
断を誤らせることになる。科学者としては最も忌むべきことである。 

 
No.４７３ 
氏 名  金子 幸雄       年 齢  ７２ 
（概 要） 
参考資料について： 
本報告書に反映されていない意見について取扱を公表されたい。 



（意 見） 
参考資料Ｐ．２７～３０に本報告書の取扱範囲であるが、本報告書には反映されない意見と
範囲外であるので、反映されない意見とが簡単に紹介されていることは大変結構である。こ
れらの取扱を是非好評にして戴きたい。結局これを誠実に回答されることが不信感の払拭
に繋がると思う。専門家から見ると下らないと思われるかも知れないが、これらが一般の常
識と考えられて、答えて戴きたい。このような意見を持つ方々を多く委員に入れられること
が、信頼を得る方法ではないか。原発のシンポジウムに何度か出席したが、反対派の講師は
懇切丁寧な解説と回答をされるのに、推進派の講師の回答は不親切で、感情的で、誠意が見
られず失望することが多く、これでは不信感を助長するだけだとの感じを抱いたからであ
る。 

 
No.４７４ 
氏 名  金子 幸雄       年 齢  ７２ 
（概 要） 
Ｐ．１３事業資金について 
受益者負担が原則であるから、原発の運転で利益を得ている電力会社が当然負担すべきで
ある。また処分法には多大の石油などのエネルギーを必要とする。 
（意 見） 
事業資金：受益者負担が原則であるから、原発を運転する電力会社がすべて負担するのが当
然である。従って、各電力会社の電力コストは異なる。 
処分費用のモデル計算値が示されているが、すべての費用を含めて費用の算定を示すべき
である。Ｐ．４には冷却のため３０～５０年冷却のため貯蔵するとあるが、冷却は空気を送
り込んで実施するのではないか。埋設に要するエネルギーや、このような長期間冷却のため
のエネルギーやコストは算入されているのか。コストは勿論所要電力、石油などエネルギー
採算も明確にして戴きたい。ある程度の事故やトラブルも想定されるのではなかろうか。 

 
No.４７５ 
氏 名  金子 幸雄       年 齢  ７２ 
（概 要） 
 Ｐ．２ 埋設所要量約７万本、約７km2 必要とあるが、本当はもっと多くの面積が必要な
のではなかろうか。我が国は１０～２０年遅れているとのことと諸外国でのまだ処分法は
実施されていない、とのこととの関連は如何。 
（意 見） 
議論の必要性は判るが、処分方法すら確立されていない高レベル放射性廃棄物を現状でど
んどん殖やして行くのは誰でも不安ではなかろうか。現状は推定所要量の 1／7 でもかなり
の量であるから、現在の量に留める方策も考え、将来の増加を防ぐことが次代に対する現世



代の責務ではなかろうか。安全な処分法が確定してから、廃棄物発生を再開するのが、常識
ではなかろうか。 
また、我が国の１０～２０年遅れは、技術よりも社会的にと受け取れるが如何。技術で遅れ
ているとすれば、どのようにして遅れを取り戻すのか教示願いたい。また処分法が確立され
ていないのに、原発を低開発国に輸出しようとするのは甚だしい矛盾ではなかろうか。処分
法が技術的に遅れているなら、処分法が出来ない内に輸出することは、公害の輸出となり、
国際信用を失うことになり、社会的に遅れているのなら、相手国の社会が受け入れる体制を
整えてから実施すべきであるが、本末転倒ではなかろうか。 
この処分法は誠に重要である。 
尚現在原発は夏期の一時期だけしかも昼間の何時間だけを賄えばよいから、この間の電力
補給は外の方法で十分カバー出来、対応は可能ではなかろうか。例えば太陽光、風力、産業
よりの買電をある時期重点的に実施すればよいのではと思われる。真剣に検討して戴きた
い。廃棄物と関係がないのでなく、廃棄物の量を考えるなら、大いに関係ありです。 

 
No.４７６ 
氏 名  金子 幸雄       年 齢  ７２ 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物処分立案と責任体制を明瞭にして、信頼回復を図るべきである。 
（意 見） 
「もんじゅ」の事故などに対して、原子力委員会や原子力安全委員会での審査が甘かったと
の結論であるが、その責任がどうなったかは寡聞にして聞いてていない。またＴＭＩやチェ
ルノブルイ事故には、我が国の権威者がいち早く現地入りし、大した事故ではないと報告さ
れたが、実はとんでもない大事故であったことが判明している。これらの権威者がその後ど
んな弁明をされたか、科学者としての倫理性からどう行動されたのかは明らかでない。委員
会の審査が甘かった申し訳ないだけで、その責任はどう取られたのかは明らかでないよう
である。この委員会は今後そのようなことのないよう責任と出所進退を明らかにする体制
を整えるようにして戴きたい。一般国民は水俣病やＨＩＶで脅えていることを銘記して戴
きたい。勿論感情論に走ってはならないが、きちんと正直な説明がなされないから、感情論
にならざるを得ないことと、事実が、感情論を支える結果になったと思えるのであるが、如
何なものか。 

 
No.４７７ 
氏 名  金子 幸雄       年 齢  ７２ 
（概 要） 
原発に対する信頼性の回復には情報公開、安全性基準、事故対応、廃棄物処分であろう。関
係者特に科学・技術者は正直に問題点をマイナス面を解説すべきである。ＩＣＲＰの勧告は



我が国未だに実施されないのは何故か。 
（意 見） 
高レベル放射性廃棄物処分の問題とは別と云わずに、原発に関係する科学・技術者は信頼性
を回復するための努力を義務として戴きたい。例えば放射線被曝の法定限度についてＩＣ
ＲＰの１９９０年勧告（これでも不十分とも云う）が１０年になるのに、我が国では未だに
採択されていないことは何故か。関係科学・技術者はプッシュする義務があると思う。廃棄
物処分も関係が大いにある。安全が優先であるのに本末転倒としか思えない。これは一例で
あって 一般人の不信を買う所以ではなかろうか。我が国が原発を推進しようとするなら、
他国に先駆けて厳格な安全限界を制定することではなかろうか。企業採算が優先し、安全は
採算の次以下というのでは信頼性を疑われるのは当然で、常識の上に再構築をしていただ
きたい。 

 
No.４７８ 
氏 名  石田 博        年 齢  ６６ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物を３０～５０年の冷却期間の後地層処分をするのは現状の知見で
は無理があると考える、１００～２００年その特性を確認した後地層処分が可能かどうか
を決めるべきと考える。 
（意 見） 
 Ⅱ．１．高レベル放射性廃棄物地層処分の特徴 
 高レベル放射性廃棄物は現在の知見では３０～５０年でどの様な状態になるかは分かっ
ていないのではないか？（キャニスターの健全性など）また、深地層の状況については最近
（１９７０年以降）になってその研究が始められたばかりであり、今後１００～２００年の
調査・研究の後その概要を知ることが出来るのではないかといわれている。 
 それにかかわらず、現時点で３０～５０年後に地層処分をおこなうことに処分方法を確
定するのは無理があると考える。 

 
No.４７９ 
氏 名  石田 博        年 齢  ６６ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物は３０～５０年の冷却期間はその発生責任のある大消費地近傍の
電力会社用地などで地上保管・管理し、その後安全を確認した後に処分すべきである。埋設
処分以外の処理方法もその期間中に検討・比較・評価すべきと考える。 
（意 見） 
 Ⅱ．２．議論をする必要性 
 高レベル放射性廃棄物はわれわれが発生させたものであり、われわれの世代がその管理・



取扱に責任を持つのは当然である。しかるに、つい最近にいたるまでそれらの問題について
放置していたのが現状である。まして、それを推進してきた政府関係機関と発生者である電
力会社がその管理・処理を他者に委ね責任を取ろうとしない姿勢は許されるものではない、
世代間・地域間の公平と公正を図るならば、発生者である電力会社と消費者（特に大消費地）
において保管・管理すべきであると考える、それが出来ないようなものであるならば、尚更
過疎地に金銭を代償とするようなやりかたで、地下に埋設・放置しょうとするのは誠実なお
こないとは言えない。 
 国民各層の間で広汎に議論を行うには、責任を負わない今の委員会ではなく徹底的に議
論を尽くせる公聴会制度を確立し、多様な方策を提案した上でその結果を踏まえ結論を出
し、その後に判明した知見に対応出来るような制度が必要と考える。先に決められた結論に
導く為の公聴会・検討会でなく、異なる意見をどう調整するか、そのためには時間と手間を
惜しまない姿勢が必要であると考える。 

 
No.４８０ 
氏 名  石田 博        年 齢  ６６ 
（概 要） 
 広汎に議論を行うには、今までのやり方を１８０度変える覚悟で取り組まねばならない、
効果や利点のみを述べるのでなく、欠点やそれによって生じる影響も含め長期の議論が必
要と考える。 
（意 見） 
第一章 １．広汎に議論を行うために 
 （１） 
責任の所在を明らかにすること。 
 （２） 
結論が先にありき、ではなく、議論の結果によって結論が導かれるものでなければならない。 
 （３） 
３０～５０年後に地層処分をすると言うのではなく、多様な選択肢を提示した上で議論を
進めること。 
 （４） 
異なる意見や、少数意見の取扱をどうするか。 
 （５） 
公聴会などで、合意に至らない間は、その事業は凍結すべきである。先に事業を進め、既成
事実作ったうえで強行するなど、今までのやり方では制度・組織の透明性も明確化も確保で
きない。 
 （６） 
十分な時間と、手間を掛けてでも議論を尽くす姿勢をまず示さなければならない。今までの



やり方の負債を返す覚悟で取り組むべきである。 
 （７） 
発生者・消費者などの責任・利害を明確に示した上で、自己責任をどうするかを議論するべ
きと考える。 
 （８） 
困難な問題を解決するのであるから、触れられたくない部分についても情報公開が必要と
考えられる。 
 （９） 
最悪の場合、原発を止めてでも核廃棄物の増加を防ぐ覚悟で取り組んでいただきたい。 
 （10） 
新しい知見が判明した場合、計画を見直し・変更できる制度であること。 

 
No.４８１ 
氏 名  石田 博        年 齢  ６６ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物に関する情報は、沖縄電力を除く九電力会社及び日本原子力発電
等のＰＲ施設で閲覧・解説が得られるよう整備されたい、核廃棄物発生者としてその責任を
自覚されたい。 
（意 見） 
 第一章 ２．（３）誠実な対応 （ａ．ｂ） 
 わかりやすい情報・求められる情報を得ようとしても現状では非常に入手しにくい、今回
意見募集に関して地層処分以外の方策について、関係機関の窓口に出向き質問したが、全く
答えられず、それは、科技庁の問題であるかのような回答しか得られなかった、このような
関係機関の対応では誠実な対応が出来るとは考えられない。 
 情報源情報を充実されたい、特に、高レベル放射性廃棄物に関する情報については、沖縄
電力を除く九電力会社及び日本原子力発電等のＰＲ施設などで照会・閲覧・解説・回答が得
られるよう整備されたい。 

 
No.４８２ 
氏 名  石田 博        年 齢  ６６ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物の処分コストが明示されていない、コストが不明と言うことは、そ
の技術が確立していないことの証明ではないだろうか、技術と費用が明確になるまで、その
概算を示し電気料金と共に徴収し積み立てでも、核廃棄物処分の費用として準備すべきと
考える。 
（意 見） 



 第二章 ２．事業資金の確保 
（１） 
 高レベル放射性廃棄物の事業資金につい、一部の諸外国では１Kwｈ当たり８銭から１５
銭を基金として徴収しているが、日本ではその基準となるデーターが公開されているので
あろうか、最近になってそれらの積算作業が始められたと聞くが、それらの情報を出来るだ
け早く公開されたい。 
（２）① 
高レベル放射性廃棄物の処分に関係する事業資金は、直接・間接に係わらず受益者が負担す
べきであって、速やかに電気料金に算入していただきたい。 
（２）② 
 高レベル放射性廃棄物の処分は勿論、中・低レベル放射性廃棄物などを含め保管・輸送・
研究開発・警備などの費用も算入し、可能な限り次代の負担が少なくなるよう考慮されたい。 
（４） 
 事業資金の算定・見直しについては、本案の趣旨に従い速やかに算定され積立を開始され
ることを希望します。また、見直しは定期的に出来るよう義務ずけていただきたい。 

 
No.４８３ 
氏 名  木村 勝彦       年 齢  ５４ 
（概 要） 
 社会の関心や、社会的理解を得るためには、国会の場で真剣な議論を行い、その過程を国
民の前に公開していくことが不可欠である。 
（意 見） 
 私は廃棄物処分に社会的理解を得る方策に対して意見を述べる。 
 まず、報告書には透明性の確保という点が強調されているが、動燃事故の教訓としてむし
ろ当然の内容で、この程度のことで社会的合意なるものができると考えているとすれば、失
望を禁じえない。この問題について社会の関心が薄いとわかっているならば、どう社会の関
心を引きつけるかという点が重要なはずである。 
 また情報公開についても、客観的な科学データを公開されたとしても我々素人にはその
データが示すものさえ分からない。結局、推進・反対両派のそれぞれの解釈を信じ込む以外
には手立てがない。それよりも解決すべきなのは「なぜ我々の町に来るのか」という感情論
である。「なぜか」という思いは結局東京をはじめとする大都市のために発生したゴミを
我々の町が負担しなければならないという理不尽な状況に対する怒りである。これは本質
的に、都会の人間が「理解」しても済む話ではないのではないだろうか。 
 この様に疑心を生じている状況では、シンポジウムも推進派の自己満足の場となり、また
民間の努力にも限度があると言わざるを得ない。 
 ここはやはり、国会という、推進派も反対派も一堂に会し、マスコミもとり上げてくれる



公の場で議論することで、社会の関心を引きつけ、議論の過程を国民の前にさらけ出すこと
で共通認識を生み出していく他ないのでないだろうか。 
 いずれ法律案の審議をしなければならない以上、尻ごみしていてもはじまらない。国会が
本気になって考えなければ、今まで以上に住民投票で手痛い敗北を繰り返すことになると
思うが、いかがだろうか。 

 
No.４８４ 
氏 名  岡村 陽一       年 齢  ４６ 
（概 要） 
 立地地域の共生方策については、その地域のみの方策を考えるのではなく、周辺地域を含
んだ広域的な方策を検討すべきである。そのためには国の法制度の整備が必要である。 
（意 見） 
(１)確かに、共生関係を考えるにあたって、立地地域の主体性を尊重しながら、地域の持っ
ているビジョンやニーズに応じて、地域の特性を活かした方策を地域が主体となって企画・
選択する仕組みは重要であるが、どうしても共生方策がハード施設の建設や整備になって
しまう。ハード施設の建設や整備だけでは限界があるし、また立地地域全体のメリットにな
っていないように見られる。 
 その対策としてまず、立地地域のみを考えるのではなく、その周辺都市まで含んだ広域的
な地域振興策を検討する必要がある。 そのためには三法の枠組みを超えた共生策（空港、
港、高速道路）の整備等も必要となり、三法制度だけでは限界がある。そのためにも国の積
極的な関与また法制度の整備が必要となってくる。 
(２)現在計画中である産業廃棄物工場計画でさえ、地域住民の反対運動から住民投票が実施
されることを考慮すると間違いなく高レベル放射性廃棄物処分場に関しても、首長選、住民
投票、反対運動等の動が考えられる。これに対する対応策の検討も今後必要となってくる。 

 
No.４８５ 
氏 名  松尾 浩一       年 齢  ４１ 
（概 要） 
 処分地選定プロセスの考え方における国の役割については、その前段からの法制化やそ
の体制の整等に重点が置かれ、実質的役割を実施主体や電力会社に押し付けている。 
（意 見） 
(１)処分地の選定に当たり、国が実施主体の事業の明確な位置づけを行い、電力会社と実施
主体が一体となって行うだけでなく、そのプロセスの中で、国の方針、取り組み状況を積極
的に公表することで、この問題が全国レベルの重要課題であることを全国民に浸透させる
ことが肝要と考える。 
(２)また、公募・申入方式にしても、処分候補地として選定された自治体に対し、地域振興・



自治体事業への協力等初期段階から何らかのメリットを打ち出す必要があると考える。 
(３)更にこのプロセスにおける自治体の役割に期待するだけでなく、そこから得た地元要望
等の情報に対し、国も自治体と一体となり協議し、その意見の反映に向け積極的に取り組め
る体制づくりを確立しておく必要があると考える。 
(４)処分候補地の選定から処分予定地、更には処分地として選定されるまでには、各候補地
等における首長選、反対運動、住民投票に向けた動き等、さまざまな問題の発生が予想され
るため、その対策について検討する必要があると考える。（上記(２)のメリット等も対策の
一つと考える） 
(５)高レベル放射性廃棄物処分に関しては、原子力開発等の反対者にとって「トイレなきマ
ンション」と発言する根拠であり、一日も早い方向性の確立、地点の選定が望まれる。 
 このためにも、国が前面に出て取り組むことが必要不可欠であると考える。 

 
No.４８６ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
処分地選定において「地元の意見を反映するため」「住民の意見を聞く機会を設ける」では
不十分である。必ず住民投票の実施を法整備の中に位置づけるべきである。 
（意 見） 
 処分候補地選定にあたり、公募方式と申し入れ方式を提示している。しかし高レベル放射
性廃棄物という猛毒の地中埋め捨てとなれば、応募してくる自治体があるとは考えられな
い。応募するとすれば自治体の首長であろう。 
 首長が誘致を唱えた時、住民の意見の反映ではなく、「意志」が明確に表示される必要が
ある。そのためには例えば住民投票の実施をその法的有効性も含めて法制度の中に組み込
むべきである。 
 なぜならば高レベル事業推進準備会が、「中間とりまとめ（平成７年度）[基礎的検討]」
の中で、 
「地元へ説明するにあたっては、例えば環境影響評価 説明会や公開ヒアリング等住民の
意見参加の実施が考 えられ、また地元の了承としては地方自治体の首長の 同意が考え
られる。」 
としている。 
この考え方が適用されたなら今までの原発立地の際の形だけの説明会に終わるであろう、
まして、「地元の了承」とは「地方自治体の首長の同意」。つまり、首長が同意すれば処分場
が建設されることになる。これでは住民の意志を表明する場は存在しなくなってしまう。 
 住民の拒否も含めた意志表明とその尊重を法制度の中で確保する必要がある。  住民が
無視されようとした例として、 
 高レベル放射性廃棄物地層処分のための超深地層研究所計画が発表された１９９５年８



月２１日の翌日、１９９５年８月２２日に協定調印されようとした。 
 住民の意見が踏みにじられた例として、 
 高レベル放射性廃棄物地層処分のための超深地層研究所計画の四者間協定は、岐阜県瑞
浪市で協定調印の一時凍結の賛否を問う住民投票条例制定の直接請求署名簿提出の３日後
に結ばれた。 

 
No.４８７ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 実施主体が最も重視すべきこととして「国民にとっての信頼性」の確保をあげている。だ
が処分候補地における予備的調査と同じ調査を岐阜県土岐市で行おうとしている。 
（意 見） 
 処分地選定プロセスとして、プロセスの透明性確保と情報公開、関係自治体や関係住民の
意見の反映などを掲げている。 
 しかし、１９９７年１１月１７，１８日に動燃が行う予定だった高レベル放射性廃棄物地
層処分のための「広域地下水流動研究」は以下のものである。 
 ヘリコプターによる空中物理探査（電磁探査、磁気探査、自然放射能探査、ＶＬＦ法探査）、
他に１９９７年度中に地上における物理探査、地表地質調査、表層・深層ボーリング孔を用
いた調査、ボーリング孔を利用した岩芯観察、ボアホールテレビ観察、水理・揚水・採水試
験などである。 
 上記の調査は１９９５年高レベル事業推進準備会の「中間とりまとめ」の処分予定地を選
定する段階、ｂ処分予定地選定のための処分候補地における予備的調査段階の調査（机上調
査、空中物理探査、地表踏査、地表物理探査、地表地質探査、ボーリング調査及び総合デー
タ解析）とほぼ同じ調査方法である。地表踏査、机上調査は過去３０数年の動燃の調査で十
分に行われています。 
 しかもヘリコプター調査区域は 2.5km×1.6km の 4km2 と 10km×10km の 100km2 の範囲
です。4km2 の区域は国が高レベルガラス固化体を地中に埋め捨てる広さとピッタリ符号す
る広さです。 
 こういうことを行う動燃とそれを認めている科学技術庁は「国民にとっての信頼性」等を
言う以前に高レベル放射性廃棄物処分に関わる資格はない。 

 
No.４８８ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 日本は１０年ないし２０年余り遅れがある（ｐ.5）として結論を急がせるべきではない。
国民に向けた高レベル放射性廃棄物の情報提供は始まったばかりだ。 



（意 見） 
 「日本は１０年ないし２０年余りの遅れがある」と遅れを強調している。確かに、処分費
用の検討が具体的になったのは昨年である。しかし参考資料の p.41「高レベル放射性廃棄
物処分に係わる主な出来事の年表」を見るかぎり、原子力委員会の中に廃棄物処理専門部会
の設置を決めたのが 1961 年２月である。以後、高レベル放射性廃棄物は地層処分するとい
う前提のもとに、調査、検討を重ねている。 
 例えば、 
 １９８０年には地層処分を重点とする方針 
 １９８４年には、試験地はその後の研究開発の結果が良好であれば処分地となりうるも
のである。 
 １９８６年には動燃東濃探鉱事業所（現在の東濃地科学センター）に環境地質課を設置し
て放射性廃棄物地層処分のための基礎研究を開始させた。 
 同事業所で、キャニスター材の鉱床地下水における腐食実験を実施していた。 
などである。 
ただそのことを国民に積極的に知らせようとしなかっただけのことである。 
国民が高レベル放射性廃棄物の存在に無関心なのではなく、知らせていなかったために知
らずに過ごして来たにすぎない。日本が２０年余り遅れたとする期間は原子力発電はクリ
ーンであるというイメージを国民の中に定着させる期間であり、自前のエネルギー源確保
のためには再処理、プルトニウム利用が必要であるという強引なエネルギー政策を国民に
定着させるための期間だったのである。 
 以上のの状況を顧みると、今急いで強引に地層処分を押し進めるのではなく、今やっと始
まったばかりの議論に原子力発電や再処理の可否までを含めた本質から始めるべきである。 

 
No.４８９ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 意見交換会の会場やパネラーへの交通費の支出、パネラーへの出席依頼をなぜ、原子力産
業会議が行うのか。原子力産業会議の関与で公平な議論がなされたか疑問である。 
（意 見） 
 本（案）と直接には関係しないが、意見交換会は科学技術庁原子力委員会が主催し、会場
費もパネラーの交通費等も当然税金から支払われたものと考えていた。 
 原子力産業会議がなぜ、パネラーへの出席を依頼したり、意見交換会の会場費や交通費の
支払いをしたのか。 
 原子力バックエンド対策部会や処分懇の費用まで負担しているとは思わないが、費用を
出してもらい、事務的手助けをしてもらうことで、本懇談会の議論がねじまげられるような
ことがあってはならない。 



 税金で、科学技術庁の予算で行うべきことである。 
  注 
・パネラーへの出席依頼は原子力産業会議から差し出されていた。 
・パネラーの交通費の領収書（支払書）の振り出し先が原子力産業会議であった。 
・会場ロビーの使用について話し合っている時、この会場費は原子力産業会議が払っている
と発言してた。 

 
No.４９０ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 損害賠償制度の確立は必要であるが適用期間と事前の１００万人単位の綿密な健康調査
が必要である。調査は実施主体や電力業界、政府から完全に独立した機関が行うことが必要。 
（意 見） 
 損害賠償制度が謳われていることは日本の諸事情においてなされてこなかったことであ
り前進と言えるかもしれない。損害賠償制度は原発や核燃料サイクルなど原子力施設立地
地域に対し、予め設けられていなくてはならない制度である。 
 この制度の運用は処分場建設開始以前の段階からの、１００万人単位以上の綿密な事前
調査が必要である。しかも完全に独立した公平中立な立場の人と機関が行うべきである。 
 フランス、イギリスの再処理施設周辺で放射能被害が指摘されながら、開設前の健康調査
がなされていないために被害が認められないという事態が起きている。 
 水俣病やサリドマイド禍の被害者に見せたように、国が依頼した研究所や研究者がその
影響の否定に懸命だった事実がある。 
 従って政府、実施主体、電力業界、建設業界から完全に独立した機関である必要がある。 
 放射能は半永久的に存在する。だがこの制度はいつまで存在するのだろうか。人間は半永
久的な制度を維持できるのだろうか。 
 地域や水や草、木、動物に対しては適用されるのだろうか。 
 人々が求めるのは救済ではなく、被害のないことである。再処理をやめて、今ある以上に
は高レベル放射性廃棄物を作らないことである。 

 
No.４９１ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 核燃料の再処理を続ける限り高レベル放射性廃棄物は発生する。再処理を続けるかどう
かの議論をしないでゴミの処理だけを議論しろというのは誤っている。 
（意 見） 
 軍事のための再処理は別として、商業用としての再処理は取りやめている世界の状況の



中で日本だけがなぜ再処理にこだわるのか。エネルギーの確保を目指すとするならそれは
誤りである。 
 規制緩和によりやっと売電も可能になった。風力、太陽光、小水力、コジェネレーション
などの新エネルギー実用化にこそ十分な研究費を注ぎ、実用化促進をはかるべきだ。 
 高レベル放射性廃棄物の処分問題を問う前に原子力発電を続けるかどうか、再処理を続
けるかどうかという視点で国民に意見を問うことが先決である。 
 本質を議論させないで核のゴミの処理だけを考えろというのは本末転倒した提案である。 

 
No.４９２ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 ガラス固化体の発熱量（参考資料 p.10）はワットで示さず、日常生活で使用し、誰にでも
理解できる「温度」で示すべきです。 
（意 見） 
 ガラス固化体の発熱量としてワットで示してもどの程度の高熱であるのか想像できない。
ワットで示すのではなく、日常生活でなじみのある温度で表示すべきです。  例えば、 
 ガラス固化体製造時の表面温度、中心部の温度 
 六ヶ所に搬入される際の表面温度、中心温度 
 貯蔵施設での通風管内の温度 
 冷却空気出口のシャフトの温度 
など具体的に表示する。 
 さらに、ガラス固化に使用されるガラスの耐熱温度も当然表示すべきです。 
 追加として貯蔵施設の冷却空気出口から放出される放射能物質も明記すべきです。たと
えどんなに微量であったとしても！！ 

 
No.４９３ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 本懇談会の人選が著しく原子力推進、地層処分推進に偏向しており、懇談会の存在意義を
疑う。地層処分のためのセレモニーとして懇談会の意義しか認められない。 
（意 見） 
 第１回高レベル放射性廃棄物処分懇談会議議事要旨によると「廃棄物問題に国民の代表
として参加して検討をする」と位置づけられている。 
 しかし懇談会の構成員を表面的に見ただけでも 
 電事連会長 荒木氏 
 地層処分の報告のまとめに長年係わってきた川上氏 



 原子力ファミリーの一員である木元氏 
 高速増殖炉懇談会委員の木村氏 
 原子力バックエンド対策委員 熊谷氏 
 関西電力相談役 小林氏 
 動燃理事長 近藤俊幸氏 
 高レベル事業推進準備会 下邨氏 
 原子力バックエンド対策委員 鈴木氏 
 原子力バックエンド対策委員 松田氏 
 日本原子力産業会議かつバックエンド対策委員 森氏 
 この他に 
 第２回目まで、動燃 大石氏 
 第３回目まで、高レベル事業推進準備会 林氏 
このように高レベル放射性廃棄物の発生者、地層処分を検討する動燃、高レベル放射性廃棄
物処理処分のための委員などで、構成員の約半数を占めている。 
 これで、真に国民の代表と言えるであろうか。 
 議論したことを位置づけるためのアリバイ作り、セレモニーとしての懇談会の意義しか
認められない。 
 委員の人選からやり直すべきである 

 
No.４９４ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 １９９９年７月完成予定の放射化学研究施設で２０００年までに地層処分の技術的信頼
性を明示する第２次取りまとめをすると言う。科学として明示するのは不可能である。 
（意 見） 
 ２０００年までに地層処分の技術的信頼性を明示した第２次取りまとめをすると言う。
しかし、放射化学研究施設の完成予定は１９９９年７月だと言う。 
 これでは実験はなきに等しい状態で「地層処分の技術的信頼性を明示」することになる。 
 高レベル放射性廃棄物を地下に埋めることは安全であるという結論が先にあって、それ
に合ったデータだけを集める道具にされるのではないか。もしそうだとしたら、もはや科学
ではない。 

 
No.４９５ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 深部地下水の流れや水質について十分な調査もできていないのに、高レベル放射性廃棄



物を地層処分すると決めている。しかも、「安全性が確保される」（p.４）は信頼できない。 
（意 見） 
 （案）には最初から地層処分を行うという方針と、地層処分が「人間環境から隔離され安
全性が確保される」という結論があったのではないか。 
 しかしその結論を出すにはあまりにも不十分な現状である。例えば高レベル放射性廃棄
物が地下水と接触しそれがどのように拡散されていくかを知る上で地下水の流れや水質は
大切な要素である。それなのに、岐阜市土岐市の動燃東濃地科学センターは 1997 年 11 月
になってやっと「広域地下水流動研究」を行いたいとした。東海事業所では 1999 年７月の
完成を目指して放射化学研究施設の建設を始めたという。 
 にもかかわらず「人間環境から隔離された安全性が確保される」とする、はじめに「安全
ありき」の本（案）という姿勢には信頼がおけない。 
 高速増殖炉実用化の目途も立たず、核燃料サイクルの破錠が誰の目にも明らかな今、地中
処分だけを提示することはやめるべきだ。再処理するかどうか、さらには原子力発電をこれ
以上続けるかどうかも選択肢に入れて国民の論議に供すべきだ。 

 
No.４９６ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 「超深地層研究所」について、高レベル放射性廃棄物地層処分のためのという大切な目的
が住民には知らされていなかった。これは住民の理解を得るには程遠い態度である。 
（意 見） 
 本（案）p.12 で深地層研究施設に対し「研究施設の位置づけを明確化し、理解と信頼を得
る」よう情報公開を促している。 
 しかし、1995 年８月に計画が発表された「超深地層研究所」についての説明に、「高レベ
ル放射性廃棄物地層処分のための研究施設」という大切な目的を住民に知らせなかった。地
層科学研究をする施設という説明を行った。 
 岐阜新聞の質問に答えて、科学技術庁原子力局原子力バックエンド対策室長、川上伸昭氏
は 
 「発表文中に『高レベル廃棄物』の表現がないと指摘されたが、動燃の地層研究が高レベ
ル廃棄物研究なのはいわずもがな、あえて触れなかった。」（1995 年 10 月５日岐阜新聞） 
と述べている。「いわずもがな」と考えるのは科学技術庁や動燃など一部の限られた人々の
間での『常識』であり、国民の間の常識とはなっていない。 
 1997 年 12 月 19 日付の東濃地科学センターが公表した文章中にも「地層処分」という言
葉がある。しかし地層処分する主体が何であるかは記されていない。 
 2000 年に実施主体が設立されるとしているが、設立される以前から、目的を隠した調査
や研究所計画しか発表していない科学技術庁や動燃に対して抱いている不信感は強い。科



技庁、動燃が関与して、2000 年に設立された実施主体が「研究施設の位置づけを明確化し」
「情報の公開」をすすめるとは考えられない。 
 注：文中の川上伸昭氏の名前は伏せ字にしないでください。彼は科技庁の原子力バックエ
ンド対策室長として役職に立って物を言っているので、個人に対する情報でも私生活に関
わるものでもない。従って氏名を伏せてはいけない。 

 
No.４９７ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 実施主体には廃棄物排出者である電力会社が中心となるべきである。日本原燃がとって
いる「企業秘密」を許してはならない。 
（意 見） 
 産業廃棄物の処理は法律上は発生者の責任で処理されなければならないとされている。
しかし、処理業務を民間業者に委託することが許されている。実際、多くの事業者や企業は
民間業者に処理を委託している。その結果、発生者責任があいまいとなり産業廃棄物が違法
に捨てられたり、有毒なものを他のゴミの中に隠して処理することが横行している。 
 高レベル放射性廃棄物は毒性、持続性こそ桁違いであるが、究極の産業廃棄物である。 
 廃棄物の発生者（排出者）は電力会社である。発生者責任を明確にする意味でも原子力発
電を行っている電力会社が実施主体の中心となるべきである。 
 そして現在日本原燃がとっているような「企業秘密」は許されてはならない。「企業秘密」
を作ってはいけないということを法制度の中に明記すべきである。 
 日本原燃にもその法律が適用されるべきである。 
 秘密としてはならないものの例として、 
 ガラス固化体１本１本について、 
  排出電力会社名 
  発生熱量（固化時、貯蔵時、処分時各時点で） 
  漏出の有無と漏出の放射性物質名と量 
 などがすべて公開されるべきである。 

 
No.４９８ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 ドイツでは「２００８年に処分を開始する予定」（p.5）とあるが、これは本当のことであ
ろうか。最も正確な情報を伝えることから、情報の公開が始まるものと思う。 
（意 見） 
 ドイツでは「２００８年に処分を開始する予定である」としているが、現在も「２００８



年」開始予定なのでしょうか。 
 ドイツの応用環境学研究所の原子炉安全問題の部長、ミヒャエル・ザイラー氏は１９９７
年１１月、日本での講演で、「ゴアレーベンの高レベル放射性廃棄物処分場は２００８年に
稼動すると日本のパンフに書かれているのを知って驚きました。調査を２００８年に終え、
建設の可否はその後ということで建設には１５年はかかります。うまくいったとしても２
０２３年にしか稼動できません。岩塩層の洞の中に処分する計画は地質論議が２０年も続
き、反対運動も起きています。」しかも土地所有者が反対しており、運動は全国化し、処分
場建設は困難とのことでした。 
 都合の悪い情報も含めて、「まず」正しい情報を提供すべきです。国民は独自に情報を得
ようとすると、困難な場合があります。特に外国の専門情報を得る機会は多くはありません。
正確な情報を提供した上で判断を求めるべきです。 
 ついでに、ザイラーさんが講演の中で、日本はドイツの正確な情報を伝えていない例とし
て、軽水炉でプルトニウム燃料使用のドイツでの状況を次のように話しています。「日本の
パンフにはドイツで多くの経験があると書かれていますが、１９７５～８０年に行われた
小炉での経験にすぎず、商業炉では生かせないのです。」ウラン燃料の 2～2.5 倍と割高で、
しかも炉心の挙動が不安定になるなど技術的にも困難をともなう。「日本のパンフは、ドイ
ツですでに断念した炉も数のうちに入れて紹介しています。」 

 
No.４９９ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 教育・学習の必要は認める。しかし、一方的な原子力発電推進や高速増殖炉の推進のため
の教育・学習であってはならない。考え、選ぶための判断材料であるべきだ。 
（意 見） 
 各地からの意見交換会でも高レベル放射性廃棄物について「知らなかった」「関心が薄い」
という声が出されていた。 
 国は強引に原子力発電を推進し、高速増殖炉、再処理を押し進めながら、その可否を国民
に問うたことがない。だから国民が知らなかったり、無関心であるのはある意味では当然の
ことである。 
 しかるに無関心、無知は困るから一方的に原子力政策を教育によって浸透させようとい
うのであれば、国は二重の誤りを犯すことになる。 
 エネルギー源は数多くあり、それぞれが長所も欠点ももっていることを十分学び、製造か
ら廃棄までを含めて体系的に学んだ上で、自分の頭で判断できるための教育でなければい
けない。一方向な現在のエネルギー政策の押しつけであっては教育の意味がない。 
 動燃の「プルト君」ビデオや、電事連の「安全の砦」、原子力文化振興財団の漫画「明日
かがやく」のような一方的な広報物で１つの価値観しか与えないなら、教育に値しない。 



 
No.５００ 
氏 名  兼松 秀代       年 齢  ５０ 
（概 要） 
 ガラス固化後の放射能の時間変化（参考資料 pp.11-13）のグラフは、科学技術庁が公開
している「高レベル放射性廃棄物」のグラフに差し替えるべきである。 
（意 見） 
 なぜ動燃製作の表を使うのか。このグラフはいかに放射能量を少なく、時間を短かく見せ
るかに眼目がおかれたものである。情報公開を謳うにはあまりにもおそまつな情報である。 
 科学技術庁のパンフレット「高レベル放射性廃棄物」（ガラス固化体１本当たりの放射能
の時間変化の計算例）によると合計の放射能量が０になるのは約１千万後である。ところが
上記の動燃作成のグラフによると１００年から数百年の間にほとんどの放射能が０になる
かのようなグラフになっている。このグラフでは超ウラン元素などの放射能量と時間の変
化を一目で読みとることはできない。従って国民に正しいわかりやすい情報を伝えるため
には科学技術庁作成のグラフに差し替えるべきである。 

 
No.５０１ 
氏 名  兼松 真文       年 齢  ４６ 
（概 要） 
 １万年程度で高レベルの放射能はウラン鉱石と同程度の強さにまで減衰する（p.13）とあ
るが、その１万年の間の自然現象の変化は予測できない。従って地中に埋めてはいけない。 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物の放射能は時間とともに減衰し１万年程度経過すると、ウラン鉱
石と同程度の強さにまで減衰します、とある。しかしウラン鉱石と同程度の強さになるとい
うことは、人間界と接触して危険な状態で存在するということである。 
 １万年後の埋設地域の地殻変化など予測は不可能である。したがって地中に埋めてはい
けない 

 
No.５０２ 
氏 名  鹿内 博        年 齢  ４９ 
（概 要） 
 これ以上高レベル放射性廃棄物やガラス固化体を発生させないこと 
（意 見） 
 ガラス固化体、使用済み核燃料等の高レベル放射性廃棄物の最終処分方法が確立されず、
処分地も明確にされずに、放射性廃棄物を発生させるべきではありません。固化体は一時的
にという形で、しかもその期限も３０年から５０年とあいまいな内容で青森県に置かれて



います。さらに海外返還分については、３０００数百本とされているものの、六ヶ所再処理
工場で発生する固化体の数量、貯蔵期限について、県民は全く知らされておりません。 
 これでは、事業者や国を信用できません。 
 又、使用済核燃料についても、そのすべてが再処理される見通しは全く無く、青森県に「再
処理するために」といって搬入された使用済核燃料が、再処理されず、そのまま青森県に一
時貯蔵、中間貯蔵され、いずれ最終処分されるのではという心配をしています。 
 それらの不安の根本原因は、最終処分の見通しが不透明にもかかわらず、廃棄物を大量に
発生させていることにあります。従って、高レベル放射性廃棄物をこれ以上発生させないこ
とを最優先すべきであります。 
 本県に在る原子力船むつから発生した、個体放射性廃棄物は早期にむつ市から搬出する
と約束しながら今もって、その目途、処分地、処分方法さえ確立されていません。使用済み
核燃料も２０００年を目途に搬出すると約束しながら、それも確実では在りません。 
 各れも昭和４２年からの約束を国及び国の機関である日本原子力研究所は果たしていな
いことから、国の放射性廃棄物対策について、根本的に信頼することができないのでありま
す。 

 
No.５０３ 
氏 名  鹿内 博        年 齢  ４９ 
（概 要） 
 青森県にこれ以上ガラス固化体を搬入せず、すでに搬入されたガラス固化体を一日も早
く青森県から搬出すべきである。 
（意 見） 
 最終処分方法、処分地、実施主体も決まらず、又一時貯蔵期間の３０年から５０年の科学
的根拠と安全性、健全性の保証もされずに、かつ情報公開も不十分な中での、青森県での一
時貯蔵は即時中止すべきである。 
 従って青森県にこれ以上の搬入をせず、又すでに搬入されたガラス固化体は国の責任で、
即時に青森県から搬出すべきである。 
 一時貯蔵に関する法的整備もされず、一時貯蔵する数量も不明確でありながら、今後更に
海外からの返還ガラス固化体を六ヶ所再処理工場から発生するガラス固化体を青森県に搬
入することは、青森県をなしくずし的に核のゴミ捨て場にすることになる。 
 大事な問題をあいまいなまま一時貯蔵を続けることは、放射性廃棄物政策が更に遅れる
ことにもつながる 

 
No.５０４ 
氏 名  鹿内 博        年 齢  ４９ 
（概 要） 



 再処理せずに、使用済核燃料をそのまま最終処分する方法についても検討、研究すべきで
ある。 
（意 見） 
 もんじゅの事故、東海再処理工場の事故、原子力政策に対する国民の不信の増大、先進諸
国の高速増殖炉からの相い次ぐ撤退、プルサーマル計画の遅れ、高速増殖炉実証炉計画の遅
れ、原発新規立地に対する各地での相い次ぐ拒否反応の現象等を見れば、高速増殖炉を実用
化しプルトニウムを大量に消費しようとする核燃サイクル計画は完全に破錠した。 
 このことは、使用済み核燃料を再処理せずに直接・最終処分する必要性が一層強まったこ
とを示している。先進諸国においてもほとんどの国において直接処分の方向を歩いている。 
 わが国の原発から今後も発生し続け、しかも増大し続ける使用済み核燃料をプルトニウ
ムにし、それをプルサーマルであれ、ＦＢＲであれ、全て消費することは絶対あり得ない。
あり得るとすれば、国はその時の原発の数発生する廃棄物の数量とその処分方法、核物質の
輸送と加工、第二再処理工場の立地計画、使用済みＭＯＸ燃料の再処理工場の立地計画及び
プルトニウム需給見通し等の根拠となる計画を明らかにすべきである。 
 このようなことから使用済み核燃料をそのまま直接最終処分することがより現実的な選
択肢であり、そのための研究を早期に開始すべきである 

 
No.５０５ 
氏 名  鹿内 博        年 齢  ４９ 
（概 要） 
 ガラス固化体の処分方法について、深地層処分だけを前提とした検討では無く、施設内で
の貯蔵をし、最終処分方法については更に時間をかけて検討すべきである。 
（意 見） 
 深地層処分方法については更に動燃が中心となって研究を進めることとしており、安全
性について十分保証されていない。 
 しかも２０００年も目途に事業主体を設立し、２０１０年を目途に処分地を決定すると
いうスケジュールを先行させる方法では、地元と国民の理解は得られない。先ず、どのよう
な方法で最終処分するにせよ、その安全性について保証し、国民の理解と合意を得、更に安
全規則 管理面についての法的整備を行うべきであります。 
 それらが不明瞭では 深地層処分すると断定すべきではない 

 
No.５０６ 
氏 名  鹿内 博        年 齢  ４９ 
（概 要） 
 処分技術を研究・開発する主体から「動燃」を除外すべきである。国か直接おこなうか、
原子力研究所が主体となるべきである。そして、徹底した情報公開と国民参加の保証を。 



（意 見） 
 動燃は、もんじゅと東海再処理工場の事故及び東海事業所のウラン廃棄物の管理の問題
で「ウソをつく体質」と「安全性に配慮の欠ける体質」を持っていることは明らかにされた。
これは、原子力の研究、開発をおこなう資格が全く無いことを示している。 
 そのような組織は、名称や機構を変えても本質的には変らず、そこに高レベル廃棄物処分
技術の研究・開発の主体を委ねることはできない。 
 研究開発は国が直接おこなうか、原子力研究所が主体となるべきであり 動燃は完全に除
外すべきである。 
 そして、徹底した情報公開と国民参加を保証すべきである 

 
No.５０７ 
氏 名  鹿内 博        年 齢  ４９ 
（概 要） 
 国の責任において一時貯蔵と最終処分に関する安全規制面と住民合意を必要とする法的
整備を早期におこなうこと。又、情報公開を更に拡大し、現行の安全審査をやり直すこと。 
（意 見） 
 ガラス固化体が現在、青森県に一時貯蔵されているがその安全性、健全性、貯蔵期間、及
び最終処分場への搬出基準、貯蔵数量及び住民合意等についての法律はきわめて不備であ
り、早期に制定、整備されるべきである。少なくとも一時貯蔵期間と安全性を法律で保証す
ること。 
 又、現在のガラス固化体及び貯蔵施設に伴う安全審査の内容を方法及び情報公開は不十
分であり、改めるべきである。更に、住民合意が得られていな状態にあることから、住民投
票と県民投票の実施を法律で明記する。 
 最終処分に関しても、先ず安全規制のあり方や処分地決定に至るプロセス、処分地の管理
責任等を法律によって明記すべきである。 
 その基本は情報公開と住民合意、国民合意とすべきであり、住民投票によって住民合意を
得ることを法律で明記すべきである。 
 全て立法措置をすることは、国会で議論し、国民の声が反映されることになり、必要であ
る 

 
No.５０８ 
氏 名  鹿内 博        年 齢  ４９ 
（概 要） 
 最終処分の実施主体は法律に基づいて国の機関がおこない、その監視は利害当事者を除
外する第三者機関がおこなうようにすること。 
（意 見） 



 最終処分の実施主体は、廃棄物を発生させた電力事業者が本来おこなうべきですが、極め
て長期間管理する必要のあることから、経営上の問題を抱える民間企業体やその連合体で
なく、国が直接おこなうべきである。 
 その経費は全て電気事業者が、国に納入すべきである。 
 又、処分施設が操業後の監視は、電気事業者や国の利害関係のある組織の関係者を除外し、
国の行政機関から独立した第三者機関が当たるように法律で明記すること 

 
No.５０９ 
氏 名  斉藤 美智子      年 齢  ６９ 
（概 要） 
 既ににつくり出されてしまった高レベル廃棄物に関しては、全ての英知と力量を尽して、
少しでも安全管理をし続ける他あるまい。速やかに核分裂を中止する事が急務である。 
（意 見） 
 原子力に付随する高レベル放射性廃棄物について、今日迄責任主体、経済基盤、処分法等
が等閑にされていた事は恐るべきである。当初より十分予測された事態にも拘わらず原子
力委員会はじめ、各電力、関係機関の怠慢としか言いようもない。 
 安全性と、透明性確保の情報公開による多くの人々の理解を求めると再三強調される所
は、是非速やかに実現して頂きたい。現実には、反対意見を唱える住民の頭越しに、首長を
「補助金」「交付金」「税制優遇」の手段で取り込み、体制の堕落はもとより、民心そのもの
を金の力で悪化せしめている今日迄の方法は、断じて許されない。 
 遅きに失せりと言えども、現に生み出されてしまった高レベル放射性廃棄物問題は、放置
しえぬ焦眉の急を要する。これ以上増やし続けない事として、原子力政策の撤退こそが先ず
第一である。 
 地層処分への固執があるが、湾曲列島である幼若地盤のわが国に、たとえ深度であっても
高レベルの毒物を置く事は甚だ不適切である。管理ぜざるを得ない危険物である故にこそ、
平地上に、目に見える形こそが望まれる。 
 資金は、当然今日迄利益を得た電力の負う所でしかない。同時に許認可官庁の責任は重大
である。 
 監視機関には、広く NGO を加えた責任主体明白なる法体制整備による。開かれたもので
なければなるまい。 
 １万年後にはウラン鉱床並みのレベルとは恐れ入る。人形峠一つにしても、今日迄、地域
住民の不安と恐怖をかき立てている。又各ウラン採出国現地住民の放射線被害は、チェルノ
ブイリ難民と共に、人類の犯した恐るべき非人道的な過ちとして、人類史の大きな汚点であ
る。 
 核問題が、今日迄の知見では予測不能な事態を含むことは、昨年３月動燃東海再処理工場
爆発事故においても「安全審査」が役立たなかったことを立証している通りである。 



 先ず、原子力を不動の物の如き扱いを、即改めるべき。 
 

No.５１０ 
氏 名  三輪 浩        年 齢  ６４ 
（概 要） 
 高レベル廃棄物の処理・処分は、技術的にも社会的にも困難なことは当初から判っていた。
このことを再認識してこれ以上の生産はできる限りすみやかに中止すべきである。 
（意 見） 
 原子力利用は当初から“トイレなきマンション”と譬えられ、問題の所在は明白であった。
報告書は、諸外国では１０年以上も検討が進んでいるかのように述べている。しかし、例え
ば日本では集中貯蔵が一応スタートしているが、米国では管理可能な中間処分地さえ決め
られないでいて、問題の難しさは一層明らかになっている。 
 そもそも、直接・間接に有害な物質で無毒化が困難なものは、生産中止・使用禁止とし、
保管管理するのが当然であって、BHC、PCB、フロンなど多くの前例がある。放射性廃棄
物の発生を続けることが処理の困難を一層増幅している。 
 報告書が、“今後の原子力政策がどのような方向に進められるにせよ、少なくともすでに
存在する廃棄物については、その処分を具体的に実施することが必要である”としているの
はその通りであるが、処理すべき廃棄物量が限られている場合と、今後も際限なく発生する
場合とでは具体的な方法もその検討プロセスも全く異なる筈である。 
 核エネルギーへの依存を改め、エネルギー浪費の徹底的な見直しと更新性エネルギーへ
の転換を進める方向を打ち出さない限り、現存する廃棄物についてすら処分方法・処分地選
定に国民的合意を得ることは困難である 

 
No.５１１ 
氏 名  三輪 浩        年 齢  ６４ 
（概 要） 
 第１ステップとして処理・処分すべき廃棄物の量を定めた上で、具体的な方法を検討すべ
きである。報告書はその点があいまいなため、具体性を欠く結果になっている。 
（意 見） 
 報告書は、すでに存在する廃棄物がガラス固化体換算約１万２千本、２０３０年までに約
７万本と見積もった上で、その後の発生量とは無関係に、その処分を具体的に実施すること
が必要であるとしている。処理すべき廃棄物量が限られている場合と、今後も際限なく発生
する場合とでは具体的な方法もその検討プロセスも異なる筈であるし、何よりも処分場立
地地域としての対応が全く変ってくるので、前向きの検討を進めるためには、例えば７万本
との目安を定める必要がある。 
 なお、報告書本文では触れられていないが、高レベル廃棄物の量（体積）は再処理により



減少し、産業廃棄物に比べて極く僅かでしかない、とする議論が流布されており、報告書の
参考資料として添付されている。しかし、放射能の量は再処理によってほとんど変らず、ゴ
ルフボールのように気軽にポケットに入れられるものではないし、地層処分の場合に処分
場として確保すべき地下数百メートルに及ぶ管理空間はガラス固化体の体積の数十万倍で
あるから、決して少量とは言えない。科学技術庁・原子力委員会は、誤った認識へ誘導する
この種のＰＲ資料は今後とも撤回すべきである 

 
No.５１２ 
氏 名  三輪 浩        年 齢  ６４ 
（概 要） 
 報告書の「世代間公平論」「後世代に対する責任論」は具体性を欠く空理空論に過ぎない。
今は後世代に対しては誠心誠意謝って安全な管理の継続をお願いするしかない。 
（意 見） 
 報告書の何ヶ所かで（第一部Ⅰ−２，Ⅱ−１，第二部第二章２，３など）「長期安定性」
と「柔軟性・機動性」の両立の必要性が述べられている。しかし、具体的に考えれば、これ
らは明らかに二律背反で両立し得ないものである。同様な矛盾は、「安全生」「信頼性」と「経
済性」「効率性」との間に存在し、結局は、響きのよい（？）美辞麗句の羅列としか受け止
められない。 
 前者の関係においては「柔軟性・機動性」が優先されるべきであって、後世代への責任が
あるからといって、現在の不十分な知識と未熟な技術で尚早に地層処分を推進するのはあ
まりにもリスクが大きい。今後の長期に亘る地道な研究と技術の成熟を見るまでは、１万年
のスケールで考える「長期安定性」当面望むべくもない。 
 報告書では実施主体に関連して、「総合的に処分技術を熟知した技術者の確保」に触れて
いるが、さらに積極的に後世代の責任を果たす意味からも。長期に及ぶ管理のため技術の継
承・後継者の養成計画を具体的に策定する必要がある。今や民間企業は原子力産業からの撤
退準備を始めているし、大学の工学部では原子力工学科等の廃止・転換が盛んである。した
がって、原子力利用の継続の如何にかかわらず、放射性廃棄物管理を含む後始末関連技術の
継承のために専門家の養成を真剣に考えなければならず、これまで原子力を推進してきた
国の責務である。 
 後者の点では、「経済性」よりも「安全性・信頼性」に重点が置かれるのが当然で、公害
発生の心配を最小限に止めるような廃棄物の処理処分は、絶対に儲からない事業である。こ
のための民間の独立事業体は成立し得ない。事業主体は民間が適当とする考えは、通産省・
科学技術庁・原子力委員会の責任逃れとしか言いようがない 

 
No.５１３ 
氏 名  三輪 浩        年 齢  ６４ 



（概 要） 
 「地層処分」一途の方針自体の見直しが必要で、その他の多様な代替措置を幅広く検討す
るべきである。当面は地上または浅い地下での継続的管理が適当である。 
（意 見） 
 今や、処理処分方式そのものの再検討が必要な状況であり、「地層処分」に固執するべき
ではない。しかし、懇談会の構成メンバーは広い分野から選ばれたと説明されているものの、
「再処理・ガラス固化体の地層処分」を前提としてのものであって、「高レベル放射性廃棄
物懇談会」というよりはむしろ「地層処分懇談会」とでも言うべき構成で、より広い視点か
らの検討には適性を欠いている。まして、懇談会座長の文章は、あえてロケットによる宇宙
処分などの荒唐無稽な方式を引き合いに出して、スケジールに沿った「地層処分」しかあり
得ないという姿勢で、見識を疑いたい。 
 しかるに、再処理方式は、その工程でのリスクの増加（気体液体状放射能の垂れ流し、事
故の潜在的危険性、二酸化炭素排出量の増加）が、英仏両国での環境放射能汚染や動燃事故
で現実のものになっているし、（核拡散への懸念を含む）プルトニウム利用技術の不透明性
からも、見直しが必要であり、実際、ワンススルー方式を採る国も少なくない。 
 使用済み燃料の蓄積量は、まだそれほど多量ではないので、今の段階ならば、処理方法の
研究を継続しながらの、地上または浅い地下での半永久管理が可能な量であるし、埋設処分
に比べればコスト試算も比較的容易と思われる 

 
No.５１４ 
氏 名  大泉 讚        年 齢  ５０ 
（概 要） 
 超深地層研究所を瑞浪市月吉の正馬様洞へ作るというのはデタラメだ。さる１１月８～
２５日に行おうとした処分場の調査は何なのか又中止はなぜしたのか？その他 
（意 見） 
 瑞浪に作るという高レベル放射性廃棄物（ガラス個化体）処分のための研究と言ってで先
日の大阪での会ギでも近藤座長がとにかく研究所を作って研究してからうんぬんと言って
ますが研究所も出来ていないのにもうすでに処分場と同じシュミレーイシオンの研究場外
での大がかりな調査をやろうとしたことは国民をバカにしている、このように研究だとか
言うあなた方の言ってることは常にうそであることを自分で証明している、ただちに正馬
様での作業を研究所廃止への作業に移すべきだと思います、 
９５年の１２月２８日の四者間協定書は１０年前に北海道の幌延で坪谷所長が、強引な調
査を行った様に彼は東濃においても２８日に強引に調印を行わせたとんでもない非民主的
な人間だと思います。このような人々が今の動燃の悪質化を作っている先日の大阪で木元
司会者はかつてに彼を良い動燃ですねと決めつける様なインチキはゆるせないこの様にあ
なたたちは研究も会ギも出来る人々とは思えない。 



 私は一般人です一般的に見て事故や毒物による害を見ていろいろ判断するのがありませ
んそれは研究や科学者の努力の結果を見るのであってそれが人間生命ををどれだけ大切に
しているか又生命をおびやかしているかで判断します、これは生る者としての大切な科学
だと思ってますしてみるとこの原発は人間の生命をこれだけおびやかした科学は外にあり
ません。世界中の広さではっきりその害が出てます。チェルノブイリの事故、スリーマイル
事故イギリス、フランスの原発廃棄物再処理地方の放射能害は大変なものです。もう本当に
人間としての正常な考えを持つならただちに廃止する作業を始めるべきと思います。この
まま大反省なくごまかして行くならかならず動燃や科技庁は大変な事故をひきおこすだろ
うしかもバカバカしいミスや科学的ともいえぬあやまりで？！ 

 
No.５１５ 
氏 名  大泉 讚        年 齢  ５０ 
（概 要） 
 今回の意見交換会への私の意見、会の発足、会の進め方会の開催場所日時 
（意 見） 
まずこの会は広く国民の意見を聞くということだが、地層処分をするという事を、国民に広
く聞てないで地層処分すると決めてしかも瑞浪市月吉地区に９５年１２月２８日おりしも
動燃の大変な学問研究技術を結集した世界にほこるもんじゅで大事故をやりそのインペイ
工作にいそがしい中福井からの帰り道で岐阜県で非民主的な方法で強引に高レベル放射性
廃棄物処分のための超深地層研究所計画への調印を行った。（地元月吉地区で９７％の反対
にもかかわらず）これは今後の研究所に対する地元民の強い反発となって今日に至ってい
る。でまずこの会は大切な研究とか地層処分とか高レベル放射性廃棄物への不安を増大し
かつまた順序を間違えたことを意見として言えると思って私は参加してます。よって超深
地層研究所は白紙撤回すべし 
会の進め方はまず第一に木元さんは司会者としてまったくだめである、こんな司会者はゆ
るせん 利益供与家族は司会者不適切、東京での会又今後はやめてください。これは科技庁
も責任がありますよ！あたりまえのことだが！！ 
会の開催場所は全県都で行うべきです特に東京で一回も開催しようとしなかったことは国
民をバカにしているし座長の言っていることとやっていることが真たく違ってる。で次回
は幌延、青森、福島、新潟、茨城、東京、神奈川、静岡、岐阜、福井、京都、神戸、四国、
広島、かご島、長崎では是非開催して下さい。又この会は１０年間やってもおそくはない。
２７年間もほったらかしにしててこれるのだから１０年ぐらいは最低やるべきだと思いま
す。又完全公開とし若い人々にも多く参加してもらうよう開催してほしい。 

 
No.５１６ 
氏 名  大泉 讚        年 齢  ５０ 



（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物の地層処分ありきの論理をやめるべし なぜなら地下は地上の何
十倍も危険である。地震や水等の危険はあなどれない。 
（意 見） 
 まずこの高レベル放射性廃棄物（ＨＬＷ）を地下に処分する科技庁の説明等によるとあた
かも地下が安定して安全なような説明がいたる所にある地下核実験はこの超深地層研究所
と同じような研究実験であると思ってますこの地下核実験が世界の非難を浴びたのは大変
危険かつ地球環境を大きくきづつけるからです又そのための被爆者が多数出続けるから、
この核実験とほぼ同じ深さでしかもこの処分の方はその何万倍もの放射能を死の灰を処分
するわけですからそのその危険性は核実験のごときではないしかも地下が良くわからない
から研究所を作りたい学問的にも現実的にもわからないから研究所を作らしてくれと大阪
で座長が学者風を吹かしておしやってるが、わからない地下にどうして核実験より膨大な
死の灰を処分できるのか？安全にこれこれしかじか出来るとあちこちに図やグラフで説明
をしてるが子供でもそんなインチキにだまされないと思う。地下が大きな力で動くのが地
震で地上はほんの少しの現われで 
 ましてや地下が地震にも安全だなどの考えは神戸地震でも知ったように地下鉄や新幹線
等がもっとも復旧がおそかったつまり被害もひどかったのです。ましてや地下１０００ｍ
と深ければ地震の力がもろに来るので地下の鋼鉄の坑道やコンクリートの坑道など簡単に
破壊されると思います。日本は地震国です。イタリアも地震国ですイタリアには原発が１９
８８年の国民投票により全廃してます。地震による原発事故からのがれるためもあったと
思います。しかし日本はそれ以上に地震国でたった２７年の間に大地震が原発を襲って来
なかっただけです。しかし処分場は３００年１０００年とか安定してなければいけないの
ですそれまでもこの多重バリア等はバリアとして役目をはたさないと思います。そんな状
態の所へ地震がくればＨＬＷ処分の死の灰の量からして日本はおろかアジアの破滅になる
と思います。地層処分は絶対無理危険バカげている。さあ即時原発を止めまず廃棄物等を本
当に安全な法作を新しい人々で考えてもおそくない。 

 
No.５１７ 
氏 名  大泉 讚        年 齢  ５０ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分のための超深地層研究所や処分実施主体に動燃がなるのは無
理危険すぎる。今日までの彼等のやり方を国民は信用も信頼もしてない。 
（意 見） 
 もし仮にこのまま地層処分や超深地層研究所が作られて行くとしたら、動燃が実施主体
になれるとはとうてい思えない。科技庁自身も頭の痛い所だと思う。 
しかし一般の人々は科学者でも技術者でもないので動燃の研究や実験の数々の現われた事



故やインペイ工作やうそインチキ、自殺、にあきれるばかりです、一般の人々はその科学的
なことはわからなくても現われて来る事故等を見て判断するのですこれは一種の科学だと
思いますつまりスリーマイル事故チェルノブイリ事故もんじゅ、東海村の事故等により判
断するまたこの事故への反省や原因究明又責任をちゃんと採ったか等で判断する。これは
科学者でないお母さんや原発音知でも出来るのです。私もそうですが、この生活科学と言う
か生きるための知恵を一般の人は誰でも持ってると思います。この観点から動燃事業団を
見ますと１５年も放射性廃棄物を鉄のドラムカンに入れあのずさんさは科学的でもないし
技術的安全性もない一般廃棄物業者としても通用しませんましてや架空のインチキ又イン
チキ建築等々我々が知をだけでもあきれるのですこの危険と不信をありたけバラまいた。
これでは動燃の職員の内でもいつも安心して作業や研究などやれてないと思います。こん
な職場に居れる職員はどんな人間なのでしょう。？本当に責任のある人が今回の多くの事
故で首になったと聞たことがない！！してみると本当に責任のある人が生残ってて又大事
故への再発の火種を残しると思う。こんな動燃に人々は科学的知識等が無くても生きるた
めの正しい判断を下せると思う。それがもんじゅ廃止１１６万以上の署名となり 瑞浪の超
深地層研究所計画凍結署名３５，７５２名余となり月吉地区９７％の超深地層研究所建設
計画反対となった。これは東濃での動燃への強い不信と反発の現われである。ゆえに月吉地
区に作ろうとしてる高レベル放射性廃棄物処分のための超深地層研究所は白紙撤回し動燃
の職員は出て来た会社等へおもどり下さい。 

 
No.５１８ 
氏 名  大泉 讚        年 齢  ５０ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分や原発についての教育や情報公開に関して（現行の東濃での
目的をあかさない日本初の大調査は中止せよ。） 
（意 見） 
 高レベル放射性廃棄物問題が今あせって強引に事を進めようとする一方教育や情報が大
変遅れてる。 
まず教育ですが２７年間このゴミのことはもちろん原発のメリットだけを教育しデメリッ
トを一切無視して来た結果世界中がこまってるわけです、それを木元氏や多くのモニター、
松田さんなんかは何を勉強したんですかねほとんどメリットだけの原発作り始めの２７年
前の教育を考えてるとしか思えない。現に今東濃では核融合研究所が２７年前の原発と同
じ夢のエネルギーと言ってますが、その裏にこんどはトリチウムと言う超やっかいなデメ
リットごまかしている。これと同じことを２７年前やってたのです、そしてスリーマイル 
チェルノブイリと事故が起きたのに日本の教育はこの目の前の警告を無視してる。フラン
スのスーパーフェニックやベルギの再処理工場爆発事故等があったにもかかわらず教育勉
強が出来ずもんじゅ、東海と一般人が知ってるだけでも初歩的事故を起こしてるこれはま



さに教育のおくれ勉強不足だと思う。一般の人々への教育も大切だが教育する側がまず教
育されなければいけないと思いますよ。してちゃんと教育の出来て来た国は脱原発へと方
向が変って来た。イタリア、スエーデンドイツ等日本は教育する側がまずもっと勉強すべき
です、それでメリット、デメリットをちゃんと教育できればおのずと脱原発社会へ向うのが
生命ある遺伝子を持つ人間の恵知だと思う。 
情報公開は教育にも大変必要な制度で日本は非核三原則に基づいて動燃の情報公開は必要
です、なのになぜか情報公開してない、しかも公開出来るのはほんの少しの情報に一点につ
き１０００円も取ると言う真剣になって考えるも国民をバカにしてると思うこれでは教育
の勉強のと言えない状態を科技庁自身が作ってる。即時情報は公開してほしい３０円ぐら
いは出しますよ。そうでないと科技庁、動燃が進めるゴミ処分等への不信が高まるばかりと
思います。目的もあかさない超深地層研究所回りの調査は中止せよ。 

 
No.５１９ 
氏 名  大泉 讚        年 齢  ５０ 
（概 要） 
 高レベル放射性廃棄物処分のための超深地層研究所計画はただちに白紙撤回し又東濃の
動燃事業所は事故等が起きない内に撤去すべし。 
（意 見） 
 幌延、釜石、人形峠と回って来た本質の変らない研究所が高レベル放射性廃棄物処分のた
めの超深地層研究所計画です。この計画は５０人の村に３５０人もの機動隊を出して強引
にボーリング調査をやる動燃の非民主的な本質を今だにちらつかせてこの岐阜へやって来
た。なぜなら今だに幌延から古職員が非民主的な職員がやっていて、東海再処理工場の体質
をこの処分研究にたずさわる人々も持って居ると思います。一つの例を上げれば処分場と
研究所はセットであるという考えは今だに続いているし又この計画は明確に分けることは
出来ないものだと思う（外国の例からしてもわかると思。）だから文書もあいまいだしまあ
インチキな作文があちこちに見られる。天沼氏、川上氏、川原田氏等々が遠回しに処分場へ
の移行や住民からの要望で処分場と研究所がうまく一ヶ所に出来ますよなどと言っている。
これは地元民をだませば何とかうまく行くと言うことであると思う、しかしそんなインチ
キな考えを科学者だと言う人々が発想するのだろうか私は信用出来ないしこのインチキが
今日の幌延、人形峠、東濃地方の住民との不信と反発をまねいている一因でもあると思う、
図面通りに行かないのが現実である我々が図面をいくら見せられてももうその通りに行か
ないことをいやと言うほど知らされた、ゆえに地下の研究所の図面やガラス個化体の多重
バリヤ天然バリア等紙に書いたもちであって地下の変動や地層のズレの力はとんでもない
力で地下が安全だなどと言うのは無知もはなはだしい。学者ずらもおこがましいと思いま
す。ましてや今月吉地区には毎日東濃鉱山の地下からの送風機によるラドンガスをあびて
いるわけで今だにこの通気穴はふさがれてない。よってただちに撤収作業にかかるべし。こ



の様に地下は大変危険とやっかいなのである。ドイツのゴアレーベンの地下処分は２５０
ｍで事故一人死亡で中止している 

 
No.５２０ 
氏 名  紅谷 淑子       年 齢  ６６ 
（概 要） 
 「地層処分」にきめてしまってから、国民の意見を聞くのはおかしいと考えます。いくつ
かの選択肢を示しそれを比較検討しつつ意見を聞くべきと考えます。 
（意 見） 
 １． 
すでに発生したものおよびこれから発生するもの、ならびに、すでに再処理したものおよび
これから再処理するものに分けて、各選択肢について論ずべきであると考えます。 
 ２． 
「原子力ｅｙｅ」'98１・２月号で「原子力未来研究会」が「使用ずみ燃料管理の考え方−
すべての選択肢を取り上げて評価せよ」と提案し、その主張を展開していますが、この種の
議論こそ、まっさきに行なうべきでありましょう。 
 この「基本的考え方を議論せよ」という提案には、まったく賛成です。 
 目の前の「廃棄物の山」という難問に目をうばわれ 全体としての整合性を欠くか、ある
いは実情に即しないで無理に数字の上の整合性を作り出すか− そういうことの矛盾は、そ
う遠くない将来に、のっぴきならぬ破錠となって噴出するとしか思えません。 

 
No.５２１ 
氏 名  紅谷 淑子       年 齢  ６６ 
（概 要） 
 「動燃の後身」は信頼できません。「地上保管」あるいはこれに準ずる保管で、住民・国
民がたえずチェックし、監視できるシステムを検討してください。 
（意 見） 
 １． 
相次ぐ動燃の「事故・トラブルかくし」で私たちは 動燃の「臭いものに蓋」体質がぬきが
たいものと知りました。その後身に厄介ものの「高レベル廃棄物を委せるというのは怖しい
ことです。他に技術者集団がないというのなら、身の危険を避けたい住民・国民の目が届き、
監視しやすい方法を、高価でも、採るべきでしょう。上記体質では、徴徴や、かすかな懸念
をクローズアップできずに、大事になりやすいと考えます。 
 ２． 
動燃が「核燃料サイクル研究開発機構」（仮称）に変り、第三者委員会のチェックが入る予
定の由ですがそれでも安心とは思えません。 



理 
由 
例 
示 

☆チェック機構の法的責任がないか、或は軽微。 
☆同上構成員の専門でない項目は放置される 
☆もとデータの改ざん、紛失にチェックは無力 
☆動燃後身に一般会社でいう生産技術分野担当の技術者およびその主査的機能
がなさそう（外注にたより、現物を知らない） 
☆従って職人的技術者（学問を現場に密着した方法で適用・展開できる人）が不
在又は僅少 
☆仮説を証明する実験に終始し、未知、見おとしの領域を調べるための実験は、
ほとんどないと伝え聞く 

 ３． 
かほどの未知の領域にいどむからには、国中の、いな世界中の識者、職人的技術者に ヒン
トを出して、気付を教えて、という姿勢で当然と思います。それにしては情報公開が進んで
いません。大洗の諸実験も、事前に詳細を公表すべきと考えます。(水関係) 
（事故以前に行なわれていた「もんじゅ」ナトリウムもれ実験にしても、企業人ならダクト
やグレーチングを勘案する必要性を一目で見ぬいたはず） 

 
No.５２２ 
氏 名  紅谷 淑子       年 齢  ６６ 
（概 要） 
 地層処分に関して予定されかけている措置が急ぎすぎで、なっとくできません。 
（意 見） 
 １． 
別項で、地層処分ときめてしまう前に、すべての選択肢をじっくり評価してほしい旨書きま
した。 
 ２． 
本意見募集の所管部門が、意見募集期間を６ヶ月に改め再度実施してくださった誠意には
感謝します。一方で、これは科技庁所管ではありませんが、総合エネルギー調査会が２月か
ら「必要な法改正や資金確保の方策を探る」と新聞に出ました。（高レベル廃棄物埋設方針
含む） 
 別の省庁とはいえ、これでは「意見」をじっくり反映させることはできず、意見を聞く手
続を実施しただけ、ということになるおそれがあります 

 
No.５２３ 
氏 名  紅谷 淑子       年 齢  ６６ 
（概 要） 



 地下に関する学問が著しく未発達であり、なかんづく地質学と地球物理学の関係が試論
の段階と感じられるので、数年や数十年で方針決定や土地選定はムリと考えます。 
（意 見） 
 １． 
地下の調査は、現在という“時”の断面でとらえるだけでなく、当然遠い将来の変化まで見通
せる調査でなければならず、しかも外挿だけでは、不可逆の変化を捨象してしまうおそれが
あります。テクトニック（プレートテクトニクス、プリュームテクトニクス、マ イクロプ
レートに関するテクトニクス等々）が身近なところに及ぶまで精密化され、計画によって実
証されかつまた地質学と整合してくるまでには、気の遠くなるほどの年月が必要と考えま
す。 
 その間は直接処分か中間保存すべきでしょう。 
 ２． 
「原子力工業」第 40 巻第５号('94) に土井和巳氏が書かれた“高レベル放射性廃棄物の「処
分」は可能か地球科学の課題と現状”という文の p.69「結論」に「筆者の試算は……すべて
が順調に進行することを前提としたものであるが、これでも 100 年では解決しえないもの
となっており……。この試算には異論を持つ人が少くないであろうが、数年、あるいは数十
年の間にこれらの課題のすべてが解明されうると真面目に考える人はまいまい。（後略）に
同感です 
（注 …… は中略） 
＜学問がまだ若いことの一例＞ 
 金折裕司氏は日本の「マイクロプレート」について試案を展開しておられますが、「甦る
断層」（近未来社）p.４３に、感動をもって「構造線やブロック境界線の一部で地表に認め
られていない部分でも重力異常図にはっきりと現れていたのである。」と述べられています。
この仮説と実測の出合いは '93 春地球惑星科学関連合同大会に於てであり、つい最近の出
来事でした。それほど若い学問なのだと痛感しています。 

 
No.５２４ 
氏 名  紅谷 淑子       年 齢  ６６ 
（概 要） 
 研究を行った土地または地層処分候補地について、水のふるまいや水みちを仔細に調べ
ても、テクトニックな変化をうけたとき、それがどう変るかは不明だと考えます。 
（意 見） 
 １． 
阪神淡路大震災の前後に、断層からある程度離れた土地や、とんでもない遠隔地で地下水に
さまざまの異常が報じられた記憶があります。それが何故かは分らなかったようです。 
 ２． 



水みちは岩の性質や履歴によって傾向が異るし、他所での研究が候補地に適合すると思え
ぬほど、きわめて土地固有の条件に依存すると考えます。「割れ目は岩盤の存在した長い歴
史の中で作られたものであり、同じものなどない」渡辺邦夫氏・地中の虹（近未来社）P.175 
 ３． 
断層を避けて処分場をおく、と名古屋のヒアリングでパネラーが説明されましたが例の断
層と断層の中間でも、動力異常とその変化、歪とその変化、移動（ＧＰＳなどで分るもの）
等々で水と水みちは不断の條件 変化をうけるのではないでしょうか？上記固有の条件を
調べてあっても、微妙な水みちは不測の変化を受けると思います。 
 日本は特別にテクトニック（造構学的）な条件が複雑なところと聞いております。 
 ４． 
島村英紀氏の「地震はどこにおこるのか」には、サイレント・アースクエイクや、釣鐘をた
たいたときのように「何日間にもわたって地球全体が震え続けた」チリ地震など風変りな地
震がたくさん述べられています。この他にも今後新顔の地震がまだまだ発見されることで
しょう。それらのうちのいくつかが水の条件を変えないとは言い切れないと思います。まこ
とに地下のことは未知の事柄でいっぱいだという実感をもっております 

 
No.５２５ 
氏 名  紅谷 淑子       年 齢  ６６ 
（概 要） 
 参考資料 p.23 のウラン鉱床の非移動については、本来後成鉱床であり、条件が変れば再
溶脱がありうるとの説もあります。極小の可能性でもやはり怖しいことです。 
（意 見） 
 人形峠・東濃ともに後成鉱床であり「その時の環境が好適でなければ物質の固定は行われ
ないか、行われても再び溶脱してしまうことも多くの鉱床で知られている。さらにこの環境
は時とともに変化しうることも知られている」土井和己氏・原子力工業第 40 巻第５号('94) 
P.67 
 ウランだけでなく、各種のアクチノイドを収めたキャニスタやバリアがいずれも水没し、
いずれ容器やバリヤにヒビや細隙を生じ……という状況を思い浮かべたときその地層の
「固定能力」は、ウランに対してとは異なるかも知れず、未知というしかないと思います。 
 （もっとも参考資料も「今後溶脱はありえない」とまでは断定していないものと理解して
おります。） 

 
No.５２６ 
氏 名  紅谷 淑子       年 齢  ６６ 
（概 要） 
 「立地地域との共生」は、単にめいわくの代償として金銭・物資の供与であってはならず、



「百年先・千年先・一万年先の命とともに」生きられる、という考え方が必要です。 
（意 見） 
 １． 
上記「」内は原子力資料情報室の高木仁三郎氏のことばです。氏は「あらゆる生命とともに」
生きることが共生だと語られたのを聞いたことがあります。 
 ２． 
日本の、また地下の、非常に複雑な条件により、また学問技術の稚さにより、性急な地層処
分は“共生”をそこなうものと思います。 
 ３． 
できてしまったものについては 1000 年レベルの中間貯蔵しかないと思います。情報公開と、
市民、国民の監視のもとで……。 

 
No.５２７ 
氏 名  南川 靖之       年 齢 
（概 要） 
放射性廃棄物処分案についての意見の一つです。 
（意 見） 
 使用済み燃料から出る 
 「高レベル放射性廃棄物」を地中深くに埋設し「自然崩壊を待つ」訳ですが、それならば
例えは悪いですが冷戦時代に「中性子爆弾」と呼ぶものがありましたが例えば、このような
方法でこの「高レベル廃棄物」を強制的に崩壊させるという方法があるのではないでしょう
か。 
以上です 

 
No.５２８ 
氏 名  村尾 修        年 齢 
（概 要） 
（意 見） 
 まず埋める候補は２ヶ所だと思います。一つは東海村、もう一ヶ所は富士樹海だと思いま
す。方法としては叩き台なので、それ程力を入れないことだと思います。放射性廃棄物の放
射性について低下を考えることとかわりのエネルギー源を考えるということも言っておく
と良いと思います。六ヶ所がうまくいかないように見えるのは上も含めてですが、行政的方
法論の違いだと思います。住民の感情とか国民の反対と言っても説得が出来ないとすれば
その基本的な合意のたてかただと思うのです。自分の土地とか放射性被害とかいうことは
確かにありますが、ではなぜ補助金が効果ないのでしょうか。もんじゅや動燃の事故といっ
てもそれでだめになったのですか。誰も原子力発電をやめろと言ってないのです。問題は行



政そのものの活力と問題意識が分散しているのだと思います。原子力政策やエネルギー問
題についての状況説明に終始するのでなく、ビジョンについて話し合うということが、必要
だと思います。なぜ息づまるかという理由については検証されたのでしょうか。確かに意見
を広く聞くということは大事ですが、ここで聞くということは失敗したのでしょうか。もう
大分時間は経っています。つまり筋が分からないのです。もしうまくいっていたらなぜ今頃
聞くのでしょうか。うまくいっていたら意見は採用されるのでしょうか。どう組み込むので
しょうか。それについて回答が用意されないとしたら多分検討はまた意見が多くでて、進ま
ないと思えます。今見込み発車をして、意見をつぶすことも出来ず、お金を使ってしまって、
格好がつかないとしたらどうでしょう。意見を取り上げられるまぬけの顔がみたいです。ど
っちみち行政のことは知りませんが、手腕で切り抜けられる問題だと思います。よい若いス
タッフが意見を取り上げられ、牽引されることをお祈りいたします。 

 
No.５２９ 
氏 名  井上 正義       年 齢 
（概 要） 
（意 見） 
前略 
門外漢で申し訳ありませんが、愚見を述べさせて頂きますれば幸甚に存じます 
「放射性物質は・星の形成にともない素粒子の相互作用により超温・超高圧・γ 線・紫外
線等の影響を受け生成され全ての元素が放射性を帯びており燃焼過程で一部は放射性を増
しながら重い元素に成っていったと思われるので初期の段階に戻って超低温・真空状態で
4He の HeⅡとの反応で放射能消去実験は出来ないかと思います 
的外れかと思われますが御一考して載ければと存じます 

 
No.５３０ 
氏 名  村田 弘志       年 齢 
（概 要） 世界一の石炭輸入国日本の炭鉱が消える 
 −対応策は廃棄物埋設施設としての再利用− 
（意 見） 
 戦後の経済復興に多大な貢献をしてきた炭鉱の灯が、日本から完全に消えようとしてい
る。今後とも石炭エネルギーへの依存度が増加するのは世界の趨勢であり、また日本は世界
一の石炭輸入国というのにである。ところで、採炭条件の苛酷さ、炭質の悪さ、人件費の高
騰など国内炭の不利な面は覆うべくもなく、炭価は海外炭の３～４倍に達するという。品質
が良く安価な海外炭の輸入は 93 年度で約 1 億 2 千万トン。それに比較し国内炭の産出量は
約６００万トン、輸入量の５％である。最盛時の６１年度９５０鉱、５５００万トンもの生
産量であった国内炭は、第９次（１９９２～２００１年）石炭政策では「構造調整の最終段



階」＝「全鉱山の閉山」に至る。現在の炭鉱は僅か２鉱のみである。 
 しかし、石油・自然ガス・原子力など石炭以外のエネルギー源も殆ど１００％輸入に頼っ
ている現状で、エネルギーの安全確保、国内産業の育成、国内資源の有効利用、採炭技術の
保存といった面を考えると、国内炭鉱の全面閉山でなく、何か存続の手だてはないものであ
ろうか。 
 専門家の英知を集めた現状が、「海外炭の輸入増＝国内炭の減産＝炭鉱の閉山」という図
式の経済原則であるが、発想の転換により 
 “採炭後に空洞のまま入口を密閉して自然崩落にまかせている廃鉱・坑道の利用” 
は対応策にならないだろうか！ 
 “火力発電所に接して廃棄物の破砕・固化プラントを作り、石炭灰を砂代わりにセメント
固化して埋設処理”することは実現できないであろうか！ 
 つまり、 
［一定深度以上のところに］ 
 １． 
火力発電所、可燃物焼却場等で発生する燃焼灰を砂代わりにしてセメント固化し埋設する。 
 ２． 
あらゆるものの海洋投棄を全面禁止にし、地方自治体が困っている下水処理場の汚泥等を
固化し埋設する。 
 ３． 
その他の産業廃棄物を固化し、場合によってはステンレス鋼の容器に密閉して埋設する。 
 ４． 
不燃物を破砕・固化して埋設する。 
 ５． 
原子力発電所から多量に発生する低レベル放射性廃棄物を埋設する。(通常の廃棄物として
扱えるレベルの検討が原子力安全委員会で始まっている。) 
［利点］ 
 １． 
埋設費用を利用者から徴収し、炭価の引き下げにあてることができる。 
 ２． 
海洋汚染を防ぐことができ、環境問題に貢献できる。 
 ３． 
海底陥没や地盤沈下が防止でき、補償問題解決の一助となる。 
 ４． 
石炭を運んだ船でセメント固化した廃棄物を炭鉱まで逆輸送すれば、船舶による海上輸送
で費用も安く、埋設のための新たな雇用を作り出せる。 
 ５． 



採炭した石炭は電力会社の石炭火力発電所でこれまでどうり海外炭と混焼させるが、電力
会社にも廃棄物処理で見返りがある。 
 ６． 
埋め立て地、不燃物処理場の新たな適地が少なくなっており、処理場の地下水汚染等、地上
での環境問題の解決ができる。 
 ７． 
国内資源の有効利用と採炭技術の保存ができる。 
素人考えですが、幸いなことに残された九州の炭鉱は海底炭田です。採炭後の巨大な空洞・
坑道に、これからも増え続ける産業廃棄物の埋設施設としての再利用という考えは、現実的
ではないでしょうか。 
 発電所まで石炭を運んだ船で固化した埋設物を炭鉱まで輸送し、採炭した石炭を地上に
運び上げる施設を逆に利用して、採炭後の空洞等に埋設する。もちろん費用は利用者が負担
するのが当然であり、資源有効利用の為のリサイクル運動も実現化に向かっていることや、
環境問題に対する関心も従前よりはるかに強く、私たち自らが行動する必要性は認識され
て来ていると思います。費用の負担も含めて、社会的な合意が得られるのではないでしょう
か。 

 
No.５３１ 
氏 名  南川 靖之       年 齢 
（概 要） 
（意 見） 
高速増殖炉もんじゅが増殖運転する際に「ウラン２３８」を置いておく場所に高レベル放射
性廃棄物、を置いておくと多量の中性子が、この、放射性廃棄物に当たり、強制的に核分裂
させられる、と考察いたします。「ウラン２３８」が置かれる場所に「容器に入ったまま」
の状態の廃棄物を置いて試験してください。ただし、「発熱」する恐れがあります。 

 
No.５３２ 
氏 名  伊藤 弘明       年 齢 
（概 要） 
（意 見） 
 水没やガス爆発の危険がある地下処分は最悪で、長期地上保管とすべき。原発や再処理工
場の敷地内や廃炉後に地上の付属施設を建設し、保管する。原発や再処理工場を誘致して利
益を得た立地県はその責任を取らねばならない。これを他県に押し付けるのは立地県の横
暴である。尚、世界的な失敗の実績を見ても、地下処分は不適当である。特に日本では水の
問題がある。 
 処分に当たっては、できる限り石油（と税金）を使わずに済むようにする。地下千メート



ル掘るのにも輸送にも石油がかかる。原発跡に保管するのが最も安全で教訓を忘れずに優
れている。 
 そもそも放射性廃棄物の処分方法を決めてからでないと原子力利用は始められないはず
なのに。 
 通産省、科技庁、東京電力の建物内に倉庫を造るのは、筋が通っている。 
 廃炉は解体してはならない。解体で労働者が被曝し、粉塵の四散で汚染が広がる。そのま
ま核廃棄物と一緒に管理・皆で子々孫々見張っていく。以上の意見に私は賛成である 

 
No.５３３ 
氏 名  臼井 英幸       年 齢 
（概 要） 
高レベル放射性廃棄物処分について 
（意 見） 
我国は環太平洋火山地震帯に全域が属しており、高レベル放射性廃棄物の地層処分に適し
ているのまずないと考える。 
海外に目を向けると、ロシアの北方、北極海上にノバヤゼムリャ島がある。 
このノバヤゼムリャ島は、旧ソ連時代に史上最大の５８メガトンの水爆実験を含む地上地
下の核実験が行われ、無人島になっている。 
地質的に見るとウラル山脈に連らなる古い造山帯に属しており、地殻が厚く安定しており、
高レベル放射性廃棄物の地層処分に適していると考える。 
ここに我国だけでなく南ウラルなどの旧ソ連の残した核廃棄物を地層処分し、ロシアの核
汚染の拡大を防止する。 
話は変わるが、現在の使用済核燃料の再処理の技術では、半減期の長い超ウラン元素の分離
ができておらず、これらが確立する前に国内での再処理事業に踏切るのは、将来に禍根を残
すことになるのでないかと考える。 
当面、六ヶ所村では使用済核燃料の冷却貯蔵のみを行い、再処理工場については計画の見直
しと工期延長または延期が必要と考える。 
高レベルの廃棄物の地上での冷却貯蔵が必要がレベルになるまで使用済核燃料を冷却貯蔵
してから再処理するのも一つの方法と考える。 
その間に有効な再処理の技術が開発でき、使用済核燃料の放射能のレベルも低下し、再処理
の安全性が高まり、環境への影響も少なくなるのではないか。 
さらに、現在事故後、休止している高速増殖炉もんじゅを出力及び出力密度を大幅に落とす
と共に二次冷却系統をアルゴンガスなどの不活性ガスで冷却するようにし、高速中性子に
よる超ウラン元素の核分裂処理の研究炉として活用することが望しいと考える。 

 
No.５３４ 



氏 名  渡辺 清        年 齢  ５３ 
（概 要） 
（意 見） 
 １． 
ガラス固化体はプルトニウムをリサイクルする方針から生じるのに本文にはまるでそのこ
とが書かれていません。このことを明記し、まず発生源を止めるため再処理をやめるべき。 
 ２． 
プルトニウムも、すでに莫大な在庫量を抱えていること、これ以上必要ないことを明記し、
抽出してしまったプルトニウムの処理を至急考えるよう国・電力会社へ求めるべきです。 
 ３． 
（座長は、「原子力利用の最初から考えておくべきだった」と述べていますが、そのことへ
の当事者の謝罪は見当たりません。）まず、発生者の責任をどう求めるのか明らかにしてく
ださい。私たちには、これまで情報が知らされてきませんでしたし、聞いても答えてもらえ
ませんでした。 
 ４． 
消費者としても真剣に考え、実行していかなければならないと思いますが、そのためにはま
ず上記１（再処理中止）と３（発生者責任）が大前提。その上で再度意見募集を。 
 ５． 
一番の関心事ははたして千ｍもの地中に処分可能か、安全かという点。その点に関する情報
が出されていません。ｐ．６～９の情報公開の基本姿勢にそってまず自ら公開されたい。 

 
No.５３５ 
氏 名  藤中 智恵美 年 齢  ４２ 
（概 要） 
国・電気事業者は国民投票（高レベル放射性廃棄物の地層処分の是非を問う）を実施しては
いかがでしょう。 
（提案） 
（意 見） 
はじめに・さいごに・文中にも再三再四記されている、「国民１人１人が自らの問題意識を
持つことを望んでいる。」や 「国民各層から意見～。」等等が目についた。今まで意見募集
や意見交換会をあなた方は開催したが、これに参加した人達の多くは日頃、原発問題・高レ
ベル廃棄物問題・核燃サイクル等に関係（賛成・反対を問わず）している人、又電気事業関
係の人達であったと思う。いうならば、国民全体の極、限られた１握りの人達であるこの書
案を作制した原 力委員会・高レベル放射性廃棄物処分懇談会の意とする所は、もっと広い
一般の方達への呼びかけを目的にしていると考えられる。が、今までの方法では、新しい人
の掘りおこしにはならなかった。従って国民投票で有権者と次世代を担う子孫らも含め、自



分達の問題として深く捉えてもらう為、実施するのも１つの方法だと思うがいかがであろ
う。是非実施して欲しいものである。原発に関していえば、オーストリア・スウェーデン・
スイス・イタリアは国民投票で選択・決定している（反対意志表明）。人間の生命に係わる
重要な国策であるので、国民投票は不可欠だと思う。又、投票するには事前に正しい情報公
開があろうはずだから、国民１人１人がエネルギーのことを考える良い機会となるであろ
う。是非国民投票の実施をお願いします。 
 


